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目的

IOMはおよそ13年間にわたって人身取引対策の実施に取り組んでおり、世界

のあらゆる地域で1万4,000人以上の人身取引被害者を支援してきた。人身

取引被害者を支援する（または支援したいと考える）団体、特に地域密着型の

非政府組織が増えてきたことから、IOMとしては、これまでの経験とそこから

得られた教訓を共有したいと考える。このハンドブックは、IOMの経験を要

約・体系化したものである。被害者はひとりひとり異なる存在であって、必要

とされる支援、被害者が希望する支援もそれぞれ異なることは、IOMもよく認

識している。また、人身取引の性質は世界中で異なっており、常に変化し続け

ていることから、それに応じて対応も変えていくことが必要となる。そのため

このハンドブックでは、人身取引被害者を支援するための唯一の方法論を提示

するのではなく、IOMの長年の経験に基づく提案と指針を示すことをめざして

いる。IOMとしては、このハンドブックが被害者を支援しているすべての団体

にとって役立つことを願っているが、とりわけ、被害者支援プログラムの策定

を始めたばかりで IOMの経験を活かすことのできる組織に活用してもらえれ

ばと考えている。

このハンドブックでは、最初の接触の時点から要件審査を経て効果的な社会復

帰に至るまで、人身取引被害者を包括的かつ効果的に支援するために必要な指

針とアドバイスが示されている。未成年者への支援についても取り上げている

が、実際に未成年者に対応する実務家にとっては不十分な内容であろう。未成

年者に対応する際には、ユニセフ「人身取引の被害を受けた子どもの保護に関

する指針」（Guidelines on the Protection of Child Victims of

Trafficking）もぜひ参照されたい。

ハンドブックの構成

ハンドブックは全体を通読してもらうことを意図したものだが、それぞれの章

で取り上げられている具体的問題について調べるために活用することも可能で
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ある。ただし、すべての章と資料は密接に関連しあっている。このような複雑

な問題に、専門家としてできるかぎり的確に対応していくためには、包括的な

アプローチをとることが重要である。このハンドブックを最大限に活用しても

らうため、読者には、すべての内容に目を通し、十全な知識を獲得していただ

きたい。

ハンドブックは以下の7部に分かれている。各章は支援の流れにしたがって並

べられたものである。読者は、このとおりの順序で読み進め、それぞれの章に

書かれていること全体を十分に身につけることが望まれる。ただし、特定の問

題について具体的な指針が必要な場合は、それぞれの章を個別に参照すること

も可能である。

第1章 安全確保

第2章 人身取引被害者の認定作業（要件審査）

第3章 他の団体への委託と社会復帰のための支援

第4章 シェルター運営ガイドライン

第5章 健康と人身取引

第6章 法執行機関との協力

補遺（1） 人身取引の対象とされた人のケアおよび面接における倫理

原則

補遺（2） 面接チェックリスト

補遺（3） 用語集

それぞれの章で取り上げられている問題と中心的テーマは次のとおりである。

第1章　安全確保

第1章では、安全確保にかかわる重要な原則を提示するとともに、リスク・ア

セスメント、ハイリスク事案、リスク管理、データの秘密保持、安全確保手続

の模範的実践例、スタッフとクライアントの安全確保の問題を取り上げてい

る。

第1章の中心的テーマは、人身取引被害者を支援・保護する際にスタッフに

とってのリスクが高まることを認識するとともに、このようなリスクを最小限

に抑えて対応するための基本的な安全確保基準・手続を設けるところにある。
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第2章　人身取引被害者の認定作業（要件審査）

第2章では、「人身取引」と「人の密輸」という異なる犯罪を各団体がより的

確に判別するための判断基準を提示するとともに、人身取引被害者として支援

を求めてきた者を認定・判別するための手法の概要を示している。取り上げら

れている問題は、この問題に関連する国際法上の諸基準、認定手続そのもの、

アセスメントのための指標と具体的質問、被害者への対応と被害者の取扱い、

補完的な裏付け資料、最終的な意思決定手続などである。

第2章の中心的テーマは、各団体が被害者のニーズへの対応と支援・保護の提

供を効果的に行なえるよう、人身取引被害者を正確に判別するためのガイドラ

インを提示するところにある。

第3章　他の団体への委託と社会復帰のための支援

第3章では、他の団体への被害者の紹介全般と、その後、社会復帰がうまくい

くまで提供されるべき一連の支援策について取り上げている。取り上げる問題

は、人身取引被害者が支援を受けながら自主的帰国を果たせるようにするため

の準備とそのような帰国支援の実施、社会復帰のための支援のアセスメントと

計画、社会統合のためのサポートの提供などである。

第3章の中心的テーマは、人身取引被害者に対し、そのニーズと基本的人権に

したがって、個別の事情を踏まえながら効果的かつ適切な支援と保護を提供で

きるようにするところにある。

第4章　シェルター運営ガイドライン

第4章では、人身取引被害者のためのシェルターの設置、シェルターの運営と

スタッフ配置、シェルター居住者の支援手続、シェルター居住者の待遇、シェ

ルターにおけるサービスと支援の提供について取り上げている。

第4章の中心的テーマは、安全なシェルターを設置するとともに、シェルター

という環境にいる人身取引被害者に対し、適切かつ効果的な支援と保護を提供

するというところにある。
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第5章　健康と人身取引

この章では、保健衛生と人権にかかわる問題についての包括的な説明と助言を

行なう。取り上げる問題は、たとえば、概念上の枠組み、倫理と安全にかかわ

る原則、ケアに影響を及ぼす諸問題、特別に考慮すべき保健衛生事項、医療司

法にかかわる側面、臨床面の手続と対応、保健衛生計画、スタッフの健康問題

などである。

第5章の中心的テーマは、ケアに関する最低基準を策定するとともに、人身取

引被害者のニーズにしたがった専門的保健サービスを提供するところにある。

第5章では、人権だけではなく、出身国・経由国・受け入れ国の公衆衛生上の

利益の観点も踏まえたサービスの提供に、焦点を当てている。

第6章　法執行機関との協力

最終章である第6章では、人身取引との闘いにおける法執行機関との協力とい

う難しい問題について、詳細な説明と助言を行なう。このような協力の背景、

協力にともなうリスク、協力を行なうべき理由について明らかにする。また、

人身取引被害者が法的に有する選択肢と権利、法執行機関との覚え書の締結、

警察の関連部局との連絡、技術的協力と能力構築、機密情報の共有、刑事手続

における証人の移送などの問題を取り上げている。

第6章の中心的テーマは、(1)人身取引被害者が刑事司法上の選択肢について十

分に説明を受け、その選択肢を実現する機会を与えられるようにするととも

に、(2)支援提供団体と法執行機関との間で、倫理的規範とプロ意識に基づいた

双方向の協力過程を確立させるところにある。このような協力関係は、刑事司

法制度における被害者の権利保護を向上させるために、また人身取引加害者の

摘発・検挙率を向上させ、加害者が罰せられることなく跋扈している状況を終

わらせるための中期的戦略の基盤を築いていくために、必要となる。
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補遺（1） 人身取引の対象とされた人のケアおよび面接における倫理

原則

補遺(1)では、人身取引の対象とされた者の権利や固有の状況を尊重するため

にすべてのスタッフがとるべき適切な振舞い方について、基本的な説明を行

なっている。

補遺（2） 面接チェックリスト

補遺(2)では、支援提供団体のスタッフと、人身取引被害者として支援を求め

る者との間で行われる面接の開始時に毎回、考慮・確認すべき問題のチェック

リストを提示している。

補遺（3） 用語集

ハンドブック全編を通じて、また人身取引被害者を認定・支援・保護する過程

で用いられる重要な言葉の意味を明らかにするために、用語集を設けている。

基本原則

このハンドブック内の説明と助言は、人身取引対策のあり方を規定する次の諸

原則に基づいている。

■ 人身取引を抑止し、人身取引の被害を受けた人々の権利を保護すること、そ

して被害者の人間としての尊厳と福祉が尊重・保護されるように行動するこ

とを決意しなければならない。
■ 人身取引の被害を既に受けた人々、これから受ける可能性のある人々の保

護、安全および人権尊重を指針と仰ぎ、常にこれに従わなければならない。
■ 人身取引被害者に対するあらゆるサービスは、十分な情報に基づく被害者の

同意を基礎として提供される。自主的帰還支援プログラムは、本人の自由意

思で帰還を選択した被害者に対してのみ提供されなければならない。
■ このハンドブックは、「国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補

足する人（特に女性及び児童）の取引を防止し、抑止し及び処罰するための

議定書（以下「人身取引議定書」という。）」に掲げられた国際基準を踏襲す

るものである。
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■ このハンドブックは、国連人権高等弁務官事務所「人権と人身売買に関する

原則および指針」に掲げられた国際基準を踏襲するものである。
■ 人身取引の被害を受けた子どもの支援にあたる団体、常に子どもの最善の利

益にしたがって行動することが求められる。

鍵となる指針

■ 危害を与えてはならない－支援する側が危害を与えてはならないというの

は、医療倫理にかかわるほとんどの指針で筆頭に置かれる原則である。人身

取引問題にはきわめて大きな複数のリスクがからむこと、その被害者の多く

はぜい弱な状態にあること、トラウマが悪化する可能性があることを踏まえ

れば、この基本的原則の重要性はいくら強調してもしすぎることはない。行

おうとしている行動によって危害が生ずる可能性がないかどうか評価するの

は、人身取引被害者を支援するすべての団体の倫理的責任である。面接・検

査を実施したり、他の何らかの手続を進めることによって被害者の状況が以

前よりも悪くなると考えられる場合には、とりあえずそのような行動をとる

べきではない。
■ 個人個人に対する対応とケア－人身取引被害者の経験や境遇には若干の共通

点があるにせよ、各団体は、各被害者を一個人として認識・尊重し、可能な

かぎり一人一人に合わせたケアと支援を提供するべきである。スタッフは、

支援の全過程を通じ、被害者個々のニーズと境遇にふさわしい最適な保護・

援助・支援を提供するよう努めなければならない。
■ 継続的・総合的ケア－このハンドブックの第3章と第4章に挙げる一連の

支援は、人身取引被害者の回復を支援するにあたって包括的なアプローチを

とり、被害者の身体的・心理的・社会的状態に応じた、総合的継続的ケアを

提供するところにその目的がある。
■ 被害者の面接と、十分な情報に基づく同意（「インフォームド・コンセント」）

－人身取引被害者は、最初の接触の時点から認定作業を経て最終的な社会復

帰に至る支援の過程全体を通じ、幅広い問題にかかわって面接を受ける機会

が非常に多い。初期の判別のための面接、事案の経緯を把握するための面

接、支援内容確定のための面接、保健衛生問題にかかわる一連の面接、その

他の手続における面接等である。さらに、被害者はこうした面接の機会に、

何らかの意思決定を行なったり、多くの行動や手続についての同意書を提出

したりしなければならないことが多い。面接の際にとられるべきアプローチ
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と、十分な情報に基づく被害者の同意を確保することに関する指針は、補遺

(1)および(2)に示してある。これは、スタッフが、被害者の人権を尊重しな

がら、専門職らしい公正な方法で面接を行なえるようにするためのものであ

る。スタッフは、いずれかの面接を実施する前にこれらの資料を精読してお

くことが求められる。
■ 自己決定と参加－被害者には自分なりの選択および決定を行なう権利とニー

ズがあることを認識し、可能なかぎり意思決定への参加を促さなければなら

ない。スタッフがめざすべきなのは、被害者との共同作業を通じ、被害者の

自律性を回復することと、被害者が自分に影響を及ぼす決定および行動を行

なえるようにすることである。このような共同作業は、被害者が自分の生活

に影響を及ぼす決定を下す権能を取り戻せるように、また被害者の自信を高

めて次にどのような一歩を踏み出すかを決定できるようにする上で役に立

つ。
■ 差別の禁止－スタッフは、人身取引被害者に対しいかなる差別もなく、可能

なかぎり最善の支援を提供しなければならない。差別には、たとえばジェン

ダー、年齢、障害、皮膚の色、社会階層、人種、宗教、言語、政治的信条、

地位が含まれる。
■ 秘密の保持とプライバシー権－人身取引にかかわる秘密のデータは、被害者

に対して事前に知らせることなく、また十分な情報に基づく被害者の同意を

書面で得ることなく、開示してはならない（依然として人身取引加害者の支

配下にある他の被害者の安全、または人身取引の対象とされる可能性がある

他の人々の安全を法執行機関が確保できるようにするために必要なデータの

共有については、第5章参照）。

用語について

「被害者」という言葉は、女性に対する暴力とのかかわりで多くの議論を引き

起こしてきた。これは被害者が回復力のある強靭な存在ではなく無力な存在で

あることを暗示するとして、「生存者（サバイバー）」という言葉を好んで用い

る人も多い。しかし、人権および人権侵害からの保護の分野では、加害者側に

責任がある不当な行為・状態を経験している人を指す言葉として「被害者」と

いう用語が用いられている。これは、人権侵害を経験した人には保護・支援・

被害回復の権利があることを示す言葉である。保護と支援に焦点を当てたこの

ハンドブックでは、このような意味合いの言葉として「被害者」を用いている。
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これは、被害者には保護される権利があること、政府・市民社会にはこのよう

な保護を提供する責任があることを強調するためである。

用語の選択をめぐる議論は、「（買）売春」とそれに相対する概念としての「商

業的性的稼業」について語るときにもしばしば生ずる。どちらの言葉を選ぶか

に、話し手の思想的立場が反映されていることが多い。このハンドブックでは

（買）売春および売春者という言葉を用いる。ただし、このような用語の選択

は、IOMがいずれかの思想的立場をとっていることを意味するものではない。

また、「売春者」「（買）売春」という用語を用いるからといって、このような

活動に従事する人に対する否定的判断を言外に表そうとしているものでもな

い。

リチャード・ダンジガー（Richard Danziger）

IOM人身取引対策部部長
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日本語版刊行にあたって

国際移住機関（IOM）は、人道的で秩序ある人の移動は移民と社会に利益を
もたらすという活動理念に基づき、国際機関の立場から、国際社会のパート
ナーと協力して、人の移動の実務的課題の克服、移住問題に関する理解の向
上、移住による社会経済的発展、移民の人としての尊厳と福祉の擁護を支援
しています。

人身取引とは、何らかの強制的な手段で、弱い立場にある人々を別の国や場
所に移動させ、搾取することを言います。IOMは1994年から人身取引問題
への取り組みを始め、これまでに85 カ国で約500 件の事業を実施、約
15,000人の被害者を支援しました。アジアは人身取引が頻発している地域
の一つで、毎年約数十万人が被害に遭っていると推定されています。 アジア
の経済大国である日本は、主要な人身取引の目的国（受け入れ国）の一つで
す。IOMは2004年に策定された日本政府の人身取引対策行動計画に国際機
関の立場から助言をしました。さらに日本政府の委託を受けて、2005年か
ら人身取引被害者の自主的帰国・社会復帰支援を実施しているほか、行動計
画全般の改善に向けた助言、人材育成などに取り組んでいます。2008年末
時点で、IOMの自主的帰国・社会復帰支援を受けた被害者の総数は140人
に上っています。人身取引の被害者支援には、IOM、警察、入国管理局、女
性相談所、NGO、出身国の大使館など日本国内での関係機関の連携に加え
て、被害者の出身国における関係機関や家族、保護者との密接な調整と協力
関係が欠かせません。このハンドブックは、被害者との最初の接触からスク
リーニング、社会復帰支援に到る包括的な被害者保護と支援に関する実務者
向けの指針を提供しています。今後、幅広いハンドブックの配布や研修活動
を通じて、日本における人身取引対策がさらに発展していくよう、IOMとし
てもより一層の協力を進めていく所存です。

今回ハンドブックの翻訳を快く引き受けて下さった平野裕二氏、貴重な資金
を提供して下さった外務省を始め、平素よりIOMの活動を支援していただい
ている関係者の皆様に、改めて深く感謝申し上げます。

2009年1月

国際移住機関（IOM）
駐日代表

中山　暁雄
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2 第1章の具体的目的は、支援提供団体に対し、被害者支援

プロセスの各段階で発生する安全上の諸問題に関する指針

を提示することである。ここでは安全上の諸問題をひとつ

のまとまった章で扱っている。ここで取り上げた論点のな

かには、ハンドブック全編を通じ、関連各所で繰り返し登

場するものもあるが、これはあえてそうしたものである。

安全確保のための適正な手続の整備は、どんなに強調して

も、あるいは何度繰り返しても、しすぎることはない。

鍵となる原則
..................................................................................................................................

■ 人身取引は国際的な組織犯罪ネットワークが管理・運営していることが多い。した

がって、人身取引被害者と、被害者に直接接しながら支援する者がさらされる可能性

のあるリスクの水準は、相当に高いと見なさなければならない。
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■ リスクについて過剰に言い立てることなくこのような状況に対応していくための鍵

は、各事案にともなう安全上のリスクを慎重に認識・評価するとともに、模範的実践

で採用されている基本的な安全確保手続に常に忠実であることである。

■ 完全に安全を保障できるような状況は存在しない。多くの場合、支援提供に従事する

者に対してリスクが及ぶことはないが、安全確保の模範的実践においては、安全上の

リスクがあることを最初から想定して各事案について検討し、それぞれの事案で判明

している状況に応じて安全上のリスクおよびリスク管理方法を評価・検討するという

のが基本的原則である。
..................................................................................................................................

安全上の諸問題とリスク・アセスメント

人身取引被害者の支援は本質的にリスクをともなう活動であり、いかに洗練さ

れ、いかに入念な備えがなされた安全確保システムであっても、リスクの要素

を完全に払拭できるものではない。何とか逃げおおせた被害者や自分たちに不

利な証言をした被害者に対し、人身取引加害者がいかに巧妙に報復を図るか

は、よく報告されているところである。したがって、搾取を行なう者たちに

よって人身取引被害者がいかに大きな危険にさらされているかは、どんなに強

調してもしすぎることはない。

人身取引被害者は常にリスクにさらされてきたし、それほどではないにせよ、

被害者を支援する人々も同様である。支援提供団体が被害者の逃亡を援助した

り、人身取引加害者に不利な証言をする被害者が増えたりすれば、支援者に対

するリスクの増大も予想されうる。

支援提供団体は被害者とスタッフへの保護義務があり、具体的には、支援プロ

セスのあらゆる段階でリスクを見極めアセスメントをしっかりと行なわれるよ

うにすること、そして効果的なリスク管理を確保するために現実的・合理的手

段の範囲内で適切な安全確保措置がとられるようにすることである。本章に掲

げた指針は、そのための手続を説明しようとするものである。

1.1 リスク・アセスメント

このような脅威に立ち向かうための第一歩は、リスク水準の判定およびアセス

メントをしっかりと行なうことである。効果的なリスクの認識・評価のために
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は、国別に実施される一般的リスク・アセスメント、アセスメント結果の継続

的見直し、特定の出来事に応じた特別リスク・アセスメントが実施されなけれ

ばならない。このようなプロセスをより分かりやすくするため、各事案ごとに

考慮されるべき一連のリスク指標を以下に掲げる。ただし、このリストは全て

を網羅したものではないことを念頭に置くべきである。国ごと・事案ごとの状

況に応じてこれ以外のリスクおよびリスク指標が存在する可能性もあり、その

アセスメントは、現地スタッフが地元の状況に関する知識と専門性をフルに活

用して行なわなければならない。支援提供団体と地域や国の担当法執行機関と

の間に強固な協力関係が存在する場合、リスク・アセスメントのプロセスは法

執行機関と綿密に協議しながら進めるべきである。

一般的リスク・アセスメント

人身取引加害者の活動によってどのような一般的リスクが生じているかについ

ては、定期的に再検討することが必要になろう。以下に述べるプロセスは、こ

れらのリスクを一から査定するためのものである。リスク・アセスメントの第

一段階は、対象国の一般的状況について評価することにある。次のような指標

について検討することが求められる。

..................................................................................................................................

一般的リスク・アセスメントのための指標

■ その国で人身取引がどの程度行なわれており、どのような影響を及ぼしているか。

■ その国は出身国か、経由国か、目的国か、あるいは複数の性格を兼ね備えた国か。

■ 何人ぐらいの人身取引被害者が支援提供団体の支援を求めると思われるか。

■ 人身取引がどの程度、組織犯罪集団の管理・運営下に置かれているか。

■ 組織犯罪集団には、被害者や支援提供団体のスタッフへの報復を計画し実行する力が

どの程度あると判明しているか、または推測されるか。

■ 地元の法執行機関にはどの程度の能力があるか。

■ 汚職はどのぐらい蔓延しており、それがリスク水準をどのように高めているか。

■ 人身取引との闘いについて、政府がどの程度の決意・支持を表明しているか。
..................................................................................................................................

注：能力や資源がないためにみずから一般的リスク・アセスメントを行なえな

い団体は、警察、地域NGO、国際NGO、国連機関の事務所、その他の政府間
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機関、外国の大使館等から関連情報を得ることも可能である。

リスク・アセスメントの継続的見直し

一般的リスク・アセスメントを継続的プロセスの一環として行なっていくこと

は決定的に重要である。一度だけのアセスメントは十分ではない。アセスメン

トは、定期的な見直し・更新が行なわれて初めて、安全確保のための効果的な

措置になるためである。どの程度の間隔で実施すべきかは、それぞれの情勢に

よって異なる。

..................................................................................................................................

■ リスク・アセスメントを実施すること、リスク管理計画を整えておくことは、あらゆ

る支援提供団体の責任である。

■ リスク・アセスメントの見直しは、最低でも月に１回は行なうべきである。事案の状

況により、危険度が高い時期には毎週ないし毎日見直しを行なわなければならない場

合もある。
..................................................................................................................................

特定の出来事に応じた特別リスク・アセスメント

一般的なリスクの再検討を継続的に行なっていくことはあらゆるリスク・アセ

スメントに不可欠の要素だが、特定の出来事によって新たな脅威が生じたり脅

威の度合いが増したりした場合には特別な見直しを行なうことが必要になる。

具体的な課題やリスクは各事案によって異なっており、利用可能な情報と指標

を活用して事案ごとのアセスメントを実施しなければならない。

以下に掲げたリストは、特別リスク・アセスメントの対象とされるべき具体的

出来事の例である（このリストはひとつのひな形であって、包括的なものでは

ないことに注意）。これらの例にくわえ、リスクに影響を及ぼす次の要素もア

セスメントに組みこむことが求められる。

■ 逃亡した被害者は、被害者が法執行機関に協力しているかどうかにはかかわ

りなく、だれでも人身取引加害者から報復を受けるおそれがある。
■ これらのリスクは、被害者が法執行機関に協力している場合にはただちに増

大する。被害者がそのような協力をすることにより、人身取引加害者の自由

が脅かされる危険性も高まるからである。
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■ 被害者が法執行機関に協力していること（またはその意思があること）が人

身取引加害者にすでに知られている場合、リスク水準は高まり、より切迫し

たものとなる。

..................................................................................................................................

リスクを高める可能性がある特定の出来事の例

■ 被害者が、最初に支援提供団体に委託されたとき。特に、支援の一環としてシェル

ターへの受入れや法執行機関との協力が行なわれると予想しうる場合。

■ 被害者が支援提供団体からの支援で移動するとき。特に、被害者がすでに法執行機関

に証言を行なっており、かつ人身取引加害者がそのことを承知していると考えるに足

る理由がある場合。

■ シェルターで保護されている被害者の場合。病院・診療所に行くため、または他の福

祉機関・社会支援機関との面会のためにシェルターからの外出が予定されていると

き。

■ 支援提供団体による支援を受けていて、法執行機関に協力している被害者の場合。法

執行機関への協力にかかわる外出（例えば、陳述を行なう場所への出頭、容疑者の面

通しへの立会い、警察医による診断など）のために移動するとき。

■ 裁判所に出頭するとき、特に人身取引加害者の裁判で証言するための出廷が予定され

ているとき。とりわけ、人身取引加害者がそのことを承知している場合（被告人の権

利の一環として知らされていることが考えられる）。

■ 人身取引加害者に不利な証言を行なえるよう被害者を他国に移送する際に、被害者ま

たは担当スタッフが移動するとき。この場合にも、人身取引加害者は、送り出し国な

いし受け入れ国のいずれか（あるいはその両方）において移送のタイミングや経路を

予測できる可能性があるため、リスク水準は非常に高くなる。

■ 被害者ないしスタッフを脅迫しようとしたと解釈できる出来事が生じたとき。例え

ば、匿名の脅迫電話がかかってくる、無言電話が続く、シェルターの外に見知らぬ人

物や車が長時間いることが繰り返される、被害者やスタッフが一定の距離を置いて公

然と尾行されるなど。

..................................................................................................................................
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リスク・マネジメント・プランと記録の整備

一般的リスク・アセスメントであれ、その見直しであれ、特別リスク・アセス

メントであれ、アセスメントを実施するたびに、アセスメントの過程で明らか

になったリスク分野に対応するためのリスク管理計画を作成しなければならな

い。

■ 最初の一般的リスク・アセスメントを行なった後には、最低限度の安全確保

基準を明確に定めたリスク管理計画を作成するとともに、リスクを最低限に

留め、効果的なリスク管理が行なわれるようにするための適切な手続を整え

るべきである。
■ 継続的プランの一環としてリスク・アセスメントの見直しが行なわれる場

合、新たなリスク管理計画を毎回作成する必要は基本的にはない。ただし、

リスクが高まったとき、または新たなリスクが出てきたときには別である。
■ 特定の脅威や出来事に応じて緊急アセスメントを行なった後には、その新た

なリスクに対応するための最新版リスク管理計画を作成しなければならな

い。

リスク管理計画はきちんと文書化しておくべきである。また、新たなリスクに関

するアセスメントも組みこんでおき、このような新たなリスクに効果的に対応す

るための追加的な安全確保措置の実施計画を整備しておくことも求められる。

リスク・アセスメントの実施とリスク管理計画の策定は、支援提供団体が、支

援対象である被害者と支援に携わるスタッフを保護するために必要である。そ

れぞれの手続について遺漏なく文書化しておくべきであり、あらゆる文書は、

それが電子データであるか否かにかかわらず、秘密が守られるように配慮しな

がら、個人および人身取引にかかわる秘密データの取扱いと安全確保に関する

模範的実践のあり方（下記参照）に従って取扱うことが求められる。

1.2 個人および人身取引にかかわる秘密データの取扱い
と安全確保

被害者、人身取引の経緯、支援提供団体のスタッフにかかわる秘密データを、

安全確保のための注意事項と規則に万全に配慮しながら取扱うことは、極めて

重要である。



8

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

..................................................................................................................................

■ 支援提供団体は、被害者に関するデータ収集の目的、その利用法、被害者自身がデー

タにアクセスする権利を有することについて、人身取引被害者に対して十分な告知が

行なわれるようにするべきである。

■ 支援提供団体は、人身取引被害者の個人データが公表されないようにするべきであ

る。ただし、特定の目的および利用のために個人データを開示することについて、十

分な情報に基づく同意が被害者から書面で得られている場合はこの限りではない。

■ 組織的犯罪活動によって人身取引被害者および支援スタッフにとってのリスクが高

まっていることを踏まえ、支援提供団体は、個人にかかわる秘密データの管理・取扱

いにおいて常に万全の注意を払わなくてはならない。
..................................................................................................................................

個人および人身取引にかかわる秘密データが細心の注意を要するものであるこ

と、そのようなデータの取扱いにあたってはあらゆる必要な配慮をするのが重

要であることは、いくら強調してもしすぎることはない。被害者に関するケー

ス・ファイルは、いつ何時も、最大限の配慮をもって、秘密が守られるような

形で取り扱うことが求められる。

以下に掲げる指針は、個人データの取扱いにおける配慮としかるべき注意に関

する最低限の基準である。IOMとしては、支援提供団体がこれらの最低基準に

適合するような各団体ごとの基準を策定するとともに、スタッフに対してその

基準を遵守するための指針を示すことを奨励する。さらなる指針として、欧州

評議会「個人データの自動処理に係る個人の保護のための条約」1も参考にな

る。

1.2.1 人身取引被害者個人にかかわる秘密データ

以下の指針の適用上、被害者個人にかかわる個人データの定義は次のとおりと

する。

人身取引被害者の身元または所在を明らかにするおそれがある個人デー

タ、保健関連の記録もしくは記述、または当該団体の支援・保護を受けてい

る人身取引被害者にかかわる私的な事項もしくは個人的事項の詳細。
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1.2.2 個人および人身取引にかかわる秘密データの取扱いおよび

処理

人身取引被害者への支援提供が機微な性質をもつ活動であることにかんがみ、

人身取引被害者に直接かかわる個人データ・情報に加え、支援提供団体のス

タッフにかかわる個人データ・情報についても模範的実践のあり方に倣うこ

と、そしてそのようなデータの秘密を守ることが、この上なく重要である。

データの取扱いに関して推奨される重要な原則

■ 秘密データにかぎらず、被害者と人身取引に関するより一般的なデータにつ

いても、その取扱いの基調となるのは「知る必要性」の原則である。支援提

供団体のスタッフはあらゆる場合にこの原則に従うべきであり、団体の内外

を問わず、そのような情報を受け取る必要性と権利が認められている者以外

にデータを開示してはならない。
■ 支援提供団体内部においても、諸部局間で「知る必要性」の原則は適用され

るべきである。秘密データは、人身取引担当部局の外に流されるべきではな

い。安全確保のためのデータ取扱いの原則は、支援提供団体内部において

も、外部の場合と同様にしっかりと適用することが求められる。
■ 特に人身取引被害者個人にかかわる秘密データは、十分な情報に基づく同意

を事前に当該被害者から書面で得ている場合を除き、支援提供団体は誰に対

してであっても開示すべきではない。
■ たとえ個人および（または）人身取引にかかわる秘密データの開示に被害者

が書面で同意していたとしても、支援提供団体のスタッフは依然として、

データの内容を吟味し、そのデータの開示によって、被害者、その家族、他

の被害者または支援提供団体のスタッフにとってのリスクが高まることのな

いようにしなければならない。仮にリスクが高まる可能性があるときは、支

援提供団体は、被害者の利益のために、または情報開示により危険にさらさ

れるおそれがある他の関係者の利益のために、データ非開示の権利を留保す

ることが求められる。

秘密データの印刷

支援の提供には書類の作成が伴うものである。個人および人身取引にかかわる

秘密データであってもときとして印刷せざるを得ないことがある。このような

場合、IOMとしては、上記で触れたようなデータが記載されたあらゆる書類に



10

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

ついて以下の指針を適用するよう奨励する。

..................................................................................................................................

■ すべての書類は、使用中を除き、支援提供団体の事務所またはシェルターにおいて、

鍵のかかる安全な場所保管されなければならない。

■ 使用中は書類から目を離したり、机、テーブル、他人がアクセスできる場所に書類を

放置しない。

■ 印刷したものが必要なくなったときは、シュレッダーにかけるなどの手段により破

棄・処分するべきである。

■ そのため、人身取引被害者の支援に携わるあらゆる支援提供団体は、職場にシュレッ

ダーを設置し常に利用できるように努力することが求められる。
..................................................................................................................................

1.3 安全確保のための模範的実践のあり方－支援提供団
体のスタッフ

人身取引被害者と最初に接触するときには、以下の指針にしたがうことが推奨

される。この種の活動に携わるスタッフは全員、被害者支援プログラムへの悪

質な潜入例がすでに見つかっていることも念頭に置き、このようなリスクへの

警戒を怠るべきではない。

..................................................................................................................................

どのような状況であれ、個人または人身取引にかかわるいかなるデータも、身元や信用

度が明らかでない者に対して電話で開示されるべきではない。
..................................................................................................................................

1.3.1 模範的実践のあり方－被害者との最初の接触

被害者からの直接の電話による接触

■ 被害者とどうすれば連絡をとれるかについて詳細を遺漏なく確かめる。こち

らに連絡するための電話番号を伝え、被害者との連絡方法を確立する。ただ

しこちらの住所や所在地は明らかにしない。
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■ 被害者の協力が得られるなら、電話番号を教えてもらいすぐ折り返し電話

し、状況を確認して話し合う。
■ 電話があった時間を記録する。先方から伝えられた電話番号は全てメモす

る。
■ 電話中、通話の内容が聞こえる範囲の周囲に人がいないかどうか注意する。

別の支援提供団体を通じての被害者との接触

■ 被害者および事案の経緯について詳細を遺漏なく確認する。
■ 被害者と話をし、面接を設定する。
■ 前述のとおり、被害者には連絡のための電話番号だけを伝える。
■ 前述したもの以上の詳しい情報を支援提供機関のスタッフが開示しないよう

徹底する。

1.3.2 模範的実践のあり方－被害者との面接

支援提供団体のスタッフは、事務所で、あるいはそれ以外の場所（警察署、拘

置所、弁護士事務所、その他の協力団体の事務所など）で人身取引被害者に対

応しなければならないことがある。そのときは以下の手続に従うべきである。

自分が所属する支援提供団体の事務所での面接

■ 安全上の制約に照らして問題がないかぎり、人身取引被害者の面接は事務所

以外の場所で行なうのが望ましい。限られた人数の者にしか事務所の所在地

がわからないようにするためである。
■ 事前の約束をせずに面接を手配・実施するべきではない。
■ 被害者との接触が他の協力団体を通じて行なわれたもので、被害者が当該団

体のスタッフによる付添いを希望する場合、付添い人の身元について当該団

体から確認をとるべきである。
■ 被害者が事務所に到着した際には、閉回路テレビ（CCTV）システム〔監視

カメラ〕か扉ののぞき穴を通じて、建物に入る前に念入りな確認を行なうべ

きである。
■ 面接が支援提供団体の事務所内で行われる場合、個室で行なうべきである。

ただし、他のスタッフの少なくとも一人には面接が行なわれていることを伝

え、面接の進行状況と問題の有無を定期的に確認できるようにしておくこと

が求められる。
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事務所以外の場所での面接

基本的な安全確保措置として、支援提供団体の事務所以外の場所での面接には

スタッフ2人であたることを基本とするべきである。ただしそれが常に可能で

あるとは限らないため、その場合には以下の指針に従うことが推奨される。

■ 被害者が他のNGOを通じて支援提供団体の支援を求めてきたのであれば、

面接は紹介元団体の施設で行なうよう手配してもよい。
■ 紹介元団体の施設で面接を行なうことが安全であると判断できる場合、面接

が行なわれている間、紹介元団体のスタッフが少なくとも一人は立ち会うべ

きである。
■ 警察署、拘置所その他の公的機関の施設で面接が行なわれる場合、面接が終

了するまで、当該機関のスタッフが少なくとも一人が建物内にいるべきであ

る。ただし、被害者が特に希望する場合をのぞき、面接そのものに立ち会う

べきではない。

中立的な場所での面接

■ いかなる場合にも、被害者が指定した場所で面接を行なうべきではない。
■ 会見は、支援提供団体が選んだ中立的な場所でのみ行なうべきである。

1.3.3 スタッフの安全確保

以下の点に留意しておくことが求められる。

■ 完璧な安全などというものは存在しない。
■ 個人の安全は、リスク・アセスメントとリスク・マネジメントを組み合わせ

ること、自分の安全確保に責任を持つことによって増進させることができ

る。
■ たとえリスクの水準を過剰に言い立てることでスタッフを不安にさせる可能

性があっても、人身取引被害者に接しなければならないスタッフ全員に対

し、どのようなリスクがあるのかについて十分な情報が提供されるべきであ

る。新たにスタッフになった全ての者に対し、着任と同時に、人身取引と安

全確保に関する詳細なブリーフィングを行なうことが求められる。
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■ 個人の安全確保のため、人身取引被害者に対応するスタッフは常に周囲の状

況に注意しておくことが求められる。中立的な場所で会見が行なわれる場合

はなおさらである。
■ 人身取引の事案について話し合うときは、会話を聞き取れる範囲に誰がいる

かについて常に注意を払うこと。

..................................................................................................................................

人身取引被害者のためのシェルターにかかわる安全確保上の具体的な考慮事項と実践の

あり方については、第4章4.2.6で述べる。
..................................................................................................................................

備考

1 http://conventions.coe.int/Treaty/en/Treaties/Html/108.htm
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2.1 はじめに

この章の目的は、支援提供団体が、人身取引被害者の認定・支援にあたり、支

援を求める者の要件審査を統一されたシステムを用いて行うことができるよう

にすることである。以下に提示する指針は、支援提供団体に対して人身取引被

害者の支援委託・受託が行なわれるあらゆる場合を対象としており、支援提供

団体が送り出し国・経由国・受入国のいずれにあるかは問わない。これらの指

針は、人身取引被害者として支援を求める女性・男性に平等に適用されるもの

であり、特に未成年者にとっては重要となる。子どもは特にぜい弱な立場に置

かれており、また特別なニーズがあるためである。

2.1.1 支援提供団体への委託

人身取引被害者は、幅広い範囲の関係者によって支援提供団体の注意を引くこ

ととなる。たとえば次のとおりである。
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■ 公的機関（警察、保健当局、社会サービス機関など）
■ 協力関係にある政府間機関・NGO
■ その他の組織（大使館、教会・宗教団体、人権分野で活動する弁護士など）
■ 個人（他の被害者、被害者の親戚・友人など）
■ 性的搾取目的で人身取引の対象とされた者の客

..................................................................................................................................

注： 人身取引被害者と接触した団体が被害者を支援できないとき、または被害者のニー

ズのすべてに対応できないときは、必要な支援を提供できる団体を見つけ出して被

害者支援を委託するためにあらゆる努力を払うことが求められる。
..................................................................................................................................

2.1.2 要件審査の目的

支援を受けるために人身取引被害者として支援提供団体に委託されてきた者の

要件審査を適切に行なうことは、その人が実際に人身取引被害者であることを

確認する上で重要である。その人は、密入国者その他の不正規な移民かもしれ

ないし、人身取引被害者ではないにせよ、虐待に相当するような状況やぜい弱

な立場に置かれていて支援や保護を必要としている人かもしれない。さらに、

被害者とされる者が実は人身取引被害者でも支援を必要としている訳でもな

く、実際には他の悪質な動機で支援提供団体に潜入しようとしている者でない

かどうか、慎重に検討することも求められる。

..................................................................................................................................

人身取引被害者を適切に判別することはなぜ重要か

■ 多くの目的国では、人身取引被害者は誤って不正規な移住者であると見なされ、適切

に判別されることなく即座に強制送還されたり、拘禁施設に収容されたりすることが

ある。

■ さまざまな立場で支援を求める人が必要としている支援や保護の性質は、人身取引被

害者の場合とは異なる可能性が高い。

■ 人身取引被害者は、身体的・性的・心理的健康上、差し迫った深刻なニーズを抱えて

いる可能性が高い。このようなニーズは、密入国者やその他の不正規移民の場合には

通常見られない。
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■ 人身取引被害者は重大犯罪の被害者であり、安全確保のために特別な体制と手続を整

える必要がある。被害者を支援する支援提供団体のスタッフ自身、特別な危険にさら

されるためである。

■ 組織犯罪集団が政府間組織やNGOの支援支援プログラムに潜入し、逃亡した被害

者、自分たちにとって不利な証言をする（しようとしている）被害者の居場所を見つ

けだそうとした例があることが明らかになっている。
..................................................................................................................................

人身取引被害者を対象とした活動を進める過程で、人身取引被害者ではないも

のの、依然として支援が必要な人々が紹介されてくる可能性は高い。たとえ

ば、家庭内暴力や性暴力の被害者、妊娠している若者、不正規移民などである。

こうした人身取引被害者以外のカテゴリーに属する人々を支援できない場合、

支援提供団体としてはその他の専門支援団体に委託する必要が出てくるかもし

れない。支援委託を容易にするため、そのような支援を提供している団体のリ

ストを作成・更新しておくとよい。

2.1.3 要件審査プロセスの限界

要件審査プロセスの詳細を述べる前に、支援提供団体のスタッフは以下の点を

承知しておくことが求められる。

..................................................................................................................................

■ 要件審査プロセスは完璧なものではなく、また完璧ではありえない。人身取引被害者

であると主張する者のアセスメントに誤りがないとは、断言できない。

■ 以下に示すプロセスは、人身取引および被害者認定についての一般的アプローチに基

づくものである。

■ その国ごと・地域ごと、または国際的状況によっては、以下に掲げる多くの一般的ポ

イントと矛盾する点や例外が生ずることになろう。支援提供団体としては、地域ごと

の状況に応じて一般的事項を修正・調整することが重要である。

■ 以下に示すプロセスは、被害者認定のための一般的枠組みとしてとらえるべきであ

る。地元の支援提供団体は、それぞれの国における人身取引についての経験と知識を

通じて、また人身取引被害者への対応の積み重ね通じて、この枠組みの向上を図るこ

とができる。

■ 以下の枠組みは、理想的な条件下で被害者認定を行なうためのモデルである。ただ

し、経験によれば、理想的な条件が揃うことはめったにない。多くの場合、データが

十分に揃わないために面接前に確認すべき各種指標の評価を行なえなかったり、面接
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対象者が質問のいずれかまたはすべてに答えようとしないあるいは、答えられないこ

とがあったり、裏づけとなる追加資料が入手できなかったりするものである。

■ 人身取引被害者の要件審査と認定は、最終的には、利用可能なあらゆる情報の総体的

評価に基づく、地元支援提供団体のスタッフの経験と判断力に委ねられる。
..................................................................................................................................

2.1.4 人身取引を理解する

被害者の要件審査を効果的に行なうために、支援提供団体のスタッフは、人身

取引の被害を受けた者を、密入国や虐待・権利侵害（たとえば家庭内暴力）の

被害を受けた者から区別できなければならない。これらの問題は多くの点で

よく似ているが、これにかかわる刑事司法上の問題は大きく異なる。人身取引

被害者の要件審査と認定を行なう効果的方法は、それぞれの事案におけるあら

ゆる事情と利用可能な情報を評価し、明確に区別される次の3つの視点から懸

案事項を検討することである。

■ 法的文脈
■ 関与している犯罪者
■ 被害者

2.1.4.1　法的文脈

ある人が実際に人身取引被害者であるかどうか判断するためには、何が人身取

引にあたるかという法律上の定義を理解することが必要である。被害者認定プ

ロセスを容易にするため、支援提供団体は、国連・人身取引補足議定書1（国

際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人（特に女性及び児

童）の取引を防止し、抑止し及び処罰するための議定書）3条に掲げられた、

人身取引についての国際的基準となっている定義を参照することが求められ

る。地域によっては、欧州評議会「人身取引に対する行動に関する条約」など、

独自の条約が存在するところもある。

国レベルでは、人身取引問題に対応するためにすでに法整備を済ませていると

ころが多い。ただし、多くの国の人身取引対策法は、国連の基準と比べて十分

な水準に達していないのが現状である。各国の国内法は受入国政府が人身取引
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被害者をどのように定義するかにも影響するので、支援提供団体はつねに国内

法上の文言を参考にすべきではあるが、国連議定書を参照して自分たちなりの

基準を策定してもよい。国内法として人身取引対策法が制定されていない場

合、支援提供団体は国連議定書の定義をこのような基準として用いることがで

きる。どのような法律上の定義を用いるにせよ、目的は状況を各事案ごとに考

慮し、それを法律の規定と照らし合わせることである。

国連議定書によれば、人身取引罪が成立するためには相互に関連する3つの要

件が積み重なるように存在していなければならない。それぞれ(1)行為、(2)手

段、(3)目的と呼ぶことにする。

■ 行為－人を獲得し、輸送し、引き渡し、蔵匿し、または収受すること。
■ 手段－暴力その他の形態の強制力による脅迫もしくはその行使、誘拐、詐

欺、欺もう、権力の濫用若しくはぜい弱な立場に乗ずること又は他の者を支

配下に置く者の同意を得る目的で行われる金銭若しくは利益の授受。
■ 目的－3条に列挙されるような方法で人を搾取すること。

これらの3要件のそれぞれが存在していなければ、議定書違反にはならない。

ここに挙げられた行為は、これらの手段のいずれかを用いて実現されなければ

ならないし、行為と手段のいずれもが搾取という目的の達成に向けられたもの

でなければならないのである。3つの構成要件のうちいずれかひとつが欠けて

いれば、国連議定書で定められている、人身取引罪が成立するための必要条件

は満たされなかったということになる（子どもの被害者については特別な例外

が定められており、第3条(c)号で、議定書違反となるためにはこれらの手段

が用いられなければならないという条件が明確に除外されている）。

..................................................................................................................................

国連・人身取引補足議定書の定義

2000年12月にイタリア・シチリア島のパレルモで締結された国連人身取引補足議定

書は、3条で次のように規定している。

(a)「人身取引」とは、搾取の目的で、暴力その他の形態の強制力による脅迫若しくは

その行使、誘拐、詐欺、欺もう、権力の濫用若しくはぜい弱な立場に乗ずること又

は他の者を支配下に置く者の同意を得る目的で行われる金銭若しくは利益の授受の

手段を用いて、人を獲得し、輸送し、引き渡し、蔵匿し、又は収受することをいう。

搾取には、少なくとも、他の者を売春させて搾取することその他の形態の性的搾取、
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強制的な労働若しくは役務の提供、奴隷化若しくはこれに類する行為、隷属又は臓

器の摘出を含める。

(b) (a)に規定する手段が用いられた場合には、人身取引の被害者が(a)に規定する搾取

について同意しているか否かを問わない。

(c) 搾取の目的で児童を獲得し、輸送し、引き渡し、蔵匿し、又は収受することは、(a)

に規定するいずれの手段が用いられない場合であっても、人身取引とみなされる。

(d)「児童」とは、18歳未満のすべての者をいう。

..................................................................................................................................

人の密入国と人身取引を区別するには、以下の点が参考になる。

行為－人身取引加害者も密入国仲介人も、人を輸送して引き渡す。したがっ

て、どちらも、国連議定書に定められた犯罪の第一段階は実行していることに

なる。

手段－密入国仲介人は通常、3条に掲げられたどの手段も用いない。暴力、欺

罔、権力の濫用といういずれかの手段で人の自由意思がゆがめられるという要

素はない。したがって、人身取引罪の必須構成要件であるこの条件は満たされ

ず、この点において人を密入国させることは人身取引から区別されることにな

る。

目的－密入国仲介人は密入国しようとする者のぜい弱な立場を濫用していると

いう主張ができる場合もあるかもしれないが、だとしても、3条に掲げられた

ようなやり方で移民を搾取することを目的としていない。密入国仲介人と密入

国する移民との関係は、対価の支払いを背景として、ある国を出国し国境を越

えて別の国に入国することだけを目的とする。両者の関係は、不法な入国が達

成された時点で終了する。入国後に移民がどうするかはもはや密入国仲介人の

関心事ではなく、この点が人身取引加害者と異なるところである。
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..................................................................................................................................

人の密入国と人身取引との関係

人身取引の被害者が、最初は自ら望んで密入国した移民であったことは多い。しかし、

密入国仲介人と移民との関係が外国への入国時に終了せず、仲介人が密入国した移民を

支配し続け、上述のような手段を用いて搾取の下で働くことを強制すれば、状況はもは

や人の密入国が起こったのではなく、人身取引が起こったということになる。また、密

入国した移民は、目的国への入国と同時に人身取引の被害を受けやすくなることが多い。

密入国した移民は、入国後、最初の密入国仲介人とは無関係の別の者により採用・輸送・

搾取されることがある。たとえば米国へはメキシコ人がしばしば密入国するが、米国内

でぜい弱な立場に置かれているメキシコ人移民を人身取引加害者が狙いをつけて採用し、

他の地域に輸送して強制労働をさせるのである。
..................................................................................................................................

法的文脈のなかで人身取引と人の密入国を区別するもうひとつの手段として有

用なのは、国連・移民の密入国補足議定書（国際的な組織犯罪の防止に関する

国際連合条約を補足する陸路、海路及び空路により移民を密入国させることの

防止に関する議定書）を作成した国際法の専門家が、国連・人身取引補足議定

書とは異なるアプローチをとったことに着目することである。定義で用いられ

ている法律上の文言の違いは、移民の密入国補足議定書と人身取引補足議定書

を並べてみれば浮かび上がってくる。移民の密入国補足議定書は被害者ではな

く、締約国の権利の侵害に焦点を当てていることが歴然としている。「被害者」

という言葉は、移民の密入国補足議定書には出てこない。それどころか、国が

「被害者」と見なされている。また、人身取引は国を超えてでも一国内でも行

なわれうるし、それにともなう人の移動は合法的な場合もあれば非合法な場合

もある。他方、密入国は、二国間以上の国境を不法に越えるという行為が常に

ともなう。

..................................................................................................................................

国連・移民の密入国補足議定書

国連・移民の密入国補足議定書は次のように規定している。

(a)「移民を密入国させること」とは、金銭的利益その他の物質的利益を直接又は間接

に得るため、締約国の国民又は永住者でない者を当該締約国に不法入国させること

をいう。

(b)「不法入国」とは、受入国への適法な入国のために必要な条件に適合することなく

国境を越えることをいう。
..................................................................................................................................
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2.1.4.2　犯罪者

人身取引加害者と密入国仲介人を区別するプロセスの第2段階は、加害者の視

点からこれらの犯罪を考え、「この行為はどのような意図でなされたものか」

と問うてみることである。

人身取引は、加害者の目的が自己の利益のために被害者を搾取するところにあ

るという点で、人の密入国とは異なる。そしてその搾取は、他国への入国また

は国内の他の場所への移動が完了した後に、搾取的・強制的関係が伴うなかで

行なわれるのであって、人身取引加害者はその関係を可能なかぎり長く維持し

ようとする。人の密入国の場合、業者と密入国した移民との関係は、料金が支

払われ、不法入国が完遂されたのと同時に終了するのが通例である。2つの犯

罪の重要な違いのひとつは、いかなる手段によるものであれ、強制の要素が含

まれているかどうかという点にある。人身取引被害者には加害者との関係を終

了させる自由はなく、関係を絶とうとすれば重大な結果を招きかねない。

2.1.4.3　被害者

3番目の方法は、被害者の視点から問題をとらえ、被害者に何が行なわれたか

を検討することである。密入国した移民の場合、密入国へと至る過程で怪我や

虐待を受けるリスクに遭う可能性は高く、死に至ることさえあるとはいえ、犯

罪者である密入国仲介人との関係を成立させた不法な目的を遂行する上で、強

制や欺罔の要素はない。

密入国する移民が移送の過程で深刻な危険にさらされることが多いのは明らか

だが、身体的・性的・心理的虐待を組織的に受けたり自由を奪われたりして、

性産業や不法就労の場で相当の期間にわたって搾取の対象とされる状況は、典

型的なものではない。しかし人身取引の場合、これらの特質の全てではないに

せよ、そのほとんどが存在する可能性が高い。

一国内で行われる人身取引の場合、伝統的な慣習や広く受け入れられている慣

行と人身取引とを区別することが非常に困難であり、人身取引加害者や被害者

の判別も困難になることがある。たとえばアフガニスタンでは、借金のかたと

して、あるいは血讐にけりをつけるために、女性・女児の授受が行なわれる場

合がある2。授受の対象とされる女性・女児にはこの件に関する発言権はなく、



24

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

新しい夫とその家族の権限・支配下に置かれるほか、受入れ先で家事奉公人や

性的奉仕者として扱われることが多い。インドネシアには、自分たちよりも裕

福な親族の家に子どもを行かせ、家事手伝いをさせる伝統もある3。これらの

子どもはまだ幼いことが多く、雇い主によっては、身体的・性的虐待を受け、

長時間働かされ、賃金もほとんどまたはまったくもらえず、十分な食べ物もま

ともな寝床も与えられず、教育や遊びの機会もまったく与えられない場合があ

る。多くの場合、伝統的慣行はあまりにも当たり前のものとして社会で受け入

れられているため、そこで行なわれていることが虐待や搾取として認知されな

い。これらの慣行は、被害者の視点から、また国連・人身取引補足議定書の枠

組みのなかで見直されるべきである。各事案を個別に分析し、それが人身取引

にあたるかどうかを判断することが求められる。

2.1.4.4　人身取引という現象

人身取引という犯罪を確定する要素について基本的な理解を得ておくことは、

被害者とされる者の面接に備えるために必要となる。以下に挙げるポイント

は、複雑な犯罪である人身取引とそれに関連する諸傾向について、現段階でわ

かっていることを振り返るためのものである。これらの傾向は地域・国によっ

て異なっており、また、摘発を免れるために人身取引加害者が手口を変えるた

め、時間とともに変化することに注意されたい。したがって以下の記述は一般

的な説明であり、犯罪のひとつの背景を示すものとして提示されているにすぎ

ない。支援提供団体は、国または地域の状況に呼応させるよう、それぞれの地

域ごとにこれを検討・修正するべきである。

人身取引の規模

人身取引が実際にどれぐらいの規模で行なわれているのかについて正確な評価

が行なわれたことは、さまざまな理由から、一度もない。特に、関係機関がそ

れぞれ異なる定義を用いていること、搾取が行なわれている地域で適正な監視

が行なわれていないこと、人身取引加害者が隠蔽戦略を用いることなどが主な

理由である。そのため、推定被害者数には顕著な違いが生ずる。たとえば

2005年の米国人身取引報告書は、世界中で年間60～80万人が国境を越え

て取引されていると推定した（一国内で起こる人身取引は数に入れられていな

い）4。ユニセフは、毎年世界中で120万人の子どもが取引されていると推定

している5。他方、ILOの推定では、世界中で1,230万人が強制労働に従事さ

せられており、そのうち少なくとも240万人は人身取引の結果としてそのよ
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うな状況に置かれているという6。

搾取の態様

人身取引被害者のほとんどが、最終的に性的搾取か強制労働のどちらを目的と

する隷属状態に置かれるのかは不明だが、性的搾取目的の人身取引は、いまの

ところもっとも広く認知されている形態である。このような形態の人身取引

は、人身取引加害者にとってはもっともうまみがあると同時に、被害者にとっ

ては身体的・精神的にもっとも危害が大きいと思われる。絶えることのない身

体的・性的・心理的虐待が毎日のように行なわれるためである。

どのような形態の人身取引が数の面で優位を占めているかについては、はっき

りとしたことはまったく言えないし、場所によっても異なってこよう。たとえ

ば欧州連合では、いまのところ性的搾取目的の人身取引が最大のカテゴリーで

あると思われる。世界の他の地域、特に中央・東南アジア、アフリカ南部、西

アフリカ、中南米など、出身国を含む地域では状況はそれほど明確ではない。

農場や搾取工場でさまざまな労働搾取を行なうため、あるいは路上での物乞い

や販売を行なわせるための人身取引が数としては多いと思われる。国内的・国

際的人身取引の双方を数に入れて世界的に見れば、単一のカテゴリーとして最

大のものは労働搾取を目的とした人身取引であると考えるほうが正確かもしれ

ない。このような国ごと・地域ごとの違いが存在することにより、支援提供団

体が各地の事情を考慮に入れた被害者審査の枠組みを構築する必要性が浮き彫

りになる。

人身取引被害者

同様に、男性と女性のどちらが多く人身取引の被害を受けているのかについ

ても、確実なことはまったく言えない。世界的に見れば、おそらくは女性と子

どものほうが多く人身取引の被害を受けていると言えそうである。これも、特

定の地域・国によっては当てはまらない場合もあろう。そういう地域・国では、

若い男性と男児が債務労働者や児童兵として取引されることも多いためであ

る。

国・地域ごとの違いと特質があることにより、支援提供団体が「面接前アセス

メント指標」を検討するときにこれらの違いを意識しておくことが必要になっ

てくる。同指標の検討は、以下に述べる2段階からなる被害者認定プロセスの

第一段階である。
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2.2 面接前アセスメント指標

要件審査プロセスは次の2つの段階から構成される。

■ 実際の面接前に評価を済ませておくことが可能な各種指標のアセスメント
■ 人身取引の被害体験のうち採用・輸送・搾取の段階に焦点を当てつつ一連の

質問を行っていく面接

要件審査と被害者認定のプロセスは、それぞれの事案をとりまく事情の検討か

ら始まり、このような検討は、具体的に人身取引に関連する質問をする前に行

なっておかなければならない。以下で挙げる点にかかわる情報は委託元の団体

から入手できる可能性が高いし、個人が独自に支援提供団体の援助を求めてき

た場合には、予備的・一般的質問をすることによって入手可能である。

..................................................................................................................................

指標にかかわる注意点

以下に掲げる指標は、全般的なアセスメント・プロセスの一助となることをめざした、

一般化の作業を経たものであり、いずれの指標についても例外が存在することに注意し

なければならない。各地の事情や経験を通じ、どのような指標を追加・微調整する必要

があるかが明らかになる。それに応じて、支援提供団体のスタッフはアセスメント・プ

ロセスの修正・拡張を図ることが求められる。どの指標も単独で答えを与えてくれるも

のではないため、あらゆる指標を総体的に検討するべきである。
..................................................................................................................................

以下の指標について検討することが求められる。

年齢

入手可能なあらゆる指標を踏まえると、子どもや若者の人身取引が増えている

ことが明らかになる。したがって、一般論としては、年齢が高いほど人身取引

の対象とされた可能性は低い。

性的搾取や強制労働を目的とする人身取引は、より若い被害者に集中するのが

通例である。人身取引加害者とその関係者は、奴隷のような条件下で過酷な肉
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体労働をさせるためにはより若くて体力のある人間が必要であることを承知し

ている。性的搾取目的の人身取引についても同様であり、客はより若い被害者

を好むため、そのほうが年齢の高い被害者を連れてくるよりも加害者にとって

のうまみがある。臓器提供の場合にも、若くて健康なドナーのほうが、人身取

引加害者にとっても買い手になろうとする者にとっても好ましい。また、年齢

の低い者のほうが人身取引加害者にとっては欺罔・強制・支配の対象にしやす

く、より餌食にされやすいこともわかっている。

とはいえ、年齢の高い者も人身取引の対象にされている。たとえば東南アジア

では、高齢の被害者が人身取引でタイに連れていかれ、路上で物乞いをさせら

れている。また、家事奴隷や縫製業従事が目的の人身取引でも年齢は重要な要

素とはならず、幅広い年齢の女性が対象とされる場合がある。

しかし、人身取引が行なわれたことを示す多くの指標のひとつとして年齢を扱

いうるかぎりにおいて、若い被害者のほうが多い傾向にある。人身取引の対象

とされる未成年者の人数は年々増加しているし、そもそも未成年者はとくに被

害を受けやすい立場に置かれている。性産業、不法な労働市場、軍務、強盗そ

の他の犯罪活動、家事奴隷、臓器摘出など、さまざまな方法で搾取することが

できるためである。

性別

性的搾取目的の人身取引の被害は、主として女性・女児が受けている。男女間

の売春は依然として、売春としては最大且つ最も利益のあがる形態だからであ

る。ただし、売春目的で男性、とくに10代以下の男児が人身取引の対象とさ

れることも増えており、これを除外するべきではない。最新の機密情報を分析

して明らかになったのは、小児性虐待、売春ツアー、商業的・非商業的ポルノ

の製造における使用を目的とした子どもの人身取引は、国内取引・国際取引と

もに増加傾向にあり、その危険性は女児・男児で変わらない。

労働搾取目的の人身取引で性別がどのような役割を果たしており、どの程度重

要かは、それがどのようなタイプの労働かによる。労働搾取が鉱山、農場、漁

船等における肉体的にきつい労働であれば、女性よりも男性のほうが被害を受

けやすい。逆に、作物の収穫のような軽い農作業、搾取工場での労働、家事奴

隷といった仕事内容なら、被害者は女性である可能性が高い。強制労働目的の
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搾取は、あらゆる年齢層の男女・子どもを対象として、ある地域内で一定の規

模で生じていることが多い。採掘、漁業、収穫のような肉体的にきつい労働で

は男性・男児が、搾取工場での製造業や家事労働では女性・女児が対象とされ

るのが通例である。

国籍／民族

被害者の供給経路は、貧困、差別、機会の欠如をはじめとする諸要因の複合的

状況を巧妙に利用することで維持される。度外視することはできないものの、

人身取引被害者が豊かな先進工業国の出身である可能性はきわめて低い。もっ

とも、例外はある。とりわけ、性的搾取目的の未成年者の人身取引については、

米国のような豊かな先進国出身の被害者の記録例が増加している。またその場

合、国内人身取引であることが多い。また、地域によっては、一部の民族的マ

イノリティのほうがそれ以外の人々よりも人身取引の被害を受けやすい場合が

ある。

各地方ごと・地域ごと・国ごとの状況および人身取引の傾向を知っておくこと

は、このような場合には有益である。一国内での人身取引や局地的な人身取引

がどのようなパターンで行なわれるかは、一部都市が国内で、またはある国が

他の国との関係のなかで有する「プル」（引きつけ）要因によって決まること

が多い。経済成長と客からの要求は、局地的・地域的・国際的人身取引のいず

れであるかを問わず、人身取引のルート、規模および内容に影響を及ぼす重要

な要因である。

公的書類

人身取引のルートが地理的にどの程度の規模で広がっているかによって、公的

書類が用いられるかどうか、公的書類がどの程度関連性を有するかは変わって

くる。当然のことながら、一国内での人身取引の場合、身分証明書を保持して

いるかどうかは、国境を越えた人身取引の場合ほど重要ではないことが多い。

これが全く問題にならない場合さえあるかもしれない。ただし、何らかの身分

証明書の常時携帯が法律で求められている場合や、人身取引加害者が被害者を

支配・強制して服従させるために身分証明書を奪う場合は例外である。
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隣国間で起こる人身取引の場合にも、真正のものであれ偽造されたものであ

れ、公的書類が用いられることはそれほど一般的ではないかもしれない。被害

者、特に子どもは身分証明書の類を持っていないことが多く、監視のゆるい

「青空」国境を越えて秘密裡に輸送されるからである。ただしこの点も国や地

域によって様々であり、国境管理の状況によって、また偽造書類が容易に入手

できるかどうかによって、変わってくる。

異なる大陸間で行なわれる人身取引の場合、公的書類が用いられることはもっ

と一般的である。飛行機、列車、フェリーが用いられる可能性が高く、身分証

明書や旅行書類による証明が必要となるため、不法入国が明らかになることが

多い。公的書類は、被害者についての本当の情報を記載した真正のものである

こともあれば、偽名や偽の国籍を用いて偽造されたものである場合もある。未

成年者の年齢を高くするために生年月日を偽ることも珍しくない。このような

場合、人身取引加害者は、入国管理当局や警察による審査を通過できるよう

いったん被害者にパスポートや旅行書類を渡し、通過後にあらためて回収する

ものである。

地域や国を越えて行なわれる性的搾取目的での人身取引の場合、公的書類の没

収は、人身取引加害者が用いる支配・強制の手口によく見られる特徴であり、

被害者が公的書類を保持していないことは人身取引が行なわれたことをうかが

わせる強力な指標となりうる。ただし、庇護申請者の大部分、また人の密入国

の一部事案についてもこれが当てはまることは、念頭に置いておかなければな

らない。この指標についての判断は、各事案の背景および事情を踏まえて事案

ごとに行なう必要がある。

直前までいた場所

支援委託されてきた被害者が、支援提供団体に紹介されてくる直前までどこで

搾取されていたかは、常に重要な指標のひとつである。たとえば、被害者が見

つかった場所が鉱山、農場、搾取工場、食堂の厨房、漁船、家事労働者として

働いていた家庭、性的搾取が行なわれる場所として知られているその他の場所

（売春宿、売春婦派遣所、バー、ホテル等）である場合、それは常に人身取引

が行なわれたことをうかがわせる強力な指標となろう。これらの場所は、搾取

や不法行為が行なわれやすい条件と緊密に結びついているからである。
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経緯

支援委託に至った事情も重要な指標となるので、委託元団体に対してはできる

かぎり多くの関連情報を提供するよう求めるべきである。たとえば、警察に

よって売春宿から連れ出されたのか、「客による救出」だったのか、入国管理

当局か警察が工場や農場の摘発を行なった結果なのかは、常に関連してくる。

協力関係にある他のNGOが人身取引被害者を発見・救出した場合、要件審査

プロセスを簡略化するのに役立つであろう。

虐待の徴候

身体的傷害の徴候があれば、人身取引であることをうかがわせる有力な指標と

なりうる。人身取引加害者は被害者に執拗な身体的・心理的虐待を加えること

が多いのが特徴であり、密入国仲介人の場合、一般的にはそのようなことはな

い。ここでアセスメントの鍵となるのは、そのような情報が入手できるという

条件つきだが、虐待に継続性があるかどうかである。密入国した移民も虐待を

受けたり危険な状況に置かれたりすることはあり、複数の事案記録が明らかに

しているとおり輸送中に死亡することさえ少なくないが、ある事案が人の密入

国ではなく人身取引であると判断するために必要な区別は行なわなければなら

ない。それは、新たな場所への到着後にどの程度の規模と執拗さで虐待が行な

われているか、人身取引加害者との強制的・欺罔的・搾取的関係が維持されて

いるかということである。

委託元団体によるアセスメント

この分野で活動している委託元の専門家（法執行機関、出入国管理当局、他の

支援提供団体など）の見解とアセスメント結果は、要件審査プロセスにおいて

常に関連する要素であり、全般的アセスメントに含めることが求められる。

現段階で支援提供団体が有している知識・経験

支援提供団体のスタッフは、これまで述べてきたすべての要素を評価するとと

もに、特定の事案について入手できた情報が、その地域で典型的な人身取引活

動およびその実行方法に関する自分たちの知識や経験に一致するかどうか、自

ら検討しなければならない。
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..................................................................................................................................

それぞれの指標は複数の形で解釈されうる。したがって、判断を行なう際にはこれらの

指標を総体的・複合的に評価することが重要である。
..................................................................................................................................

2.3 要件審査面接

2.3.1 未成年者の面接において特別に考慮すべき事項7

以下の指針は未成年者（18歳未満のすべての者）の面接に関して推奨される

ものである。未成年者の面接およびケアに関するさらなる指針は、第5章5.6

でも示している。

■ 子どもの特別なニーズおよび権利について訓練を受けたスタッフ以外は、被

害を受けた子どもへの質問を担当するべきではない。可能な場合には常に、

被害を受けた子どもへの質問は同性のスタッフが行なうべきである。
■ 子どもの事案については面接前にできるだけの情報を集めておくとともに、

面接開始時には明瞭で親しみの持てる説明を行なう（その子にとってなじみ

深いことについて話をすることは、信頼関係を確立する上で役に立つ）。
■ 安全で会話のしやすい空間を整える（信頼関係を確立する上で役に立つおも

ちゃ、本、ゲームなども含む）。
■ 信頼関係を確立するために、人身取引の経験に関係のない話をしたり、無関

係のことをやったりする（例：その子にとってなじみ深いことについて話を

する、ゲームをする）。
■ 話し合いには十分な時間を割き、急がない。
■ 格式ばらない、カジュアルな雰囲気を保つ（例：尋問調になったり、答えを

迫ったりしない）。
■ 適切な、子どもにわかりやすい言葉遣いをする（子ども自身が使う言葉を取

り入れる）。
■ 子どもにわかりやすい方法で説明する（可能な場合には常に視覚的補助を活

用する）。
■ 子どもの年齢と精神的成熟度を考慮に入れて、質問を適宜修正する。
■ 最初は自由回答式の質問をし、子どもが自分なりに話をできるようにする。

答えを誘導するような質問（例：「その人はあなたを虐待したの？」）は避

け、もっと自由に答えられる質問（「その人は何をしたの？」など）をする
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ようにする。
■ 子どもが自分の知っていることをすべて話したと思われるときは、詳細を追

求して答えを迫ったりしない。ただし、子どもは、適切な質問をされなけれ

ば情報を省いてしまうこと、面接担当者が聞きたいだろうと自分なりに考え

る答えをしてしまうことも、念頭に置いておくこと。
■ 未成年者の面接は親の立会いのもとで行なうことが求められる。親がその場

にいないためにこれが不可能である場合、または人身取引への家族の関与が

疑われているもしくは明らかになっている場合は、訓練を受けた後見人、心

理学者またはソーシャルワーカーの立会いのもとで行なうこと。
■ 面接を終了するときは、自分はよくやったと子どもが思えるようなやり方で

終えること。また、もう一度話をしたいと思ったときはいつでも大丈夫だと

念を押すこと。8

2.3.2 被害者の反応と被害者への対応
..................................................................................................................................
■ 面接対象者が人身取引被害者であれ、密入国した移民ないしは不正規移民であれ、

搾取や虐待を受けたりその他の理由でぜい弱な状況に陥っている人であれ、その人は

配慮をもって、人権を正当に尊重されながら扱われなければならない。
■ 人身取引被害者の面接に関して推奨される指針は、以下の「人身取引の対象とされた

人のケアおよび面接における倫理原則」に掲げられている。
..................................................................................................................................

要件審査面接は、サービス提供団体のスタッフにとっては困難な仕事になりが

ちである。なぜなら、スタッフが向き合う相手は、非常に用心深く、すべての

人間を疑い、情報の取扱いにも慎重を極めることによって初めて生き残り、避

難することができた可能性もあるからである。要件審査面接の際、人身取引被

害者が面接担当者に対し、トラウマを引きずった反応、敵対的な反応、疑念に

満ちた反応、攻撃的な反応、防衛的な反応、あるいはこれらが入り混じった反

応を示すのは珍しいことではない。面接対象者が実際に人身取引被害者である

のかどうか、確定的に判断できるだけの情報を初回の面接で入手するのは、非

常にむずかしい場合もある9。

面接対象者は、面接を受け、トラウマや苦痛をもたらした出来事にかかわる質

問に答えることはできないと感じたり、その気にならなかったりするかもしれ

ない。面接に応じることができない、あるいは質問に答える気にならないこと

には多くの原因がありうる。自分自身や家族がどうなるかという点について恐
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怖心や不安を覚えるのは無理からぬことも多いし、これに加えて、受けたトラ

ウマを原因とする軽度・重度の記憶喪失を実際にわずらっている可能性もあ

る。記憶喪失は、「第1次トラウマ」前後の時期、すなわち自らが置かれてい

る危険を最初に自覚した時期についてとくに深刻な表れ方をするが、当然のこ

とながら、行政関係者等はその時期の事情こそもっと知りたいと考える。しか

し、面接対象者が思い出せない（または思い出したくない）細かい事情を話す

よう迫ったり、面接対象者が記憶を遮断している出来事や時期について質問し

たりすることは、面接対象者をいっそう不安にさせ、他の問題に関する情報ま

で入手しにくくなるおそれがある。

..................................................................................................................................

詳細を明らかにしたがらない気持ち

人身取引被害者には、自分の人身取引経験について、特に最初の数回の面接時にはあま

り詳しく話し合いたくないと考える正当な理由が少なからず存在する場合がある。その

いくつかを下記に掲げる。支援提供団体は、このような事情があることを承知し、被害

者に対して辛抱強く、一方的な価値判断をせずに接することが求められる。

■ 人身取引加害者に対する恐れ。被害者は、自分や家族に対する報復を恐れている場合

がある。
■ 法執行機関に対する恐れ。被害者は、法律違反で逮捕されるのではないかと恐れてい

る場合がある。不法入国、無許可就労、人身取引にかかわる不法な活動（売春、薬物

の使用等）への関与などである。
■ 人身取引加害者への忠誠心。被害者は、自分を売買した者と個人的関係を持つように

なっている場合がある。このようなきずなが存在するからといって、面接対象者が被

害者ではないこと、自発的に行動していたことの証であると即断するべきではない。
■ 信頼感の欠如。被害者は、人身取引の過程で他者への信頼感を手ひどく裏切られてい

ることがある。自衛本能により、被害者は他人に対してひどく疑り深くなったり、支

援提供団体の動機に疑念を抱いたりする場合がある。
■ 記憶喪失。被害者は、トラウマやその他の原因（たとえば薬物・アルコールの使用）

により、自分に何が起きたのか、細かい事情をまったく思い出せない場合がある。被

害者は話しのつじつまを合わせるために、細かい部分について作り話をすることもあ

る。被害者の話が細かいところで変遷していたとしても、それは記憶喪失のためであ

る可能性があり、被害者が意図的に非協力的な姿勢をとっていると解釈するべきでは

ない。
..................................................................................................................................

面接対象者に不安の深刻な徴候が表れているときは、面接をいったん中止・終

了し、続けることができるようになるまで待つべきである。面接の際には、恐
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怖心、不安、深刻な疲労の徴候といった非言語的形態のコミュニケーションに

注意を払うことが重要となる。面接対象者が深刻なトラウマに苦しんでいると

考えるべき理由があるときはつねに、面接を継続する前に心理学者の支援を求

めるべきである。

以下に掲げる面接のための指針を枠組みとする場合、支援提供団体の面接担当

者がとるべきアプローチは、理解を示したうえで、面接の目的は自分の団体が

支援・保護を提供するためのもっとも効果的な方法を見つけ出すところにある

こと、そしてそれは被害者から関連情報を得ることができて初めて可能になる

ことを説明するということになる。要件審査プロセスの目的は、ある個人が実

際に人身取引の対象とされたのかどうかを判断することであって、以下に掲げ

る設問も、そのプロセスに役立てることを意図したものである。面接対象者が

気持ちを楽にできるよう、あらゆる手を尽くすことが求められる。面接室の家

具や環境をくつろげるものにすること、面接対象者の基本的ニーズが満たされ

たことを確認する（お腹が空いていないか、のどが渇いていないか、寒くない

か、トイレに行く必要がないかを確かめる）ことなどである。

最初の面接では、ぜい弱な立場に置かれ、トラウマを負っている可能性もある

被害者と、支援提供団体の面接担当者との間で質疑応答が交わされることにな

る。この初回面接をどのように進めるかは、特に面接対象者の状態と反応を考

慮したうえで、面接担当者が状況をどのように評価するか次第である。当然の

ことながら、質問票の使用は人身取引被害者の気持ちを楽にできるとは考えに

くいので、できるかぎり避けるにこしたことはない。面接官は、どの設問が関

連性を有するかをそれぞれの事案ごとに判断し、その判断に応じて面接のやり

方を調整することができる。

要件審査プロセスにおける面接の重要性にかんがみ、そこでのやりとりを面接

対象者が実際に理解することは必要不可欠である。面接対象者が面接の流れや

詳細を十分に理解できていない疑いがあるときは、できるかぎり通訳者の立会

いを確保することが求められる。

この章に掲げられた指標や設問は何よりも要件審査プロセスに役立てることを

意図したものであって、必ずしもすべての事案に厳格に適用する必要はないこ

とを、面接担当者は念頭に置いておくべきである。面接のスタイルは、可能な

かぎり、被害者の状態に応じて見極めることが求められる。
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2.3.3 人身取引の対象とされた人のケアおよび面接における

倫理原則
..................................................................................................................................

人身取引被害者の面接または支援に先立ち、支援提供団体のスタッフは全員、このハン

ドブックの補遺１「人身取引の対象とされた人のケアおよび面接における倫理原則」を

ていねいに精読し、復習しておくことが求められる。

..................................................................................................................................

2.3.4 要件審査面接書式の活用

この章の末尾に掲げた「要件審査面接書式」のサンプル（資料1）は、人身取

引被害者の判別に役立てることを意図したものである。この書式ないしこれに

類する書式は、NGOや警察等の他の団体によって人身取引被害者と判別され、

支援提供団体に委託されてきた人についても記入できる。委託元団体の評価に

かかわらず、支援提供団体はあらためてこの手続を経ることによって委託元組

織の最初の判断を確認し、そのうえで、委託されてきた被害者の資料を正式に

作成し始めることにしてもよい。

2.3.4.1　面接チェックリスト

以下に掲げる基本的な面接チェックリストは、支援提供団体のスタッフを対象

とする、面接技法の指針を要約したものである。人身取引被害者の面接に関す

る詳細な情報は補遺1「人身取引の対象とされた人のケアおよび面接における

倫理原則」で示されているので、面接を始める前にていねいに読んでおくこと

が求められる。

周囲の状況

■ 可能であれば、面接はプライバシーの守られる個室で行ない、他人に聞かれ

たり邪魔されたりしないようにする。
■ 面接の場に立ち会えるのは、被害者、面接担当者（複数の場合もあり）、通

訳（必要な場合）、そして適当な場合には資格のある支援者（子どもの後見

人、法的助言者、心理カウンセラー等）だけであるべきである。
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■ 面接で用いられる言語を十分に理解できないのではないかという疑いが少し

でもある場合は、通訳を確保するためにあらゆる可能な努力が行なわれなけ

ればならない。
■ 携帯電話の電源は切っておくべきである。
■ 個室を利用できるときは、邪魔が入らないよう、ドアに「使用中」等の掲示

をしておくことが求められる。
■ プライバシーの守られる個室がない場合、面接担当者は、面接の内容を聞か

れないよう、できるかぎりプライバシーの守られる場所を見つけるべく努力

するべきである。
■ 面接にあたり、一方的な価値判断をしたり尋問したりするようなスタイルは

とらないようにする。
■ 面接対象者が、自分が尊重されている、自分の言うことは信じてもらえるは

ずだと感じられるような信頼関係を確立しようと努める。

面接の開始

■ 面接担当者は面接対象者に自己紹介し、自分がその団体でどのような役割を

果たしているのか説明する。
■ 面接対象者が安心し、ゆったりした気持ちでいることを確かめる。
■ トイレに行かなくてよいか、飲み物や軽食はいらないか、面接対象者に確認

する。
■ 面接対象者が痛みや苦痛を感じていないかどうか、医師による緊急の対応が

必要な問題がないかどうか、確かめる。
■ 面接対象者から緊急の治療が必要であると告げられたら、医療従事者が到着

して検査を行なうまで、面接担当者は面接を進めるべきではない。

説明

■ 人身取引被害者に対する支援の提供について自分の団体が果たしている役割

と、これから行なわれる面接の目的について、簡単に説明する。
■ 被害者が提供する情報が面接後にどのように利用されるのか、説明する。
■ 面接には、面接対象者に起こった出来事の経緯にかかわる質問も含まれる可

能性があること、不快になるような問題、苦しくて思い出したくない問題、

いやな記憶を呼び起こす問題が取り上げられる可能性があることを、面接対

象者に説明する。
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■ 質問にはゆっくり答えてかまわないこと、必要であればいつでも休憩できる

ことを面接対象者に告げる。
■ 面接は任意であり、どんな質問でも必ず答えなければならないわけではない

ことを、被害者が確実に理解するようにする。ただし、より多くの情報が提

供されたほうが団体としても支援しやすくなることも、説明する。団体とし

て提供できる支援内容に制約があるとき（たとえば支援対象が人身取引被害

者、非正規移民、子ども等に限られている場合など）は、それも説明する。
■ 面接対象者が要件を満たさないために直接の支援を提供できない場合でも、

支援を提供できるしかるべき団体ないし個人が見つかるよう手助けする旨を

説明する。

面接開始前の最終確認事項

■ 面接対象者が答えた内容はすべて厳格な保秘の対象となることを告げる。提

供された情報がどのように取り扱われ、だれにどのようにそれを共有するの

か、明らかにする。
■ 質問はいつでもしてかまわないし、面接者が既に説明したこと、言ったこと

について、もう少し詳しく説明してほしい、もう一度言ってほしいという希

望もいつでも表明してよいことを、面接対象者に説明する。
■ これまでの説明内容を面接対象者がはっきり理解しているかどうか、確かめ

る。
■ この段階で何か質問がないかどうか、面接対象者に尋ねる。
■ 面接への参加に同意するかどうか、面接対象者に尋ねる。

2.3.4.2　要件審査面接書式への記入

要件審査面接書式（資料1）は次の6部構成になっている。

■ 登録・ケースデータ
■ 獲得の段階
■ 輸送の段階
■ 搾取の段階
■ 追加の裏付け資料
■ 決定
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各項目に漏れなく記入することが求められる。ただし、これがどの程度可能に

なるかは面接対象者の協力しだいである。面接対象者はあからさまな敵意やト

ラウマといったさまざまな反応を示す可能性があること、面接のやり方やタイ

ミングもそれに応じて調整する必要があるかもしれないことを、面接担当者は

念頭に置いておかなければならない。

..................................................................................................................................

面接対象者は、面接開始前に次の点について告知されているべきである。

■ 回答内容はすべて、支援提供団体による厳格な保秘の対象となる。

■ 個々のケースに対してもっとも適切な支援のあり方を支援提供団体が決定するために

は、質問に答えてもらうことが必要である。

■ 質問に答えないときは、支援提供団体による支援の提供ができなくなるおそれもあ

る。人身取引被害者以外への支援は厳しく制限されている場合もあるからである。

■ 面接の終了時に、受けられる可能性のある支援や援助、支援を提供できるかもしれな

い団体、犯罪の告発を選択するのであれば告発先とその方法、利用可能な法的支援・

保護についての情報が提供される。
..................................................................................................................................

以下の設問は、この章の末尾に資料1として添付した「要件審査面接書式」に

対応したものである。以下の解説は一般的なもので、どの点についても例外が

ありうる。また、いずれかの設問に対するたったひとつの回答で問題が解決す

ることはありえないので、前述した面接前アセスメント指標とあわせて総体的

に検討しなければならない。

獲得の段階

1. 獲得に携わった者と面接対象者はどのようなきっかけで接触したか。

接触は、個人的・家族関係のネットワークを通じた人身取引加害者側から

の動きによることもあれば、たとえば海外での仕事の人材募集広告に応じ

るなどの形で、被害者側が誘発してしまうこともある。
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特に強制労働を目的とした国内・地域内の人身取引の場合、獲得はそれほ

ど複雑な過程をたどらず、個人または家族との直接の接触を通じて行なわ

れることが多い。子どもがかかわっている場合、窮迫した親から売られる

こともあれば、親が子どもの将来にとってはそのほうがよいと考えて「人

材募集業者」（近い親戚や遠い親戚の場合もある）についていくことを認

めることもある。子どもはやがって戻ってくる、その間に若干のお金を稼

いだり役に立つ技術を身につけたりするだろうと期待されていることも多

い。面接担当者は、親を糾弾しないよう注意するべきである。親は非常に

子ども深い愛情をもっており、子どもを行かせる以外に選択肢はないと感

じていた場合もある。

地域によっては、労働搾取を目的とした人身取引が古くから行なわれてい

て、地元では当たり前の慣行になっていることもある。このような場合、

獲得のための体制がきちんと目に見える形で存在しているわけではなく、

村や町にすでに存在する個人的関係のネットワークを通じて手配が行なわ

れる場合もある。そのような獲得は、農場で働かせるために季節限定で行

なわれることさえあろう。とくに強制労働を目的とした人身取引の場合な

ど、口コミを通じて特定の働き口を知るというだけの形で獲得が行なわれ

ることもある。この場合、個人が自発的に行動を開始するのである。他方

では、労働移住の支援体制がしっかりと整っているケースもあり、その体

制を隠れ蓑として人身取引目的の獲得が行なわれる場合もある。

性的搾取や国境を越えた移動がかかわるケースでは、活字媒体、ラジオ、

テレビ、インターネットでの広告を通じて獲得が行なわれることもある。

広告では、働き口、語学研修、観光といった、さまざまな海外経験の機会

が提示されるのが通例である。女性が狙われる場合、男性が時間と労力を

かけて若い女性の恋人になりすまし、そのうえで女性を人身取引目的で獲

得することも珍しくない。人身取引加害者は、男性であろうと女性であろ

うと、恋人を装うだけではなく、悩んでいる女性（たとえば経済的問題や

難しい家族関係に直面している女性）を進んで助けようとする親切な人間

のふりをして、潜在的な被害者女性に力を貸そうとする場合がある。ぜい

たくな生活ぶり（自分も同じような仕事をしてこれだけの生活ができるよ

うになったというふりをする）を見せびらかして被害者をだまし、自分も

同じような生活ができるようになるのではないかと思いこませるのであ

る。
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2. 国内外を問わず、どのような仕事が約束・想定されていたのか。最終到着

地ではどのような賃金と条件が約束・提示されたのか。

人身取引にはさまざまな搾取的状況がかかわっており、正確にはどのよう

な性質の仕事なのか、どのような条件で仕事が行なわれるのかを個人が前

もって知っていたかどうかは、その事案の状況と人身取引加害者の手口し

だいである。ただし、仕事の性質ないし労働条件、賃金の受取額のいずれ

かについてだまされたと推定するのはおおむね的外れではない。人身取引

被害者は、仕事ないし活動について完全にまたは部分的にだまされた可能

性がある。たとえば、どんな仕事をするよう期待されているのかについて

はわかっていても、労働条件や賃金水準については知らなかったかもしれ

ない。女性・女児の場合、ウェイトレスやダンサーの仕事だとは告げられ

ても、客を「接待」しなければならないことやその方法については告げら

れない例がある。どのような仕事をするかはわかっていても、奴隷のよう

な環境に置かれ、賃金もほとんど又はまったく払ってもらえないというの

はわからなかったことが多い。

場合により、出身国・目的国双方の地元当局や団体は、どのような働き口

が約束され、被害者獲得のためにどのようなやり口が用いられてきたかに

ついて、詳しく承知していることがある。地元の情報を集約・分析するこ

とは、特定の人身取引ネットワークを摘発するのに役に立つ可能性があ

る。

3. 面接対象者は獲得に携わった者に何がしかの前渡し金を支払ったか。

犯罪は金儲けのために行なわれるのが多く、肝心なのは金銭的取決めの有

無であることが多い。ただし、人身取引の目的は金儲けに限られないこと

も念頭に置いておく必要がある。軍務、奴隷的な婚姻、家事労働といった

その他の動機による人身取引もある。

人身取引にはなんらかの形で債務奴隷制がからんでいることが多い。被害

者は拘束下に置かれ、人身取引加害者が稼ぎを管理してそこから債務を返

済するよう強要されるのである。

4. 面接対象者は、出身国外にまたは国内の別の場所に、搾取の目的で無理や

り輸送されたか。
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場合により、人身取引被害者、とくに子どもや若い成人が誘拐される例が

ある。誘拐の事実は常に、その事案が人身取引がらみであることを示す非

常に強力な指標のひとつである。

輸送の段階

5. 渡航費を支払ったのはだれか。

やはり多くの人身取引の事例では、その目的が性的搾取と労働搾取のいず

れであれ、被害者は貧しいのが通例であり、自分の渡航費を支払えるだけ

の余裕はめったにない。人身取引加害者が渡航費を支払うこともあるが、

これは被害者獲得のやり口の一環である。到着すると同時に被害者の稼ぎ

は取り上げられ、人身取引加害者はこの借金を通じて被害者を支配する。

このような話が少しでも出てくれば、それは人身取引があったことを示す

強力な指標のひとつである。なお、密入国の場合にも、密入国業者が費用

を負担するケースが多いことに注意する必要がある。密入国した移民は大

きな借金を抱え、目的国での稼ぎのなかから仲介人に返済しなければなら

ない。返済に関してどのような取決めが行なわれたか、その移民が到着後

どのような環境に置かれているかによって、密入国と思われた事例が実際

には人身取引の事案であるということにもなりうる。「密入国業者」の真

の意図が、被害者を債務奴隷下に置いて目的国で搾取することにあった場

合、これに該当する。

国内人身取引の場合にも人身取引加害者が旅費を負担して支払うことがあ

り、この点に留意しておくことも重要である。また、特に国内的・地域的

人身取引の場合には移動にさほどの費用や困難がともなわないため、目的

地に働き口があるという情報に基づいて人身取引被害者が自ら移動を開始

することがある。人身取引加害者は、被害者の到着と同時にそのぜい弱な

立場に乗じて被害者を「獲得」し、支配と搾取が行なわれる場所に押しこ

めるのである。

6. 輸送は国境を越えて行なわれたか。国境を越えた場合、秘密裡に越えた

か、公然と越えたか。公然と越えた場合、入国のために使用した書類は、

人身取引被害者自身の身分証明書だったか、それとも偽造書類だったか。

あるいは査証資格の偽装が行なわれたか。
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人身取引被害者は徒歩で、または車のなかに隠れて秘密裡に国境を越える

ことが多いが、公然と通過する場合も少なくない。その場合、自分自身の

真正な旅行書類（査証資格の偽装が行なわれている場合も、そうでない場

合もある）を使用することもあれば、偽造・盗難された書類を与えられる

こともある。

輸送がどのように行なわれるかは、多くの場合人身取引の背景とそれが行

なわれる場所によって決まる。隣国や地域内の国へは、秘密裡の手段のほ

うが容易に入国しやすい場合があるが、距離的に離れた国への渡航・入国

は、旅行書類を提示して公然と行なわれる可能性のほうが高い。そのよう

な移動は、飛行機、列車、船舶で行なわれるのが普通であるし、被害者は

国境警備所を通過しなければならないからである。

さらに、人身取引のための獲得が欺罔を通じて行なわれた場合、被害者自

身の旅行書類を使用して合法的であることを装うほうが加害者には都合が

よい。そうしなければ、だまされた被害者が疑いを抱くようになるおそれ

があるからである。特にヨーロッパや北米における性的搾取がからんでい

る場合、被害者の移動は、被害者自身の、またはよくできた偽装書類を

使って、公然と行なわれるのが主流となっている。不法入国者として存在

を隠しておかなければならないよりは、被害者が目的国内を自由に移動で

きたほうが、人身取引加害者としては被害者をより効果的に搾取できるか

らである。

7. 証明書類は現在だれの手元にあるか。

人身取引被害者はふつう、自分の証明書類を手元に置いておくことを許さ

れない。それを使って逃亡されるかもしれないからである。書類の没収

は、被害者を脅迫・強制するために人身取引加害者が用いる典型的な支配

の手段となっている。ただし、前述したとおり、証明書類がないことは庇

護や密入国の事案でもひとつの特徴となっており、この点は念頭に置いて

おくべきである。

しかし、このような傾向が変化しつつあることを示す徴候もある。場合に

よっては、被害者が自分の証明書類を手元に置いていながら、他の方法で

強制・脅迫されて逃げられないこともあるのである。したがって、自分の

証明書類を持っているからといって、自由に働いていると決めつけるべき

ではない。
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8. 被害者は、第三国経由時に相当期間の滞在をしたか。した場合、第三国で

はなんらかの活動に従事したか。それはどのような活動だったか。

人身取引被害者は、最終目的国に直接輸送されるとは限らない。輸送の過

程は相当の期間に及ぶことがしばしばあり、数週間から数か月かかること

さえある。その場合は多くの通過地を点々とするので、被害者は経由地で

も搾取的活動を強制される場合がある。そのような経緯があれば、人身取

引であることを示す強力な指標となりうる。

搾取の段階

9. 面接対象者は、最終目的国に到着してからどのような活動に従事してきたか。

人身取引の目的は、なんらかの形態の搾取を強制するところにある。性的

搾取であるか、労働搾取であるか、搾取として認識しうるその他の形態の

活動であるかは問わない。したがって、被害者が強制労働、売春、路上で

の物乞い・販売、隷属的家事労働といった活動に無理やり従事させられて

いたという証拠があれば（あるいは、臓器摘出目的の人身取引が疑われて

いる場合、被害者がひとつないし複数の臓器を摘出されていれば）、それ

は人身取引（一国内での人身取引を含む）があったことを示す明らかな指

標である。

人身取引の主たる目的は被害者を搾取して利益を得るところにあるので、

最終目的地への到着後、被害者の労働に対して支払われるべき賃金の全額

ないしほとんどが没収されている場合、それも人身取引があったことを示

す重要な指標となる。

10. その活動は、最終目的国への到着後、どのぐらいの期間を置いて始まったか。

活動開始時期は重要な指標のひとつである。人身取引の事案では、一般的

に、入国後ただちに、またはほとんど期間を置かずに搾取の段階が始ま

る。人身取引加害者は、できるかぎり早く被害者を利用して利益を得た

り、被害者に働かせたりしたいと考えるからである。到着から搾取的活動

の開始までに相当の時間的隔たりがある場合、そのことはむしろ、不正規

に移住してきた者が、資格外滞在者として正規労働に就けなかったため、

搾取的条件下で不正規な仕事に従事していることの表れである可能性があ
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る。ただし、目的国への密入国を仲介した者以外の人物によって国内での

人身取引の対象とされたことの表れである可能性もある。

たとえばある女性が、合法的に又は非合法的に、ある国に自由意思で入国

したとする。独自に入国したのか、密入国業者の手を借りたのかは問わな

い。その後、密入国の仲介をした者とは関係なく、売春婦として働くよう

になったとしよう。これは人身取引にはあたらない。しかし、その女性が

到着後に斡旋業者によって獲得され、その業者の意図が女性をどこかに移

動させて奴隷のような条件下で自分のために働くことを強制するところに

あった場合、それは人身取引にあたることになろう。

11. 面接対象者は強制されて活動に従事するようになったのか。そうだとすれ

ば、どのように強制されたか。

強制的関係の存在は、人身取引という犯罪の中心的要素である。ある活動

に従事するよう被害者が強制される度合いは、被害者が誘拐されてきたの

か、それともだまされて獲得されたのかによって変わってくる可能性が高

い。誘拐されてきた場合、被害者はそもそもの始まりから強制されていた

ことになる。被害者が仕事の性質について完全にだまされていた場合に

も、強制の要素がただちに表面化する可能性が高いだろう。たとえば、被

害者が自分はダンサーないしウェイトレスとして雇われるのだと心から信

じていた場合、到着後に人身取引加害者の真意を知ることになり、強制的

に売春に従事させられることとなる。

対照的に、不法就労しなければならないこと、性産業で働かなければなら

ないことを被害者が前もって知っていた場合、強制力が働き始めるのは、

労働条件の実態や賃金の不払いについて被害者が知って以降の話である。

人身取引加害者は、さまざまな手段を駆使して被害者を強制しようとす

る。それは、被害者から自由意思や尊厳を奪うだけではなく、被害者の逃

亡も防ぐような手段である。このような手段には、被害者、その家族、近

しい人々に対して身体的・性的・心理的暴力を振るうこと（または暴力を

振るうと脅すこと）、社会的接触を絶ち、言葉が話せないことに乗じて孤

立化を図ることなどがある。また、自分がやっていることを暴露され、汚

名を着せられ、拒絶されるのではないかという恐怖心、警察に対する不安

感や疑いの念、外部の公的機関・民間団体への深い不信感をかきたてると
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いう手段もある。被害者がアルコールや薬物に依存するように仕向けた

り、食べ物や水の入手手段を支配したりする場合もある。武器、監視カメ

ラ、犬を使って支配・監視することもある。このような、あるいは似たよ

うな経験を面接対象者がしてきたとわかった場合、それは人身取引があっ

たことを示す強力な指標である。

12. 面接対象者はその活動を通じてどの程度の稼ぎを得たか。

稼ぎは活動の種類によって異なる。たとえば人身取引の結果売春させられ

ている女性は、強制労働従事者の１週間の所得よりも多い額を１日で稼ぐ

のも珍しくはない。しかし、当の本人がその稼ぎをまったく見たことがな

い、あるいはほんのわずかな額しか見たことがないことがあるのも事実で

ある。稼ぎは、人身取引加害者とその共犯者の手中に留められることが多

く、契約期間開けに精算するという、口先だけの約束がなされることもあ

る。

さらに、状況によっては賃金の支払いがまったく予定されていない場合も

ある。たとえば家事労働の場合、被害者は食事と寝床と引き換えに働くこ

とになるし、軍務に就かせることを目的とした人身取引の場合、被害者は

略奪に参加して戦利品の分け前にあずかることもあれば、賃金代わりに食

糧と麻薬を提供されることもある。

13. 面接対象者は稼ぎを自分のものにすることができたか。

人身取引被害者は、圧倒的多数のケースで、自分で稼いだと思われる賃金

の全額ないしほとんどを、いわれのない借金返済という口実でまたはその

他の理由による控除の名目で奪われるか、そもそも賃金を支払われていな

い。対照的に、密入国した移民は到着後すぐに金を稼ぎ始めることができ

る。稼ぎをどう使うかも自分で決めることが可能で、現地で使ったり、一

部を出身国の家族に送金したりしている。

ただし、被害者であると主張する者が母国への送金を行なっていたことが

明らかでも、それによって、人身取引加害者の餌食になったという主張の

妥当性が否定されるわけではない。人身取引加害者は、被害者を自己満足

させて逃亡を防ぐためにちょっとした額を渡すこともあるし、被害者の家

族名義で偽名口座を開設してマネーロンダリングに利用することもあるか

らである。
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14. 被害者であると主張する面接対象者は、人身取引加害者やその共犯者への

借金返済を求められたか。求められたとすれば、その額はどのぐらいで、

根拠はどのようなものだったか。

この章ですでに述べたように、債務奴隷制はあらゆる形態の人身取引に共

通する特徴のひとつである。被害者は、証明書類、入国・在留査証、渡航

費、宿泊費その他の経費を提供されるのと引き換えに、法外に水増しされ

た借金を負わされる。到着後、衣食住の費用を水増し請求されたり、仕事

に必要な物品を買わされたり、物を壊したとか盗んだというでたらめの理

由で賠償請求をされたりして、被害者の債務額がさらに膨れ上がり、「借

金」の完済がほとんど不可能になってしまう場合もある。

このような例は、世界中の国々で枚挙にいとまがない。たとえば、西アフ

リカやタイの女性が３～５万米ドルの債務契約を結ばされ、売春婦として

の稼ぎから人身取引加害者に返済するよう要求されるのは珍しくない。ラ

テンアメリカでは、渡航費用として、あるいは治療費の支払いや家の購入

のための家族への融資といったその他の名目で、被害者に前渡し金が支払

われる。その後、その借金が女性を搾取的環境に縛りつけておくために利

用されるのである。エチオピアでは、海外での家事労働による搾取を目的

として人身取引の対象とされた女性が、渡航と証明書類を手配するために

人身取引加害者が負担した費用を返済するのに加え、「雇用先」斡旋の手

数料も支払うことを求められる。被害者は、労働の対価がすでに仲介人

（人身取引加害者）に支払い済みであることを、到着後に雇用主から知ら

されるのである。そのため、労働という形で前払い金の返済が終わったと

雇用主が判断するまで、被害者はただ働きをしなければならない。エチオ

ピアでは、人身取引によって強制売春や搾取的家事労働をさせられるよう

になった女性に対し、その女性が壊した／傷つけた／盗んだとされる品物

を労働という形で弁償するよう要求されるケースもある。被害額は過大に

見積もられており、借金による締めつけがそれまで以上に厳しくなるので

ある。

15. 労働条件はどのようなものだったか。

労働条件が非人道的で制約度の高いものであればあるほど、その事例が人

身取引である可能性は高くなる。被害者を支配して極度の搾取的環境に置

き続けることは、人身取引の中心的特徴のひとつである。
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16. 面接対象者には、選択・移動の自由がどの程度あったか。

人身取引被害者は、仕事の性質、労働時間、提供しなければならない役務

に関して、選択の自由をほとんどないしまったく認められていない。さら

に、多くのケースでは移動の自由もあまり認められていないのが通例であ

り、隔離と同然の状態に置かれ、ひとりまたは複数の人身取引加害者の同

伴なしでは外出も許されないことが多い。

追加の補強資料

裏づけとなる追加資料は、被害者の陳述を確認し、判断手続に役立てる目的で

利用することができる。証明書類その他の裏づけ資料は、警察や協力関係にあ

るNGOから入手できる場合もあれば、被害者自身が提供してくれる場合もあ

ろう。以下は資料の例である。

■ 警察・出入国管理当局の報告書
■ 旅行書類・チケット
■ 出国・上陸カード
■ 外傷の治療報告書（委託前に行なわれた治療か、支援プロセスを通じて行な

われた治療かは問わない）
■ 雇用契約書のコピーまたは求人広告のコピー
■ 被害者が書いた日記・手紙
■ 証人による証言
■ 搾取現場の写真
■ 医師または心理学者による診断書

決定

面接を終えるにあたり、面接担当者は、入手できたあらゆる情報を総体的に評

価することが求められ、それらはこれまでに取り上げてきた通り、次の三つの

分野に分類される。

■ 面接前のアセスメント指標（前掲2.2参照）
■ 要件審査面接における被害者の回答
■ 追加の補強資料（上述）
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そのうえで、面接対象者が人身取引被害者なのか、密入国した移民なのか、不

正規な状況にはいるが単独で行動する経済移民なのか、或いは搾取されたりぜ

い弱な立場に置かれていて支援を必要としている別のカテゴリーに属する者な

のかを、事情が許すかぎり正確に、なおかつ利用可能なあらゆる情報にもとづ

いて判断することが必要になる。その判断が行なわれれば、支援提供団体は、

自分たちのプログラムを通じての支援することができるか、または他の団体へ

委託し支援を求めることが可能かどうかを判断することになる。

要件審査の結果、人身取引被害者としての支援を受ける要件が満たされていな

いと判断された場合、または面接対象者が支援の申出を断った場合には、面接

担当者は「備考」欄にそのような決定に至った理由を簡潔に記載しておくこと

が推奨される。このことは、その後に苦情が申し立てられた場合の自己防衛の

手段となりうるし、その情報を今後のプログラム手続の改善のために活用する

ことも可能である。

いずれにせよ、面接対象者に対しては、受けられる可能性のある支援や援助、

支援を提供できるかもしれない団体、犯罪の告発を選択するのであれば告発先

とその方法、利用可能な法的支援・保護についての情報を提供することが求め

られる。

追加事項

面接書式の最後には「備考」欄が設けられており、他の箇所には記録されてい

ないその他の関連データを記録するために利用することができる。

..................................................................................................................................

注：回答の選択肢として「不明」が設けられている質問も少なくない。ここでは、「不

明」というのは要請されているデータが「入手できない」ということである。したがっ

て、いずれかの質問について、面接対象者には答えが「わからない」場合、その質問が

特定の人物ないし事情に「当てはまらない」場合、面接対象者が質問に「答えなかった」

場合には、総じて「不明」に丸をつけることになる。
..................................................................................................................................



49

第2章　人身取引被害者の認定作業（要件審査）

備考

1 国連・国際組織犯罪防止条約を補足する「人（特に女性及び児童）の取引を防止し、抑止し及び
処罰するための議定書」。ht tp : / /www.unc j i n . o rg /Documen t s /Conven t i ons / dca toc /
final_documents_2/convention_eng.pdf; http://untreaty.un.org/English/notpubl/18-12-a.E.doc.

2 IOM (2003). Trafficking in Persons: An Analysis of Afghanistan. International Organization for
Migration, Kabul, Afghanistan.

3 Rosenberg, R. (Ed.) (2003). Trafficking of Indonesian Women and Children. International Catho-
lic Migration Commission and the Solidarity Center: Jakarta, Indonesia.

4 U.S. State Department (2005). Trafficking in Persons Report: June 2005. United States Depart-
ment of State, Washington, DC.

5 UNICEF (n.d.) Fact Sheet: Trafficking. UNICEF. http://www.unicef.org/protection/fi les/
trafficking.pdfよりダウンロード。

6 ILO (2005). A Global Alliance Against Forced Labour: Global Report under the Follow-up to the
ILO Declaration on Fundamental Principles and Rights at Work 2005. International Labour Office,
Geneva, Switzerland.

7 未成年者の面接・支援に関するさらなる指針として、以下も参照：Guidelines on the Protection
of Child Victims of Trafficking: Provisional Version. 2006. UNICEF, Child Protection Section, NY;
UNICEF Reference Guide on Protecting the Rights of Child Victims of Trafficking in Europe.
2006, UNICEF Regional Office for CEE/CIS http://www.unicef.org/ceecis/protection_4440.html;
United Nations Convention on the Rights of the Child: General Comment on Treatment of Unac-
companied and Separated Children Outside their Country of Origin: http://www.unhchr.ch/tbs/
doc.nsf/(symbol)/CRC.GC.2005.6.En?OpenDocument〔邦訳：「出身国外にあって保護者のいない
子どもおよび養育者から分離された子どもの取扱い」に関する国連・児童の権利委員会の一般的
意見；http://homepage2.nifty.com/childrights/crccommittee/generalcomment/genecom6.htm〕;
Let’s Talk: Developing Effective Communication with Child Victims of Abuse and Human Traffick-
ing. September 2004.UNICEF: Kosovo.

8 Home Office, Crown Prosecution Service, et al. (2001). Achieving Best Evidence in Criminal
Proceedings: Guidance for Vulnerable or Intimidated Witnesses, Including Children. London: Crown
copyright.

9 このような場合、面接対象者をいちおうの被害者として扱い、回復・熟考の時間を与えたうえで、
確固たる判断ができるようになるまで適切なサービスを提供することが求められる。



人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

資料１：要件審査面接書式
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はじめに

この章の目的は、支援提供団体に対し、要件審査によって判別された人身取引

被害者を最善の形で支援するにはどのようにすればよいか、段階ごとの指針を

示すことである。最初の要件審査および人身取引被害者としての正式な認定か

ら、他の団体への委託および社会復帰に至るまで、出身国、目的国、第三国の

いずれで行なわれるかは敢えて細かく分けずに、一般的な支援プロセスの各段

階を取り上げていく。

..................................................................................................................................

被害者の希望と保護のニーズを尊重する

出身国ないし出身地域への帰還が、被害者にとって常に最善のまたは望ましい解決策で

あるとは限らない。したがって、被害者のために活動している組織は、出身国での迫害

や生命・自由に対する脅威を恐れ、帰還できない、または帰還を望まない人身取引被害

者もいることを考慮に入れる必要がある。帰還できない又はしたくない旨を表明した被

害者は、目的国または経由国において、庇護手続か、人身取引被害者保護のためにとく

に設けられている他の制度に付託されるべきである。また被害者に代わり、目的国での

在留期間の延長または（被害者が希望する場合）第三国への移動許可を求めることを考

えてもよい。出身国に帰還する場合でも、必ずしも出身地域に帰還しなければならない

わけではない（但し被害者が希望するときは除く）ことも、援助に携わる者は念頭に置

いておくべきである。可能であれば、被害者が選んだ地域への移転を援助するための支

援を提供することも必要である。

..................................................................................................................................

この章は次の2部構成をとっているが、いずれも相互に関連したテーマであ

る。

■ 他の団体への委託と移動
■ 社会復帰支援

この2つの節を通じ、支援のさまざまな選択肢と指針を詳細に検討するととも

に、各節の活用法についても包括的に説明していく。とはいえ、人身取引の性

質そのものからして、各事案への対応は個別に、ケース・バイ・ケースで行な

われなければならないこと、ここでは特定の国で特定の被害者に利用可能とさ

れているすべての選択肢が完全に網羅されているとは言えないことを、強調し
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ておかなければならない。

さらに、事例によっては、おそらくは財政的制約や当該国における特定の事情

を理由として、社会復帰支援の一部が利用できない場合がありうる。また、ひ

とつの組織が単独で、被害者が必要とするあらゆる支援を提供したり、被害者

認定・委託・帰還・社会復帰のプロセスの最初から最後まで被害者を支援した

りできる可能性は低い。しかしこのハンドブックは、保護・援助プロセスのど

の段階で活動しているか、また活動場所が目的国・経由国・出身国のいずれで

あるかにかかわらず、すべての組織を対象としたものである1。したがって、こ

の章のすべての内容がすべての組織にとって同じように関連性を有するわけで

はない。支援提供団体は、プロセス全体を把握し団体間の調整を向上させるた

めに、本章の全体に目を通すことを推奨されるものの、自分たちが提供してい

る支援にかかわる箇所は一部に限られることも念頭に置いておくべきである。

シェルターや被害者に直接の支援を提供する他の施設の問題は、とりわけ複雑

で配慮を要するものであり、委託・社会復帰のいずれのプロセスにとっても重

要な意味合いを有する。したがって、シェルターの管理運営にかかわる具体的

問題については第4章で別途取り上げる。

精神保健およびそれに関連するアプローチなど、効果的な委託・社会復帰に

とって欠かせない問題も、あらゆる段階で考慮に入れられなければならない。

したがって、保健衛生問題について取り上げた第5章も、この章とあわせて読

むことが重要である。

保護および直接的支援にかかわる基本的原則

関連する人権上の諸原則および国連パレルモ議定書〔人身取引補足議定書〕に

基づき、支援提供団体が実施するあらゆる援助・保護措置（シェルター活動を

含む）において、以下の中核的原則が指針とされるべきである。
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人権の尊重と保護

人身取引自体が重大な人権侵害であり、なおかつ人身取引被害者の権利のさら

なる侵害につながることも多いことから、支援・保護のためのあらゆる努力に

おいて、被害者の権利の回復およびさらなる権利侵害の防止を全力でめざすこ

とが求められる。人権は、人道活動のあらゆる側面を補強するものである。支

援提供団体には、支援対象であるあらゆる被害者の基本的人権を尊重するため

の配慮が求められる。これらの基本的人権の内容は、主要な国際的・地域的人

権文書、国連・人身取引補足議定書、児童の権利条約、女子差別撤廃条約、そ

の他の関連の国際的文書や基準（人権条約体の一般的見解や国連人権高等弁務

官事務所の「人権と人身売買に関する原則および指針」を含む）で明らかにさ

れている。人身取引被害者自身も、これらの文書にもとづく自己の権利および

責任について告知されるべきである。

十分な情報に基づく同意

人身取引被害者への支援の提供はすべて、十分な情報に基づく、被害者の完全

な同意に基づいて行なわれるべきである。支援提供団体のプログラムに人身取

引被害者を最初に受け入れたときから、被害者が完全な社会復帰を達成するま

での過程で、支援提供団体およびその提携団体は、関連の行動・政策・手続に

ついて被害者が理解できる方法で説明したうえで、その提案や行動への同意を

求める義務を負う。

被害者が非識字者でなければ、支援プロセスのいずれかの段階で、書面で同意

を表明するよう求めることが推奨される。スタッフが被害者の理解可能な言語

で意思疎通できない場合、口頭及び書面での意思疎通のために通訳者を確保す

るよう、あらゆる必要な努力を払うことが求められる。

被害者が子どもである場合、あらゆることについて後見人に相談し、どんな行

動をとるにせよ後見人の同意を得るべきである。「児童の権利条約」（CRC）の

第12条にしたがい、子どもの意見や希望を引き出して考慮に入れることが求

められる。十分な情報にもとづいてこのような意見や希望を表明できるように

するため、これらの子どもに対し、あらゆる関連情報を提供することが欠かせ

ない。関連情報としては、たとえば子どもの権利、利用可能なサービス（意思

疎通の手段を含む）、庇護手続、離れ離れになった家族の追跡、出身国の状況
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などがある（CRC第13条、17条、22条2項）。後見人の任命、ケア・住

居の手配、法的代理人の選任においても、子どもの意見が考慮に入れられるべ

きである。これらの情報は、それぞれの子どもの成熟度および理解力の程度に

ふさわしい方法で提供されなければならない。信頼できる意思疎通ができて初

めて子どもの参加が可能になるので、必要な場合、手続のあらゆる段階で通訳

を手配するべきである2。

差別の禁止

IOMは、支援提供団体が差別の禁止の方針を文書化するよう推奨している。ス

タッフにより、ジェンダー、性的指向、年齢、障害、皮膚の色、社会階層、人

種、宗教、言語、政治的信条その他のいかなる地位による差別もなく、人身取

引被害者に対してできるかぎり最善の支援が提供されることを確保するためで

ある。支援提供団体としては、提携組織および被害者の委託先組織も、人身取

引被害者に関してこれと同じ義務を遵守するよう、配慮することが求められ

る。

秘密保持とプライバシーへの権利

被害者にかかわるあらゆる情報およびやりとりの内容は、秘密保持とプライバ

シーに対する被害者の権利を正当に考慮して取り扱われなければならない。ス

タッフは、被害者と初めて会ったときから支援プロセスの終了に至るまで、個

人および特定の事例にかかわるすべての個人情報の秘密は守られることを被害

者に保証することが求められる。ここでいう秘密情報には、被害者から提供さ

れた情報、健康面その他の支援の提供に携わる人々からの情報、被害者の法的

地位にかかわる情報などがあるが、これに限られるわけではない。支援提供組

織は、被害者にかかわるあらゆるデータをスタッフが責任のあるやり方で扱う

ようにするべきである。被害者にかかわる情報の収集・共有は、「知る必要性」

の原則の範囲内で、かつ十分な情報に基づく被害者の同意を得てからでなけれ

ば、行なってはならない。
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IOMは、支援提供団体が、当該被害者が事前に承知し、かつ十分な情報に基づ

く同意を表明した場合でなければいかなる情報も他には流さない（ただし被害

者その他の者の安全が問題になっている場合は除く）旨の方針を文書で明らか

にしておくよう、推奨する。個人データの保存手続についてのさらなる詳細お

よび推奨事項は、第1章1.2および第5章5.17を参照。

子どもの人身取引被害者については、児童の権利委員会が一般的見解6号のパ

ラグラフ29－30で次のように述べている。すなわち、締約国は、プライバ

シーに対する権利（16条）を含む子どもの権利を保護する義務に則り、保護

者のいない子どもまたは養育者から分離された子どもについて知るところと

なった情報の秘密を保持しなければならない。この義務は、保健および社会福

祉を含むあらゆる状況下で適用される。また、秘密保持の配慮には他の者の権

利の尊重もかかわってくる。たとえば、保護者のいない子どもおよび養育者か

ら分離された子どもとの関連で収集された情報を入手、共有および保持するに

あたっては、いまなお子どもの出身国内にいる者、特に子どもの家族構成員の

福祉を脅かすことがないよう特段の配慮がなされなければならない。さらに、

子どもの所在に関する情報を親に対して開示しないことが認められるのは、子

どもの安全のためにまたはそれ以外の形で子どもの「最善の利益」を確保する

ために必要とされる場合に限られる。

自己決定と参加

支援提供団体のスタッフは、十分な情報に基づいて自分なりの選択・決定を行

なう上での被害者の権利とニーズを認め、被害者が自己にかかわる意思決定過

程にできるかぎり参加するよう奨励するべきである。また、被害者の自尊感情

と自律意識の回復に向けて被害者と協働するよう努めるとともに、被害者が自

分自身について責任を持ち、自分の生活と将来に関する主導権を回復できるよ

う、被害者の自信の強化に努めることも求められる。子ども特有の権利とニー

ズについては、前掲「十分な情報に基づく同意」の項を参照。
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個々人のための処遇・ケア

人身取引被害者の経験と事情に少なからず共通性があることは認めつつ、ス

タッフは、被害者の個別性（個人的・文化的違い、ジェンダーや年齢による違

い、人身取引の前後および最中に経験したことの違いを含む）を認知し、可能

なかぎりテーラーメードのケアと支援を提供することが求められる。スタッフ

は、支援プロセス全体を通じ、被害者個人のニーズと状況にふさわしいもっと

も適切な保護、援助および支援措置をとるよう努めるべきである。

継続性のある包括的ケア

支援の提供は、人身取引被害者の回復を助けるための包括的なアプローチの一

環として位置づけることが求められる。被害者の身体的・心理的・社会的状況

に応じた、継続的かつ包括的なケアが提供されるべきである。人身取引被害者

に適切な質の支援が提供されるよう、また被害者のニーズができるだけ多く満

たされるようにするため、支援提供団体は、経験のある他の援助提供団体との

連携を検討するとともに、被害者に対する適切かつ総合的な支援の提供にかか

わる協力の取決めおよび相互委託手続の確立を検討することが求められる。

資源の公平な配分

支援提供団体は、あらゆる支援・物資・資源を公平に、かつ被害者のニーズに

応じた形で分配・提供するように努めるべきである。支援提供団体のスタッフ

は、被害者が利用できる可能性のある他のサービスも念頭に置き、利用可能な

あらゆる資源およびサービス（非政府組織、国際機関、政府機関が提供する

サービスを含む）を被害者が利用することを支援するよう求められる。

子どもの最善の利益

子どもに対するあらゆる支援および保護は、子どもの最善の利益が常に最優先

で考慮されるという原則に基づいて提供されるべきである。未成年者に対する

援助の提供にかかわる諸問題は、この章の全体を通じて取り上げられている。

子どものケアおよび面接にかかわるさらなる指針は、第5章5.6を参照。
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3.1 支援のための委託と移転

被害者が国外から連れてこられたか国内で移動させられたかにかかわらず、委

託を安全にかつ尊厳のある形で行ない、初期的支援を提供するための活動手続

について、ここでは概観する。

3.1.1 多国間にまたがる委託

目的国または経由国にいる被害者については、主に次の4つのシナリオが考え

られる。

■ 被害者が、警察や提携NGOのような他の組織から、自発的帰還支援のた

めに支援提供団体に紹介されてきた。
■ 被害者が自ら支援提供団体に接触を図り、帰還のための支援を求めてきた。

または、家族もしくは被害者に近い立場の人、または被害者の客となった人

から紹介されてきた。
■ 被害者は他の組織（たとえばNGOや政府機関）が帰還支援する予定であり、

支援提供団体は経由国・出身国で援助を提供するだけである。
■ 被害者が目的国ないし経由国での永住または一時滞在を求めている。

最初の3つのシナリオでは、目的国または経由国の委託元組織3が、被害者の

自発的帰還支援と出発前の支援を手配するとともに、出身国の受入れ先団体が

提供することになる社会復帰支援策（医療相談、心理カウンセリング、法的助

言等）の計画を立てなければならない。

外国籍の被害者が目的国または経由国での在留許可を求めている場合、支援提

供団体はその国の適切な公的機関に被害者を紹介し、連携を図る必要がある。

被害者が帰国することへの恐れを表明している場合、適切な公的機関には

UNHCR等の庇護機関も含まれる。
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3.1.1.1 国際的渡航の準備手続

被害者の権利を尊重するため、支援提供団体は、被害者の帰還が自発的なもの

であること、十分な情報に基づく書面での同意の上であることを確認しなけれ

ばならない。そのため、帰還支援を行う団体としては、被害者に自発的帰還宣

言書への署名を求めることも考えられる。

自発的帰還支援を行うのに必要な平均的な日数は、各国の状況とひとりひとり

の事情によって変わってくる。当然、必要な書類をすべて揃えるための時間も

必要だが、心理的また健康面での安定を図るためにも、被害者が重大な決定を

行なう前に安心できる安全な環境で複数の選択肢について熟慮する機会を持て

るようにするためにも、時間が必要である。

この時間的要素は、被害者の帰還前の支援提供において重大な役割を果たす。

ほとんどの事案で、出身国への安全な帰還を準備する手続には数日から数週間

かかるものであり、提供される各種支援の範囲はこれによって決定されること

になる。被害者に直結する心身面での充足は、出発前の段階における主たる関

心事項である。したがって、安全と健康にかかわる問題を優先させるのが通例

だが、時間があり、利用可能な場合には他の支援を提供することも考えられ

る。

被害者と最初に出会った段階で切迫したニーズがない場合には、最初の1日は

回復期間とすることが被害者に認められるべきである。その上で、担当者を交

えて今後の身の振り方と支援の可能性を検討する作業は後日（多くは翌日）行

なうことになる旨、伝えておくことが求められる。

出発前の医療支援

出発前の医療支援は、通常、基礎的または緊急の保健ケアと、基礎的医療診断

に限定される。基礎的医療診断にあたっては、感染性が強く、他の被害者や支

援提供組織のスタッフの健康に影響を及ぼす可能性、または滞在や渡航中に公

衆衛生上のリスクをもたらす可能性がある病態（たとえば結核）が存在しない

かどうか、特に注意を払うことが求められる。被害者の病態の評価を行なうの

は、何らかの健康上の問題のために、被害者の安全な渡航が妨げられたり、帰
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還中、陸路および（または）空路で医療支援が必要となるような保健衛生上の

問題がないかどうか、判断するためである。

この問題の扱いには配慮が必要であり、治療も緊急の身体的・心理的ニーズへ

の対応のみを目的としたものに限定することが求められる。被害者に対して長

期の治療や投薬を開始しても、たとえば投薬制度の違い等のために帰還先の国

で同じ治療・投薬を続けられないおそれがあり、これは避けなければならな

い。被害者が緊急の健康上のニーズを抱えており、被害者の帰還まで対応を遅

らせることが危険である場合には、支援提供団体と契約している適切な免許を

有する医師が治療にあたるか、国による治療が提供されるべきである。医療上

の特定の事情のために出身国で治療を行なえないことがわかっている場合に

は、目的国または第三国で支援を提供するよう努めるべきである。

何らかの特別な病態があり、到着後に必要な援助の種類や規模に影響を及ぼす

可能性がある場合には、受入れ先団体に伝えておくべきである。

一時滞在場所

安全な帰還支援の手配と調整にどれぐらい時間がかかるか（健康と安全にかか

わる問題も考慮に入れながら判断することが求められる）によって、被害者が

安全に滞在できる場所を暫定的に確保する必要が生ずる場合もある。支援提供

団体自身がシェルターを開設していないときは、地元のNGO、政府機関を通

じて滞在場所を見つけることもできるだろう。

仮の旅行書類および（または）査証

被害者は、身分証明書や旅行書類を人身取引加害者に没収され、手元に何も残

されていない場合がある。仮の旅行書類および（または）身分証明書をなるべ

く早く発行してもらうため、関連の大使館または領事館に連絡をとって代わり

の旅行書類を取得することが必要になるが、この手続は官僚的で時間がかかる

ことが多い。ただし、被害者が庇護申請の希望を表明している場合、または庇

護手続が進行中の場合には連絡をとるべきではない。目的国に駐在している関

係あると思われるあらゆる外交団に連絡をとり、支援提供プログラムについて

説明するとともに、被害者の帰還の便宜を（どのように）図ってもらえるか確
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認するのは、通常は望ましい対応である。このような会合に先立ち、出身国の

受け入れ機関と調整しておき、会合に必要な追加情報を入手しておくことも推

奨される。

..................................................................................................................................

安全確保のための注意事項

安全を確保するためには、情報の秘密を保持し、できるだけ少数の者しかその情報にア

クセスできないようにするのが最善の手段である。信頼のおける善意の人物でさえ、被

害者や支援担当者に危害を加えようとする者に誤って情報を提供してしまう可能性があ

る。したがって、大使館関係者や外交関係者を含むどのような人物と連絡をとる際にも、

必要な書類や支援を入手するために最低限要求される情報しか提供しないよう、配慮す

るべきである。帰還することへの恐れを理由として庇護申請の希望を表明している被害

者については、大使館または外交機関による便宜を求めるべきではない。

..................................................................................................................................

未成年者の帰還

人身取引の被害を受けた未成年者の自発的帰還をどのように援助するかは、複

雑で配慮を要する問題である。児童の権利委員会は、一般的コメント6号のパ

ラグラフ84で次のように述べている。「出身国への帰還は、そのような帰還が

子どもの基本的人権の侵害をもたらす『合理的おそれ』があると考えられると

き、そして特にノン・ルフルマンの原則が適用されるときは、選択肢とはなら

ない。出身国への帰還の手配は、原則として、そのような帰還が子どもの最善

の利益にかなう場合にのみ行なわれるべきである」。支援提供団体による帰還支

援が適当と認められるのは、人身取引の被害を受けた未成年者が、帰還したい

という意思を表明している場合、または法定保護者による同様の勧めに自由意

思で同意している場合であって、リスク・アセスメントの結果その子どもの

帰還の安全性が確認されているときに限られる。保護者のいない未成年者の帰

還または第三国への移動を支援する際には、次の点が確保されなければならな

い4。
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..................................................................................................................................
■ プロセス全体を通じ、あらゆる関係当事者にとって、子どもの最善の利益が最優先の

考慮事項とされなければならない（これは児童の権利条約に従うものであり、委託元

の国の国内法ないし政策・慣例でもその旨規定されているのが通例である）。

■ 子どもの参加と、自己の見解を自由に表明する権利。

■ 親または法定保護者の同意。

■ 家族の追跡（ただし、家族の追跡がその子どもの最善の利益または追跡対象である家

族構成員の権利を脅かさない場合に限る）5。

■ 子どもや保護者に対する十分な情報提供とカウンセリング。

■ 受入れ国で、家族による支援（その子どものケアをすることについての家族の同意お

よびそのための能力）または適切なケアの提供者、および社会復帰のための援助体制

が存在するかどうか判断するためのアセスメント。

■ 委託元の国の法律によっては、子どもは親代わりとしての権限を有する社会保障機関

の保護下に置かれなければならないことがある。この場合、未成年者が目的国から出

国する前に、当該機関の許可を求めなければならない。

■ 人身取引に家族が関与した疑いがあるときは、そのような可能性が存在することにあ

らゆる考慮を払うこととともに、人身取引の過程で家族の関与が要素のひとつであっ

たか否かを明らかにするための家族アセスメントを実施することが重要である。

..................................................................................................................................

安全上のアセスメント

自発的帰還の手続を開始する前に、ひとりひとりの被害者について安全上のア

セスメントが実施されるべきである。安全確保上のリスクのアセスメントおよ

びリスクの低減についてさらに詳しくは、第1章を参照。

..................................................................................................................................

コミュニティによっては、家族に不名誉をもたらしたことを理由に、家族構成員が女性

を忌避し殺してしまうことさえ、文化的・社会的・法的に容認されている場合がある。

このような環境に戻ることによって暴力行為を受ける可能性があると被害者が考えてい

る（またはそのように考えるに足るその他の理由がある）場合、自発的帰還に代わる対

応について被害者と話し合い、被害者の希望に従いつつそのような対応を積極的に推し

進めることが求められる。

..................................................................................................................................
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出発前の社会復帰計画立案

出発前に行う社会復帰計画の立案は、後述するような、「ニーズと希望」に焦

点を当てた基礎的個人別アセスメント（基礎的医療診断を含む）に限定するべ

きである。ただし、被害者の様子から見て取れる可能性や被害者自身の意欲も

考慮してよい（後掲3.2.1参照）。

包括的な社会復帰計画の策定は、社会復帰支援を担当することとなる、被害者

が帰還する国の受入れ先組織にまかせることが求められる。何よりも重要なの

は、利用可能な選択肢と可能性について被害者が現実的な見通しを持てるよう

にすることである。逆に、非現実的な期待を生じさせてしまうと被害者の効果

的社会復帰にとって有害となるおそれがある。

渡航援助金

ときとして、帰還する被害者に対して渡航援助金や関連の支給品（食糧・水な

ど）を供与することが、効果的な帰還の必要条件となる場合もある。渡航援助

金や支給品の目的は被害者の帰還を容易にすることであり、それらは、とくに

経由国を通過することが必要な場合にはなおさら、被害者の帰還中に生ずる費

用、ニーズ、食事を十分にまかなえる額・量であるべきである。できれば、被

害者に対しては現金よりも必要な支援そのものを提供することが求められる。

たとえば、被害者に現金を与えるのではなく、滞在場所をあらかじめ手配して

おくこと、弁当や医薬品を提供しておくことがもっとも望ましい場合が多い。

これは、渡航中に現金をなくしたり浪費したりすることを防ぐうえで有益であ

る。

最終目的地への到着と同時に被害者への援助が開始できるよう、手配をしてお

くことができればそれにこしたことはない。支援提供団体の現地事務所が最終

目的地にない場合、支援を提供できる他の信頼できる提携団体を探しておくべ

きである。ただし、被害者の希望により、帰還先が十分な社会復帰支援プログ

ラムのない場所になる場合、他の形態の直接支援（治療や社会復帰援助金等）

を出発前に提供しておくことが必要になるかもしれない。
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被害者のための出発前の準備

支援提供団体は、帰還のためにどのような具体的支援が提供される予定なの

か、基本的な概要を被害者に提示することが求められる。帰還する被害者が特

に知りたいと考えるのは、通常、どのぐらいの期間で家に帰れるのかというこ

とである。面接担当者は、その事案に特有の事情（たとえば身分証明書が手元

にあるかどうか）を踏まえながら必要な措置を評価し、プロセス終了までにか

かる時間を見積もることが求められる。被害者に対しては、どのようなプロセ

スなのか、それには平均してどのぐらいの時間がかかるのかについて、はっき

りした情報を提供するべきである。また、出発が予想していたより早まったり

遅れたりしても驚くことがないよう、プロセスを早めたり遅らせたりする可能

性のある要素があれば、それについても情報を提供しておくことが求められ

る。

被害者の帰還が滞りなく安全に進むようにするため、支援提供団体は、被害者

が出発前に十分な準備を整えられるようにするべきである。そのため、次の点

に関する情報を提供しておくことが求められる。

■ 利用可能な権利と選択肢、ならびに帰還に関する規則とその理由
■ 受入れ先組織の電話番号と担当者名
■ 渡航援助金の支給（該当する場合）
■ 渡航中はアルコールを摂取してはならないこと（特に薬を飲んでいる場合）
■ 受入れ国で利用することのできる支援

社会復帰にかかわるさまざまな選択肢についての情報を被害者に提供する際に

は、最終的な社会復帰計画は受入れ国で、社会復帰のための最終的な評価を経

て策定されることを強調しておくのが重要である。

..................................................................................................................................

何よりも重要なのは、受入れ国（帰還先）でどのような選択肢がありうるのかについて、

被害者が現実的に把握できるようにすることである。委託元団体のスタッフが誤った印

象を与えてしまうと、被害者の効果的社会復帰に有害な影響を及ぼすことになる。

..................................................................................................................................

支援提供団体は、被害者の出発／委託までに、以下の条件が満たされるよう努

力することが求められる。
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■ 被害者の身体的・精神的条件から見て、現在の一時的滞在場所から安全にか

つ自発的に出発することが可能であること。
■ 被害者が、出発にかかわるあらゆる手続について理解し同意していること。
■ 被害者との協力により、到着時に（少なくとも一時的に）滞在できる安全か

つ適切な場所が決まっていること。
■ 必要な法的書類、行政書類、被害者の身分証明書および旅行書類が出発前に

漏れなく揃っていること。
■ 支援の委託状況およびケアのフォローアップにかかわる提案について、被害

者に余すところなく説明・提示が行なわれたこと。
■ 受入れ国（帰還先）の支援提供団体に被害者を委託する場合に、あらゆる必

要な書類と、安全確保にかかわる提供可能な情報が、受入れ先組織に対して

提供済みであること（下記参照）。
■ 経由国または受入れ国（帰還先）の提携NGOその他の支援提供者に被害者

を委託する場合には、渡航や支援にかかわるあらゆる手配が事前に完了・確

認されていること。また、それら提携NGOや支援提供者が、今後の支援に

ついてのアドバイスの送達を受け、それを受領していること。
■ 被害者に対し、関連するあらゆる個人書類（必要に応じて医療ケアの記録、

案件進展記録その他のデータを含む）のコピーが渡されていること。
■ 被害者に対し、出発、移送およびフォローアップ支援にかかわるあらゆる措

置についての情報が十分に提供されていること。

経由国または目的国にいる被害者で一時在留許可を求めている被害者

国連・人身取引補足議定書第7条は、締約国が、適当な場合には、人身取引被

害者が一時的または恒久的にその領域内に滞在ができるよう、立法その他の適

当な措置をとることを考慮するよう、勧告している。永住許可や一時在留許可

（または一時査証や人道査証）の発給制度がある国では、人身取引被害者に対

し、関連する手続や次にとるべき措置についての情報が提供されるべきであ

る。被害者の個人的状況（たとえば、人身取引加害者に対する訴追手続への参

加を理由として査証を発給される資格、ないしその他の関連の地位を有してい

るなど）と、支援提供組織のこれまでの実務経験（書類を整えて決定を受ける

までに通常どのぐらいの時間がかかるか、また成功の見込みはどのぐらいかな

ど）にもとづき、面接担当者は、どのような措置をとらなければならないか、

手続の完了にどのぐらいの時間がかかるかを評価することが求められる。被害
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者に対しては、手続およびそれにかかる平均的期間についての情報がはっきり

と伝えられるべきである。また、被害者が心の準備を整えられるように、そし

て予想外の事態に動揺する可能性を最小限に留めるために、手続を早めたり遅

らせたりする可能性のある要素があれば、それについても告知しておくことが

求められる。支援提供団体は、手続にどの程度の時間がかかるかを把握し、ど

のような支援を提案・提供するかについて適切な計画が立てられるようにして

おくべきである。

経由国・目的国にいる被害者で庇護を希望している被害者

人身取引被害者を対象として活動する支援提供団体は、自国や出身コミュニ

ティへの帰還を恐れる被害者もいることを十分に承知しておかなければならな

い。したがって、被害者に対しては、どこで人身取引加害者からの逃亡に成功

して助けを求めたかに応じて、目的国か経由国のいずれかにおいて、庇護手続

その他の保護制度へのアクセスが保障されるべきである。自国に帰還させられ

れば危険な状況に陥る人身取引被害者が存在することは、国連・人身取引補足

議定書第14条に留保条項が含められたことで、すでに認知されているところ

である。

国連・人身取引補足議定書第14条の規定は次のとおりである。「この議定書

のいかなる規定も、国際法（国際人道法並びに国際人権法、特に適用可能な場

合には、1951年の難民の地位に関する条約及び1967年の難民の地位に関

する議定書並びにこれらに含まれるノン・ルフルマン原則を含む。）の下にお

ける国家及び個人の権利、義務及び責任に影響を及ぼすものではない」。

ノン・ルフルマン原則は、国際的保護の中枢をなす原則として言及されること

が多い。1951年の難民の地位に関する条約（以下「難民条約」）に掲げられ

たノン・ルフルマン原則は、国際慣習法としての地位を得ている。すなわちこ

の原則は、時の経過を経て、まだ難民条約の締約国となっていない国も含むあ

らゆる国を拘束するようになったということである。すべての国がノン・ルフ

ルマン原則を尊重しなければならない。この原則には次の要素が含まれる。(i)

庇護希望者や難民を、その生命や自由が脅かされるおそれのある場所に送還し

てはならない。(ii) たとえ密入国または人身取引によって連れてこられた場合で

あっても、庇護希望者や難民がその国で安全を求めることを妨げてはならな
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い。そうしなければ、その生命や自由が脅かされるおそれのある国へ送還され

る可能性が生ずるためである。(iii) 迫害を逃れて国境に到着した人々に対し、自

国の領域へのアクセスを否定してはならない（庇護へのアクセス権）。

ノン・ルフルマンの義務は、拷問等禁止条約第3条をはじめとして、国際的・

地域的人権関連文書のもとでも存在する。自由権規約委員会が一般的意見31

号（パラ12）6で展開した人権法上の義務の解釈も、出身国での非人道的なま

たは品位を傷つける取扱いや処罰（国家以外の主体によるものも含む）を恐れ

る人身取引被害者にとっては、とくに関連性が高いと言える。

子どもについては、児童の権利委員会が一般的意見6号で次のように説明して

いる。「……〔児童の権利〕条約上の義務を履行するにあたり、国は、児童に

回復不可能な危害が及ぶ現実の危険性があると考えるに足る相当の理由がある

国に児童を帰還させてはならない。このような危害としては、条約第6条およ

び第37条で規定されている権利の侵害が挙げられるが、けっしてこれに限ら

れるものではなく、またそのような危害が現在帰還が予定されている行き先の

国に存在するか、またはその児童がその後に送還させられる可能性のあるいず

れかの国に存在するかも問われない」7。

ノン・ルフルマンの原則違反となる可能性があるのは、出身国における迫害そ

の他の重大な危害を恐れる人身取引被害者が帰還させられた場合である。重大

な危害には、再度の人身取引、人身取引加害者や犯罪者ネットワークからの報

復、また迫害に相当するほどの排斥・社会的排除・差別などが含まれる。たと

えば、出身国でふたたび人身取引の被害に遭うのではないかと恐れたり、人身

取引加害者や人身取引ネットワークの関係者による報復、いやがらせ、威嚇、

脅迫を恐れたりする被害者も存在するだろう。また、人身取引被害者が、出身

国の公的機関による脅迫・差別や、家族やコミュニティによる社会的排除・排

斥を恐れるのも珍しいことではない。家族によって人身取引の被害者となった

子どもが出身コミュニティに帰還した場合も、さまざまな形態の不当な取扱い

を受けるおそれが高まりかねない。
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難民条約によれば、難民とは、人種、宗教、国籍もしくは特定の社会的集団の

構成員であることまたは政治的意見を理由に迫害を受けるおそれがあるとい

う、十分に理由のある恐怖を有するために、国籍国の外にいる者であって、そ

の国籍国の保護を受けることができない者またはそのような恐怖を有するため

にその国籍国の保護を受けることを望まない者のことである。したがって、人

身取引被害者が、この難民の定義に掲げられた5つの事由のうちひとつないし

複数を理由に出身国で迫害を受けるおそれがあるという、十分に理由のある恐

怖を有している場合には、難民としての地位を有することになろう。人身取引

の過程に固有の経験および人権侵害は常に迫害に相当するとも言えるが、報

復、いやがらせ、威嚇その他の形態の脅迫、社会的排除、排斥は重大な人権侵

害につながりかねず、特定の被害者の見解、気持ち、気質に照らせば迫害に相

当する可能性がある。人身取引の過程には多くの人権の重大な侵害がつきまと

うことにかんがみれば、人身取引被害者はとりわけ残虐な形態の迫害を経験し

てきた可能性があり、そのことは、帰還することに対する被害者の主観的恐怖

心に、ひいては難民認定の請求内容に影響を及ぼしうる。

人身取引の被害を受けた子どもがかかわる庇護案件では、子どもに特有の形

態・表れ方で迫害が行なわれうることを理解し、年齢・ジェンダーに配慮した

やり方で難民の定義を適用することが不可欠である。人身取引の被害を受けた

子どもは、たとえば、児童ポルノ、子どもを対象とする性的搾取、強制労働、

ラクダレースの騎手としての使用、強制養子縁組のような、子どもに特有の形

態の搾取を受けてきた可能性がある。国際的保護に関するUNHCRの指針（難

民の地位に関する1951年条約および1967年議定書1条A(2)の、人身取

引の被害者または人身取引の対象とされるおそれがある者への適用）では、難

民の定義を人身取引被害者にどのように適用すればいいかについて、詳細な指

針が示されている8。

人身取引被害者が、帰還を恐れていながらも難民条約上にうたう難民としての

地位を有しない場合であっても、国内法で定められている他の形態の永住許可

や一時在留許可については資格を認められる場合がある（前掲「経由国・目的

国にいる被害者で一時在留許可を求めている被害者」参照）。

したがって、支援提供組織で働いている面接担当者やカウンセラーは、出身国

で迫害を受ける可能性がある被害者を判別できるよう、注意しておくべきであ

る。カウンセリングや第1回要件審査面接の際に、被害者が恐れている可能性
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のある脅威やリスクについて、関連性のある質問をするべきである。また、全

ての被害者に対して、庇護を求める可能性についての情報と、人身取引被害者

にとくに与えられる在留許可（このような可能性がある場合）を求める手続に

ついての情報を、提供することが求められる。

人身取引被害者が難民と認定された場合でも、庇護国において報復、処罰、再

度の人身取引の対象にされるのではないかと更なる恐怖心を抱く場合もある。

難民が避難国で危険にさらされているとき、または庇護国では満たせない特別

なニーズを有しているときは、第三国定住を検討する必要も出てくる9。

3.1.1.2 多国間での連絡手続

委託元及び受入れ先の支援提供団体の間で情報が継続的にかつ迅速にやりとり

されるようにすることは、帰還プロセスの調整を図り、安全上の脅威を避ける

ために重要である。以下の一連の通知は最低基準として推奨されるものであ

る。

■ 委託元団体による、支援要請の通知
■ 受入れ先団体による、支援要請の確認
■ 委託元団体による、社会復帰支援の要請
■ 受入れ先団体による、社会復帰支援の確認
■ 委託元団体による、出発直後の確認
■ 受入れ先団体による、到着の確認

..................................................................................................................................

安全確保のための注意事項

通信は傍受される可能性がある。したがって、移送中の安全を確保するためには、移送

にかかわる詳細をやりとりする過程でのセキュリティ確保が不可欠である。このような

やりとりはすべて、可能なかぎり最高水準のセキュリティ措置（暗号化した電子メール

や盗聴防止措置を施した電話回線など）を活用して行なうことが求められる。

..................................................................................................................................
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委託元団体による、支援要請の通知

委託元組織が受入れ先組織に提供する情報には、次のものを含めることが求め

られる。

■ 被害者と思われる者の氏名
■ 生年月日および（出身国に帰還する場合には）出身国の住所
■ 要件審査面接書式（第2章付録1参照）
■ 治療または医学的注意を要する状態がある（疑われている）場合には、その

説明
■ 安全確保とリスクのアセスメント結果
■ 出発日時の見込み（該当する場合）
■ 他の関連事項

人身取引被害者の判別および要件審査に関して推奨される指針は第2章で示し

た（付録1「要件審査面接書式」を含む）。被害者の可能性がある者をNGO等

の委託元団体が発見した場合、委託元団体は、その者が実際に国連人身取引議

定書上の人身取引被害者であるのかどうかを判断するため、要件審査手続の実

施を試みるべきである。要件審査面接書式は、このような手続を実施する際の

補助手段となる。

要件審査を通じて得られたこれらの情報は受入れ先組織と共有することが求め

られる。これらの情報および委託元団体との直接の協議にもとづき、委託され

てきた者が援助対象者に該当するかどうか、自分たちの任務および内規にした

がって判断するのは受入れ先団体次第である。

受入れ先団体による、支援要請の確認

受入れ先団体は、委託元団体によって発見された者が実際に人身取引被害者で

あり、かつ（または）その組織のプログラムの条件にもとづき社会復帰支援を

受ける対象になるという結論に達した場合、被害者を受け入れて社会復帰支援

を提供することに同意した旨、委託元団体に通知することが求められる。
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委託されてきた者は人身取引被害者ではない、またはその他の理由で支援対象

者に該当しないという判断に至った場合、受入れ先団体は、プログラムの対象

とするための前提条件が満たされないため支援することはできない旨、委託元

団体に連絡するべきである。また、必要な援助を提供できるかもしれない他の

団体への紹介を推奨することも求められる。

確認通知には次の情報を記載するべきである。

■ 被害者の氏名
■ 生年月日および（出身国に帰還する場合には）出身国の住所
■ 被害者の判別および要件審査に関する指針にもとづき、当該被害者が社会復

帰のための支援対象者に該当する（または該当しない）旨の確認
■ 被害者の到着地点に迎えに行く旨の確認とその担当者名（該当する場合）
■ 情報の追加の要請（必要な場合）
■ 委託されてきた者が支援対象者に該当しない場合、他の団体の紹介

委託元団体による、社会復帰支援の要請

該当者の地位が確定し、委託が受け入れられたら、委託元団体は受入れ先団体

に対し、社会復帰支援の要請を送付することが求められる。この要請には、被

害者がどのような支援を必要としているのか、その概要を記載するのみで、社

会復帰計画までは必ずしも必要ではない。社会復帰計画は、受入れ先の国で社

会復帰のためのサービスの調整を行なっている組織が策定すべきものである。

ただし、被害者が具体的なニーズや希望を明らかにしている場合、または委託

元団体が具体的ニーズを把握している場合は、その情報も受入れ先団体に通達

することが求められる。

受入れ先団体による、社会復帰支援の確認

受入れ先団体は、社会復帰支援の要請を検討した上で、提案されている支援を

提供できるかどうか判断することが求められる。提供可能であれば、要請され

た社会復帰支援を提供する旨、委託元団体に連絡するべきである。要請された

支援を提供するために財政援助が必要な場合、その旨を明確にしておく必要が

ある。
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委託元団体による、出発直後の確認

被害者への援助対象者として受け入れられ、支援の提供のために国際的移送が

必要な場合、委託元組織は出発直後の確認の連絡をするべきである。被害者が

実際に出国した後、ただちに受入れ先団体に連絡することが求められる。予定

が直前で変更になった場合、そのことを強調しておくべきである。

出発直後の確認通知には次の情報を記載することが求められる。

■ 被害者の氏名
■ 生年月日および住所
■ 渡航関連データ（渡航手段、航空会社名等）、最終目的地への到着日時
■ 随行者の氏名
■ その他の関連情報

受入れ先団体による、到着の確認

受入れ先団体は、被害者の到着と同時に、委託元団体に電子メールか電話で到

着確認の連絡を行なうべきである。到着確認通知には次の情報を含めることが

求められる。

■ 被害者の氏名
■ 生年月日
■ 被害者が到着し、到着地点で迎えの者と会えた旨の確認
■ その他の関連情報
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3.1.1.3 多国間の渡航手続

渡航の計画

帰還支援に関する同意、権限および資金が整ったら、旅行書類と身分証明書の

発給を待つ間、仮の旅程を作成することが求められる。渡航スケジュールで

は、できれば、被害者が昼間のなるべく早い時間に、そして平日に、受入れ先

の国に到着ようにすることが求められる。仮の旅程が整ったら、受入れ先団体

に事前の通知を行なっておくべきである。

移送手段

支援提供団体は、被害者が安全に、尊厳を保ちながら、人間らしく帰還できる

体制をよりよく提供するため、委託元の国と受入れ先の国との間で帰還プロセ

スを制度化するよう努力するべきである。安全上の理由から、通常は空路を移

送手段として利用するのが望ましい。他のほとんどの形態の移送手段（列車や

バスなど）よりも制度化の度合いが高く、不測の事態が起こりにくいため、被

害者の安全にとって望ましいからである。空路が利用できないときは、それに

代わるものとして、できるだけ乗換えが少ない経路と移送手段を見つけるよう

努力することが求められる。

3.1.2 一国内での委託

以下に概要を示す実務手続は、自己手段で自国に帰還した被害者や、他の団体

から委託されてきて社会復帰支援を必要としている被害者に、安全で尊厳のあ

る委託および社会復帰を保障するために、したがうことが求められる。

このような対応は以下の3つの状況で必要とされる可能性がある。

■ 被害者が、目的国からの退去強制または行政手続による追放の結果として帰

国し、支援を受けるために支援提供組織に自ら接触してきた、または委託さ

れてきたとき。
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図１　多国間での委託のフローチャート
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■ 被害者が独自に帰国し、援助を受けるために支援提供団体に自ら接触してき

た、または委託されてきたとき。
■ 被害者の人身取引がその出身国内で行なわれたとき。

どのような状況であれ、受入れ先の国の支援提供団体は、受入れと社会復帰支

援にかかわるあらゆる問題に対応しなければならない。

3.1.2.1 一国内での準備手続

どんな場合でも、すべての支援は任意なもので、かつ十分な情報に基づく被害

者の書面による（非識字者の場合には口頭の）同意を得た上で提供することが

求められる。

医療支援

社会復帰支援を要請している団体、組織又は政府機関は、一国内での委託のた

めに移動が必要な場合、被害者の状態が移動に適しているか否か判断すること

が求められる。治療または医学的注意を要する状態がある（疑われている）場

合には、移動の前に、支援提供団体に対してその点にかかわる出発前情報が提

供されるべきである。

医療支援の提供にかかわる具体的指針については、第5章で取り上げている。

安全確保とリスク評価

社会復帰支援プログラムの対象とされることが予定されている被害者ひとりひ

とりについて、安全確保とリスク評価を実施することが求められる。これは、

第１章で説明したとおりの手続で、被害者認定・支援プロセスのできるだけ早

い段階で実施するべきである。

未成年者の委託

前掲3.1.1で多国間での委託手続きについて述べたのと同じ基本的考慮事項

が、一国内での委託についても当てはまる。
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3.1.2.2 一国内での連絡手続

多国間委託の場合と同様、被害者の安全かつ効果的委託と社会復帰を図るため

には、委託元団体と受入れ先団体との間で継続的、迅速かつ十分な情報交換を

維持することが何よりも重要である。

効果的かつ安全な社会復帰は、多国間よりも一国内のほうが調整・促進しやす

いことが多い。どちらの団体も、社会復帰プロセスにかかわる制約、可能性お

よび生じるおそれのある懸念材料について承知しているのが通例だからであ

る。ただし、一国内での委託の場合にも同じ一連の通知を行なうことが推奨さ

れる。被害者の移送・移動が必要なときはなおさらである。（詳しくは前掲

3.1.1.2を参照。）

3.1.2.3 一国内での移動手続

被害者の移動が必要な場合、飛行機や列車などの望ましい移送手段で被害者が

席に着くまで、委託元団体のスタッフが被害者に付き添うことが推奨される。

長距離の移動の必要がない場合、受入れ先組織と被害者との最初の会合に、委

託元団体のスタッフが付き添うことが推奨される。

3.1.3 到着時の支援

被害者の安全な帰還・委託を確実に行なうためには、被害者到着時の支援体制

を整えておくことが必要不可欠である。被害者が帰還の途中で人身取引加害者

に待ち伏せされ、支援団体が援助を提供する間もなく再度人身取引の対象とさ

れた事例が複数報告されている。

被害者の保護を強化するため、IOMは、被害者が帰還支援パッケージの一環と

して到着時の支援を受け入れるよう、支援提供団体が被害者に対して強く奨励

することを推奨している。自宅に帰るための段取りが整っている被害者に対し

ても、到着時の援助の受入れが奨励されるべきである。注：これは到着時の支

援のみにかかわる推奨事項であって、帰還後の継続的な支援まで求めるもの

ではない。



80

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

委託元団体が受入れ先の国にも事務所を構えている場合、到着時の援助の手配

はその事務所を通じて行なうことができる。そうではない場合、他の団体との

協力体制を構築するなど、他のさまざまな可能性が考えられる。関連組織は、

帰還の前に適切な手配を整えておくべきである。

一国内での委託（すなわち国内で行なわれる紹介）も多国間委託と同じ一般的

原則にしたがって行なうことが可能であり、到着時の支援もこれにしたがって

提供することが求められる。

3.1.4 ケース・フォローアップ

人身取引被害者がフォローアップ・サービスのために委託されてきた場合、受

入れ先団体は、当該被害者の状況と状態について委託元団体に情報提供するよ

う、あらゆる努力を払うことが求められる（後掲3.2.6「社会復帰のモニタリ

ング」も参照）。委託元団体が、既に委託済みの被害者に独自に接触を図るこ

とは望ましくない。被害者とのやりとりは必ず、社会復帰支援を担当する受入

れ先団体との調整のもと、被害者の許可を得たうえで行なうべきである。

3.2 社会復帰

この節の目的は、受入れ先団体が被害者と最初に接触してから社会復帰プロセ

ス全体を通じ、人身取引被害者をどのように支援すればよいのかについて、支

援提供団体に指針を示すことである。したがって、その内容は多国間委託、一

国内での委託のどちらを受けた被害者にも当てはまる。また、出身国に帰還し

ようとする被害者にも、目的国・経由国・第三国のいずれかで在留権を認めら

れた被害者にも、同様に当てはまる。

この節では、支援プロセスと、人身取引被害者が利用可能な社会復帰のための

さまざまな選択肢について詳しく検討する。人身取引被害者の社会復帰支援の

サービス内容は国によってもプログラムによっても異なること、また社会復帰

の選択肢は効果的なプログラムの展開および資金調達の可能性としばしば直接

関連していることを、念頭に置いておかなくてはならない。
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社会復帰プロセスの目的は、被害者が安全に、尊厳を保ちながら、持続可能な

形で社会に戻り、通常の生活を送れるようにすることである。したがって、人

身取引被害者の社会復帰支援には、シェルターその他の滞在場所の確保、医

療・心理ケア、社会相談・法的助言から、社会復帰のための援助金、復学、職

業訓練に至るまでの、広範なサービスが含まれうる。このうち一部の支援は、

受入れ先組織、または被害者の社会復帰促進のために中心的役割を担う組織が

直接提供することになろう。しかし多くのサービスは、提携関係にあるNGO

や政府機関が被害者の居住地で実施・運営することになる可能性が高い。

サービスおよび社会復帰支援はいずれも、厳密に被害者の自発的意思に基づい

てのみ提供されるべきである。IOMは、支援提供団体が、提供されるすべての

援助について、その考えうる結果および意味合いをスタッフが被害者に説明し

なければならない旨の方針を採択するよう、推奨する。支援は、十分な情報に

もとづく被害者の同意が得られた場合にかぎり、被害者のプライバシーにきち

んと配慮しながら、かつ秘密を厳守しながら提供されるべきである。

3.2.1 社会復帰のための評価と立案

被害者ひとりひとりの社会復帰計画を策定するためには、社会復帰評価が重要

である。それぞれの被害者について2種類の評価を実施することが求められ

る。

■ 個人評価は、当該被害者に直接関連する要素に焦点を当てたもの。
■ 状況評価は、被害者が置かれている環境の外因的状況（たとえば、被害者が

帰還した国・地域における特定の社会経済的状況や社会復帰支援体制）に焦

点を当てたもの。

残念ではあるが、ひとつの支援団体が提供しうる選択肢だけでは、被害者の

ニーズを満たすのに十分ではない場合があることも現実である。したがって、

利用可能な選択肢と可能性について被害者が現実的な見通しを持てるようにす

ることは欠かせない。被害者の効果的社会復帰プロセスにとって有害となる可

能性がある、非現実的な期待を生じさせないようにすることが肝要である。



82

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

社会復帰計画は必ず受入れ先の国で作成するべきであり、けっして委託元の国

で作成してはならない。委託元の国の団体は、受入れ先の国の状況について十

分な評価を行なえる立場にはないし、被害者が委託元団体による説明を誤って

理解し、社会復帰のための具体的な選択肢を約束されたと受けとめることも防

止できないためである。委託元団体はむしろ、最終的な社会復帰計画について

の判断は受入れ先の国で行なわれる旨、被害者に知らせておくことが求められ

る。ただし委託元団体は、後述のとおり、被害者のニーズや希望に関して基礎

的な個人別評価を実施し、その結果を出発前の通知とともに受入れ先団体に

送っておくべきである。

..................................................................................................................................

社会復帰プロセスにおいては、被害者の当面の福祉が常に主たる関心事とされるべきで

ある。したがって、通常は安全と健康にかかわる問題が優先されることになる。利用可

能な人的・財政的資源と時間が限られている場合はなおさらである。

..................................................................................................................................

3.2.1.1 個人的事情からみた社会復帰評価

この評価は、被害者の事情をもっともよく把握している者が実施するべきであ

る。支援提供団体のスタッフ、ソーシャルワーカー、子どもの後見人、NGO

スタッフ、心理学者などが考えられる。担当者は、各々の被害者の社会復帰お

よび生活の建て直しがうまくいくことをめざし、次の4つの基準に基づいて社

会復帰支援の選択肢を検討することが求められる。

■ 何よりも、被害者がどのようなニーズを有しているか。身体的・心理的・精

神的・法的・社会的・経済的ニーズなどが考えられる。
■ 被害者が特にどのような希望を有しているか。また、社会復帰のための特定

の選択肢ないしサービスについて、個別にどのような希望を有しているか

（実際に利用可能かどうかは問わない）。
■ その被害者にとってどのような可能性がありうるか。この点は、たとえば年

齢、ジェンダー、教育水準、労働経験など、被害者の特有の事情により影響

を受ける場合がある。
■ 被害者がどの程度意欲があると思われるか。この点は、たとえば提供された

社会復帰支援にかかわる参加の度合いおよび成果や、個人的状況を通じて判

断することができる。
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多国間での委託が行なわれる場合、個人別評価は委託元団体が開始するべきで

はあるが、最終的なとりまとめは出身国の受入れ先団体が行なうべきである。

3.2.1.2 状況からみた社会復帰評価

個人的事情の評価とあわせて状況からみた評価も実施しなければならない。状

況評価は、被害者の個人的な事情に加えて、出身国内の被害者の出身地の事情

についても最も詳しい者が実施するべきである。支援提供団体のスタッフ、

ソーシャルワーカー、NGOスタッフ、心理学者などが考えられる。担当者は、

状況にかかわる次の2つの基準に基づいて、各々の被害者にとっての社会復帰

のための選択肢を検討することが求められる。

■ 被害者が利用可能な社会復帰のための選択肢にはどのようなものがあるか。

たとえばある種の職業訓練は、特定の出身地域では利用できなかったり、必

要な資金がないために提供できなかったりするかもしれない。同様に、シェ

ルター、医療サービス、政府の福祉・教育プログラムも、被害者の居住地で

は提供されていない可能性があろう。
■ 提案された社会復帰支援は、被害者の特有の状況に照らしてどの程度適合が

あるか。たとえば職業訓練は、出身国内で被害者が暮らす地域で意味のある

ものでなければならない（職業訓練で簿記を学んでも、被害者が暮らす地域

で会計士の失業率が高かったり、簿記がそれほど重視されていなかったりす

れば的外れになってしまう）。

3.2.1.3 社会復帰計画

個人別・状況別評価に基づき、包括的な社会復帰計画の策定が可能になる。社

会復帰計画の策定にあたって重要なのは、受入れ先の支援提供団体や提携

NGOが被害者を支援し、社会復帰評価の結果にしたがって、被害者の個人的

ニーズ、技能、資格のみならず社会復帰が進められる国・地域・居住地で見出

しうる機会にもあった現実的目標を設定できるようにすることである。さら

に、社会復帰計画は、支援提供団体やその提携団体が現行のプログラムを通じ

て実際に提供可能な支援策に基づいて立案しなければならない。この点は、社

会復帰評価の際に明確にしておくべきである。
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社会復帰計画は、たとえ将来的に変更しなければならない可能性があるとして

も、支援団体（たとえば国際機関、NGO、政府機関）と被害者との間で書面

として作成することが推奨される。具体的な書式は国によっても団体によって

も異なるだろうが、次の要素のうち該当するものを含め検討するのが通例であ

る。

■ 家庭内調停／家族再統合
■ 医療／保健関連
■ 財政関連（再定住のための援助金、家族・被扶養者の扶養援助金）
■ 法律関連
■ 教育／職業訓練／実習
■ 所得創出活動
■ 安全確保

前述したとおり、支援は、十分な情報に基づく被害者の全面的同意がある場合

にのみ提供するようにしなければならない。そのため、支援提供団体として

は、上の要素のうち該当するものひとつひとつについて、同意書に被害者の署

名を得ることを検討すべきである。未成年者の場合、本人に加え、その親また

は公的後見人の署名を得ることが求められる。

実際の社会復帰計画は、以下に見るように、モニタリングと事後評価の手段と

しても機能するものである。

3.2.2 社会復帰のプロセス

社会復帰計画が確定したら、実際に社会復帰プロセスに着手することが可能と

なる。

3.2.2.1 社会復帰支援を提供する手順

人身取引被害者への直接支援には、シェルターの提供や医療・心理的ケアか

ら、社会相談・法的助言や職業訓練に至るまでの幅広いサービスが含まれう

る。一部の支援は受入れ先の支援提供団体が直接提供することもできよう。し
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かし、実務上の理由から、多くの支援は他の団体や政府が提供しなければなら

ないこともある。場合によっては、ひとつの団体だけではすべての支援を提供

するだけの力がないため、またはその団体が被害者の居住地で活動していない

ために、他の団体に頼って支援を提供してもらわなければならないこともあ

る。同様に、フォローアップの治療やモニタリングも、被害者の居住地の近く

に事務所がある団体にまかせる必要が出てくるだろう。

人身取引被害者に社会復帰支援を提供する手順には、主に次の3つがある。

..................................................................................................................................
■ 受入れ先の支援提供団体による初期の支援

■ 受け入れ先の支援提供団体または他の団体への委託や政府による社会復帰のための長

期的支援

■ 被害者に対する政府の支援（労働省・教育省等）

..................................................................................................................................

3.2.2.2 受入れ先の支援提供団体による初期の支援

このような支援としては、到着時の支援、即時に提供される総合的な医療・心

理的検査および治療、短期の住居、被害者が有するその他の種々の社会的・法

的・経済的ニーズにかかわる支援などがある。受入れ先の支援提供団体は、社

会復帰プログラムを通じて支援への依存状況が生じることがないようあらゆる

努力を払うべきであり、被害者が通常の生活への復帰と自立を達成できるよう

支援することをめざすべきである。ただし長期的支援は、非政府系または政府

系の支援制度によって提供されなければならない。

3.2.2.3 社会復帰のための長期的支援

被害者に対する長期的支援は、効果的な社会復帰のために必要である。受入れ

先の支援提供団体が適切なサービスを実施しているなら、それら支援をまとめ

て直接提供してもよい。そうでない場合、ひとつないし複数の地元NGOが

サービスを提供することもできよう。NGOは、被害者に直接支援を提供する

だけではなく、社会復帰アセスメントの実施や社会復帰計画の作成・実施を担

当する（または実施を支援する）上でも有利な立場にある。さらに、社会復帰
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の再統合の進展状況を継続的にモニタリングする上でも、きわめて重要な役割

を果たすことが可能である。

被害者が安全に、かつ人間らしい形で社会に復帰できるようにするための活動

としては、次のようなものがある。

..................................................................................................................................
■ 人身取引被害者に対する、その居住地での医療・心理面での検査および治療／カウン

セリング

■ 家庭内調停／カウンセリング

■ 被害者の居住地における社会復帰プロセスのモニタリング

■ 人身取引の被害を受けた子どものための居住・ケア体制のモニタリング

■ 復学のための支援

■ 職業プログラムの開発

■ 被害者のための職業相談・職業訓練

■ 職業斡旋および就労相談

■ 被害者の再定住・職業訓練のための支援金

■ 失った公的書類（身分証明書や旅券等）の回復のための支援

■ 民事上の問題（離婚、財産の回復、民事責任）にかかわる法的支援

■ 刑事事件で証言をする被害者を対象とする法的助言および法的代理（後掲3.2.3.4お

よび第6章6.5も参照）

■ 電話による緊急・情報ホットラインの運営

■ 定期的接触を維持することによる被害者の安全確保

■ 被害者に寄り添うことによる情緒面での支援、被害者が必要なサービスにアクセス

し、その権利が尊重されるようにするための援助

■ 安全な移送手段の提供

.................................................................................................................................

受入れ先の支援提供団体は、地元NGOや国際NGOのネットワークを支援し、

またこれと緊密に連携しながら活動すべきである。このような支援と連携は、

被害者の効果的な社会復帰のみならず、社会復帰支援体制の継続性の面でも重

要な役割を果たす。

覚え書その他の文書での合意を通じて正式な協力関係を結ぶことは、両方の組

織が自他の役割と責任を確実に理解する上で、有益である。委託元の支援提供
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団体は、提供される支援の効果と質を確保するため、被害者支援を委託した先

の団体の活動をモニターすることが求められる。

3.2.2.4 被害者に対する政府の支援

人身取引被害者に対する社会復帰支援は、ときには直接、政府機構を通じて

提供されることがある。あらゆる支援の場合と同様、政府と覚え書を交わし、

それぞれの権能・責任や提供するサービスについての合意事項をはっきりさせ

ておくことが有益である。政府が人身取引被害者に提供する社会復帰支援は、

社会相談・職業相談、職業訓練、健康関連の支援、保護、種々の形態の教育へ

の復帰という形をとることが多い。

3.2.3 社会復帰支援のタイプ

各々の被害者にどのような支援を提供するかは被害者の個別のニーズ次第だ

が、以下に挙げる支援は、一般的には人身取引被害者の利益になることがわ

かっている。

..................................................................................................................................
■ 医療／保健ケア・サービス

■ カウンセリング

■ 財政的援助

■ 法的支援

■ 教育制度への復帰

■ 職業訓練

■ 小規模起業および所得創出活動

■ 職業斡旋、賃金補助、実習プログラム

■ 住居・滞在場所

..................................................................................................................................
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3.2.3.1 医療／保健

人身取引被害者は、人身取引の過程で受けた不当な取扱いや搾取のために、健

康上の特別な問題を抱えている場合がある。HIV／AIDS、性感染症、PTSD

などである。帰還する人身取引被害者は、種々の重大な健康上のリスクに更に

さらされたり、その悪影響を受けることがある。社会復帰プロセスを成功させ

るために、被害者を心身ともに良好な状態に回復させることを優先することが

求められる。

国内にリハビリテーション用施設があれば、総合的な医療検査をそこで行なう

ことが可能である。フォローアップとして長期治療が必要な場合、支援提供団

体は、そのような治療が、被害者の居住地域にある適切な施設で、地元の団体・

施設の助力を得ながら提供されるようにすべきである。

全ての支援の場合と同様、これも、被害者が十分な情報を得た上で行なった決

断に基づいてのみ進められるべきである。支援提供団体は、いかなる検査や治

療を行なう前にも必ず、十分な情報に基づく被害者の自発的同意を書面で得て

おかなければならない。治療にあたっては、被害者の身体的・心理的ニーズへ

の対応が目的とされるべきである。可能であれば、何らかの病気に感染してい

る場合にはその感染症について、また考えられる感染原因、治療法、該当する

場合にはリプロダクティブ・ヘルス面および精神衛生上等の問題について、被

害者を教育することも目的とされなければならない。

また、被害者に対しては、全ての検査紙と検査結果のコピーが常に提供される

べきである。被害者を担当する医療スタッフは、被害者のための治療計画案ま

たはフォローアップ予定表案を作成することが求められる。被害者が同意する

場合には、被害者の居住地域で活動しており、計画の実施を支援できるNGO

にそれらの資料を提供することも考えられる。

医療支援の提供にかかわる具体的指針は、このハンドブックの第5章で詳しく

提示している。
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3.2.3.2 カウンセリング

以下に提示するのは、人身取引被害者を対象とするカウンセリングの実施につ

いての基礎的情報である。人身取引被害者に対する精神的健康面での支援の提

供についてより詳しくは、第5章5.12.2も参照されたい。カウンセリングは、

適切な訓練を受けた者以外は行なうべきではない。人身取引の被害を受けた子

どもに対しては、子どもに対応する特別な訓練を受けたカウンセラーが対応す

るべきである。

準備作業

カウンセラーは、人身取引被害者とのカウンセリング・セッションに備えて十

分な準備を行なうべきである。これには、各カウンセリング・セッション前に

被害者のケースファイルを復習することも含まれる。必要であれば、支援提供

に従事している他の人々や、被害者がシェルターに滞在している場合にはシェ

ルター・スタッフとの協議の機会を設け、その被害者の状況の進展や特別な支

援ニーズ（通訳や特別なケア）について予め情報収集してもよいだろう。

カウンセラーは、人身取引被害者が気になっていることを自由に話せるよう、

常に十分な時間をセッションのために割くことが求められる。同時に、状況の

進展を評価し、現実的解決策と次にとるべき措置を検討するためにも十分な時

間が必要である。最初の1～2回のセッションについては、少なくとも1時

間はみておくことが求められる。

短期目標の設定

被害者の主たる関心事、ニーズ、対処方法について話し合ったら、カウンセ

ラーは被害者とともに、回復と社会復帰のプロセスのための短期目標を設定す

ることが求められる。適切な短期目標とは、被害者の安定と回復を増し、利用

可能な期間（たとえば被害者のシェルター滞在中）に達成することができる、

具体的な到達目標である。カウンセラーと被害者は、具体的目標とともに、そ

れを達成する期間も設定することが求められる。
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資源の調達

関心を払うべき主たる問題が明らかになり、建設的な対処方法と短期目標が確

定した段階で、カウンセラーは、被害者がその短期目標を達成し回復できるよ

う支援するための適切な支援内容の案を作成すべきである。このような支援に

は、医療ケア、法的サービス、家庭内調停、職業訓練、就職支援、リハビリや

社会復帰のためのサービスが含まれるが、これに限られるものではない。カウ

ンセラーは、支援の選択肢について被害者と話し合い、推奨される支援を利用

することに関心があるかどうか確認することが求められる。

準備と計画

必要とされる特定の支援および次にとるべき措置が確定したら、それら支援

と、設定された目標を達成するための手段が利用できるようにするための計画

を策定することが必要になる。この段階でカウンセラーは、支援提供団体のス

タッフと被害者が実現すべき課題を提案することになろう。たとえば、スタッ

フに対しては、被害者の医療検査の手配を提案することなどが考えられる。同

時に被害者は、情報パッケージに含まれている医療ケアについての情報に目を

通すこと、医師に対するさらなる質問を考えること、検査を受けること、医師

が勧める治療を受けることなどを求められるかもしれない。

カウンセラーや支援提供団体のスタッフと被害者にどのような課題がいくつぐ

らい割り振られるかは、被害者の状態、被害者が置かれている境遇、被害者が

めざすものによって変わってくる。支援開始後の数日間は、カウンセラーが被

害者に対してちょっとした課題の遂行を奨励してもよい。三度の食事をとる、

規則正しい日課にしたがう、体操をするといった、自分の身のまわりの基本的

なことをきちんとやることなどである。

個別カウンセリング

被害者の個別カウンセリングは、現実的な問題解決とそのための行動様式に焦

点を当てた、比較的短期の措置である。個別カウンセリングの目的は、人身取

引被害者が、全面的な回復に向けて現在の境遇に対応・適応するためのスキル

を身につけ発達させられるよう支援するところにある。
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短期カウンセリングは心理療法とは厳密に区別されるべきである。ここでいう

カウンセリングは、人身取引被害者が、個々に特有の生活状況と、回復へのプ

ロセスで次にとるべき目前の措置に対応できるよう支援することを目的とした

短期的介入であって、けっして人格の再形成をもたらそうとするものではな

い。

カウンセリング・セッション中に対応すべき問題

カウンセリング・セッション中に取り上げられる問題の範囲と性質は、人身取

引被害者の状態、経験、境遇、文化的背景、年齢、ジェンダー、ニーズによっ

てさまざまである。一般的には、被害者のニーズのなかでももっとも切迫し

た、現実的なものに焦点を当てた、短期的な介入が行なわれる。

ほとんどの被害者の場合、カウンセリング・セッションでは、被害者にとって

差し迫った関心事である次のような問題について、どのような問題解決方法と

対処体制をとるべきかが扱われることになる。

■ 情緒的・身体的な安定と良好な状態の回復
■ 人身取引加害者からの自分自身と家族の身の安全
■ 刑事罰その他の制裁の回避
■ 人身取引加害者に対する起訴手続における法執行機関との協力
■ 家族と連絡をとること、出身コミュニティや家族のもとに帰還することの是

非とその方法
■ 人身取引被害者が故郷を離れていたことについて、また被害者が帰還する場

合には帰還に対して、家族やコミュニティの人々がどのような反応をする可

能性があるか
■ 事務処理、行政書類の入手および関連する法的手続を終わらせるために必要

な期間
■ 今後どこでだれと生活していくべきか
■ 支援およびその維持のための財政的手段

それぞれの懸念事項についてどのような解決策が考えられるかは、事例の状

況、被害者が置かれている境遇、利用可能な資源次第である。上述の各分野で

支援を提供しようとする際に生じる具体的な問題については、このハンドブッ

クの該当する箇所で、検討を行なっていく。ただし、それぞれの問題を取り上

げるにあたっては、以下の原則を念頭に置いておくことが求められる。
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カウンセリングの原則

被害者に対しては、次のことを目的とする援助および支援が提供されるべきで

ある。

■ 物事に取り組んでいく力、対処方法および意思決定能力を構築・回復するこ

と
■ 人格的成長の可能性を実現するための自分自身の資源を開発すること
■ 個別のニーズおよび状況に応じた実務的な解決策を編み出すこと

子どもを対象としたカウンセリングでは、その子どもの言語、文化および発育

を考慮に入れることが求められる。

支援者やカウンセラーの役割

ソーシャルワークの専門家は、クライエントを力づけることにつながるアプ

ローチを推奨している。クライエントを「変質性の持ち主および（または）発

生源」と見なすのではなく、「長所と潜在的可能性を有する存在」として、「問

題解決のための資源」としてとらえるアプローチである10。これは、クライエ

ントこそが自分自身の問題をだれよりも理解できるのであり、したがって問題

解決のための計画を立案・実施する最適の人物であるという考え方に根ざして

いる。この視点に立てば、支援者のやるべきことは、クライエントが自尊心と

自信を再構築すること、自分自身がもっている資源を活用しながら前に進んで

いくこと、自分こそが人生の主人公であり、自分には自己決定をする力がある

と理解することを支援するというところに集約される11。

従って、支援者の役割とは、問題の特定・解決ならびに目標の設定・達成の役

に立つような計画をクライエント自身が立案・実施するのをサポートすること

である。支援プロセスにおける主たる関心は、クライエント自身の内なる資源

と力を引き出すことにより、対処能力や問題解決といった自助・自己成長を促

すところにある12。支援者の職務とは、クライエントの自律サポーター、仲介

人・擁護者、教師として活動することである。

■ 自律のサポーターとしての支援者は、ニーズの特定、目標の確定、自分自身

の強みの認識という面でクライエントをサポートするとともに、クライエン

トが問題の解決策と目標の達成方法を見出せるよう支援する。
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■ 仲介人・擁護者としての支援者は、クライエントが利用可能な資源を特定

し、その評価を行なうのを支援するとともに、他の資源への連絡・紹介の便

宜を図る。
■ 教師としての支援者は、クライエントが十分な情報に基づく決定を行ない、

自分自身の問題を解決し、あるいは自ら定めた目標を達成する力を向上させ

られるよう、クライエントのスキルと情報基盤を強化する。13

支援者が常に覚えておくべきなのは、支援関係は個人的関係とは違うというこ

とである。支援関係は職業上の関係であって、明確な方向性と目的がなければ

ならない。そうすることによって、クライエントの目標が鮮明になり、課題と

強みがよりはっきりとし、クライエントとソーシャルワーカーがとるべき対応

もさらに明確になるのである14。支援関係に対するこのようなアプローチは、

冷たい愛とか愛の鞭といったものではない。それどころか、支援者がクライエ

ントに接する際には共感、暖かさ、誠実さを示すことが求められる15。

3.2.3.3 財政的援助

被害者は、社会復帰プロセスを進めるために数種類の財政的援助を利用できる

場合がある。どのような財政的援助が利用できるかは、被害者の帰還と社会復

帰にかかわっている団体のプログラム次第である。このような財政的援助が利

用可能な場合、受給資格がある援助金がそれぞれどのように異なるのか被害者

に説明し、その具体的な趣旨を明確にしておくことが重要となる。

多くのタイプの援助金が社会復帰の促進につながりうる。いくつか例を挙げれ

ば次のとおりである。

■ 生活再建のための援助金
■ 家族や被扶養者の扶養のための援助金

生活再建のための援助金

生活再建のための援助金は、被害者が帰還しようとしている国で支給されるも

ので、被害者がうまく社会復帰を果たせるよう支援することを目的とする。こ

れまでの経験から、滞在していた国や参加しているプログラムによって生活再

建のための援助金の額が異なった場合、被害者の間に争いが生じ、出身国にお
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ける効果的社会復帰が妨げられることがわかっている。生活費が異なるため、

支給額にも国によって差が生ずることは避けられないが、一部の被害者をひい

きしていると思われないようにするため、特定の国でひとつの支援提供団体が

支援している被害者については全員に同額を支給するのが無難である。

生活再建のための援助金を支給する意図は、社会に効果的にかつ尊厳を保ちな

がら再統合・復帰できるよう便宜を図るとともに、衣食住その他の必需品をま

かなう基本的費用を当面の間（通常は委託から30～90日間）カバーすると

ころにある。生活再建のための援助金は、何回かに分けて（たとえば被害者が

帰国し、または他の国に定住してから最初の3か月は1ヶ月に1回）支給して

もよいことが多い。社会復帰のための援助金としていくら支給するのが適当か

は、受入れ先国で社会復帰プロセスを担当している受入れ先団体が、その国の

経済的現実を踏まえて決定すべきである。

家族や被扶養者の扶養のための援助金

家族や被扶養者の扶養のための援助金を、受入れ先国で活動する受入れ先支援

提供団体が提供してもよい。これは、明確に特定できるニーズがある場合に

ケース・バイ・ケースで支給されるものである。たとえば、支援対象である被

害者に病気や収入のない親がいるとき、生まれたばかりの赤ちゃんがいると

き、被害者が妊娠しているとき、働けないときなどがそれにあたる。ここでも、

支給額は受入れ先団体がケース・バイ・ケースで決定するべきである。受入れ

先団体は、支給が長期の援助依存につながることのないよう配慮することが求

められる。家族や被扶養者の扶養のための援助金を支給するための要件は、ア

セスメントに基づいて提案されている社会復帰計画の効果的実施と直接関連づ

けておくべきである。

3.2.3.4 法的支援

法的支援は主に2つの要素に分けることができる。

■ 刑事手続にかかわる法的支援
■ 民事手続にかかわる法的支援
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被害者の差し迫ったニーズに対応するための適切な措置をとった後は、被害者

に対し、民事・刑事裁判を含む法的選択肢についての情報をできるだけ早く提

供することが求められる。人身取引被害者は、法執行機関への協力や刑事手続

での証言を行う可能性があること、証言する場合には保護のための法的選択肢

が用意されていること、人身取引加害者を相手どって民事訴訟を起こし、私物

の返還、受けた被害・損害についての賠償を求めることが出来ることを知らさ

れなければならない。被害者の法的選択肢についてさらに詳しくは、第6章

6.5を参照。

被害者は自分の権利について知らないことが多いので、利用可能な法的選択肢の

情報を提供するとともに、それがうまくいく見込みと派生しうるリスクについて

検討しておくことが重要である。適切で時宜を得た法的支援を提供することは、

結果的に被害者の不安を軽減するとともに、法執行機関への協力や法廷での証言

を望むかどうかについて、被害者が十分な情報に基づく決定を行なうのに役立つ

ことが明らかになっている。どのような法的支援が必要かについて明確な決定を

行なえるよう、被害者に対しては、それぞれの選択肢を選んだことによって生じ

うる副次的影響についても十分な情報が提供されるべきである。

人身取引加害者に不利な証言を行なおうとする被害者については、証言の前後

に追加的なカウンセリングと支援が必要になる場合もある。支援提供団体は、

これらの問題に対応するための特別カウンセリングの機会を手配してもよい。

民事手続にかかわる支援

人身取引被害者は、人身取引加害者を相手どって民事訴訟を起こし、受けた被

害・損害の賠償、資産の返還を求める権利が認められることがある。通常、刑

事手続とあわせて民事訴訟を提起することが可能である。被害者はまた、法的

支援が必要なその他の問題も抱えている場合がある。離婚、子どもの親権、財

産をめぐる紛争など、人身取引の事案とは直接関係がなく、人身取引加害者も

関与していない問題である。

民事事件の場合、法的支援としては次のようなものが考えられる。

..................................................................................................................................
■ 離婚にかかわる支援

■ 旅券その他の身分証明書の回復

■ 資産の返還
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■ 所有権の主張

■ 相続

■ 親としての権利

■ 逸失・損害に対する賠償

..................................................................................................................................

3.2.3.5 教育制度への復帰

人身取引被害者が教育課程を修了しておらず、仕事を見つける見込みがさらに

低くなってしまう場合もある。人身取引被害者が中断していた教育課程を修了

できるよう援助することは、可能な場合には常に優先事項と位置づけられるべ

きである。受入れ先のサービス提供団体は、国の機関と協力しながら、教育制

度への復帰の便宜を図ったり、被害者の教育のための財政的支援を行なったり

することができる。

被害者の社会復帰計画の一環として、何らかの教育制度への復帰が必要と判断

される場合、復帰先として望ましいのは被害者の居住地域にある教育施設であ

る。教育面での支援を補完するものとして住居手当の支給が必要になることも

少なくない。居住地の近くで適当な教育の場が見つからないときは、一時的転

居の検討が求められる。

大学

大学教育には高額の費用がかかるため、通常、支援提供団体がそのための資金

を提供することはない。しかし、資金面で可能な場合や、あといくつかの講座

をとりさえすれば中断していた大学教育課程を修了できる場合、大学教育課程

を修了するという条件付で雇用主が被害者の採用に同意してくれた場合などに

は、大学教育のための支援が提供された例もある。被害者が大学教育課程の修

了を希望する場合、支援提供団体は、それが被害者の社会復帰計画にもとづく

適切な対応かどうか判断するための評価をするべきである。学位取得プログラ

ムの候補者として認められるためには、ある程度自立していて信頼に足る人物

であること、学位課程を修了して就労先を確保する可能性があることを示せる

必要がある。
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その他の学校／専門学校

社会復帰アセスメントを通じて、継続的な教育または職業訓練が適切な対応で

あると判断される被害者は多い。支援提供団体がそのようなサービスのための

資金を直接提供できないようなら、他にサービスを提供する方法がないかどう

か、調査を検討することもできよう。適当な政府機関－雇用局・教育省など－

や他のNGOや国際機関に連絡をとり、自分たちが支援している被害者にも

サービスを提供してくれるような、利用可能なプログラムについて調べてみて

もよい。

個別指導

個別指導は、人身取引の被害を受けた未成年者の効果的社会復帰にとってはと

りわけ有益で、しばしば不可欠な手段となる。人身取引の対象とされたため

に、教育に長い空白期間があることが多いためである。個別指導は、学校で過

ごせなかった年月を埋め合わせる上で役立つはずであり、未成年者の事案では

優先課題に位置づけることが求められる。また、学校制度への効果的復帰を容

易にするためにも、個別指導の実施を検討するべきである。

3.2.3.6 職業訓練

支援提供団体は、被害者が自分の能力・スキル・教育水準に見合った、そして

その地域で見出すことのできる就労機会を踏まえた、現実的な就労目標を設定

できるよう支援するべきである。その上で、目標達成のために必要な職業訓練

を提供するために、あらゆる努力を払うことが求められる。職業訓練は、社会

復帰計画に組み入れるべき重要な要素のひとつである。職業訓練は、有給の就

労先が見つかる見込みを高め、自信と全般的なライフスキルを向上させるの

で、人身取引被害者の社会復帰が持続可能な形で進むようにする上で役に立

つ。

職業訓練は任意であるべきであり、就労先を見つけるために必要なスキルが学

べるような形で、包括的な社会復帰アセスメントにしたがってケース・バイ・

ケースで提供されるべきである。職業訓練は、NGO、教育機関、慈善団体、宗

教団体もしくは提携している政府機関によって、またはそれらの協力を得て、

提供されることが多い。支援提供団体は、利用可能な資源を見つけ出すととも
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に、訓練が、被害者の当初の社会復帰計画で特定されたニーズを満たし、かつ

地元の状況に合ったものとなるよう努力することが求められる。

3.2.3.7 小規模起業および所得創出活動

人身取引被害者が成人である場合、自国の経済状況が厳しいために、あるいは

専門的・実践的技能を身につけていないために、帰還後ただちに経済的困難に

直面するのが通例である。専門的・実践的技能の欠如は、抑うつその他の心理

的問題や、人身取引という犯罪の被害を受けたことで社会的汚名を負わされる

という問題とかかわっている場合もある。このような困難の存在により、被害

者がふたたび人身取引の対象にされる危険性は高まる。帰還した被害者が直面

する問題は、出身地を離れることを促したそもそもの問題から変わっていない

ためである。

所得創出活動や小規模起業のための援助金は、被害者の独立性と自立性を高め

る有効な手段となりうる。この点、小規模な所得創出活動は、被害者の自信と

自律性を強化し、家計所得を増加させることにつながるので、有望である。な

お、所得創出プロジェクトを有効なものとするためには、それを保護・社会復

帰にかかわるその他の要素（心理的支援や職業訓練等）に統合し、補完効果を

狙わなければならないことが多い。

このような活動の候補者選定にあたっては、専門家グループ（支援提供団体の

社会復帰担当スタッフと他の関連の支援提供関係者によって構成されるのが通

例）を設置し、これまでどのような仕事に就いたことがあるか、教育はどの程

度受けてきたか、小規模事業を運営するためのスキルはあるか（スキル向上を

図る必要はあるか）、事業運営に適した資質の持ち主かといった点を勘案して

検討することが求められる。ここでも、被害者の個別・状況アセスメントの結

果を考慮し、地元の労働市場に存在する機会と被害者のスキルとのマッチング

を図らなければならない。

..................................................................................................................................

注意：人身取引被害者が全員、起業に向いているとは限らない。人身取引被害者という

のは若くて経験不足で、自ら事業を始めるために必要な決意とやる気を欠いていること

も多いものである。被害者を無理に起業させることがないよう、配慮することが求めら

れる。失敗すれば被害者の自尊感情に悪影響が生じ、抑うつにつながる可能性もあるか

らである。

..................................................................................................................................
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小規模起業プログラムの開発・運営には専門的なスキルと知識・経験が必要で

ある。支援提供団体は、受入れ先国ですでに活動し成功しているプログラムを

探し出し、それらのプログラムを人身取引被害者にも拡充する方向で協働を図

ることが推奨される。

ほとんどの人身取引被害者にとって、事業の立上げと維持に成功するためには

資本以上の支援が必要である。小規模起業のための支援は通常、標準的な4段

階モデルにのっとって行なわれる。提携団体が、必要な段階の一部またはすべ

てを担当できる場合もあろう。

■ 事業計画訓練
■ 小規模事業運営訓練／所得創出訓練
■ 現物支給援助へのアクセス
■ 評価

小規模起業プログラムを補完するものとして、実習プログラムや職業訓練を提

供してもよい。実習プログラムを所得創出プログラムと組み合わせることで、

これまでの職歴がないことの不利を相殺できる可能性もある。

3.2.3.8 就職斡旋、賃金補助、実習プログラム

被害者が帰還する場合、仕事を見つけて働き続ける上で相当の支援を必要とす

ることが多い。被害者が帰還しようとする国では、職を見つける機会が限られ

ており、最低賃金も低いということがしばしばある。だからこそそもそも人身

取引の被害を受けやすい状態に置かれていたとも言えよう。また、仕事を探

し、雇用主に効果的な自己アピールをすること、あるいは予定をきちんと守る

ということでさえ、ほとんど経験していない被害者も多い。賃金のよい働き口

を見つけるためだけではなく、働き口を失わないよう雇用主や同僚との関係を

うまく結んでいけるようにするためにも、支援やカウンセリングが必要とされ

る場合もある。中長期的な資源として、被害者を雇ってくれる可能性がある雇

用主の名簿を作成しておくこともできよう。関連する政府機関に、被害者を

雇ってくれる可能性がある雇用主を探し出し、連絡をとる作業の支援を求めて

もよい。

公的機関や企業は、十分な訓練を受けていない帰還者を雇ったり、自ら訓練の
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ための資金を出したりはしたがらないことがしばしばある。その場合、社会復

帰プロセスを促進するための代替的手段として、実習プログラムと賃金補助も

考えられる。現実的に可能な場合、支援提供団体が、選抜されたサービス利用

者の賃金を最初の数か月間補助し、企業で働きながら有益な労働経験を積める

ようにすることもできる。賃金補助に代えて、特定の企業で働くために必要な

装備を提供することにしてもよい。支援提供団体がこのような対応をとれば、

人身取引被害者を雇うための財政的手段や装備を提供することによって雇用主

を援助することになるし、ひいては被害者の社会復帰と自立を確保するのにも

役に立つ。

一定期間、人身取引被害者の賃金を全額ないし部分的に補助することが合意さ

れれば、雇用主がいずれ当該被害者を正式に雇用してくれることも期待できよ

う。しかし、たとえそうはならなくとも、別の働き口を求め見つけ出せるよう

にするために必要な訓練と経験を積むことは、被害者にとって利益になると言

える。とは言うものの、支援提供団体は、賃金補助を行なうことによって、帰

還者の独立・自立を応援するどころか依存状態が生じるのを助長してしまうこ

とがないよう、警戒しておかなければならない。そのようなことにならないよ

う、あらゆる努力を払うことが求められる。

賃金補助は、その特定の職に対する市場賃金を超えない額に留めるべきであ

る。賃金補助は、被害者の所得を増やすためだけのものではない。賃金補助の

目的は、雇用主が賃金を通常よりも低く抑えられるようにすること、または被

害者が無給の研修生として期間限定で働けるようにすることにより、雇用主に

よる被害者の雇用を奨励するところにある。被雇用者として信頼できることを

被害者が証明できた時点で、賃金は雇用主が全額負担するべきである。なお、

市場賃金よりも高い補助を行なうことは、賃金補助にますます頼る状況を生み

出すか、雇用された際に給与が目減りしたときに被害者に失望をもたらすこと

にしかならない。その職では生活賃金に達しないときは、それに代わる就労先

を検討するべきである。

..................................................................................................................................

プライバシーと安全確保のための注意事項

プライバシーに対する被害者の権利は常に尊重されなければならない。雇用主（候補者）

に対しては、被害者の人身取引経験や、提案されている働き口に関係のないその他の過

去の事情について話すべきではない。そのような情報を提供することは、被害者のプラ

イバシーを侵害するのみならず、安全面でのリスクを高めることにもなる。

..................................................................................................................................
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3.2.3.9 住居・滞在場所

出身国に成人の人身取引被害者向けのシェルターかリハビリテーション・セン

ターがある場合、到着後しばらくの期間は被害者がそこで生活できるようにす

るのが標準的対応である。被害者が自分では食べていけない、家族のもとに帰

れないまたは帰りたくない、あるいは定まった住所を有しない場合、支援提供

団体は、被害者がシェルターか自立生活移行施設で生活できるよう援助するこ

とが求められる。シェルターや自立生活移行施設として利用できそうな場所を

見つけられるよう、NGOや福祉機関と協力の取決め文書を結んでおくべきで

ある。通常、被害者はこのような施設に数か月間無料で滞在し、その間に職業

訓練を修了し、働き口を探し、望むらくは仕事を見つけて独立することにな

る。また場合によっては、社会復帰計画およびその構成要素（職業訓練等）が

うまくいくよう、住宅手当を支給することも考えられる。

リハビリテーション・センターを通じて安全な滞在場所を提供することはでき

るが、それはこのような施設の主たる目的ではない。リハビリテーション・セ

ンターはむしろ複雑で総合的な医療ケアを提供するためのものであり、人身取

引被害者に長期的な住居や支援を提供するためのものではない。被害者は、健

康上の差し迫ったニーズへの対応が終われば、自国の出身地域に帰還すること

が必要となる。健康上のニーズは継続的なものであることが普通なので、被害

者が、より長期的な滞在場所となりうるシェルターや自立生活移行施設に連絡

できるようにしておくべきである。

持続可能な社会復帰と通常の生活を支えることを目的とした住宅手当の提供

も、シェルターに代わる選択肢の一つである。支援提供団体が行なうあらゆる

プログラムにおいて、被害者の完全な社会復帰を可能なかぎり早期に実現する

ことがめざされるべきである。したがって、小額の住宅手当（たとえば期間限

定の家賃補助）のほうが望ましいことも多い。シェルターは依存状態を生み出

すことにつながり、社会復帰プロセスを妨げることもあるためである。

最後に、ケース・バイ・ケースで、なおかつ被害者の安全が脅かされている場

合には、代替住居を提供することが求められる。（注：シェルターの運営にか

かわる推奨事項については第4章を参照。）
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3.2.4 未成年者の社会復帰のための支援

人身取引被害者（とくに未成年者）は、帰還と同時に、重大な健康上の問題や

経済的困難に直面する可能性がある。経済状況が厳しいこと、専門的・実践的

技能を身につけていないこと、抑うつその他の心理的問題を抱えていること、

社会的汚名を負わされることなどがその原因である。支援対象者として依頼さ

れてくる未成年者の圧倒的多数はさまざまな心理的・身体的外傷に苦しんでお

り、その把握と治療を図らなければならない。未成年者が直面する健康上の問

題はとりわけ複雑である。社会復帰支援は、人身取引の被害を受けた未成年者

（どのような地位にあるかは問わない）が、社会復帰支援のさまざまな選択肢

を直接・間接に（すなわち提携NGOを通じてか、または受入れ先の支援提供

団体が提供する形で）利用したいという希望を表明する場合、または法定後見

人によるその旨の勧告に自由意思で同意する場合に、提供することができる。

家族の経済的事情も、未成年者の社会復帰がうまくいくかどうかという見込み

に影響を及ぼしかねない。経済的支援やカウンセリングを含む支援を、被害者

に対してのみならず、その家族に対しても提供しなければならないこともあ

る。社会復帰支援を自国で提供する前に、可能であれば常に次の条件を確保し

ておくことが求められる16。

■ 児童の権利条約で述べられている（そして通常は国内法ないし政策・実務に

も反映されている）子どもの最善の利益が、プロセス全体を通じ、すべての

関係者によって考慮されなければならない。
■ 法定後見人の同意。
■ 子どもや後見人への十分な情報提供およびカウンセリング。

支援提供団体は、未成年者の社会復帰を進めるにあたり、適切な専門機関（ユ

ニセフ、専門のNGO、関連の政府機関等）と緊密に協働し、またその助言を

求めるべきである。紹介元の国の法律によっては、必要に応じ、当該子どもを

国の社会サービス機関の保護下に置くことが求められる。（未成年者に対する

支援提供についてさらに詳しくは、第5章5.6も参照。）
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3.2.5 社会復帰プロセスにかかわる活動上の安全確保

人身取引対策プログラムはそもそもの性質からして犯罪の要素との直接的また

は間接的な関わりを有しており、そのような要素との接触にはそれがいかなる

ものであれリスクが伴うものなので、社会復帰プロセスではリスクが高まるこ

とを考慮し、しかるべき対応をとらなければならない。被害者の社会復帰にか

かわる安全確保上の問題に対処するため、被害者を支援する団体は、スタッ

フ、被害者、提携団体から報告されるあらゆる状況の変化を常に検討し、それ

に応じて安全アセスメントの修正を図ることが求められる。受入れ先の支援提

供団体は、地元の警察や、社会復帰プロセスの過程ですべての支援利用者とス

タッフを保護してくれると信頼するに足る他の提携団体と緊密に協働するべき

である。

このハンドブックでスタッフと支援利用者に向けて推奨している安全確保のた

めの措置・実践のあり方については、安全にかかわる脅威や懸念を防止し対抗

するために、必要に応じて修正を図ることが求められる。活動上の安全確保と

社会復帰プロセスの一体性を強化するため、リスク・アセスメントをもっと頻

繁に実施し、暫定的な安全確保措置を補強し、研修を実施するべきである（さ

らに詳しくは第1章を参照）。

3.2.6 社会復帰のモニタリング

被害者が効果的に社会復帰できるよう、被害者の帰還後も、安全確保とモニタ

リングの双方を目的として定期的接触を維持するべきである。訓練を受けた提

携団体が被害者の居住地の近くで活動していれば、被害者への直接的支援を提

供するだけではなく、社会復帰計画の作成・実施や社会復帰アセスメントの実

施も担当してもらうことができるだろう。社会復帰プロセスのモニタリング

は、そのプロセスの成功にかかわる検証可能な指標を整備するために欠かせな

い。

モニタリング報告書は、支援を受けている被害者それぞれについて、社会復帰

モニタリング・プロセスの開始以降3か月間は毎月作成するべきである。その

後は、社会復帰モニタリング・プロセスが終了するまで、3か月ごとの報告書

を少なくとも2回は作成することが求められる。モニタリング手続において

は、被害者の社会復帰の進展状況を継続的に検証することに加え、被害者また
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はその家族が脅迫やいやがらせを受けていないかどうかの確認することにも努

めるべきである（この章の付録1「モニタリング報告書見本」参照）。

被害者のモニタリングを１年以上続けるのは（被害者が未成年者である場合を

除いて）避けることが求められる。被害者がすでに負わされている汚名を悪化

させることにつながりかねず、状況の正常化および効果的な社会復帰プロセス

にとって逆効果となる可能性があるためである。未成年者については、ユニセ

フは被害者が成人するまでモニタリングを継続するよう推奨している17。

..................................................................................................................................

サポート・グループ

被害者サポート・グループは、長期的な社会復帰の成功を支える非常に有効な手段とな

りうる。サポート・グループのメンバーは、おたがいに援助し支えあうだけではなく、

さらなる援助が必要になったときや問題に突き当たったときに支援提供団体に連絡を

とってもよい。

..................................................................................................................................

3.2.7 事後評価

支援提供団体は、社会復帰支援およびそれに関連する手続のあり方を継続的

に再検討・評価し、必要な場合にはその修正を図ることが求められる。次のよ

うな評価手法が有益であろう。

■ 被害者による評価
■ 自己評価
■ 第三者評価
■ ドナーによる評価
■ 国内行動計画実施のモニタリング・プロセスの一環として行なわれる評価

3.2.7.1 被害者による評価

社会復帰支援の提供に支援利用者がどのような反応を示したかは、プロジェク

トの長所と短所を判断する上で、また医療・心理的・財政的・社会的・法的ニー

ズが実際にすべて満たされているか、今後のプロジェクトでそれ以外のニーズ
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を考慮するべきかどうかを検討する上で、有益な指標となりうる。

支援提供団体は、支援を提供された各被害者が（可能であれば）匿名で記入で

きる評価書式を作成してもよい。評価書式では、社会復帰プロセスのすべての

段階を適宜取り上げることが求められる。依頼元の国で受けた支援、出発時・

到着時の支援、医療・心理的支援、社会復帰援助金、職能開発プログラム・職

業訓練、法的支援その他の形態の支援などが考えられる。

3.2.7.2 自己評価

継続的な自己評価を実施することにより、社会復帰支援にかかわる現在の状況

の長所と短所を国内的にモニタリングすることが可能になる。とともに、どの

ような形で計画を立てるのが最善なのか、社会復帰のための今後の取り組みに

どのような要素を含めるべきかについて、団体としての知見を高めることがで

きる。

3.2.7.3 第三者評価

社会復帰支援手続について中立的な評価を行なうため、支援提供団体は外部団

体の関与を得て、プログラムの長所と短所についての評価・報告を行ってもら

い、また必要な改善点についての勧告を行なってもらうこともできる。

備考

1 長期的な社会復帰支援は、依然として難しい課題である。長期的社会復帰プログラムについては
詳細な評価がほとんど行なわれておらず、また、支援を受けた被害者が自分自身の人生を踏み出
し、支援提供団体との接触を絶つため、被害者の長期的追跡も困難な場合がある。このような事
情から、長期的社会復帰のための望ましい実践のあり方についての調査研究は発展途上である。し
たがって、これはこのハンドブックの範囲を超える問題である。

2 児童の権利委員会の一般的意見6号（CRC/GC/2005/6、2005年 9月 1日）、パラグラフ25。
3 被害者が出身国への帰還または第三国への移送を求めている場合、「委託元団体」とは、被害者が

最初に発見された国での援助を担当し、渡航の手配をし、かつ、被害者の帰国後に支援を行なう
機関との調整を図る団体を指す。「受入れ先団体」とは、到着後の被害者を支援し、社会復帰支援
またはそのための他団体の紹介を行なう団体である。
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4 保護者のいない未成年者に関する他の資料として、以下も参照：UNICEF (2006). Guidelines for
the Protection of Child Victims of Trafficking, UNICEF: NY; Statement of Good Practice, Third
Edition, 2004, issued by the Separated Children in Europe Programme; European Union, Council
Resolution of 26 June 1997 on unaccompanied minors who are nationals of third countries〔保護
者がおらず、第三国の国民である未成年者に関する1997年6月26日の欧州連合理事会決議〕, and
Guidelines for the Protection of the Rights of Children Victims of Trafficking in Southeastern
Europe, UNICEF, May 2003。

5 UNICEF (2006). Guidelines for the Protection of Child Victims of Trafficking, UNICEF: NY, p. 25.
6 一般的意見31号〔80〕「規約の締約国に課される一般的な法的義務の性質」（2004年 3月 29日
〔第2187回会合〕にて採択、CCPR/C/21/Rev.1/Add.13）。

7 児童の権利委員会の一般的意見６号（CRC/GC/2005/6、2005年 9月 1日）、パラグラフ27。
8 国際的保護に関するUNHCRの指針（難民の地位に関する1951年条約および1967年議定書１条

Ａ(2)の、人身取引の被害者または人身取引の対象とされるおそれがある者への適用）。HCR/GIP/
06/07, 2006年 4月7日 .　

9 国際的保護に関するUNHCRの指針：難民の地位に関する1951年条約および／または1967年議
定書１条Ａ(2)の、人身取引の被害者または人身取引の対象とされるおそれがある者への適用、パ
ラ28、及びUNHCR「第三国定住ハンドブック」、2004年 11月版、第4章1。

10 Libassi and Maluccio (1986) as sited in DuBois B. and Miley, K.K. (1996). Social Work: An Em-
powering Profession. Allyn and Bacon: Needham Heights, Massachusetts, p. 215.

11 Volpicelli (2004). Understanding and Counteracting Trafficking in Persons: The Acts of the Semi-
nar for Women Religious. International Organization for Migration: Rome, Italy.

12 Ibid.
13 DuBois B. and Miley, K.K. (1996). Social Work: An Empowering Profession. Allyn and Bacon:

Needham Heights, Massachusetts.
14 Ibid.
15 Ibid.
16 保護者のいない未成年者に関する他の資料として、以下も参照：Statement of Good Practice, Third

Edition, 2004, issued by the Separated Children in Europe Programme; European Union, Council
Resolution of 26 June 1997 on unaccompanied minors who are nationals of third countries〔保護
者がおらず、第三国の国民である未成年者に関する1997年6月26日の欧州連合理事会決議〕, and
Guidelines for the Protection of the Rights of Children Victims of Trafficking in Southeastern
Europe, UNICEF, May 2003。

17 UNICEF (2006). Guidelines for the Protection of Child Victims of Trafficking, UNICEF: NY, pp.
30-31.
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組織名：

セクション１：被害者の個人データ
氏名：
生年月日：
未婚・既婚：
子ども：
郵送先住所：
電話番号：

セクション２：社会復帰
1. 被害者との接触が維持された期間
2. 最後に会った日
3. 期間中に提供された支援
・相談
・講座
・心理的支援
・保健面での支援
・家庭内調停
・法的支援
・教育
・住居
・移送
・その他：

4. 就労状況
・就労した（就労先・役職）
・失業中
・学生
・その他：

5. 賃金の支払い
・定期的
・部分的

6. 帰還後に直面した問題
7. 人身取引加害者によるいやがらせ／脅迫の有無
・有
・無

8. （有の場合）その手段と、保護を求めた相手
9. 法執行機関による接触の有無
・有
・無

付録１　モニタリング報告書〔見本〕
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10. 法執行機関への協力の意思
・有
・無

11. 将来計画



シェルター運営
ガイドライン
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この章の目的は、人身取引被害者のためのシェルターの設

置・運営に関する包括的な指針を示すことである。「シェル

ター」という言葉は、とくに断りがないかぎり、人身取引

被害者に滞在場所と支援を提供する様々な施設一般（医療

リハビリテーション・センター、中継シェルター、自立生

活移行施設など）を指すものとして用いている。

..................................................................................................................................

どのような施設がシェルターにあたるのか？

シェルターはさまざまな形態をとりうるものであり、そのあり方は、資金の有無、安全

確保上の問題、サービスの利用可能性、シェルターの定員・需要といった多くの要因に

よって決まる。そのため、少数の被害者しか受け入れないシェルターもあれば多数を受

け入れるシェルターもある。一時的に設置された仮設シェルターもあれば、次のような

さまざまな場所がシェルターとして利用されている場合もある。

4.7.5 法的支援 167

4.7.6 レクリエーション活動 168

4.7.7 追加的な社会復帰支援 169

4.7.8 身分証明書や旅行書類ならびに自発的帰還支援

（被害者が経由国・目的国に滞在している場合） 169
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■ 一戸建て住宅

■ アパート

■ ホテル

■ 特別施設（病院等）の部屋

■ 教会

また、人身取引被害者のみに特化したシェルターもあれば、他の犯罪（たとえば家庭内

暴力）の被害者など、同様の支援を必要とする他の人々も受け入れるシェルターもある。

..................................................................................................................................

以下の指針は、目的国・経由国・出身国において人身取引

被害者のためのシェルターにかかわる活動を行なっている

団体に向けて、シェルター運営の基本的原則と具体的提案

を提示したものである。

4.1 シェルターの設置

あらゆるシェルターは次のことを目指すべきである。

..................................................................................................................................
■ 人身取引被害者に対し、適切かつ安全な、安心できる一時的生活環境を提供すること。

■ シェルター・スタッフに対し、適切かつ安全な、安心できる労働環境を整えること。

■ 被害者が安定できるよう便宜を図ることにより、さらなる損害を防止し、最大限の回

復を図れるようにすること。

■ 被害者に対して途切れることのない総合的なケアを提供するために、協調的かつ相互

補完的に働いている十分な訓練を受けたスタッフを配置すること。

■ 個別のケース・サービス計画に基づき、被害者に良質な保護と支援を提供すること。

■ 人身取引被害者の支援および保護を目的としてさまざまな国・地域で設けられている

枠組みのなかで、効果的・効率的な活動を行なうこと。

..................................................................................................................................

シェルターを運営している団体は、シェルターが地元の規則・規制にしたがっ

て運営されるよう配慮するべきである。そのためには国の社会福祉関連機関へ
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の登録やその認可が必要なことも多い。これに代えて、シェルターの管理・運

営に関して政府と覚え書を交わすことも考えられる。いずれにせよ、人身取引

被害者のための指定シェルターの創設・運営についてどのような責任が生ずる

か、文書で定めておくことが可能である。この文書とは、関連の省庁または政

府機関や関係する提携団体との覚え書（MOU）や、シェルターを運営する支

援提供団体の登録証・認可文書でもありうる。シェルター設置文書に次の内容

を含めることについて検討することが求められる。

基本的原則

適当な提携団体が見つかったら、以下に掲げるような基本的原則および協力体

制の詳しい実務的内容についてはっきりと定めておくべきである。以下、いく

つかの基本的原則を提案しておく。

■ 関連する提携団体間の効果的協力を通じ、人身取引被害者の保護および支援

に寄与すること。
■ すべての当事者は常に、人身取引被害者および被害者かもしれない者の安全

と保護を何よりも優先して考慮しなければならないこと。
■ 提供されるすべての支援は、国連・人身取引補足議定書（パレルモ議定書）、

国連人権高等弁務官「人権と人身売買に関する原則および指針」、国連・児

童の権利条約に掲げられた国際的な基準と指針を反映したものであること。
■ 支援プログラムへの参加は、十分な情報にもとづく被害者の自由意思で、必

ず任意で行なわれなければならないこと。
■ 人身取引被害者は、入国管理収容センターや収容施設に収容されるべきでは

ないこと。
■ 関連団体は、他者の安全にかかわる場合を除き、被害者の同意を得ずして情

報の開示を要求されず、また情報開示が被害者の最善の利益とならない状況

下でも、情報の開示を要求されないこと。

これらの6つの原則は、どのような分野で協力するかにかかわらず、省庁、政

府機関、非政府団体、政府機関等との協力にかかわるいかなる取決めにも盛り

こむことが求められる。
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シェルターの目的

この条項では、どのような意図で人身取引被害者のためのシェルターを設置・

運営するのかについて述べておく。

また、シェルターの利用期間を短期または中期に厳格に限定するのかどうかも

明らかにしておくべきである。

想定される利用者

人身取引被害者のシェルターとして機能することが目的とは言っても、ある特

定のシェルターの利用者としてすべての被害者を想定するのか、それとも一部

のカテゴリーに属する被害者に限定するのかについても、さらに細かく定めて

おくことが推奨される。想定される利用者についての項では、想定される利用

者をシェルターに受け入れる際の公式・非公式の委託手続について定めておい

てもよい。このような記述は、今後の被害者の受入れにかかわる問題や混乱を

避ける上で有益なものとなりうる。

以下のリストは、利用者として想定される（または想定されない）被害者のカ

テゴリーをいくつか例として掲げたものである。

■ 特定の態様の人身取引（たとえば、とくに性的搾取、家事労働、児童労働、

子ども兵士としての徴用、農業労働を目的としたもの等）の被害を受けた者
■ 女性の被害者
■ 男性の被害者
■ 成人の被害者
■ 子ども連れの成人の被害者
■ 子どもの被害者
■ 国民である被害者
■ 外国籍被害者
■ 帰国を希望する外国人被害者
■ 一時在留許可を求めている外国籍被害者
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..................................................................................................................................

未未成年者への滞在場所の保障

■ 子どもは、被害者と判別されてからできるかぎり早く、安全な滞在場所に保護される

べきである。

■ 子どもは、その年齢および成熟度にふさわしい滞在場所を提供されるべきである。

■ 子どもは、自分と同じ年頃・性別の子どもとともに生活場所を提供されるべきである。

■ 家族は同じ場所に収容できるよう努力するべきである（これが個別の事情に照らして

安全かつ適切であり、子どもの最善の利益にかなっている場合）。

■ 子どもの被害者を拘禁施設に収容することがあってはならない。

■ 未成年者のためのシェルターを運営している団体は、国内法にしたがって申請を行な

い、未成年者を保護するために必要な権限を得ておくべきである。

人身取引の被害を受けた子どもへのサービス提供に関するさらに詳しい情報と指針につい

ては、第5章5.6を参照。
..................................................................................................................................

サービスの範囲

この条項では、シェルターで提供される必須サービスを簡潔に列挙しておくこ

とができる。よく掲げられるのは、保護・リハビリテーションを目的とする次

のような支援である。

■ 安全で安心できる一時的住居
■ 食事
■ 医療支援
■ 心理的支援・カウンセリング
■ 法的支援
■ 基本的な生活必需品

シェルターの設置場所が経由国か、目的国か、出身国かによって、次のような

サービスに言及しておくこともできる。

■ 自発的帰還支援
■ 社会復帰支援

－ 教育／復学

－ 職業訓練

－ 就職斡旋

－ 家庭内調停
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費用

取決めを結ぶ相手に資金提供団体が含まれている場合、この項を活用して、

シェルター経費の予算額および支払期日について関係当事者が合意した事項を

記載しておいてもよい。たとえば次のような項目が考えられる。

■ シェルター建設資金
■ シェルターの改築・改修資金
■ シェルター維持費
■ 家具・設備費用
■ スタッフや被害者が移動する際の交通費
■ 被害者の滞在・食事・医療支援・心理的支援のための資金
■ 恒常的・臨時に必要とされる消耗品のための資金
■ 政府による家賃補助その他のサービス補助金

シェルターのための敷地・建物の提供または取得

このような条項を設けるのが適当である場合、シェルターのための敷地・建物

の取得はどの団体が責任を持って行なうのか、定めておいてもよい。

国内法でシェルターの登録が求められている場合、適当な登録についてどの団

体が責任を負うのかについても定めておくことが考えられる。

シェルター・スタッフの雇用・配置

この項を活用し、シェルター・スタッフの雇用または配置、及び給与・関連経

費の支払についてどの団体が責任を負うのか、定めておいてもよい。場合に

よっては、個々のスタッフの雇用および給与の支払について当事者間が共同出

資することもあろう。スタッフの人数と職務内容について具体的に定めておく

ことは、通常は必須事項とは見なされない。この項では、スタッフの研修・監

督、懲戒措置、技術的支援に関する責任の詳細についても定めておくことがで

きる。
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シェルターの安全確保

この項では、シェルターの敷地・建物の安全確保にかかわる個別のまたは共同

の責任について定めておく。シェルターの安全確保にかかわる責任には、入

所・滞在・退所する被害者およびシェルター・スタッフの保護も含めておくべ

きである。（第1章1.3および1.4も参照。）

サービス提供にかかわる他の団体・機関との取決め

この項では、シェルターにおいて被害者に支援やサービスを提供する政府機関

やNGOとの間で結ばれた（または結ぶ予定の）、サービス提供または協力にか

かわる取決めについて述べておく。サービス提供にかかわるこのような取決め

を結ぶ際の基本的基準（ケアの水準、シェルターの運営基準・原則の遵守など）

について概要を示しておいてもよい。

シェルターの保険

この項では、シェルターの保険への加入についてどの団体が責任を持つのか、

またどのようなタイプの保険が必要とされるかについて明らかにしておくべき

である。

4.2 シェルターの敷地・建物・間取り

いかなるシェルターにおいても、滞在者及びスタッフ全員の健康と安全こそが

何よりも重要である。あらゆるシェルターは、注意深く計画された安心できる

周辺状況において、清潔・安全・快適な環境を整えておくことが求められる。

シェルターの設備や家具はどれも整備の行き届いた、かつ衛生・防火・電気・

建築物にかかわる地域の規則に適合した状態であるべきである。

4.2.1 シェルター施設の物理的特長

シェルター施設の物理的特長をどのようにするかは、適切な敷地・建物が取得

できるか、シェルターに対する資金や支援がどの程度提供されるかによって変

わってくる。とはいえ、ほとんどのシェルターは24時間体制であるべきであ

り、次のような設備を備えているべきである。
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調理場と食堂

調理と給仕のためのスペースは、食糧を安全に調理・保管できるように整って

いることが求められる。調理場には、調理・給仕・食事のための適切な道具が

用意されているべきである。

集団生活区域

滞在者が集まって諸活動に従事するための十分な空間が必要である。

洗面所・入浴設備

便所、洗面所及び風呂場の設備は、整備の行き届いた清潔な状態に保つととも

に、十分な数を用意しておくことが求められる。シェルター滞在者に対して

も、設備を清潔に保つよう求めるべきである。

就寝設備

シェルター滞在者のために、適切な就寝のためのスペース、手入れの行き届い

た専用ベッド、清潔なシーツ類、衣服や私物の保管場所を用意しておくことが

求められる。人身取引被害者の多くは、最低限の掛け物でしのいだり、それど

ころか床で寝たり他の被害者と同じ寝床で寝たりすることさえ強要されていた

ことを念頭に置き、たとえ一時的ではあっても、同じような環境をシェルター

で再現しないようにすることが重要である。緊急の場合には、簡易寝台その他

の適切な代替設備での就寝を認めることが安全かつ適当かどうか、スタッフが

判断しなければならないこともあろう。このような代替設備の利用は、シェル

ターでより広いスペースが利用できるようになるか、シェルター以外の場所に

おける適切な滞在のための手配が整うまでの、やむをえない短期間に留めるこ

とが求められる。
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プライバシーが守られるカウンセリング・ルーム

シェルター内の少なくとも1部屋は、シェルター滞在者とスタッフが2人だけ

で個別の話し合いやカウンセリングを行なえるようにする目的で、つねに利用

できるようにしておくべきである。被害者との会話や被害者のカウンセリング

には、他のスタッフや滞在者の耳に入るべきではない、配慮を要する秘密の情

報が含まれる。したがって、このような部屋はシェルターの共用空間から離れ

た場所に設けることが望ましい。

シェルター・スタッフの事務所

シェルター内の1室をスタッフの事務所に充てることが求められる。この部屋

は、当直スタッフの就寝・休憩室として利用できるようにしてもよい。

保健室

敷地・建物の状況に応じて、またシェルター内外どちらで医療支援を利用でき

るかどうかによって、シェルターに保健室を設けてもよい。医務担当者ないし

医師が不在のときは、つねにしっかりと施錠しておくことが求められる。とく

に医薬品は、室内に置かれた施錠可能な保管庫に、鍵をかけて保管しておくこ

とが重要である。

洗濯設備

洗濯設備は、敷地内で、無料で利用できるようにしておくべきである。

レクリエーション区域

たとえ狭くとも、レクリエーションのための屋内スペースと安全な屋外スペー

スを用意しておくことが求められる。
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倉庫スペース

シェルターごとに1室を倉庫室に指定しておくことが望ましい。シェルターで

使用する消耗品、個人衛生用品、滞在者のための衣服の予備、その他の物品を

保管するためには相当のスペースが必要であり、ひとつの部屋にまとめておく

のが最善である。以下の物品はよく必要とされるものであり、購入後に目録を

作成して鍵のかかる保管スペースに保管しておき、必要に応じて利用可能とす

ることが求められる。

■ シェルターの清掃用品
■ 滞在者のための個人衛生用品
■ 滞在者のための衣服・履物の予備（季節ごと）
■ 旅行カバン
■ その他の物品

4.2.2 シェルターの最大定員

シェルターの最大定員（安全に受け入れることのできる滞在者の上限）は、追

加滞在者の受入れ見込みを考慮して決定するべきである。地元の衛生・安全規

制に従いつつ、シェルター・スタッフの監督能力、利用可能な資源、シェルター

内で用意できる適切な就寝スペースの数によって、シェルターの最大定員がお

のずと決定されることになろう。支援提供団体とシェルター・スタッフは、

シェルター滞在者が最大定員に達した場合に備え、緊急対応計画を作成してお

くことが望ましい。そのような計画では、スペースがないためにただちにシェ

ルターに受け入れることのできない被害者に対し、シェルター以外の場所でど

のように安全な滞在先とサービスを保障するかについて明らかにしておくこと

が求められる。

4.2.3 維持管理

シェルターごとに、通常時・緊急時の維持管理と修理に関するサービスの取決

めを結んでおくことが求められる。シェルターの性質上、繊細な配慮と秘密保

持が要求されるので、維持管理関連の作業・問題についてはどこに連絡をとれ

ばよいのか、シェルター・スタッフはあらかじめ承知しておかなければならな

い。シェルターは、シェルターの規則を尊重してくれる信頼できるサービス業

者と、維持管理サービスに関して事前に取決めを結んでおくべきである。その

ような取決めには、次の点にかかわる維持管理・修理についての条項を盛りこ
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んでおくことが求められる。

■ 建物そのもの
■ 公共提供設備（水回り・電気系統を含む）
■ 家具
■ 設備
■ 自動車（シェルターで所持している場合）

4.2.4 衛生状態・衛生サービス

各シェルターは、衛生面にかかわる地元の規制・慣行にしたがった形で、清掃

と衛生の基準を策定・維持することが求められる。シェルター滞在者は、シェ

ルターの維持管理に協力・参加するとともに、責任をもって自分の就寝場所を

清潔に保っておくべきである。シェルターごとに、清掃に関するスタッフと滞

在者の責任分担、日々の具体的作業を定め、掲示しておくことが求められる。

シェルター・スタッフは、清掃と衛生にかかわる必須基準がシェルター全体を

通じて遵守されるよう、責任を負うべきである。シェルターの規模、シェル

ター滞在者の人数およびスタッフの構成によっては、清掃業者を雇うことが必

要になるかもしれない。

以下に掲げるのは、シェルターで日々行なわれるべき作業と規則の一例であ

る。

台所、調理・食事の場所：
■ 少なくとも1日に2回、徹底的に清掃する。
■ 滞在者に対し、栄養がありバランスのとれた3度の食事、またはバランス

のとれた食事をするための材料（これに加えて、子どもの場合は1日2度

のおやつ）を確実に提供しなければならない旨、書面で指示しておく。
■ 調理場の規則と利用時間を掲示しておく。
■ 特別食が必要な滞在者に対しては、食事面で合理的な配慮を行なう。

入浴所・便所：
■ 少なくとも1日に1回、徹底的に清掃する。
■ 入浴設備の利用スケジュールを掲示しておく（必要な場合）。

就寝スペース：
■ 1日に1回、清掃する。
■ 滞在者自ら清潔に保ち、整理整頓を心がける。
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■ シーツ類、枕および毛布は定期的に洗濯する。
■ 滞在者の私物の保管に関する方針と手続を文書で定めておく。

事務所・会議スペース：
■ 1日に1回、清掃する。

施設全体：
■ 定期的に拭き掃除とちり払いをする。
■ 禁煙にする。

4.2.5 シェルターの開所時間と受入れ方針

シェルターごとに、シェルターの開所時間と新規滞在者の受入れに関する明確

な方針を定め、その周知を図ることが求められる。このような方針は、関連す

るすべての委託元その他の提携団体とともに定め、またこれらの機関・団体間

で周知徹底するべきである。シェルターへの新規滞在者の受入れを通常の開所

時間中に行なうことにより、スタッフは新規滞在者に適切なサービスを提供す

ることが可能になり、シェルターの活動や滞在者の混乱も最小限に留めること

ができる。シェルターごとに、新規滞在者の受入れ準備のために必要な最低限

の事前通告内容と通告時期に関する方針を定めておくべきである。適切な準備

を整えるために必要な期間を定めるにあたっては、被害者の新たなケースファ

イルを作成し、最初の安全アセスメントを実施し、被害者との最初の面接の担

当者を決め、必要な場合には追加的支援提供者を確保できるようにしておくた

めの時間も考慮に入れなければならない。

とはいえ、被害者の時間外受入れを迫られることもあろう。シェルターは、深

夜の受入れがシェルター滞在者にどのような影響を及ぼすか、考慮するべきで

ある。他の滞在者の混乱を最小限に留めつつ、新規滞在者が落ち着けるように

するために、あらゆる努力を払うことが求められる。

4.2.6 安全確保

一般的リスク・アセスメントの手続（第1章1.1参照）を通じて明らかになっ

たリスク分野に効果的に対応できるよう、被害者とスタッフの安全を最大限に

確保すること、関連するリスクを最小限に抑えることを目的とした適切な基準

と手続を策定し、しかるべき形で実施しなければならない。このような基準と

手続は次のような分野で必要とされる。
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■ シェルターの敷地・建物
■ シェルターでない宿泊施設での滞在
■ スタッフ
■ シェルターの見学
■ 滞在者
■ 秘密保持ならびに事務手続上・書類管理上のリスク

安全確保のための基準と手続――シェルターの敷地・建物

以下に掲げる指針は、IOMのこれまでの経験に基づく「模範的実践」モデルで

ある。もちろん、それぞれの状況下で達成できる最適な解決のあり方は、適当

な敷地・建物や資金が入手できるかどうか、プロジェクトに対する政府の支援

はどの程度あるかといった要素によって決定されることになろう。

■ 財政的・実務的に可能なときは、保安専門家を確保し、シェルター候補地に

関する保安面の検討とアセスメントを依頼するべきである。警察の協力が得

られる場合、協力取決めの一環として、警察の専門家にこのような検討・ア

セスメントを依頼してもよい。そのような協力体制が存在せず、なおかつ財

政的に可能な場合には、外部の保安専門家を雇ってこのような作業を委ねる

ことができよう。
■ シェルターごとに、包括的な防火・避難計画を定めておくべきである。外部

者の侵入に対する防止措置は、緊急時の避難のことも考慮しなければならな

い。したがって、ドアや窓に警報・施錠システムを設ける場合には、内部か

ら迅速に解除できるようにしておく必要がある。
■ 国によっては、シェルターに用いられている古い建物が、古い電気配線基準

や構造基準にしたがっているために火事の被害に遭いやすい場合がある。火

事のリスクを低減するためにもあらゆる努力を行なうことが求められる。

シェルターにおける警備員の配置

シェルターの出入口や周辺に警備員を配置することは望ましい対応と言えるか

もしれないが、この点については他の2つの要因との比較衡量が必要である。

■ 公然と警備員を配置することにより、近隣のすべての住民がシェルターの存

在に気づいてしまう。
■ 制服を着た警備員が立っていると、滞在者に心理的悪影響が生じる可能性が

ある。
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警備員の配置が望ましいと判断される場合、政府機関の積極的協力を得て設置

されたシェルターであれば、警察官に24時間体制で警備してもらうことが可

能かもしれない。これが不可能なときは、非常の場合の保安体制にかかわる取

決めを地元警察と結び、地元の警察署につながった警報装置その他の警戒シス

テムを設けておいて、不測の事態の場合にはただちに警察による緊急対応をし

てもらうことも考えられよう。これが実際に有益かどうかは地域の条件次第で

ある。有能な警務官を配置することが役に立つこともあるが、つねにそうであ

るとは限らない。

また、警察ではなく民間の警備員を雇うことによってシェルターの安全を確保

できる可能性もある。ただしその場合、資金の有無の問題とは別に、契約を結

ぶ前に十分なスクリーニングと慎重な審査手続を経なければならない。

警備員の配置を要請するまたは受け入れるかどうかは、想定されるリスク水準

と地域の状況しだいである。安全確保に最善を期そうとするのであれば、何ら

かの形で警備員を配置することが常に推奨される。

なお、地元警察または民間警備会社を通じて敷地・建物にかかわる全面的な安

全アセスメントを行なうことも考えられよう。

安全確保のための基準と手続－シェルターではない場所での滞在

場所によっては、支援対象である人身取引被害者が、シェルターという滞在形

態とはまったく別の、独立した私的な場所に滞在しながら、地域のなかで個別

支援を提供されることもある。

このような状況に該当する場合、スタッフは、支援を提供する前に、リスク・

アセスメントと安全確保にかかわる多くの追加的問題を検討しなければならな

くなる。支援対象である被害者を私的な滞在場所に滞在させることが提案され

ているときは、次のような問題について考慮するべきである。

■ 滞在場所周辺の地域がどのような状況にあり、それが支援対象である被害者

にとって適切かどうかという点にかかわる、事前のリスク・アセスメント－

そこは犯罪率の高い地域か。支援対象の被害者が、自分に危険をもたらしか

ねない個人・集団に遭遇する可能性は高くないか。
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■ 滞在先である一戸建て住宅またはアパートの、事前のリスク・アセスメント

－出入りがしやすく、集団的・個別的に安全を確保しやすい立地か。被害者

が医療・心理その他の支援を受けるために頻繁に出かけなければならない可

能性がある場合、出かけるのに便利な場所にあるか。
■ 地域で利用できる通信手段－支援対象である被害者は、必要が生じた場合に

固定ないし携帯の通信手段を利用して緊急支援を求められるか。
■ 地元警察への通知－地元警察が信頼性と対応能力を備えていると考えられる

場合、その管轄地域に支援対象である被害者が存在することを知らせておく

べきか。知らせておくべきであると判断する場合、支援対象である被害者は

これに同意するか。
■ 支援対象である被害者と同じ場所に他のだれかが滞在するか。そうだとすれ

ば、その人物は被害者にとってリスクとはならないか。

このようなケースでは、支援対象である被害者の個人的責任にかかわる安全確

保上の指針（後述）が当てはまるので、それにしたがうことが求められる。ま

た、秘密書類の管理に関するスタッフ向けの指針も全面的に適用される。

安全確保のための基準と手続－スタッフ

スタッフ候補者の吟味と契約上の義務

人身取引被害者をシェルターに受け入れて支援することには、滞在者およびス

タッフの身に危険が及ぶ可能性も相当にともなう。このような危険性は、けっ

して過小評価してはならない。とりわけ、支援を求める被害者、地元の法執行

機関への協力を決意する被害者が増えるようになれば、危険性はさらに高まる

ことが予想できる。

活動自体が配慮を要する性質のものであることにもかんがみ、スタッフは厳格

かつ詳細な人物評価手続を経た上でなければ採用するべきではない。支援提供

団体がよく知っている人物である場合を除き、候補者に対しては詳細な志願書

の提出を求めるべきである。志願書には、個人の履歴、資格、職歴、団体ない

しシェルターで働く個人的動機を記載するとともに、裏づけとなる書類を添付

することが求められる。志願書をもとに、厳しい背景調査と人物評価が行なわ

れるべきである。
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候補者に対しては、スタッフとしての任命とその職務は配慮を要するものであ

ること、安全面でのリスクがともなう可能性があることを説明することが求め

られる。この点にかかわる候補者の適性評価は厳格に実施するべきである。

シェルターで働くスタッフは全員、職務遂行の過程で接したあらゆる情報およ

び資料、とくに個人および人身取引にかかわる秘密データについて厳格な守秘

義務を課す雇用契約書に署名することが求められる。同様の守秘義務は、提携

団体のスタッフや、シェルターで働くボランティアにも適用されるべきであ

る。

スタッフの安全確保のために推奨される手続

支援提供団体にはシェルター・スタッフへの配慮義務があるが、自分自身の

安全について個人的に責任を持ち、安全確保上の指針を遵守することによって

自らの安全を向上させることはスタッフの義務である。安全向上のため、IOM

は次のような手続に従うことを推奨している。

■ 人身取引と安全確保にかかわる状況について定期的なスタッフ・ブリーフィ

ングを行ない、スタッフ全員が最新のリスク・アセスメント結果を十分に把

握できるようにする。
■ スタッフ間の情報交換は「知る必要性の有無」の原則によって厳格に制限さ

れるべきであり、目前の活動を適正に遂行するためにどうしても必要な内容

に限ることが求められる。
■ 個人および人身取引にかかわる秘密データは、いかなる状況においても、支

援提供団体のスタッフが身元や信用度を承知していない者に対して電話で開

示してはならない。
■ シェルター・スタッフの詳しい人物情報、住所、電話番号は、いかなる状況

においても、正規スタッフ以外の者に開示してはならない。
■ スタッフの詳しい人物情報は、苗字を除き、シェルターに滞在している者に

対しても開示するべきではない。
■ スタッフは、周囲の状況に対して常に注意を払っておくことが求められる。
■ スタッフは常に、シェルターに滞在している人身取引被害者の安全と福祉が

確保されるように行動するべきである。
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基本的な保安訓練

基本的な保安訓練の実施が望ましいか、またはそのような訓練を受講可能かど

うかは、地域の状況次第である。スタッフを対象とする基本的な保安訓練は、

全面的な護身術講座を意図したものではない。そのようなレベルの訓練が必要

不可欠であるとは考えにくいし、スタッフを安心させるどころか不安にさせる

可能性があるためである。基本的な訓練講座が受講可能な場合または地元の法

執行機関がそのような講座を実施してくれる場合には、短期の訓練講座を開催

することが望ましい。そのような講座では、スタッフ（被害者を含めることも

考えられる）向けの基本的な自衛手段、安全意識とリスク・アセスメント、周

囲の状況の把握、監視に関する基本的な意識と監視対抗技術、さらには防犯ブ

ザー・防犯スプレーのような基本的護身用具の使用法といった問題を取り上げ

ることができる。

シェルター・マネージャー、および医療スタッフ以外のスタッフを対象とし

て、基本的な応急処置法に関する追加的訓練を施すことも重要と考えられる。

巧みなコミュニケーション術、相手の振舞いから危険の存在を察知するための

技法、興奮抑制法に関する訓練を行なうことが望ましいこともあろう。このよ

うな技術は、スタッフが難しい被害者や迷惑な訪問者に対応するための重要な

強みとなりうる。

安全確保のための基準と手続－シェルターの見学

シェルターは、人身取引分野の専門家、ドナー代表、研究者、ジャーナリスト

から高い関心を集めることが多く、これらの人々から見学の要請を受ける場合

がある。これは、シェルター滞在者およびスタッフの安全、福祉、プライバシー

との関連で非常に配慮を要する問題である。しかし、だれにもアクセスを認め

ないというのは非現実的で、団体の活動にとって逆効果にさえなりかねない。

従ってIOMは、シェルターが見学について厳格な規則を定めるよう推奨する。

明確な指針を設けておくことにより、あらゆる要請に対応するにあたって滞在

者の安全・福祉・プライバシーが何よりも重視されることを確保しやすくなる

可能性がある。また、明確な指針があれば、スタッフは具体的要請に対応しや

すくなるし、ドナーその他の関係者も、団体が定めた方針を理解・遵守しやす

くなる。団体としての方針を定めるにあたっては、次の要請事項を念頭に置く

べきである。

■ シェルターの所在地が明らかにならないようにすること。
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■ 人身取引加害者がシェルターに潜入できないようにすること。
■ 滞在者にとってはシェルターが一時的な家であることを認識し、シェルター

滞在者のプライバシーを尊重すること。
■ 滞在者およびスタッフの身元が明らかにならないようにすること。
■ 滞在者の福祉および最善の利益を尊重すること。

IOMは、シェルター見学に関する指針を定めるにあたって各団体が次の点につ

いて考慮するよう推奨する。

■ シェルター見学の回数および見学者の人数は必要最低限に抑えるべきであ

る。IOMは、1回ごとの見学者の人数の上限を定めておく（たとえば、1回

ごとの見学者は2名を越えてはならないよう推奨する。
■ 見学は、シェルター滞在者への迷惑を最小限に抑えるような形であらかじめ

定められた、厳格な予定の枠組みのなかでのみ認められるものとする。
■ シェルター見学の要請は、ひとつひとつ、支援提供団体によって検討・認証

されなければならない。
■ 見学のためにシェルターを訪れることを認める前に、支援提供団体は、シェ

ルターの心理学者とともに心理アセスメントを実施し、見学によってシェル

ター滞在中の被害者にいかなる心理的悪影響も及ばないことを確認するべき

である。
■ 見学は、滞在者の回復にとっていかなる心理的悪影響も生じないことが予想

されると確認された場合でなければ、最終的に許可するべきではない。
■ 見学者に対しては、シェルターの詳細な住所を教えたり、シェルターに直接

来ることを認めたりするべきではない。スタッフの一人がシェルターに連れ

てくるべきである。
■ 見学中は常にシェルター・スタッフが見学者に付き添っていなければならな

い。
■ いかなる見学者も、本人の明示的な同意とシェルターの心理学者の承認がな

ければ、滞在している被害者と会ったり話したりすることは認められない。

被害者との会見を心理学者が認めたときは、会見の最初から最後まで、シェ

ルターの心理学者かスタッフが立ち会わなければならない。
■ 見学者がシェルターにカメラや録音機器を持ち込むことは認められてはなら

ない。カメラや録音機器はシェルター・スタッフが預かり、見学が終わるま

で保管しておくものとする。
■ 部外者による見学はすべて注意深く記録し、その記録はシェルター・マネー

ジャーが遺漏なく保管しなければならない。
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■ メディアによるシェルターへのアクセスについては、明確な方針を定めてお

くこと（下記参照）。

メディアによるアクセス

メディア関係者に対してはきわめて慎重に対応しなければならない。いかなる

状況でもメディアによるアクセスを認めないことにしているシェルターもあれ

ば、よく知られていて信頼に足るジャーナリストであれば一定の状況下でアク

セスを認めたいと考えるシェルターもあろう。アクセスを認める場合でも、上

述の規則がすべて適用されるべきである。カメラや録音機器の持ち込み禁止、

滞在者とのインタビューや会話の原則禁止も例外ではない。

安全確保のための基準と手続－シェルター滞在者

シェルターの責任

滞在者の安全を最大限に確保するため、次の手続を定めておくことが推奨され

る。

■ 滞在者に対しては、周囲の状況に常に注意を払っておくよう助言しておくべ

きである。
■ 滞在者が、配慮が必要となる可能性のある面会（医師・弁護士・警察との会

見等）に出席するためシェルターの外や団体の敷地外に出なければならない

ときは、スタッフのひとりが付き添うべきである。
■ 会う相手が警察官その他の法執行官である場合、人身取引被害者には法的助

言者が付き添うべきである。

滞在者の責任

シェルターに人身取引被害者が滞在することにより、すべての関係者にとって

一定のリスクが生じることはほぼ避けられない。自国への帰還を希望する被害

者は家族や友人と連絡をとりたいと思うかもしれないが、家族や友人でさえも

シェルターの安全を危険にさらす可能性がある。同様に、滞在中にシェルター

から一歩も出ないよう義務づけることはできないので、滞在者がシェルター・

スタッフの助言にさからってかつての行きつけの場所や仲間を訪問し、その存

在を知られてしまうおそれもある。場合によっては、被害者が人身取引加害者

や仲介者と気持ちの上でいまだにつながっており、ふたたび連絡をとったり関

係を取り戻したりしたいと願うこともある。
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このようなリスクを踏まえ、シェルター滞在者に対しては、自らの責任を十分

に自覚し、それを果たしていくよう説得しなければならない。滞在者の責任に

は、自らの身を守ることだけではなく、他の滞在者の、そしてシェルターおよ

びスタッフ一般の安全を守ることが含まれる。

このような責任を果たすため、またシェルターが適正に運営されることを促進

するため、滞在者は一定の安全確保手続とシェルター内の規則を遵守しなけれ

ばならない。シェルターを運営する団体は、明確な手続と規則を定め、滞在者

とスタッフ全員に確実に周知するべきである。規則では、シェルター内のさま

ざまな仕事に対する個々の責任、スタッフや他の滞在者と良好な関係を保つた

めの行動規範といった事項を取り上げてもよい。また、薬物・アルコール・武

器・携帯電話の使用または所持、許可を得ていない面会の受入れを規則で全面

的に禁止することは、きわめて望ましい対応である。

入所予定者に対しては、正式な受入れの前に、安全確保手続とシェルター内の

規則に目を通して署名するよう求めるべきである。

安全確保のための基準と手続－秘密保持ならびに事務手続上・書類管

理上のリスク
..................................................................................................................................
個人および人身取引にかかわる秘密データは、それが電子データであるか書類であるか
にかかわらず、その取扱いと破棄には例外なく慎重を期すべきである。第１章1.2に掲
げた推奨事項を参照。
..................................................................................................................................

さらに念頭に置いておくべきなのは、シェルターでは滞在者とスタッフが日々

の活動の過程で交流を続けているため、非常にあわただしい場所になる可能性

があるということである。このような交流が行なわれ、それによって馴れ合い

が生じることにより、秘密にされるべき記録の管理・安全確保や、その他の安

全確保にかかわる基本的な手続がおろそかになる可能性もある。
..................................................................................................................................
■ シェルターの安全を確保するための基本的条件として、滞在者とスタッフの個人情報
が含まれた秘密の記録・書類はすべて安全に保管しておくことが必要不可欠である。

■ シェルター・マネージャーは、あらゆる秘密の書類・記録について、その安全確保に
直接的責任を負うべきである。

■ シェルター・マネージャーは、安全確保のための規則および指示をすべての者が厳格
に遵守するようにすることに対し、直接的責任を負うべきである。

..................................................................................................................................
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安全確保のためのこれらの措置は、主に次のことを目的とするものである。

■ 偶然にであれ意図的にであれ、許可を得ていない者が、被害者やスタッフに

かかわる秘密の個人データまたは人身取引にかかわるその他の秘密データに

アクセスしたり、これらのデータを開示されたりしないようにすること。
■ シェルター滞在者にかかわるあらゆる書類・記録が、シェルターにおけるプ

ログラムの運営・監査に必要な最低限度の範囲を超えて作成・保管されない

ようにすること。
■ 第三者への情報の伝達を最小限度に留めるため、「知る必要性の有無」の原

則が常に厳格に遵守されるようにすること。

4.3 シェルターの運営とスタッフ

4.3.1 シェルター・スタッフの構成

各シェルターで働くスタッフの人数、業務内容および資格は、それぞれのシェ

ルター・団体が有する全般的ニーズと資源によって変わってくる。シェル

ター・スタッフのもっとも適切な構成を決定するために、支援提供団体および

関連提携団体は次の点について検討するべきである。

■ シェルターが提供するサービスの範囲
■ ほとんどのサービスをシェルター内で提供するか、それとも提携しているほ

かの支援提供団体に委託するか
■ 支援・受入れ対象となる滞在者の平均人数またはその見込み
■ シェルターでの平均滞在期間

シェルターごとに、最低限、以下の職務を担当する中核的スタッフを１名ない

し複数採用することが求められる。

■ シェルターの管理運営
■ 直接のカウンセリングと心理的支援
■ 滞在者の監督および一般的ケア
■ 財務管理および物資調達
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4.3.2 シェルターの管理運営

シェルターごとに、中核的スタッフを1名選んでシェルター・マネージャーと

し、シェルターの管理運営に関する全般的責任者とするべきである。シェル

ター・マネージャーは、シェルター・スタッフの監督や滞在者へのサービス提

供を含め、シェルターの日常的活動について全般的責任を負う。また、シェル

ターの原則・目的が尊重されるようにするとともに、シェルター滞在者とス

タッフの安全、健康および福祉を確保する。

シェルター・マネージャーが担うべき責任として考えられるものを、参考まで

にリスト化しておく。

■ シェルターの日常的活動を監督する。シェルター滞在者のニーズを満たすた

めの計画を策定・実施・調整・評価する。
■ 効率的な事務体制を確立してモニターするとともに、シェルターのスタッ

フ・滞在者に対して、また支援提供のあり方について、指示・指導を行なう。
■ 滞在者のケアおよびアセスメント、支援、外部サービスへの委託、シェル

ター滞在者に対する一般的支援等にかかわるシェルターの原則、目標および

方針を、スタッフが確実に守るようにする。一般的支援には個人的問題の解

決のための支援も含まれるが、これには、必要な場合の医療支援、カウンセ

リングおよび法的支援、さらにはその他の関連のサービス（食事、物質的

ニーズへの対応、諸活動を含む）などがある。
■ 滞在者の受入れおよび退所について決定を行なう。
■ 安全確保のためのシステム、検査および手続を維持する。
■ プログラムおよび利用者に関する正確な記録の作成・保管と秘密保持を確保

する。必要なすべての書類が遺漏なく記載されているようにする。
■ シェルター・スタッフや支援提供団体の発掘、採用、オリエンテーション、

訓練および支援に参加する。
■ シェルター・スタッフの業務を監督・評価する。毎週のスタッフ会議に参加

して議長を務め、ケース支援計画を検討し、スタッフからの苦情に対応して

解決策を模索し、適当かつ必要な場合には懲戒措置をとる。
■ 途切れのない支援提供が行なえるようにするためにスタッフのスケジュール

を調整する。シェルター・スタッフの休暇、病欠、その他の理由による欠勤

に対応する。
■ スタッフの業務成績をモニターする。
■ 訪問者の記録を作成・保管する。
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■ 必要に応じて月例報告書を提出する。
■ 現行予算のもとでの支出を監督するとともに、予算勧告を行なう。
■ シェルターの建物・設備が清潔に保たれ、支障なく機能するよう、維持管理

を監督する。
■ 人身取引対策にかかわる活動、進展、調整および協力をめぐり、人身取引対

策に従事する他の公的機関関係者と連携する。
■ 必要に応じて他の関連の職務を遂行する。

4.3.3 直接のカウンセリングと心理的支援

シェルターごとに、直接のカウンセリングや心理的支援を担当するスタッフを

1名ないし複数置くべきである。シェルター滞在者に対するこのような支援は、

一般的には、シェルター・マネージャーの監督および支援のもと、ソーシャル

ワーカー、カウンセラーまたは心理療法士が行なう。

ソーシャルワーカー／カウンセラー

ソーシャルワーカーやカウンセラーは、シェルター滞在者のカウンセリングを

行なうとともに、他のケア提供者と協力しながら作成した個別ケース計画にし

たがって提供されるケアおよびサービスの手配とモニタリングを担当する。

ソーシャルワーカーやカウンセラーが担うべき責任として考えられるものを、

参考までにリスト化しておく。

■ 被害者と最初に面会するとともに、滞在者向けにシェルターのオリエンテー

ションを行なう。
■ 滞在者がシェルターで提供されるサービスについて理解し、承諾するように

する。
■ 滞在者の差し迫ったニーズおよび副次的ニーズを特定する。
■ 滞在者本人、シェルター・スタッフおよび他のケア提供者とともに、個別の

ケースの支援計画を作成する。
■ シェルター内外の支援提供団体に対し、滞在者が支援を受けられるようにす

るための適切な委託を行なう。
■ 必要に応じてまたは滞在者から要請された場合に、滞在者が支援提供団体と

面会する場に付き添う。
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■ シェルター滞在中の滞在者の状態および進展状況をモニターする。
■ シェルター退所日、フォローアップのための委託先や支援に関する決定に参

加する。
■ 滞在者とともに退所手続を確定し、退所のための手配を行なう。滞在者が手

続と委託先を理解できるようにする。
■ シェルターが経由国または目的国にある場合、滞在者の出身国の支援提供団

体が常に連絡をとれるようにしておくとともに、滞在者の退所後3か月間

の進展状況を報告してもらう。
■ シェルターが出身国にある場合、滞在者のシェルター退所後6 か月間は

個々のケースをモニターし、適切なフォローアップを行なう。
■ シェルターがある場所および出身国で活動している他の支援提供団体との連

絡を確立・維持し、最新の情報を交換する。
■ 毎週のスタッフ会議および個別ケース会議に出席する。

心理療法士

シェルターで働く心理療法士の職務は、滞在者がどのような精神状態にある

か、シェルターの境遇・環境のなかでうまくやっていく力があるかどうかを判

定する目的で、滞在者と面接することである。個人治療やグループ・セラピー

を行なうほか、必要に応じ、行動修正プログラムを立案・実施したり、必要に

応じて、他のケア提供者と連携しながら滞在者のための治療・支援プログラム

を策定・実施したりすることも考えられる。

心理療法士が担うべき責任として考えられるものを、参考までにリスト化して

おく。

■ 滞在者のアセスメントや診断テストを実施する。
■ 差し迫った危機や問題への対応方法を滞在者に助言する。
■ 滞在者に支援とケアを提供する。
■ 精神障害の徴候がある滞在者を見極め、精神科医による治療を勧める。
■ 滞在者の精神的能力に疑義があるときは、該当者についてアセスメントを実

施し、シェルター・マネージャーおよび他の関連のサービス提供者にしかる

べき報告を行なう。
■ 滞在者の個別ケース計画の作成に参加する。
■ 滞在者のシェルター退所の時期、条件および支援委託先の決定も含むケース
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対応に参加する。
■ シェルターの全般的活動およびプログラム開発に貢献する。
■ ケース会議に出席する。
■ 必要に応じ、毎週のスタッフ会議に出席する。

4.3.4 滞在者の監督および一般的ケア

シェルター・スタッフには、24時間体制で滞在者の一般的監督とケアを行な

うシェルター世話人が含まれているべきである。シェルター世話人は、シェル

ター・マネージャーの監督・支援のもとで職務を遂行する。

シェルター世話人

シェルターごとに、滞在者の監督および一般的ケアを担当するシェルター世話

人を2名以上置くべきである。シェルター世話人は、日中のシェルター活動を

監督し、夜間の当直を手配するとともに、シェルターの規則と安全確保手続が

遵守されるようにする。

シェルター世話人が担うべき責任として考えられるものを、参考までにリスト

化しておく。

■ 一般的監督を行ない、滞在者がシェルターの規則を守るようにする。
■ 毎日の時間割およびシェルター・マネージャーの指示にしたがって、日常的

活動を団体・準備・円滑化する。
■ 滞在者の出入りを記録する。
■ シェルター・マネージャーがあらかじめ承認した訪問者全員の出入りを記録

する。
■ 滞在者が医師の診断を受けた場合および医師から処置を受けている場合に

は、それを記録する。
■ 医療サービスその他の関連サービスに関する同意書の内容を滞在者に理解し

てもらい、同意書に署名してもらう。
■ 滞在者が安全確保上の規則・指示に従うようにする。
■ シェルターで清潔・快適な環境を維持するための規則に、滞在者およびス

タッフが従うようにする。
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■ 滞在者がおたがいに必要な敬意と配慮を保ちながら接しあうようにする。
■ 滞在者間で生じた問題や、滞在者がシェルター・マネージャーに訴えた苦情

に、速やか且つ適切なやり方で対応する。
■ 必要に応じて、全般的な清掃・洗濯・維持作業を行なう。
■ 常備品やシェルター備品に不足が生じた場合に、財務・調達アシスタントに

知らせる。
■ 維持管理や修理が必要になった場合に、シェルター・マネージャーに知らせる。
■ 何らかの問題、安全確保面でのリスク、異例の事態が生じた場合に、シェル

ター・マネージャーに知らせる。
■ シェルターでの活動および毎日の出来事を日誌に記録する。
■ 毎日の出勤状況および出来事を週ごとに文書で報告する。
■ 毎週のスタッフ会議に出席する。

4.3.5 財務管理および物資調達

スタッフには、シェルターの財務・調達の監督を主として担当する者（財務主

任または財務・調達担当者或いはアシスタント）が1名、含まれているべきで

ある。

財務・調達担当者

財務・調達担当者は、シェルター・マネージャーの監督・支援のもとで、シェ

ルターのあらゆる支出の記録が適正に維持されること、利用可能なシェルター

予算の限度内で必要な物品を購入することに責任を負う。

財務・調達担当者が担うべき責任として考えられるものを、参考までにリスト

化しておく。

■ あらゆる支出を詳細かつ正確に記録する。
■ シェルターの資源が慎重にかつ効率的に活用されるようにする。
■ シェルターのあらゆる支出および請求書への支払が遅滞なく行なわれるよう

手配する。
■ すぐに消費する生鮮食品・缶詰・乾燥食品を切らさないようにする。適切な

衣料、履物、衛生用品、旅行カバン、その他の必要な物品の予備を用意して

おく。
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■ シェルター管理部と協議のうえ、必要な消耗品を購入する（またはその購入

を委託・監督する）。
■ すべての支出の詳細を記した財務報告書を週ごとにシェルター・マネー

ジャーに提出する。
■ 必要に応じ、スタッフ会議に出席する。または、必要に応じ、会議中にシェ

ルター内に留まって監督役を務める。

4.3.6 その他のスタッフ

シェルターの資源、ニーズおよび主たる支援提供場所（シェルター内かシェル

ター外か）によっては、必要に応じ、保健従事者、指導官、活動コーディネー

ター、通訳者等をスタッフとして擁することも考えられる。

4.3.7 ボランティアの活用

滞在者に提供する支援や活動の数・種類の増大にともない、ボランティアを活

用してその実施を手伝ってもらうシェルターもある。一般的原則として、シェ

ルターで提供される支援や活動を補完するためにボランティアの支援を活用す

ることはできるものの、通常は正規スタッフに割り当てられるべき必須業務の

実施にはボランティアを活用しないのが通例である。シェルターによっては、

以下のような面で支援を受けるためにボランティアを効果的に活用してきた。

■ 言語のスキル
■ コンピューター関係のスキル
■ ドラマ・セラピー、ダンス・セラピー
■ 美術工芸

ボランティアを活用するかどうかは、必然的に、安全確保上の考慮、資源や監

督能力の有無、滞在者のニーズ、ボランティアによるサービスの付加価値に

よって決まる。ボランティアが活動を行なっている間は必ず正規スタッフが立

ち会うようにすることが、常に望ましい。安全規則の遵守と支援活動の質の維

持を確保できるようにするため、ボランティアは全員、以下の手続に従うべき

である。
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■ 初期の人物吟味と個人的背景の確認を受けること。
■ シェルターの規則に署名すること。
■ 秘密保持誓約書に署名すること。
■ 導入的な人身取引対策研修を受けること。

子どもを相手にするボランティアは、人身取引の被害を受けた子どもの特別な

ニーズおよび権利に関する特別研修・啓発セッションを受講することが求めら

れる。

4.4 シェルター・スタッフの管理と研修

シェルター・マネージャーは、シェルターのスタッフ管理にかかわる以下の側

面を整備・監督することについて第一義的責任を負うことが求められる。

■ スタッフの研修
■ スタッフの行動規範
■ スタッフのスケジュール
■ スタッフの監督

4.4.1 研修およびスタッフ能力開発のためのプログラム

各スタッフに対し、採用から1～2週間のうちに、シェルターおよび人身取引

対策に関する一般的オリエンテーションが行なわれるべきである。その調整は

シェルター・マネージャーが行なう。一般的オリエンテーションを補完するも

のとして、スタッフの経験に応じて必要とされる範囲内で、具体的業務に関す

るオリエンテーションおよび適切な研修を行なうことも求められる。

研修のテーマとして取り上げたほうがよいと思われるものは以下のとおりである。

■ 人身取引という現象
■ 法の一般的原則および人身取引被害者の権利（パレルモ議定書にも触れると

ともに、人身取引に関連する国内法令も概観する）
■ トラウマを負った被害者の癒しおよび回復を目的とした支援策の一般的指針
■ 人身取引被害者の回復を促進し、そのリハビリを支援するための治療的措置

または支援
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■ トラウマを負った被害者とコミュニケーションをとるための具体的スキル
■ 支援提供における、職務間の補完的アプローチとチームワーク
■ 危機対応の原則
■ カウンセリングの基本原則
■ 人身取引被害者にとくに適用されるべきカウンセリングの原則
■ 当該地域で利用可能な支援サービス・専門的サービスに関する情報
■ 安全研修
■ 応急処置の訓練

シェルター・マネージャーは、シェルター・スタッフのニーズと人身取引対策

分野における進展に応じ、フォローアップのための研修や専門的研修を実施す

るべきである。

4.4.2 シェルター行動規範・標準活動手続

シェルターごとに、シェルター・スタッフを対象とした「行動規範・標準活動

手続」を策定し実施するべきである。行動規範は、人身取引対策に関する支援

提供団体の方針に従って策定することが求められる。そこに盛りこんだほうが

よいと思われる重要な原則については、このハンドブックですでに詳しく述べ

た。行動規範では、とくに、シェルター・スタッフはシェルターの安全規則・

秘密保持規則を厳格に遵守しなければならない旨、定めてもよい（本章末尾に

それぞれ資料1・2として掲載した「スタッフ行動規範の指針」と「スタッフ

秘密保持誓約書」見本を参照）。

4.4.3 スタッフの勤務時間割

シェルター・マネージャーは、スタッフが24時間・週7日の体制で途切れる

ことなくシェルターでの対応を行なえるように勤務時間割を決定・管理するこ

とが求められる。スタッフがシェルターに途切れることなく常駐しているよう

にするため、あらかじめ代替スタッフを指名し、病気や緊急事態で欠勤するス

タッフに代わってシフトに入れるようにしておくべきである。
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スタッフのスケジュールを効率的な形で組めるようにするためには、スタッフ

と滞在者の適切な人数比を考慮しなければならない。これは、勤務可能なス

タッフの人数、シェルターの定員、いずれかの時点におけるシェルター滞在者

数、提供される支援の内容、滞在者のニーズ、そして可能なかぎり最高水準の

ケアを提供するシェルター・スタッフの力量しだいである。スタッフ／滞在者

比は定期的に再検討し、引き続き効果的活動が行なえているかどうか確認する

ことが求められる。

4.4.4 監督

毎週のスタッフ会議

スタッフ会議を毎週開催することは、スタッフの活動と滞在者の状態変化が適

正にモニター・監督されるようにする上で有益である。毎週のスタッフ会議を

定期的に開催することにより、次のような問題について議論する機会を持つこ

とができる。

■ ケース対応の調整
■ 全般的なケース進展状況
■ 滞在者の入所／退所
■ ケースについて生じた問題を解決するための手段
■ 倫理にかかわる諸問題
■ 支援提供および人身取引対策に従事している他の団体との関係
■ 滞在者やスタッフ間のもめごとや苦情
■ シェルターの方針・諸手続の評価
■ 滞在者アンケートの検討
■ シェルターにかかわるその他の一般的問題・考慮事項（必要に応じ）

個別の面接・監督

シェルター・マネージャーは、必要に応じてシェルター・スタッフと個別に面

接して話し合いを持つとともに、以下の点が確保されるようにすることも求め

られる。

■ 指示：シェルター・スタッフに対して示される目標は、シェルターの現状

と、目標達成のために利用できる手段に応じた、現実的かつ達成可能なもの

であるべきである。
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■ 指導：シェルター・マネージャーは、シェルター・スタッフに対して非公式

な形での訓練とコーチングが継続的に行なわれるようにするとともに、ス

タッフの業務遂行を励まさなければならない。
■ フィードバック：スタッフの業務遂行状況を評価・承認・激励・批判すると

ともに、シェルターの業務にかかわるあらゆる側面についてのコミュニケー

ションを維持する上で、フィードバックを得ることは有益である。またそれ

は、シェルターの現状や、スタッフおよび滞在者が直面している可能性があ

る問題を明らかにして対処する上でも有益である。
■ カウンセリング：スタッフの行動や業務遂行状況、または滞在者の行動に関

して何らかの問題が生じた場合、シェルター・マネージャーは本人の注意を

促すとともに、改善に向けた激励と助言を行なうべきである。
■ 規律の維持：シェルターの規則の無視・違反があった場合、シェルター・マ

ネージャーは適切な措置をとるべきである。現行の規則とその目的について

スタッフの注意を促し、なぜその規則を尊重することが不可欠か、説明する

ことが求められる。安全規則または守秘義務に違反する行動は、もっとも重

大な注意の対象とされるべきである。

4.4.5 バーンアウト（「燃え尽き」現象）

バーンアウトとは、感情的につらい状況に長期間関与することによって、身体

的・感情的・精神的に疲弊しきってしまうことを指す。人身取引被害者に対応

するスタッフは、自分自身を大切にするとともに、自分の仕事に支障なく注ぐ

ことのできる感情的エネルギーの量について限界を決めておくよう奨励されな

ければならない。マネージャーは、人身取引被害者のようにトラウマを負って

いる人々のケアやサービスに携わる者が、ストレスにより種々の心理的反応を

起こし、それによって二次的ストレス障害や二次的トラウマが生じる可能性が

あることを念頭に置いておかなければならない。継続的ストレスが放置されて

長期間蓄積していった場合、「バーンアウト」につながる可能性がある1。

バーンアウトの認知、その予防およびバーンアウトが生じた場合の対応のため

の措置を含め、スタッフ支援について詳しくは第5章5.15を参照。
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4.5 シェルターにおける被害者支援の手続

本章の残りの部分では、人身取引被害者をシェルターに受け入れた瞬間から

シェルター退所のときまでにとられる一連の措置について、シェルター・ス

タッフのための指針を示すことが目的である。以下の指針は、出身国のみなら

ず経由国・目的国で実施されるシェルター関連手続についても対象とすること

をめざしたものである。シェルターが経由国・目的国・出身国のいずれに置か

れているかにかかわらず、手続は同じであることが多い。以下、このような共

通の手続について取り上げていく。

以下に示す手続的指針の内容は、いやおうなく、委託・帰還・社会復帰に関す

る手続の内容と部分的に重複し、またはこれらを補完するものとなる。委託・

帰還・社会復帰に関する具体的手続については本章ですでに取り上げたので、

そちらを参照されたい。シェルターにおける手続は、個々の被害者がどのよう

な状況にあり、どのようなニーズを抱え、どの程度の支援を必要としているか

によっても変わってくる。そのために生ずる手続の違いについては、指針全体

を通じて取り上げていく予定である。

..................................................................................................................................

補遺1「人身取引の対象とされた人のケアおよび面接における倫理原則」の
復習

支援提供団体のスタッフは全員、人身取引被害者の面接または支援に着手する前に、こ

のハンドブックの補遺1「人身取引の対象とされた人のケアおよび面接における倫理原

則」と補遺2「面接チェックリスト」を注意深く読み、復習することが求められる。

..................................................................................................................................

4.5.1 シェルターで被害者に対応する際の基本的考え方

シェルター滞在者に適切なケアと措置が行なわれるようにするため、シェル

ター・スタッフは全員、人身取引という現象について、またそれが人身取引被

害者と支援提供のあり方に対してどのような影響を及ぼすかについて、しっか

りと把握・理解しておくことが求められる。シェルター・スタッフは、人身取

引とその過程の特質について精通しているべきである。重要な原則、人身取引

という犯罪と人身取引過程に含まれる要素、そして心理的・情緒的・身体的健

康への影響にかかわる問題についてはこのハンドブックの随所で検討している
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ので、ここでは繰り返さない。シェルター・スタッフは全員、このハンドブッ

クに掲げた一連の指針に精通していることが望ましい。

基本的考え方－スタッフの姿勢と振舞い

シェルター・スタッフが被害者に対してどのような姿勢と振舞い方で接するか

は、リハビリテーションと社会復帰のプロセスで何よりも重要である。シェル

ター・スタッフは、人身取引被害者と接触する際に、以下の点を心がけるよう

求められる。

■ 受容：滞在者に対する共感的姿勢を意味する。このような姿勢は、心からの

関心を示すこと、共感的に耳を傾けること、否定的ではない応答をするこ

と、相互尊重の雰囲気を奨励することによって伝えることができる。被害者

が、自分が責められていると感じないようにすることが重要である。
■ 個性の肯定：スタッフは、他人にはない滞在者の資質を容認するように努め

るべきである。滞在者ひとりひとりを理解し、個別の注意を払っていること

は、滞在者が自分の気持ちや気になっていることを表明する機会を持てるよ

うにすることで伝えることができる。
■ 客観性：スタッフは、状況を客観的に検討するよう努め、シェルター滞在者

との業務上の関係に個人的な意見や判断を持ちこまないようにするべきであ

る。
■ 被害者の活力水準の把握：支援措置のあり方は、被害者本人の身体的・情緒

的状態にあわせて修正することが求められる。質問攻めにしないようにした

り、シェルターに滞在している特定の被害者が何を言い、何を言わなかった

かに過度に几帳面になったりすることなどが考えられよう。
■ 感情面での関わりに対する抑制：スタッフは、表に出された感情や内に秘め

られた感情に敏感に気づくとともに、人間の通常の行動様式に関する知識を

踏まえた理解を示し、しかるべき形で応答することが求められる。シェル

ター・スタッフは、冷たいとか無関心であると受け取られないようにするべ

きだが、同時に、クライエントと自分を重ね合わせたり、過度に感情的に入

れこみすぎたりするべきではない。

基本的考え方－信頼関係の確立

シェルター・スタッフは、人身取引という犯罪が他者に対する被害者の信頼・

信用を深刻な形で崩壊させるものであること、人身取引被害者が他者への信頼

と正常な人間関係を取り戻すためには忍耐と集中力とスキルが必要であること
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を、念頭に置いておかなければならない。信頼の雰囲気を再建しようとするに

あたっては十分に配慮すること、より積極的なコミュニケーションを行なおう

とするときは過度な圧力をかけないようにすることが、重要である。シェル

ター・スタッフは、共感的態度を保ち、一方的な価値判断を行なわないように

努めつつ、あまり感情を表に出し過ぎないよう努力することが求められる。

シェルターで被害者と相対する際には、言語的手段と非言語的手段を組み合わ

せて共感を示すことがもっとも効果的な対応となりうる。シェルターで被害者

に対応する際に役立つ技法としては、以下のようなものが挙げられる。

■ 個別の状況に焦点を当てること
■ 被害者の話に注意深く耳を傾けること
■ 誠実に、人間らしく応答すること
■ 落ち着いた態度を保ち、注意を失わず、関心と共感を示すこと
■ 相手をコントロールしたり上から見下ろすような態度をとらないこと
■ 可能な場合には、意思決定の権限を認めること
■ 人身取引被害者のための支援のシステムを説明すること
■ 人身取引被害者のために活用できる資源について知っておくこと
■ 個別のニーズに柔軟に対応すること
■ 必要な場合、被害者および自分自身のために追加の援助・支援を得ること

シェルター・スタッフは、人身取引被害者に効果的に対応するための自分なり

のスタイルを開発するとともに、被害者の心理的・身体的状態、被害者が置か

れている状況および被害者の関心に応じて決定される、被害者への支援提供方

法も検討・決定しなければならない。

4.5.2 シェルターへの到着

シェルターへの被害者到着の前に、十分な準備を整えておくことが重要であ

る。ほとんどの場合、シェルターに被害者が到着するまでの事前準備について

はシェルター・マネージャーが第一義的責任を負うが、適当な場合にはこの責

任を他のスタッフに委ねてもよい。（被害者面接の模範的あり方に関する詳し

い情報は、このハンドブックの補遺1として掲載した「人身取引被害者のケア

および面接における倫理原則」に掲げられている。人身取引被害者に対する精

神的健康面での支援についてさらに詳しくは、第5章5.12.2も参照のこと。）
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4.5.3 最初の面接担当者の決定

シェルターにやってきた被害者との最初の面接をだれが担当するかについて

は、シェルター・マネージャーが決定するのが通例である。シェルターによっ

てはシェルター・マネージャー自身が最初の面接を担当することもあれば、

シェルター駐在の心理療法士やソーシャルワーカーに担当させるところもあ

る。

最初の面接をだれが担当するにせよ、次の資質は備えていることが求められ

る。

■ 信頼関係を確立するスキル
■ 言語スキル（該当する場合）
■ 心理学的スキル（被害者に心理的問題があることがわかっている場合）
■ 専門家として子どもに対応した経験（被害者が子どもである場合）

理想的には、人身取引の被害を受けた子どもの面接をシェルターで行なうとき

は、必要な資格を有する専門家であって、被害を受けた子どもの心理的・情緒

的・身体的発達および行動について専門的な訓練を受けた者が担当するべきで

ある。可能であれば、文化的背景が面接対象の子どもと同じまたは類似であ

り、子どもと同じ言語を話せる専門家を確保することも推奨される。

面接時に、被害者との最初の面接を担当する者以外にシェルターにスタッフが

いないという状況を生じさせるべきではない。最初の面接では、被害者に対応

する者は邪魔されることなく注意を集中させなければならないので、他の滞在

者の監督および支援が適正に行なわれるよう、別のスタッフがシェルター内に

いるべきである。

4.5.4 面接のタイミングと設定

被害者がシェルターに到着する日時は、通常、シェルター・マネージャーの責

任で決定・確認される。最初の面接を担当するスタッフは、少なくとも1時間、

中断されることなく時間を割けるようにスケジュールを調整しておくべきであ

る。したがって、担当スタッフの勤務シフトの終了間際に被害者が到着するよ

うにスケジュールを組むのは望ましくない。
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一般的には、最初の面接を同時に複数の被害者と行なうことはしないようにす

ることが求められる。シェルターが複数の被害者を同時に受け入れなければな

らないときは、対応するスタッフを追加し、新規滞在者と個別に面接を行なえ

るようにするべきである。

最初の面接の担当者が用いる言語で被害者が効果的な意思疎通を図れるかどう

か疑問がある場合、通訳が利用できるときに面接を持つことが望ましい。

シェルターはそれぞれ、委託元の事務所やその他委託を行なってくる提携団体

と、シェルターへの到着時刻に関する方針について予め合意しておくべきであ

る。可能であれば、定められた開所時間内にしか新たな受入れは行なわないと

決めておくことが求められる（事情により時間外の緊急受入れが必要な場合は

除く）。シェルターごとに、新規滞在者の到着に関する最低限の事前通告の内

容および時間を定めておくべきである。このような方針は、被害者の新たな

ケースファイルを作成し、被害者との最初の面接の担当者を決め、必要な場合

には追加的支援を提供できるようにしておくための、十分な時間を確保するた

めに必要となる。

4.5.5 最初の面接の環境

最初の面接は、シェルター内の、プライバシーと秘密が守られる場所で行なう

ことが求められる。面接を行なうのに理想的な環境は、広々として明るく、く

つろぎやすい家具が配置された、2人だけになることができる部屋である。理

想的には、シェルター内の少なくとも1部屋は、シェルター滞在者と2人だけ

で個別の話し合いやカウンセリングが行なえるようにする目的で、いつでも利

用できるようにしておくことが求められる。

被害者との最初の面接では、他のスタッフや滞在者の耳に入るべきではない、

配慮を要する秘密の情報がやりとりされることになろう。したがって、このよ

うな部屋はシェルターの共用空間から離れた場所に設けることが望ましい。可

能であれば、最初の面接はシェルター・スタッフの事務所では行なわないよう

にするべきである。面接担当スタッフは、他のスタッフがそばにいたり、電話

が鳴るなど、注意散漫になる要因が面接中はなるべく存在しないようにするよ

う努めることが求められる。また、他の滞在者が室内にいることも認められる

べきではない。
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4.5.6 最初の面接の目的

シェルターで行なわれる被害者との最初の面接には、主に次の4つの目的があ

る。

■ 信頼関係の確立
■ 安全の保障
■ シェルターに関する情報提供とオリエンテーション
■ 支援提供の基盤を整え、個別のケース支援計画の策定に備えるための、被害

者からの情報入手

信頼関係を確立する

シェルターで行なわれる被害者との最初の面接には、被害者ととりあえずの信

頼関係を確立させるという機能がある。どんな場合にも、信頼関係を確立する

ことの目的は、被害者が、自分は安全である、この人たちは自分の回復を支援

しようとしてくれていると感じられるようにすることである。シェルター・ス

タッフが被害者との最初の面接をどのように進めるかは、面接担当者の流儀、

状況のアセスメント結果、被害者の応答性と状態、被害者に関して事前に入手

できた情報の量によって変わってくる。

ほとんどの場合、面接担当者は苗字で自己紹介し、シェルターにおける自分の

立場と役割を説明するとともに、シェルターで提供される支援について話をす

る前に何か必要なもの（水やお茶など）がないかどうか、被害者に尋ねること

になる。

話し合いの間、面接担当者は、被害者の身体的・情緒的状態と話し合いへの応

答ぶりに細心の注意を払っていなければならない。人身取引が被害者に及ぼす

影響（その概要はこのハンドブックの随所で述べている）を念頭に置き、面接

担当者は、被害者が置かれている状況を理解していることを表わし、被害者の

信頼を獲得できるよう努めるべきである。たとえば、関心を持っていることを

表明するのはそのためのひとつの手段だが、自分の人生に対する主導権をふた

たび取り戻そうとする被害者の勇気に敬意を表すというやり方もある。
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被害者を安心させる

このような初期の段階で被害者の身体的・情緒的安全について安心させること

は重要である。回復プロセスにうまく着手できるようにするためには、基本的

なレベルで被害者の身体的・情緒的安全が確保されなければならない。

したがって、最初の面接を担当する者は、シェルターが滞在者やスタッフの安

全とニーズを確保するためのものであることを説明し、被害者を安心させる必

要がある。このようなニーズには、人身取引加害者およびその共犯者からの安

全、身体面・情緒面での自律と安全に加え、食糧、生活必需品、必要に応じて

の医療ケアその他の支援が含まれる。予備的なやりとりが済み、被害者が安心

すれば、シェルターの規則の説明やオリエンテーションに進むことが可能とな

る。

シェルターに関する情報提供とオリエンテーション

予備的な紹介が終わり、被害者が安心して落ち着いたことが確認されたら、最

初の面接の第２段階として、シェルターそのものおよびそこで提供されるサー

ビスについて被害者に情報提供することになる。

　シェルターの主たる目的のひとつは回復プロセスを促進するところにあり、

これは、自分の人生は自分のものである、選択は自ら行なうことができる、一

寸先は闇というわけではないという感覚を被害者が取り戻せるようにすること

でもある。よって、新たにやってきた被害者とは次のような分野について話し

合うことが重要である。

■ シェルターではどのような権利と責任があるかについて、被害者に知らせ

る。
■ 被害者の同意を確認する。
■ 利用可能なサービスについて被害者が理解できるようにするとともに、個別

の支援計画を策定するために必要な、積極的な参加と意思決定を促進する。
■ 支援提供の基盤を整え、個別のケース支援計画を策定するために、被害者当

人についての情報を入手する。
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4.5.7 シェルター滞在者の権利と義務

シェルター滞在者の権利

シェルター滞在者には諸権利が認められており、それらの権利はスタッフおよ

び他の滞在者から尊重されること、権利に関する概要のコピーは面接終了時に

手渡される情報パックのなかに入っていることを、被害者に説明する。滞在者

の権利のコピーを、情報パックとあわせて面接の開始時に手渡したいと考える

者もいるかもしれないが、そうすると実際には、残りの面接中、被害者が注意

散漫になってしまいかねない。そのため、全ての書類は最初の面接の終了時に

渡すのが望ましい対応である。

面接中、新規滞在者に対しては、滞在者に認められている権利の概要を説明す

ることが求められ、とくに被害者の自由意志、秘密保持および自己決定につい

ての権利を強調することが重要である。シェルターに入所するための条件とし

て、被害者はすでに口頭・書面での同意を支援提供団体に与えているはずであ

り、同意書のコピーが被害者のシェルター・パックとケースファイルに含まれ

ているはずである。ただし、自由意志にかかわる権利についての認識と理解を

万全なものとするため、被害者に対しては、シェルターを通じて提供されるあ

らゆる支援について自由意志に基づいて同意する（あるいはしない）権利があ

ることについて、可能な限度でおよび状況に応じた形で自分自身の言葉で述べ

るよう、要請することが求められる。

被害者に対しては、シェルターにおける支援または特定の処遇のあり方につい

て不満がある場合、利用可能な苦情申立手続を通じてシェルター・スタッフの

注意を喚起できることも、知らせておくべきである。その場合、滞在者が気に

なっていることについて話し合い、適当な解決策を見つけだすために、シェル

ター・マネージャーとの2人だけの面会を手配することにしておいてもよいだ

ろう。

シェルター滞在者の権利の概要は書面で公開するとともに、母語によるコピー

を滞在者全員に渡しておくべきである。

以下、滞在者の権利の例を掲げる。同様の内容が本章末尾の資料3にも掲載さ

れている。



150

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

シェルター滞在者の権利

このシェルターに滞在する人はだれでも、次のような権利を持っています。

■ 正当に尊重され、また文化的配慮をもって扱われること。
■ 秘密を守られること。
■ プライバシーを尊重されること。
■ 自分のための支援目標および支援計画を立案・決定する上で役割を果たすこ

と。
■ 十分な情報にもとづく全面的な自由意志を踏まえて、支援を受けること。
■ 提供される支援およびその目的について、自分が理解できる言葉で知らされ

ること。
■ 自分の個人記録に合理的範囲内でアクセスできること。

滞在者に対しては、ここで述べられている権利のいずれかが侵害されたと考え

るに足る理由がある場合、またはシェルターにおける取扱いもしくはサービス

について不満をもつ理由がある場合には、そのような懸念について話し合うた

めにシェルター・マネージャーと2人だけで会うことを要請できることについ

ても、知らせておくことが求められる。

この段階に至れば、状況によって、また被害者の背景事情と状態に関する心理

療法士の見解に応じて、面接担当者は被害者の法的権利について簡単に触れて

もよい。ただし、ほとんどの場合、このような法的権利についての話し合いは、

被害者が少なくとも１日は休息・回復のための時間を持ち、シェルターのサー

ビスに関する情報を見直したり、支援計画についてシェルター・スタッフと話

し合ったりしてから持つべきなのが通例である。

シェルター滞在者の責任

シェルター滞在者は、自分自身、シェルター・スタッフおよび他のシェルター

滞在者に対するいくつかの義務を守らなければならないことについても説明

し、明確にしておくことが重要である。

滞在者規則のコピーはすでに新規滞在者に手渡されているはずであり、ここで

はそれを面接担当者とともにあらためて見ていくことが求められる。ひとつひ

とつの規則を詳しく見ていく必要はないかもしれないが、面接担当者は、新規



151

第4章　シェルター運営ガイドライン

滞在者が規則およびそれを遵守する義務について全般的に理解していることを

確認するべきである。

シェルター規則の一例を以下に掲げる。

シェルターの一般的規則

■ 他の滞在者およびシェルター・スタッフ全員に、敬意をもって、礼儀正しく

接する。
■ シェルター・スタッフから割り当てられた日常的作業その他の作業はすべて

受け入れ、求められたとおりに行なう。
■ シェルターにおける自分の就寝スペースの整理整頓および清掃については、

滞在者全員が自分で責任を持つ。
■ シェルターに属するものと資源は、万全の配慮と尊重の念をもって利用す

る。
■ 私物については、スタッフに預けて保管してもらうもの以外、滞在者ひとり

ひとりが自分で責任を持つ。
■ 起床・消灯時間を含むシェルターのスケジュールにはしたがう。
■ シェルターから外出するときは、事前にシェルター・スタッフの同意を得

る。
■ 担当の医師、心理療法士およびシェルター・スタッフによる治療上の指示お

よび勧告にはすべてしたがう。薬は処方箋で指示された容量・頻度で服用す

る。
■ シェルター滞在者は全員、身のまわりの衛生にしっかりと気を遣う。
■ シェルター滞在者は、大声を出したり大きな音を立てたりしてはならない。
■ シェルター内の喫煙は認められない。
■ シェルター内の立入り禁止区域（スタッフ事務所・保健室）には、スタッフ

の明示的許可がないかぎり立ち入らない。

以上の一般的規則は、人身取引の被害を受けた子ども向けに、その年齢と成熟

度を考慮しながら微調整することが求められる。以下、未成年者向けの規則の

見本を掲げる。

■ 自分のことは自分でやり、身のまわりをきれいにしておく。
■ ベッドを整えたり物を整理したりなど、日常的な作業をきちんとする。
■ ほかの人の権利や持ち物を尊重する。
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■ シェルターで生活している人やスタッフなどと協力する。
■ 時間割に組まれている活動にはすべて出席・参加する。

一般的規則について説明したら、新規滞在者に対し、被害者の母語で書かれた規

則のコピーがケースファイルに含まれていること、シェルター内にもコピーが掲

示されていることを説明する。何らかの理由で新規滞在者がまだ規則のコピーに

署名していない場合、またはシェルターが署名入りのコピーを保持していない場

合には、最初の面接の終了時に、もう一度署名するよう被害者に求めるべきであ

る。（シェルター規則の一例は、本章最後の付記4に掲げられている。）

シェルターの安全規則

一般的規則について話し合った後は、面接担当者は安全規則について詳しく話

し合うことが求められる。面接担当者としては、安全規則のひとつひとつを被

害者とともに検討し、被害者がそれを理解して積極的に守る意思を持つように

しなければならない。

以下、被害者に説明すべき安全規則の例を掲げる。

■ 薬物、アルコール、武器その他の持ち込み禁止品は、種類を問わず、いかな

るときにもシェルターに持ち込んではならない。
■ シェルターでは、携帯電話やポケットベルの使用はいかなるときにも認めら

れない。これらの品物は、シェルター入所時にシェルター・スタッフに渡し

て保管しておいてもらわなければならない。シェルター退所時には返還され

る。
■ 事前に通告・チェックされていない者によるシェルターへの訪問は、いかな

るときにも認められない。
■ 地域内・国内・国際電話は、非常の場合、またはシェルター・マネージャー

との協議の上でシェルター・スタッフが許可した場合を除き、いかなるとき

にもかけることはできない。
■ シェルターの場所や、シェルターの滞在者またはスタッフの個人情報の詳細

は、いかなる者に対しても開示してはならない。
■ 被害者のフルネームその他の個人情報の詳細は、他の滞在者またはスタッフ

に開示してはならない。明示的に例外的な措置をとる場合を除き、下の名前

だけを用いるものとする。



153

第4章　シェルター運営ガイドライン

■ 家族または滞在者に近しい者、その他のシェルター部外者との接触について

は、シェルター・スタッフが安全確保上の観点から行なった指示をしっかり

守らなければならない。
■ シェルター外にいるときはつねに、移動およびシェルター部外者との接触に

ついてシェルター・スタッフが安全確保上の観点から行なった指示を、しっ

かり守らなければならない。
■ 疑わしい連絡または行為についてはただちにシェルター・スタッフに報告し

なければならない。

安全規則について説明したら、被害者に対し、被害者の母語で書かれた規則の

コピーがケースファイルに含まれていること、シェルター内にもコピーが掲示

されていることを説明する。何らかの理由で新規滞在者がまだ規則のコピーに

署名していない場合、またはシェルターが署名入りのコピーを保持していない

場合には、最初の面接の終了時に、もう一度署名するよう被害者に求めるべき

である。

被害者が規則を十分に理解し、積極的に守る意思を持っていると面接担当者が

納得したら、シェルターで利用可能な支援とサービスについて説明することが

求められる。

4.5.8 シェルターにおける支援とサービス

最初の面接で扱われる情報量は相当なものにのぼること、また利用可能なサー

ビスについて被害者の理解・同意・参加を確保しなければならないことにかん

がみ、IOMは、最初の面接ではこれらのサービスについて簡単に概観するだけ

にしておき、翌日もっと詳しく話し合うことを推奨する。被害者に対しては、

利用可能なサービスの一覧および説明は情報パックのなかに含まれているこ

と、翌日シェルター・スタッフとともにもっと詳しく検討することを、説明す

るべきである。

利用可能なサービスの一覧は、被害者が理解可能な言葉でシェルター内に掲示

しておくことが求められる。そこでは次のような情報について取り上げること

が考えられよう。

■ 帰宅のための移送
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■ 食事
■ 必需品パック
■ 医療ケア
■ カウンセリング
■ 心理的ケア
■ 法的情報
■ 専門家によるケア（必要な場合）
■ レクリエーション活動

経由国・目的国にあるシェルターは、一時在留許可や自発的帰還支援プログラ

ムを提供するとともに、次のような面で被害者を支援することもできる。

■ 身分証明書・旅行書類の回復
■ 帰国のための移送
■ 到着時の安全な滞在場所の確保
■ フォローアップのためのサービスおよび社会復帰のために利用できる支援の

紹介

出身国のシェルターで提供される社会復帰のためのサービスには、以下の点に

かかわる支援および情報を含めることも考えられる。

■ 家庭内調停およびカウンセリング・サービス
■ 身分証明書や社会的支援を受けるための書類
■ 医療ケア
■ 心理的ケアおよび精神医学的支援
■ 法的支援
■ 教育・職業訓練面の支援
■ 職を見つけるための支援
■ 小規模企業プログラム・小規模融資プログラム
■ 提携NGO
■ 社会復帰のモニタリング

人身取引被害者とともに社会復帰計画を立案・実施する際のあり方について詳

しくは、第3章2.3「社会復帰」を参照。
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4.5.9 被害者との詳細なやりとり
..................................................................................................................................

支援提供団体のスタッフは全員、人身取引被害者の面接または支援に着手する前に、こ

のハンドブックの補遺1「人身取引被害者のケアおよび面接における倫理原則」と補遺

2「面接チェックリスト」に注意深く目を通し、復習することが求められる。

..................................................................................................................................

シェルターのサービスについて基本的な概要を説明したら、より多くの情報を

入手するため、被害者とさらに詳細なやりとりを行なうことが求められる。

最初の面接のこの段階でめざすべきなのは次のことである。

■ 被害者についてより多くの包括的情報を入手する。
■ 被害者に自分自身の話をする機会を提供する。
■ 被害者の差し迫ったニーズや懸念を特定する。

被害者に関するより多くの情報の入手

面接担当者は、既に提供された情報についてシェルター・スタッフが遺漏なき

を期し、確認作業を行なえるよう、被害者に関する必要な情報の入手に努める

ことが求められる。手続が開始されて間もないこの段階では、提供された情報

に混乱や矛盾がないかどうか、それまでの情報入手にどのような困難や限界が

あったかを念頭に置いておくことが重要である。被害者がどのような身体的・

精神的状態にあるか、どのような経緯でシェルターに到着したかによって、具

体的質問にどの程度答えられるか（答える気になれるか）は変わってくる。実

際のところ、被害者は消耗し、混乱し、気もそぞろな状態でおびえているかも

しれないし、詳しい事情を一貫した形で思い出したり説明したりするのがむず

かしい部分もあるかもしれない。このようないずれかの徴候が認められる場

合、このまま面接を続けるか、それとも面接を先延ばしし、被害者が休息して

落ち着くまで待つかは、面接担当者の判断である。

面接担当者は、被害者が質問に答えない理由、個人情報の開示をためらう理由

として考えられるものを知っておくことが求められる。次のような理由が挙げ

られる。



156

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

■ 羞恥心や当惑の気持ち
■ 警察が関わることへの恐怖心
■ これまでに法執行官と関わったときの経験

面接担当者は、次のような対応をとることによって被害者を安心させるよう努

めることが考えられる。

■ 被害者に対し、支援の目的についてあらためて明確かつ穏やかに説明する。
■ 被害者が危険のない環境にいることを説明する。
■ すべての情報は厳格な秘密保持の対象とされることを説明する。

このような試みがうまくいかない場合、面接担当者は柔軟に判断し、しばらく

時間を置いてまたは翌日にあらためて面接を開始するかどうか検討するべきで

ある。その際、シェルターの心理療法士またはシェルター・マネージャーの支

援を得るか、これらの人々と協議をしてもよい。

被害者が経緯を自分なりに説明する機会

面接担当者は、より多くの情報を得て状況をいっそう明確にするために、最近

起きたことについて自分自身の言葉で話すよう、被害者に促してもよい。自分

自身の言葉で話をする可能性が認められれば、被害者についてより深く知る機

会になるほか、とりわけ重要な（または苦痛を感じている）出来事や事情につ

いて被害者自身が話をできるようにもなる。被害者自身の言葉で話をするプロ

セスは、面接担当者との信頼関係を深め、より緊密なものとする上でも役に立

つ。話をすることは、被害者と話し相手との間にきずなを生み出し、相互に結

びついているという感覚および信頼の基盤を醸成する一助となりやすいからで

ある。

被害者がこれまでの経験についてあらゆることを事細かに明らかにする必要は

ないし、そのように求めることも推奨されない。話の内容がどの程度詳しいも

のになるかは、シェルター到着以前に被害者が何回、どのようなやり方で事情

聴取を受けたかによって変わってくる可能性がある。

重要なのは、被害者が自分自身の言葉で経験を語れるようにすることである。

面接担当者は次のような対応をとることが求められる。

■ どのような感情が表出されても、是認すること
■ 被害者が、自分は支えられていると感じられるようにすること
■ 一方的な価値判断を下さない姿勢を保つこと
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被害者のニーズの確定

差し迫ったニーズ

被害者が自ら選んだ出来事や問題について自由に話し合った後は、面接担当者

は、被害者にとっていままさに気になっている問題を特定するとともに、差し

迫ったニーズがあればそれを確認するべきである。ここでも、被害者自身の関

心事こそ重要であること、提供されるサービスや支援は被害者の希望・関心に

したがって、その参加を得ながら立案・実施されることを強調するよう求めら

れる。もっとも重要な個人的ニーズや問題について被害者がすでに明らかにし

ているのであれば、面接担当者は、たとえばそれを自分の口からも述べ、被害

者にその重要性の確認を求めるなどして、それがどのぐらい大切であるのか、

あらためて確かめるべきである。

それ以外のケースでは、面接担当者は被害者がどのような精神状態にあるかを

さらに検討し、優先分野を推定・確認しなければならない。面接担当者が十分

な経験を積んでいれば、この過程で被害者を支援しやすくなる。たとえば、経

由国・目的国にいる被害者にとっては、人身取引加害者から離れて安全でいら

れること、刑事制裁を科されないこと、帰国したいことが主な優先分野である

ことが多い。出身国では、家族との最初の接触および考えられる家族の反応、

人身取引の経験が公に明るみに出されることへの恐れ、健康状態がしばしば優

先事項に位置づけられる。

面接担当者としては、被害者に向かって優先事項を自分の口から述べた後、被

害者が表明した関心事を是認することが重要である。被害者が表明する関心事

は、それほど筋が通っておらず、または首尾一貫していないように思えること

もある。そのような場合、面接担当者は、表明された一般的感情はひきつづき

是認しながら、被害者の関心事のうち実務的対応が可能な要素を見出すよう努

めるべきである。

危機と非常事態の区別

被害者の差し迫ったニーズが何かを決定するときには、危機と非常事態とを区

別することが欠かせない。いずれも緊急性の要素をはらんでおり、注意が必要

な点では変わりがないが、緊急性がとりわけ重大なのは非常事態のほうであ

る。非常事態とは、突然生じた危険な状態、またはただちに対応・治療するこ

とが必要であって一刻の遅れも許されない医学的状態を指す。
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一般的に見られる身体的トラウマ症状と医学的非常事態との区別

ほとんどの場合、支援提供団体のスタッフとシェルター・マネージャーは、医

師による緊急の対応を必要とする被害者がシェルター入所前に適切なケアを受

けているようにしているはずである。とはいえ、シェルター・スタッフは、人

身取引被害者に一般的に見られる身体的徴候や、医師による即時の対応が必要

であることを示す徴候がないかどうか、常に目を光らせていることが求められ

る。

人身取引被害者に一般的に見られる身体的反応については、このハンドブック

の第5章を参照されたい。最初の面接の担当者は、被害者が全般的にどのよう

な身体的状態にあるかを検討しつつ、そのような徴候を認知して初期ケース

ファイルに記録する能力を備えていることが求められる。医師による緊急の対

応が必要であることを示す徴候が認められるときは、面接担当者は被害者に状

況を説明し、シェルターの医師または医務担当者に連絡をとって診断を求める

べきである。

心理的危機と心理的非常事態との区別

新規に受け入れた被害者に対し、通常の医療ケアの過程で心理的ケアも提供す

る必要があるかどうか、または心理療法士ないし精神医による緊急の対応が必

要とされるかどうか判断するために、面接担当者は、心理的危機と心理的非常

事態を区別する能力を有していることが求められる。後者の場合は緊急の対応

が必要である。

危機：シェルターに到着した人身取引被害者のほとんどは、ストレスおよびそ

こから生じる心理的不均衡のために心理的危機の状態にある。これは、通常の

反応機制が十分に機能しなくなり、支援がなければ困難に対処できなくなって

いる状態、または最近の経験によって反応機制が完全に麻痺している状態であ

る。このような状態は数日から数か月続く場合があり、継続的なケア、カウン

セリングおよび支援が求められる。極度の不安・動揺や抑うつ・敗北感をとも

なうのが通例であり、被害者はいつもの日課を通常のやり方では（あるいは

まったく）処理できなくなる。

適切な危機介入策としては、アセスメントやカウンセリングの継続のほか、被

害者の適応機能をできるかぎり早く従前の水準まで回復させることを目的とし
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たその他の介入策などがある。

非常事態：これとは対照的に、心理的非常事態とは、生じるおそれがある害を

回避するためにただちに対応しなければならない深刻な状態を指す。

..................................................................................................................................

どのような状態が非常事態に相当するか？

■ 自殺のおそれ－被害者が、自分を傷つけたいという思いを明示的・黙示的に表明して

いる。

■ 他害のおそれ－被害者が、他人を傷つけたいという思いまたはそのような力があるこ

とを明示的・黙示的に表明している。

■ 被害者が、判断力が深刻に損なわれている徴候または危険な状態にある徴候を示して

いる（たとえば譫妄、認知症、精神性疾患の急性症状発現など）。
..................................................................................................................................

上記のいずれかの徴候が存在する（またはそう疑うに足る理由がある）とき

は、面接担当者はただちにシェルターの心理療法士・精神医・医師やシェル

ター・マネージャーと協議するべきである。このような心理的非常事態への対

応方法についてさらに詳しくは、このハンドブックの第5章5.12.2で述べて

いる。

..................................................................................................................................

未成年者の場合、法定後見人、または子どもの保護にかかわる他の適切な機関とただち

に連絡をとり、非常事態ケアについて協議することが求められる。
..................................................................................................................................

最初の面接で非常事態ケアの必要性が明らかにならなかったとき、または必要

な非常事態ケアがすでに提供されているときは、被害者の面接担当者は、被害

者との最初の面接の最終段階に移行することが求められる。

4.5.10　最初の面接の終了

被害者との最初の面接の最終段階として、面接担当者は次のような対応をとる

ことが求められる。

■ 被害者に情報パックを渡す。
■ 被害者に、規則および同意書に署名してもらう。
■ 被害者のためにこれからどのような対応がとられるか、その概略を説明する。



160

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

シェルター情報パック

シェルター滞在者ひとりひとりに、滞在者の理解できる言語であらゆる関連情

報を記載したシェルター情報パックを配布するべきである。このパックには次

のような情報を含めておくことが求められる。

■ 支援提供団体に関する情報
■ 利用可能なサービスに関する情報
■ 同意書見本
■ シェルターの規則
■ 安全規則

被害者に、規則および同意書に署名してもらう

被害者が情報パックを受け取ったら、面接担当者は、被害者に、以下の書類の

コピーに署名してもらうことが求められる。

■ 同意書
■ シェルターの一般的規則
■ シェルターの安全規則

被害者がこれらの文書への署名を拒んだときは、面接担当者は、それぞれの書

類に署名することによって、十分な情報に基づく完全な同意を与えない限りだ

れもシェルターに滞在できないことを、説明するべきである。被害者がそれで

も署名を拒む場合、面接担当者は、なぜ拒否するのか、理由の確認に努めるこ

とが求められる。被害者の事情や意図を確認するため、シェルター・マネー

ジャーまたはシェルターの心理療法士の支援を求めることが望ましい。シェル

ターで生活したくないために書類への署名を拒んでいるのであれば、本人の意

思に反して滞在や署名を強制することはできないし、そのように試みるべきで

もない。

シェルターでの滞在を望まない場合でも、シェルターによるその他のサービス

や支援を通所型デイケアの形で受けられるようにするのかどうか、シェルター

ごとに書面で方針を定めておくべきである。受けられることにしているのであ

れば、被害者に対してその旨を伝え、支援を受けるための関連の条件について

知らせることが求められる。
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被害者がシェルターでの滞在を望まず、通所による追加的サービスを受けるこ

とも希望しない場合、面接担当者は被害者に対し、他に考えられる支援（提携

NGO、国際機関、政府機関による支援を含む）のリストを提示するべきであ

る。被害者が、そのいずれかまたは複数の支援を受けることに関心を示した場

合、シェルターまたは支援提供団体のスタッフは、代替的支援がスムーズに提

供されることをできるかぎり確保するため、ただちに適切な委託・連絡のため

の行動をとることが求められる。

被害者の事案が最終的にどのように処理され、委託の便宜を図るためにどのよ

うな試みが行なわれたかについては、被害者のケースファイルに記録しておく

べきである。

被害者のためにこれからどのような対応がとられるか、その概略を説
明する

被害者が情報パックを受け取り、必要な書類に署名したら、これからどのよう

な対応がとられるかについて被害者に情報を提供することが求められる。この

点は、被害者がどのような支援を要請しているか、また出身国・経由国・目的

国のいずれの国にいるかによって変わってくる。

被害者の質問に答える

被害者に情報パックが手渡され、同意にかかわる問題がかたづいたら、シェル

ター、その方針および関連のサービスに関するその他の質問に対応することが

求められる。被害者がどのような質問をしてきても、面接担当者はできるかぎ

り回答するべきである。特定の質問にどのように答えればいいのかよくわから

ない場合、質問をメモしておいて他のシェルター・スタッフと話し合い、被害

者にその結果を知らせることが求められる。

4.5.11　生活必需品パックと初期回復期間

最初の面接が終了したら、被害者にシェルター内を案内し、生活必需品パック

（必要に応じて衛生用品および季節に合った衣服を含む）を渡し、就寝場所を

指定することが求められる。私物を保管しておけるロッカー（または鍵のかか

るキャビネット）が用意できれば、より望ましい。
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被害者に対しては、早めに自分の就寝場所に行って休むことを認めるべきであ

る。シェルター・スタッフとしては、シェルターの日課がきちんと守られるよ

うにつねに配慮するべきではあるが、シェルターの新規滞在者が通常の日課に

適応できるようになるまでには少なくとも数日を要することも考慮する必要が

ある。それまでに他のシェルターで通常の時間にあわせて生活した経験がない

被害者は、夜中には起きたままで、昼間、細切れに眠ることが習慣化している

可能性もある。毎日の運動とあわせて日課をゆるやかに変えていくことは、滞

在者が通常の時間に適応する上で役に立つはずである。

ほとんどの場合、新規滞在者は他の滞在者と寝室を共有することになる。ベッ

ドが複数空いているのなら、新規滞在者が選べるようにしてもよい。シェル

ター・スタッフは、遅くとも新規滞在者の到着の数時間前までに、他の滞在者

に知らせておくべきである。

シェルター・スタッフのなかには、新規滞在者のためのスペース作りを他の滞

在者に頼むことで仲間意識が生まれ、助け合いの気持ちを醸成することにつな

がると考える者もいる。複数の国籍の滞在者がいる場合、同じ国籍の者どうし

で同室になることを好むのが普通である。ただしスタッフは、おたがいにうま

くやっていく力が滞在者にあるかどうかを考え、滞在者にとって最もしっくり

来る、最も居心地のいい部屋割りにするよう努めることが求められる。

シェルターに十分なスペースがあれば、個室を設けてもよいかもしれない。た

だし、人身取引被害者は部屋でひとりきりで過ごすことに慣れていない可能性

もあり、他の人々と部屋を共有するほうが居心地がよく、安心できると感じる

場合もある。可能であれば、この点についてどのような対応をとるのがよい

か、被害者と話し合うべきである。

4.6 子どもに関する特別の考慮事項

（未成年者のケアおよび面接についてさらに詳しくは、第5章5.6を参照）。

人身取引の被害を受けた子どもは、可能であれば常に自分と同じ年頃・性別の

子どもとともに保護されるべきであり、成人との混合滞在は避けることが求め

られる。シェルター・スタッフは、傷つきやすい立場に置かれた子ども、とく

に性的虐待を受けた子どもに対応するための特別な訓練を受けているべきであ

る。シェルター・スタッフはまた、保護者のいない未成年者や被害を受けた未



163

第4章　シェルター運営ガイドライン

成年者の保護にかかわる地域ごと、国ごと、国際社会の基準も参照することが

求められる。どのような場合でも、シェルター・スタッフは、それぞれの子ど

もが置かれている状況およびその子どもの最善の利益を考慮しなければならな

い。

4.7 シェルターにおけるサービスと支援

シェルターに滞在する被害者には、第3章3.2.3で述べたような社会復帰支援

も必要な場合もある。シェルターでこのような支援を直接提供できないとき

は、シェルターに滞在中の被害者を他の団体に委託してこれら支援を受けられ

るようにすることもできる。以下、これらの支援をどのように提供するかにつ

いては繰り返さず、シェルターで提供されるサービスと支援にかかわる特有の

状況について説明する。シェルター・スタッフは、支援を受けている被害者と

ともに、シェルター滞在者ひとりひとりについて個別のケース支援計画を策定

することが求められる。
..................................................................................................................................

シェルターにおける支援としては次のようなものが考えられる。

■ カウンセリング
■ 医療ケア
■ 心理的ケア
■ 精神医学的ケア
■ 法的支援
■ レクリエーション活動
■ 追加的社会復帰支援（教育、職業訓練、所得創出、就職斡旋、財政的支援）
■ 身分証明書・旅行書類ならびに自発的帰還支援
■ 出発前の支援
..................................................................................................................................

シェルターで提供されるこれらのサービスおよび支援について、以下、もう少

し詳しく説明していく。

4.7.1 カウンセリング

個人カウンセリングおよびグループ・カウンセリングは、シェルターで提供さ

れる重要なサービスである。個人カウンセリングについては第3章3.2.3.2で

説明した。人身取引被害者への精神衛生面での支援提供についてより詳しく
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は、第5章5.12.2も参照されたい。また、多くのシェルターでは定期的なグ

ループ・カウンセリングや被害者のための教育セッションも行なうことになろ

う。グループ・カウンセリングの目的は、安全で支えとなる環境を被害者に提

供し、個人的スキルや対人関係のスキル、とくに感情をより効果的に表現する

能力を発達させられるようにするところにある。

グループ・セッションは、積極的な学習を促進するとともに、被害者が問題に

取り組み、自分が抱える問題について話をするのを奨励するような形で組み立

てるべきである。グループ・セッションでは、他の人々も似たような経験と困

難をくぐり抜けてきたことを知り、他の人々の問題への取り組み方に耳を傾け

るなかでお互いについて学ぶ機会を、被害者に提供することが求められる。

グループ・カウンセリングへの参加は厳格に自発的意思にもとづいて行なわれ

るべきであり、また被害者の特別なニーズ、年齢および文化背景に応じてセッ

ションの持ち方を修正することが必要である。

グループ・カウンセラーやリーダーの役割

グループ・カウンセラー（リーダー）の役割は、グループ内での生産的で、お

たがいを尊重しあいながらのコミュニケーションを促進することである。グ

ループ・カウンセラーは、たとえばセッションのテーマと目標を導入するなど

して、グループがある程度枠組みに添った形で話し合えるようにするが、参加

者自身が方向性を示せるようにもする。共通して登場するテーマを指摘し、必

要に応じてフィードバックやサポートを与えてもよい。

グループ・カウンセラーは、各セッションの冒頭に、グループで話し合った内

容は秘密であることを参加者にあらためて告げるべきである。ただし、被害者

個人、とくに個人的な法律問題にかかわる微妙な情報がからむ可能性のある

テーマや討議は避け、被害者との個別の話し合いの場で取り上げるようにする

ことが求められる。

グループ・セッションで取り上げるテーマ

グループ・セッションでは、人身取引被害者にかかわるさまざまな問題を取り上

げることができる。カウンセラーは、セッションを実施する際、個々のテーマ

に、教育的要素も兼ね備えながら焦点を当てるよう努めることが求められる。
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ほとんどの被害者は自分の社会的・身体的状態について気にするものなので、

次のようなテーマを取り上げることを考えるべきである。

■ 家族関係
■ 自尊感情
■ 抑うつ
■ 不安
■ ストレスの軽減
■ 栄養
■ 衛生
■ 性感染症（STD）およびHIV／AIDS

4.7.2 医療ケア

被害者が身体的・精神的に良好な状態にあることは、その回復にとってきわめ

て重要である。シェルターごとに、人身取引被害者のための医療ケアをシェル

ター内で、または外部への委託を通じて提供することが求められる。各シェル

ターに医療施設や医療スタッフをどの程度配置できるかは、個々のシェルター

がどの程度の資源を有するかによって変わってくる。

被害者の医療ケアがシェルター内外のどちらで行なわれるにせよ、それを担当

する医師がシェルターによって直接雇われているわけではない場合、IOMは、

被害者のための医療ケアの提供に関する支援協定書を交わすよう推奨する。医

療ケアの提供者が官民の保健施設か医療NGOであるかにかかわらず、支援協

定では、支援提供の条件、ケアの水準、守秘義務、関連の医療サービスに対す

る料金支払期日について定めておくことが必要である。

シェルター滞在者ひとりひとりに対し、最初の面接時に、またフォローアップ

支援計画作成のためのシェルター・スタッフとの打ち合わせのときに、どのよ

うな治療を受けることが推奨されるか、説明するよう求められる。また、滞在

者が理解できる言語で次のような情報や文書等を提供することも必要である。

■ 医療ケアに関する情報（シェルター情報パックに含める形で）
■ 医師による検査・治療にかかわる書式
■ 検査前後のカウンセリング（STDやHIVの問題に関するものを含む）
■ 治療予定表および治療記録
■ 本人が受けた検査・治療の医療記録
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医療支援の提供に関する具体的指針は、このハンドブックの第5章で示してい

る。

4.7.3 心理的ケア

各シェルターは、心理的支援を必要とする人身取引被害者のための心理アセス

メントおよび心理的ケアを、シェルター内で、または外部への委託を通じて提

供することが求められる。シェルター常駐の心理療法士を配置するかどうか

は、個々のシェルターがどの程度の資源を有するか、またその必要性があるか

によって変わってくるだろう。

被害者の心理的ケアがシェルター内外のどちらで行なわれるにせよ、それを担

当する心理療法士がシェルターによって直接雇われているわけではない場合、

IOMは、被害者のための心理的ケアの提供に関する支援協定書を交わすよう推

奨する。心理ケアの提供者が官民の保健施設か医療NGOであるかにかかわら

ず、支援協定では、支援提供の条件、ケアの水準、守秘義務、心理的サービス

に対する料金支払期日について定めておくことが必要である。

子どもを対象とする心理的ケアは、トラウマを負った子どもや危険な状態にあ

る子どもへの心理的支援に関して具体的な専門性と経験を有する専門家が行な

うよう求められる。

人身取引被害者への精神衛生面での支援の提供についてより詳しくは、第5章

5.12.2も参照のこと。

4.7.4 精神医学的ケア

各シェルターは、精神医学的支援を必要とする人身取引被害者に対して精神医

学的アセスメントおよびケアをどのように委託または提供するか、方針を定め

ておくことが求められる。スタッフとして精神科医を配置するかどうかは、

個々のシェルターがどの程度の資源を有するか、またその必要性があるかに

よって変わってくる。医師や心理学者のような特定の専門家が被害者を正式に

精神科医に紹介できるかどうかも、地域の慣行によって異なる。

被害者の精神医学的ケアがシェルター内外のどちらで行なわれるにせよ、また
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入院を要するか外来で治療を進めるかにかかわらず、それを担当する精神科医

がシェルターによって直接雇われているわけではない場合、IOMは、被害者の

ための精神医学的ケアの提供に関する支援協定書を交わすよう推奨する。精神

医学的ケアの提供者が官民の保健施設か医療NGOであるかにかかわらず、支

援協定では、支援提供の条件、ケアの水準、守秘義務、精神医学的サービスに

対する料金支払期日について定めておくことが必要である。

子どもを対象とする精神医学的ケアについては、シェルター・スタッフは、後

見人、または子どもの保護にかかわる他の適切な機関と、精神科医による診

断・治療への同意について協議することが求められる。

人身取引被害者への精神衛生面での支援の提供についてより詳しくは、第5章

5.12.2も参照されたい。

4.7.5 法的支援

多くの場合、法的支援はシェルター内で提供することができる。シェルター・

スタッフに法律の専門家がいないときは、民間の個人・団体か、公的機関か、

非営利団体かにかかわらず、法律サービスを提供している個人・団体と取決め

を結んでシェルター滞在者に法的支援を提供できるようにするべきである。

シェルター・スタッフとしては、最低限、滞在者が理解できる言葉で書かれた

次の情報も提供することが求められる。

■ シェルター所在国で人身取引被害者が法的にどのような地位にあるかに関す

る情報（シェルター情報パックに含める）
■ 人身取引被害者のための国際基準に関する情報（シェルター情報パックに含

める）

未成年者に法的支援を提供する際には、シェルター・スタッフは、未成年者に

ついては別個の法制度が存在すること、また未成年者は国際基準にしたがって

法的支援を受けられなければならないことを、念頭に置いておかなければなら

ない。

人身取引被害者に対する法的支援の提供についてさらに詳しくは、第3 章

3.2.3.4および第6章6.5を参照。
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4.7.6 レクリエーション活動

シェルターは、参加の意思と能力がある滞在者を対象として、日々十分な量の

レクリエーション活動を計画するべきである。このようなレクリエーション活

動は、滞在者に次のような機会を保障することにつながる。

■ 滞在者同士でともに活動する。
■ 退屈をまぎらすとともに、無為に過ごすことに代わる建設的な作業に集中す

る。
■ 活力を高め、運動をすることにより規則正しい就寝時間を確保する。
■ 活動を通じて諸技能や自尊感情を発達させる。

レクリエーション活動には、次のような実務的な作業を含めてもよい。

■ メニュー作成（栄養）
■ 買い物リスト作り（お金のやりくり）
■ テーブル・セッティング（整理整頓、見栄えを整えることへの誇り）
■ 調理（栄養、見栄えを整えることへの誇り、自分自身と他人への気遣い）
■ 掃除（家事能力）

また、体調を整え、体を思い通りに動かせるようにし、自信を高めるために、

次のような運動を含めることもできる。

■ 柔軟体操
■ エアロビクス
■ ヨガ
■ 集団スポーツ

美術工芸は治療的意味合いを持つ活動で、諸技能を伸ばすことにつながるとと

もに、滞在者が故郷の子どもたちや家族のために贈り物を作る機会になる。

人身取引の被害を受けた子ども・青少年向けには、特別なレクリエーション活

動・教育的活動を考案するべきである。これは、年齢や発達水準にふさわしい

日常的な発達促進活動に参加できるようにするためである。
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4.7.7 追加的な社会復帰支援

シェルター滞在者が追加的な社会復帰支援を必要とする場合もあり、シェル

ター・スタッフ自ら提供できるものもあれば、シェルターでは提供できないも

のもあろう。シェルターは、被害者とともにニーズ・アセスメントを実施する

とともに、必要なサービスをシェルターで提供できないときは他の組織への手

配を行なうべきである。このようなサービスとしては、教育制度への復帰、職

業訓練、小規模起業支援、所得創出活動、就職斡旋、財政的援助などが挙げら

れる。このような支援の提供についてさらに詳しくは、第3章3.2.3を参照の

こと。

4.7.8 身分証明書や旅行書類ならびに自発的帰還支援（被害者が経

由国・目的国に滞在している場合）

経由国・目的国のシェルター滞在者が必要な身分証明書や旅行書類を揃え、帰

還のための支援を得られるよう支援するのは、ほとんどの場合、支援提供団体

のスタッフの役目である。このような場合、シェルター・スタッフは次のよう

な役割を果たすことになる。

■ 各種手続について担当者と調整を行なう。
■ シェルター滞在者から関連情報を入手する。
■ 書類の処理の進行状況および完了までにかかる時間の見込みについて、シェ

ルター滞在者に適宜情報を提供する。
■ 個別のケース支援計画が、支援の時間的枠組みおよびシェルター滞在者の全

般的状態にしたがって確実に策定されるようにする。
■ 出発前の計画および支援（フォローアップのためのサービスの案内を含む）

を行なう。

4.8 ケース支援計画の策定

シェルター・スタッフは、被害者ひとりひとりについて個別のケース支援計画

を策定するべきである。被害者との最初の面接後、面接担当者はシェルター・

マネージャーおよび他の関連のスタッフと会議を持ち、もっとも適切な支援の

あり方について話し合うことが求められる。被害者ごとにどのぐらい詳細・広
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範な支援計画を策定するかは、被害者の状態、差し迫ったニーズの程度、シェ

ルターの資源、予想されるシェルター滞在期間および被害者の自由意志によっ

て変わってくるだろう。支援計画の策定にかかわる推奨事項の第一案をまとめ

たら、それを被害者とともに検討し、話し合うことが求められる。

被害者ごとのケース支援計画には、次のような記録を含めておくべきである。

■ 被害者に対して推奨・提供された支援の記録
■ 被害者が同意し、現に受けた支援の記録
■ 被害者が署名した同意書類
■ シェルターからの退所前に達成されるべき、被害者の短期的目標の宣言
■ 被害者の目標およびケース全般にかかわる進展状況報告
■ 被害者の全般的進展状況に関する日録
■ 被害者の退所前に整えておくべきシェルター関連の書類
■ 被害者が家族または友人と交わしたやりとりの記録
■ フォローアップ・ケアのための推奨事項および既に行われた委託

子ども・青少年のケース支援計画は、法定後見人、または子どもの保護にかか

わる他の適切な機関と協議しながら作成することが求められる。どんな場合で

も、被害を受けた子どもの意見や希望を、その子どもの年齢および発達水準を

適切に重視しながら考慮しなければならない。意思決定への参加をどの程度保

障するか、どのような支援計画を作成するかは、子ども本人の実年齢と精神年

齢によって変わってくるだろう。

支援のもっとも適切なあり方および進展状況に関する話し合いは、個人カウン

セリング・セッションの場で行なうのが通例である。

4.9 シェルターからの退所

ほとんどの場合、滞在者がシェルターから適切な形で滞りなく退所できるよう

にすること、適切な手続にしたがって退所が行なわれるよう確認することは、

シェルター・マネージャーの責任である。また、シェルター・マネージャーま

たは他のスタッフは退所チェックリストへの記入も求められる。チェックリス

トの見本は、本章末尾の「シェルター退所時のスタッフ確認事項」（資料5）に

掲げている。
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シェルターという環境で支援を受けた被害者に対しては、シェルターにおける

サービスの質やふさわしさについてフィードバックする機会も提供されるべき

である。滞在者との個別カウンセリング・セッションや支援計画立案のための

会合のときにサービスについて尋ねるほか、退所前に書面でのフィードバック

を求めてもよいだろう。フィードバックを得る目的で、退所の1日か2日前に

滞在者に退所アンケートを渡しておき、退所日に回収するというやり方も考え

られる。アンケートはファイルに綴じこんでおき、毎月末のスタッフ会議で検

討するのである。「滞在者退所時アンケート」の見本は本章末尾の資料6に掲

げている。

4.10　記録の管理

シェルターごとに、シェルターの記録および滞在者・スタッフに関するあらゆ

るデータの収集・保管・活用についての方針と具体的手続・指示を、書面で定

めておくことが求められる。

シェルターのあらゆる記録は、支援提供団体が安全確保のために定めた手続に

したがって、また個人データの収集・保管・使用・開示に関する国内的・国際

的ガイドラインにしたがって取り扱われるべきである。

被害者やスタッフに関するあらゆる書類は、詳細な個人情報が記載されている

か否かにかかわらず、必要がなくなった時点で秘密廃棄物として破棄し、シュ

レッダーで断裁することが求められる。（データの安全確保についてさらに詳

しくは、第1章1.2および第5章5.17を参照のこと）。

備考

1 S. Kahill, “Interventions for Burnout in the Helping Professions: A Review of the Empirical
Evidence,” Canadian Journal of Counseling Review, 22:3 (1988)から加筆修正のうえ引用。
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資料1：スタッフ行動規範の指針

はじめに

本項では、団体の指導的原則または使命を述べてもよい。行動規範の必要性を
明らかにしておくことも考えられる。スタッフの行動が団体の目的達成に寄与
するようにすること、団体の評判を維持すること、団体のスタッフに期待され
る行動の基準と専門性について明示し体系化することなどである。

中核的価値観と指導的原則

本項では、団体が重視している価値観を詳しく述べておくことが考えられる。
基本的人権、社会正義ならびにすべての人の尊厳・価値へのコミットメント、
あらゆる行動において一貫性・誠実さ・誠意を示すことへのコミットメント、
人種、ジェンダー、宗教、皮膚の色、国民的出身、婚姻にかかわる地位、性的
指向、年齢、身体障害または政治的信念による区別をすることなく、すべての
人に対する寛容・理解・尊重を促進および実践することへのコミットメント、
そして、団体の資源を責任あるやり方で使用することへのコミットメントなど
である。

規準を支持する旨の誓約

本項では、スタッフがこの行動規範を積極的に支持する旨の誓約を掲げておく
ことが考えられる。

差別からの自由

本項では、スタッフが、人種、ジェンダー、宗教、皮膚の色、国民的出身、婚
姻にかかわる地位、性的指向、年齢、身体障害または政治的信念にかかわりな
く、すべての人の尊厳、価値および平等を常に尊重することを誓約する旨、述
べておくことが考えられる。

いやがらせからの自由

本項では、スタッフがいかなる形態のいやがらせも行なわないようにすること
を誓約する旨、また団体としていやがらせの生じない労働環境を整えることを
誓約する旨、述べておくことが考えられる。あらゆる形態の差別またはいやが
らせ（セクシュアル・ハラスメントやジェンダーを理由とするいやがらせを含
む）を、また職場におけるもしくは仕事との関連で行なわれる身体的虐待また
は言葉による虐待を、禁止してもよい。威嚇・脅迫をはじめ、他のスタッフの
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公務遂行能力への干渉を直接・間接に意図したいかなる行動も行なわないよ
う、スタッフに警告しておくことも考えられる。好ましく思っていない同僚の
立場を損ないたいという個人的理由で自分の職能を利用してはならない旨、ス
タッフに対してはっきりと告げておいてもよい。

ジェンダーの平等

本項では、男女の平等を支持し、かつジェンダーの平等を妨げるあらゆる要因
を取り除くことに貢献する旨、団体として誓約しておくことが考えられる。

利益相反

スタッフに対しては、何が利益相反にあたるか、利益相反にあたる可能性のある
事態に直面したときにどのような対応をとるべきかについて、あらかじめ告げて
おくことが求められる。自分が直接・間接に金銭的利害を有している事業等がか
かわっている案件に公式な立場で対応するよう求められた場合、スタッフはどの
ような対応をとるべきかについて、ここで明らかにしておいてもよい。

ここでは、スタッフが、他のスタッフまたは第三者に対し、何らかの職務を遂
行させるために、またはその遂行を怠らせもしくは遅らせるために、いかなる
恩恵、贈答品、報酬またはその他の個人的利益も供与したり約束したりするべ
きではないことを、明確にしておくことも考えられる。同様に、何らかの職務
を遂行すること、またはその遂行を怠らせもしくは遅らせることの見返りとし
て、他のスタッフまたは第三者からのいかなる恩恵、贈答品、報酬またはその
他の個人的利益も求めたり受け入れたりするべきではないことを、ここで警告
しておいてもよい。

自己の職務、または職務を通じて得た知識を利用して、金銭的その他の私的利得
または第三者の私的利得（家族、友人および自分が好意を抱いている者を含む）
を図ってはならない旨、スタッフに対して警告しておくことも考えられる。

財産・資産の使用

本項を活用し、団体の財産・資産の利用のあり方について定めた規則を説明す
ることが考えられる。

スタッフと管理者の関係

本項は、管理者とスタッフの関係にかかわる諸問題に焦点を当てるために活用す
るべきである。たとえば、敬意に満ちた環境を醸成することの重要性、自分たち
の利益促進のために結社または組合を結成し、これに加入する権利、スタッフに
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影響を及ぼす問題についてはスタッフの十分な関与およびスタッフとの十分な協
議を確保することの重要性について述べておくことなどが考えられる。

メディアとの接触

本項では、メディアとの接触に関する規則について定めておくことが考えられ
る。メディアに対してだれが団体を代表するか、どのような情報を明らかにし
てよい（明らかにしてはならない）かといった点である。人身取引対策サービ
スの利用者に関してメディアが接触することによって生じる問題について取り
上げてもよい。

情報の使用および保護

本項では、情報の配布に関する規則、秘密情報に関する規則等について定めて
おくことが考えられる。また、人身取引対策サービスの利用者にかかわる情報
の保護におけるスタッフの重要性と責任について述べておいてもよい。

安全確保

本項では、とくに人身取引対策サービスの利用者を援助する者がしたがわなけ
ればならない安全確保上の規則を掲げておくことが考えられる。安全規則の例
は、ハンドブック第4章の資料2・3・4で紹介している。

スタッフの個人的行動

本項では、スタッフに期待される私生活における行動の基準について述べてお
くことが考えられる。人身取引など、国内法・国際法または国内外の人権規準
に違反する活動への関与を疑われている者との関係について取り上げておいて
もよい。

外部での就労・活動

本項では、教育、講演、書籍製作、論文・記事の発表、政治的活動等、外部で
の就労・活動に関する規則について定めておくことが考えられる。

外部からの贈答・表彰・報酬

ここでは、贈答や表彰を受けることにかかわる規則について定めるとともに、
受けた場合にはその旨を報告すべきか（どのように報告すべきか）について明
らかにしておくことが考えられる。
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資料2：スタッフ秘密保持誓約書

私は、シェルター、シェルター滞在者およびシェルター・スタッフの安全を守

るために秘密を維持することが重要であることを理解しています。

私は、滞在者の情報を秘密にするよう求められており、滞在者本人または緊急

の場合には担当上司の許可を得ることなく、個人情報を開示しません。

私は、滞在者またはシェルターの活動にかかわる事柄についてメディアに話を

しません。メディアに話をする必要があるときは、メディアとのやりとりの性

格、目的および限界について担当上司の明確な許可を求め、そのような許可を

受けてからにします。

私は、滞在者にかかわる事柄について公の場所で話をしません。

私は、シェルター所在地の秘密を守ります。

私は、スタッフまたはシェルターの活動にかかわる事柄について公の場所で話

をしません。

私は、秘密の保持について疑問または懸念があるときは直属の上司に指示を求

めます。

私は、秘密保持の方針に故意に違反した場合、停職または解雇を含む懲戒措置

の対象とされる可能性があることを、理解しています。

スタッフの署名 シェルターマネージャーの署名
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資料3：シェルター滞在者の権利

このシェルターに滞在する人はだれでも、次のような権利を持っています。

● 尊厳を損なわれず、敬意をもって扱われること。
● 秘密を守られること。
● プライバシーを尊重されること。
● 自分のための支援目標および支援計画を立案・決定するうえで自己決定する

こと。
● 文化的配慮をもって扱われること。
● 十分な情報にもとづく全面的な自由意志を踏まえて、サービスを受けるこ

と。
● 提案されたり実施される支援の目的について、滞在者が理解できる言葉で明

確な情報を提供されること。
● 自分の個人記録を合理的範囲内で閲覧できること。

以上のいずれかの権利が無視されたと考えるに足る理由があるときは、シェル

ター・マネージャーと2人だけで会うことを要請できます。シェルター・マネー

ジャーは、そのような懸念について迅速に話し合いを持ちます。
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資料4：シェルターの一般的規則

● 他の滞在者およびシェルター・スタッフには敬意をもって、礼儀正しく接す

る。
● シェルター・スタッフから割り当てられた日常的作業を受け入れ、きちんと

行なうことを約束する。
● シェルターにおける自分の就寝スペースは、きちんと整理整頓・清掃する。
● シェルターの公共物と資源を尊重し、適切にかつ責任をもって利用する。
● 私物については、スタッフが預かって保管するもの以外、シェルターは責任

を持たない。
● 起床・就寝（消灯）時間を含むシェルターの時間割にはしたがう。
● シェルターの出入りについては、事前にシェルター・スタッフの許可を得な

ければならない。
● 医師、心理療法士およびシェルター・スタッフによる治療上の勧告にしたが

う。
● 薬は処方箋で指示された容量・頻度で服用しなければならない。
● シェルター滞在者は全員、身のまわりの衛生にしっかりと気を遣わなければ

ならない。
● シェルターでは、大声を出したり大きな音を立てたりしてはならない。
● シェルター内の喫煙は認められない。
● シェルター内の立入り禁止区域（たとえばスタッフ事務所・保健室等）に

は、スタッフの明示的許可がないかぎり立ち入ってはならない。

以上の一般的規則は、人身取引の被害を受けた子ども向けに、その年齢と成熟

度に応じて修正しなければならない。次に掲げるのは、そのような未成年者向

けの規則の見本である。

● 自分のことは自分でやり、身のまわりをきれいにしておく。
● 自分自身の日常的作業（ベッドを整えるなど）をきちんとする。
● ほかの人の権利、自分自身、自分の持ち物を大切にする。
● シェルターで生活している人やスタッフなどと協力的・積極的に交流する。
● 時間割に組まれている活動にはすべて出席・参加する。
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資料5：シェルター退所時のスタッフ確認事項

スタッフ名：
滞在者名：
退所の日時：

この書類は、シェルター・スタッフが次の手続に従ったことを確認するためのもの

である。

渡航手続および渡航後の対応について退所する滞在者に対して説明を行ない、退所

後に必要な対応および手続について滞在者がすべて了解したことを確認した。

退所する滞在者から「シェルター退所書類」への署名をもらい、そのコピーを渡し

た。

退所する滞在者に対し、シェルターのサービスに関する匿名アンケートへの記入を

依頼した。

退所する滞在者に対し、次の書類を渡した。

● 「旅行適格」証明書
● 個人的な健康上の記録および治療記録
● ケースファイルに綴じられていた関連の書類（滞在者が署名した同意書を含む）
● フォローアップ支援提供組織の連絡先に関する情報

滞在者のシェルター滞在中にスタッフが預かっていたすべての私物・金品を返還し

た。

退所する滞在者は、その他のすべての衣服および私物を引き取った。

退所する滞在者は、現地・到着地の天候および渡航時の条件にふさわしい衣服と履

物を身につけている。

退所する滞在者に対し、私物を入れるのに十分な大きさの旅行カバンを支給した。

退所する滞在者に弁当を渡した。

退所する滞在者からシェルター所有物の返還を受けた。

スタッフの署名 記入日
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資料6：シェルター滞在者退所時アンケート

匿名の滞在者退所時アンケート

このアンケートの目的は、当シェルターがシェルター滞在者全員に最適・最善

のサービスを提供できるよう、滞在者の意見、印象、考え、提案についての情

報を集めることです。

この匿名アンケート票は、今月回収された他のアンケート票とともに保管しま

す。毎月末にスタッフがアンケート票を検討し、シェルターで提供されるサー

ビスを評価・検討し、改善が必要であればそのための対応をとります。

以下の質問にお答えいただければ幸いです。

シェルターでの扱いは合理的・公正だったと思いますか？
□ いつもそうだった □ おおむねそうだった □ あまりそうではなかった
□ まったくそうではなかった

利用可能なサービスに関するスタッフの情報提供は適切だったと思いますか？
□ いつもそうだった □ おおむねそうだった □ あまりそうではなかった
□ まったくそうではなかった

自分のケース対応状況に関するスタッフの情報提供は適切だったと思いますか？
□ いつもそうだった □ おおむねそうだった □ あまりそうではなかった
□ まったくそうではなかった

自分の希望や意見は、スタッフにきちんと考えてもらえたと思いますか？
□ いつもそうだった □ おおむねそうだった □ あまりそうではなかった
□ まったくそうではなかった

シェルターで受けた次のサービスについて何かコメントはありますか？
● シェルターの生活環境
● 食事
● 精神医学的ケア
● カウンセリング
● 法的支援
● レクリエーション・職業訓練・教育活動

シェルターが提供したサービスに満足していますか？

シェルターまたはサービスについてどこかを変えられるとしたら、どこを変えますか？

その他、シェルターに対するコメントや提案はありますか？
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5.1 はじめに

最近まで、人身取引との闘いにおける支援においてはおおむね、情報交換、刑

事上・司法上の協力、そして帰還・社会復帰のための支援に焦点が当てられて

きた。しかしここ数年というもの、多くの議定書1、宣言2、調査を通じ、人身

取引が引き起こす深刻な健康上の懸念にも注意が喚起されている。これらの文

書で強調されているのは、医療ケアの最低基準を策定することの必要性ととも

に、人身取引被害者の健康上のニーズおよび人身取引の影響を受けている地域

の公衆衛生上のニーズに具体的に則した専門的支援の必要性である。

人身取引被害者は、人身取引の目的が労働搾取であれ、性的搾取であれ、搾取

の形態にかかわらず、幅広い健康上のリスクにさらされている。拘禁された状

況で、身体的暴力、性的搾取、心理的虐待、劣悪な生活条件を経験するほか、

心身の健康やリプロダクティブ・ヘルスに長期的影響を及ぼしかねない疾病に

感染するおそれがある3。

ブダペスト宣言（資料1）では、これらの健康面での影響が認められ、「人身

取引が及ぼす健康上および公衆衛生上の懸念事項に更なる配慮をすること」と

言及されている。具体的には、人身取引被害者に対し、「包括的かつ持続的な、

ジェンダー、年齢および文化的背景にふさわしい医療支援」が、「訓練を受け
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た専門家によって、安全で配慮に満ちた環境において」提供されるべきことを

勧告している。そのため、IOMは精神保健面での対応に関する最低基準を策定

してきた4。

健康を享受する権利

世界保健機関（WHO）によれば、「健康とは単に病気でない、虚弱でないとい

うのみならず、身体的、精神的そして社会的に完全に良好な状態を指す」。ま

た、「到達可能な最高水準の健康を享受することは、人種、宗教、政治的信念、

経済的または社会的状態により区別されることなくすべての人間が有する基本

的権利のひとつである」5。

関連する人権文書においても、健康と人権との関係、また人身取引被害者が利

用可能な医療支援を受ける権利が強調されている6,7,8,9。より具体的には、人身

取引議定書（2000年）において、人身取引が個人の健康に及ぼす影響が多面

的（すなわち身体的・心理的・社会的）なものであることが認められ、これに

したがい、医療においても職域横断的な支援のアプローチがとられるよう提案

されている。

人身取引被害者は、健康を享受する権利を有する。適切な政策およびその実践

は、個人の権利を全面的に尊重し、差別を排すべきであり、しかるべき国際条

約その他の文書10に掲げられた諸原則を反映するものでなければならない。

本章の概要

本章では、人身取引被害者を対象とした医療支援の提供に関する指針を示す。

ここで提供する情報は、標準的プロトコール（治療実施計画）、既存の調査研

究支援団体の実務内容、関連分野（移住者・難民の健康、女性に対する暴力、

児童虐待等）における医療介入方策に基づいたものである。

他章の内容と合わせて、参照してほしい。
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ケアの最低基準

多くの国では、保健当局が最低限の人的・制度的・物的資源の負担および利用

を確保できない場合がある。実践のあり方を模索する際には、人身取引被害者

を対象とした医療支援の提供基準を設けることが必要である。その際、人身取

引被害者の支援団体が、人身取引の影響を受けている国々の政府と連携しなが

ら、基準を策定するとよいだろう。

5.2 人身取引が有する健康の側面

人身取引における健康面の課題を取り上げた研究によれば、健康上のニーズは

次の要素に基づき3つの群に分類される11。

■ 人身取引過程の諸段階
■ 周縁化およびぜい弱性の諸領域
■ リスク、虐待および健康面への影響

人身取引過程の諸段階

人身取引被害者が有する健康上のリスクとニーズは、人身取引の過程が進行し

ていく次の5つの段階に応じて特定することができる12,13。

■ 出発前
■ 渡航および経由
■ 目的地（国）
■ 拘禁・退去強制・刑事証拠収集
■ 再統合・社会復帰

出発前の段階とは、人身取引のシナリオに物理的に巻き込まれる前の期間をい

う。この期間に影響するのは、勧誘に対する個人のぜい弱性ならびに出発時の

心身の健康状況の特質である。このような特質は、人身取引の全過程において

健康および健康に関わる行動の取り方を左右する。人身取引被害者の出身地域

は、多くの場合、医療制度および医療体制が十分に整っておらず、医療支援を

受けることが難しい。このため、健康上の問題について診療を受けた者はわず
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かである。したがって、医療アセスメントを実施し、支援の介入計画を立てる

際には、対象者の過去の病歴および診療歴を考慮に入れることが重要である。

渡航および経由段階とは、勧誘から目的地への到着までの期間のことである。

この段階は「第1次トラウマ」が生じやすい時期としても知られている。だま

されたことに初めて気づき、どうすることもできないまま、あるいはほとんど

打つ手がないまま生命が脅かされるような危険な状況に置かれるほか、危険な

移動手段、高いリスクを伴う越境、逮捕、威嚇、脅迫、強姦などの性的虐待を

含む暴力にしばしばさらされる。

目的地（国）段階では、仕事を始めさせられるとともに、強制、暴力、搾取、

債務を理由とする奴隷化など複数の虐待を受ける。被害者が、人身取引状況か

ら解放される前に医療その他の支援を受けられることは稀である。解放時に

は、複数の感染症、外傷、疾病、そして十分な医療を受けられなかったことに

よる合併症を抱えてしまう被害者もいる。

拘禁・退去強制・刑事証拠収集の段階では、被害者は刑法や出入国管理法に違

反した疑いで、または人身取引加害者、搾取を行なった雇用主、人権侵害を行

なったその他の者に対する裁判手続への協力を確保する目的で、警察や出入国

管理当局の拘禁下に置かれる。一部の拘禁施設では被害者が非常に過酷な状況

におかれる場合もあり、身体的健康を損なうリスクがある。また、公的機関と

の接触（たとえば逮捕、証拠の提出、刑事手続における証言）以外の外部との

接触がほぼ完全に絶たれることにより、精神の健康にも副作用が及ぶ可能性が

ある。このような副作用は、心理サポートにより、緩和することができる。

再統合および社会復帰段階は、長期的かつ多面的な過程からなる期間である。

この過程は、被害者が定住を決めた国で経済的・文化的・市民的・政治的生活

に自ら意欲的に参加できるようになって初めて完了する14。人身取引の状況か

ら脱出したからといって、すぐに社会復帰が保証されるわけではない。人身取

引被害者はしばしば、不安や孤立を経験するほか、攻撃的な感情や行動をとっ

てしまったり、自らを非難もしくは他者から非難されていると感じたりする。

また、必要な社会的資源の活用や、支援者とのコミュニケーションに困難を覚

え、好ましくないストレス対処行動（過度の喫煙や飲酒、薬物の使用等）を取っ

てしまうことも多い。このような問題は、被害に合う前の健康状態によって、



187

第5章　健康と人身取引

また家族との再会および地域への社会復帰の過程で直面しうる困難に対する不

安によって、悪化する可能性がある。

周縁化およびぜい弱性の諸領域

人身取引被害者が有する健康上のリスクおよびニーズは、同じくぜい弱な立場

に置かれた他の特定グループに目を転ずることによって特定することができ

る。たとえば次のような人々である。

■ 移民および難民
■ 暴力、拷問、性的虐待、未成年期の身体的および性的虐待の経験者
■ 売春従事者（子どもも含む）
■ 搾取的労働者

人身取引被害者は、複合的な形で虐待や搾取を受け、自らが置かれた身体的・

心理的・社会的状態のために周縁化されていることから、上記のような人々が

有するぜい弱性や健康面での特質を部分的に共有している。健康と人身取引に

関する情報が乏しい現状では、これら特定グループに関する先行文献・研究に

目を通し、既存の支援モデルを参照することが有益である15,16。このような情

報は、人身取引被害者に対する医療の適切化という課題を解決する糸口として

活用することができる。

リスク、虐待および健康面への影響

人身取引と関連したリスク、虐待および健康面への影響の多くは、同時にまた

は重複して生じる可能性がある。このような影響としては次のようなものが挙

げられる。

■ 身体的虐待 → 身体的健康
■ 性的虐待 → リプロダクティブ・ヘルス
■ 心理的虐待 → 精神的健康
■ 薬物やアルコールの強制的・粗暴な摂取 → 物質乱用
■ 社会的行動の制限および操作 → 社会的福利
■ 経済的搾取および債務奴隷化 → 経済的福利
■ 不安定な法的地位 → 法的地位の安定
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■ 虐待に相当するような労働・生活条件 → 職業・環境面の健康
■ 周縁化にともなうリスク → 保健サービスの利用・供給

5.3 ケアの提供における倫理および安全上の原則17

（補遺1「人身取引の対象とされた人のケアおよび面接における倫理原則」を

参照。） 以下の文章で「人身取引被害者」とは、特に人身取引被害者が保護者

を同伴しない未成年者ないし法定後見人を必要とする成人である場合、「人身

取引被害者もしくはその後見人」を意味する。

すべての専門家には、いかなるときにも倫理および安全上の基本的原則を遵守

しながら、支援の対象となる人身取引被害者の福利を育むために必要な支援お

よびサービスを提供する義務がある。専門家との接触も全て人身取引被害者の

回復過程の一環として捉えると専門家としての特別の技能が必要とされる。前

向きな形での接触は、他者への信頼感を育み、自信を高め、未来への希望を醸

成するのに役立つ可能性がある。他方、被害者が否定的な経験をすれば、自責

の念に駆られたり、恥辱を受けたり、無力感や絶望を感じかねない。

..................................................................................................................................
■ 子ども（18歳未満）や精神障害者等、特別な支援を要する者については、以下に掲

げる原則とともに、関連するその他の特定手続（たとえば保護者が同伴しない未成年

者、指定後見人または法的代理人を必要とする者を対象とした場合）もあわせて考慮

しなければならない。

■ 本章に掲げたすべての原則および指針は、行為能力を有する人身取引被害者（十分な

情報に基づき、自身の人生について理解および意思疎通ができ、選択肢を決断できる

能力が精神的にも身体的にも備わっている成人）のみならず、子どもおよび上述のよ

うな特別な支援を要する成人にも、同様に適用される。

■ 医療従事者／その他の専門家は、いかなるときにも子どもまたは特別な配慮が必要な

成人の最善の利益に則り、常に誠実に行動しなければならない。

..................................................................................................................................
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危害を与えてはならない

「危害を与えてはならない」というのは、医療倫理で第一に挙げられる原則で

ある。人身取引には極度のリスクがともなうこと、被害者の多くはぜい弱な状

態にあること、トラウマが悪化する可能性もあることを踏まえれば、この基本

的原則の重要性を強調しすぎることはない。危害が生ずる可能性を見極めるの

は医療従事者の倫理的責任であり、面接や検査および処置を実施することに

よって個人の状況が以前よりも悪くなると考える根拠がある場合には、とりあ

えずそのような行動をとるべきではない。個人および状況への対応は、危害が

生ずるおそれがないことが明確になるまで、危害が生ずる相当の可能性がある

という前提に立ち、行なわなければならない。

安全、安心、安らぎを確保する

人身取引被害者と話をする前に、まず被害者が安全を感じ、安心感を抱けてい

ることが最も重要である。たとえ個人の安全に対するリスクの有無が他の機会

に異なる目的で確認されていたとしても、支援者は、相手がその時点で安全だ

と感じているかどうか、また、安心感を高めるために他にできることがないか

どうか尋ねなければならない。

人身取引被害者が医療支援をただちに必要とする状態にないかどうか、具体的

に確認することも重要である。身体的・心理的症状は、面接時や診療時などプ

レッシャーを受やすい場面で、とりわけ深刻化する可能性がある。支援担当者

は、次のように具体的に問いかけることが求められる。

■「いまどんな気分ですか？」
■「いま痛みや不快感を覚えていますか？医師か看護師に診てもらいたい健康

上の悩みはありますか？」〔医療実務者の場合：「診察を始める前に私に伝え

ておきたい健康上の問題や悩みはありますか？」〕
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5.4 人身取引被害者の視点を理解する：ケアに影響を及
ぼす諸問題

医療支援の提供に従事する者は、過去の虐待や、現在および未来の境遇に関す

るストレスが人身取引被害者に及ぼしうる影響について、必ず理解していなけ

ればならない。医療支援の提供に従事する者の善意と懸命の努力にもかかわら

ず、被害者の態度によってスタッフの能力が抑止され、場合によっては被害者

自身の回復が妨げられる可能性もある。

..................................................................................................................................

注意：人身取引被害者が表に出す行動および感情がすべて過去のトラウマによるものだ

と判断する前に、一部の行動は 現時点で想定されうる危険もしくは実際にさらされてい

る危険に対する自衛反応である可能性も考慮しなければならない。不安感、話をするこ

とへのためらい、その他のストレス反応が現れた場合、被害者が解放された現在も実際

に経験している脅威に関連しているものかどうか、ただちに判断することが非常に重要

である。このような脅威としては、加害者による報復、家族や同居者、かつての同僚等

による危害や非難への恐怖などがある。
..................................................................................................................................

著しい恐怖心を抱きながらの生活

人身取引被害者による証言から、人身取引加害者、雇用主、売春あっせん業者

が被害者をコントロールする方法は、拷問、家庭内暴力〈DV〉、児童虐待の加

害者が用いるものと類似していることが示唆されている18。

■ 威嚇する：執拗な、途絶えることのない恐怖心を植えこむ。
■ 偽る／欺罔する：個人の自己評価に対する自信を失わせ、置かれた環境を捉

える価値観を弱体化させる。
■ 先の見通しがつかない、コントロール不能な状態を維持する：被害者を不安

定にさせ、従来の価値観に基づく、計画能力もしくは予測能力を崩す。これ

により、それまでの生きる術を放棄させ、代わりに行き当たりばったりの自

己防衛的な生き残りの方策を身につけさせる。
■ すべての意思決定権限を奪う：自分の安寧、あるいは生存そのものが加害者

の歓心を買えるかどうかにかかっており、常に加害者の満足度しだいである

と思わせるようにする。
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■ 感情的操作を行なう：感情を操作することにより、被害者に対するコント

ロールおよび被害者との親密な関係を維持する（被害者が加害者と親密な

パートナー関係にある場合）。このような操作では、加害者は一見、長所の

ように見受けられる人身取引の活動の側面を、被害者の思考に訴えるような

やり方で不当に強調する。たとえば、渡航し、仕事をすることにより、扶養

家族への送金を増やすことができる、社会的・宗教的義務を果たせる、夢の

実現やより良い生活への憧れを満たすことができると強調される。

これらの暴力、抑圧、心理的操作の目的は、被害者の自己感覚および他者との

結びつきの感覚を破壊することにより、被害者を依存させ、言いなりにさせる

ことにある。

第1に、被害者は「生きるか死ぬかの極限状況」に置かれ、きわめて現実的な

死の可能性に直面することを余儀なくされる19。加害者は、被害者がもはや自

分自身の安全をコントロールできる立場になく、加害者が支配権を握っている

と加害者によって思い知らされるのである。

第2段階では「身体的消耗」が図られる。被害者は、自由な時間を取り上げら

れ、休息も最低限しか許されない状況下で、長時間の労働を強制される。これ

は加害者に相当の支配権を与える状況である。回復の時間を持てない被害者は

消耗し、自衛のための方略を考えることができず、命令や想定される脅威を適

切に対処することに集中しなければならない。

最後に用いられる要素は支配と隔離である20。囚われの身に置かれた状況で

は、被害者が実質的に接触できるのは加害者のみであり、世界や自分自身に対

する見方も、加害者によって歪んだ形で再構築されてしまう。このようにし

て、被害者は人間性を失い、加害者の要求を反映するだけの存在と化してしま

うのである。人身取引の被害体験に対する、被害者の反応は心理的および生理

的反作用であり、自分では気づいていないあるいはコントロールできない自衛

的な対処メカニズムの現れであることが多い。

（人身取引が被害者の精神的健康に及ぼす心理的影響についてさらに詳しくは、

本章の5.5「特別な配慮」および5.7「人身取引被害者のケアにおける精神保

健面の配慮」と、後掲5.12「人身取引の場面で生じやすい臨床病態のケース・



192

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

マネジメント指針」の精神保健に関する項も参照。）

恐怖心

人身取引を経験した後に生ずる反応の多くは過去に身につけた生き残る術に関

連したものと考えられるが、それ以外の反応は現在および未来についての不安

が原因であると考える必要がある。

人身取引によって国外に連れていかれた被害者は、移民ないし難民であること

にともなう諸問題をすべて経験する可能性が高い。これらの問題には、疎外

感、言語および文化面の障壁、在留・滞在・送還をめぐる不安、支援提供団体

への依存や過剰な信頼などが挙げられる。

人身取引被害者はまた、自分の身に起きたことに対して、社会的に非難された

り辱められたりする可能性があり、現にそのような非難や辱めを受けているス

トレスにも直面する。人身取引被害者が、売春を強要されたこと、性的虐待を

受けたこと、約束した所得を稼がずに帰ってきたこと、借金を清算できなかっ

たことなどを理由として、家族や地域から拒絶されたり遠ざけられたりするこ

とは珍しいことではない。

反作用行動と支持的対応

人身取引被害者と向き合うすべての実務家は、人身取引被害者がなぜある行動

をとるのか、行動の背景を理解するように努めなければならない。 背景を理解

することで、被害者に最も適した支援方法を把握できるほか、なぜ被害者がケ

アの拒否やフォローアップ面談の欠席、薬の不服用といった行動をとってしま

うのか、その理由を正しく認識することができる。被害体験への反応のしかた

は人ごとに異なる。トラウマを負い、打ちのめされたように見える者も多い一

方で、以前よりも独立心と自信を高めて反応する者もいるかもしれない。どち

らの場合でも、支援の際に適用されるべき原則は同様である。いかなるときで

も、人身取引被害者は権利を尊重され、個人として扱われ、可能なかぎり最善

のケアを提供されなければならない。
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人身取引被害者への支援にともなう困難のうち、支援にかかわるものとして

もっとも深刻なのは、他者と自らを信頼する力の衰えと、人生の決定権の喪失

である。自分の身体をコントロールできない、また自分の身体に対して行なわ

れること（性的虐待、危険な労働の強要等）をコントロールできないという感

覚は、医療支援を受けようとする被害者にとってはとりわけ関連性が高い。医

療現場では、ある意味で、自分の身体の決定権権を放棄して医療従事者に委ね

なければならないからである。

支援の現場では信頼の構築が必要不可欠だが、人身取引被害者にとって、他者

を信頼することや支援を受け入れることは、人生の決定権の一部を他のだれか

に委ねることを意味する。逆説的なのは、支援を拒否すること（そして多くの

場合には自己破壊的行動をとること）によって、 被害者は主体的な行動を取れ

ることから、自らの決定権を自身が握っていると思い込んでしまうことであ

る。

次の表では、人身取引の対象とされた人々に共通して見出られる感情をいくつ

か取り上げ、これらの反応が支援の提供に与えうる影響を示唆するとともに、

支援者がとりうる支持的な対応方法を提案している。

詳細は、精神保健およびHIV／AIDSに関する特別な配慮を記した本章の5.5

「特別な配慮」、5.7.1「精神病的状態」、5.8「HIVとAIDS」、と、5.12「人

身取引の場面でよく見られる臨床病態のケース・マネジメント指針」の特別な

配慮に関する項も参照のこと。



194

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

支
援
の
現
場
で
共
通
し
て
見
ら
れ
る
人
身
取
引
へ
の
反
応
と
、
こ
れ
に
対
す
る
支
持
的
対
応
2
1

支
援
の
現
場
で
の
顕
在
化

好
ま
し
く
な
い
反
応
に
対
す
る
支
持
的
対
応

人
と
会
う
こ
と
、
外
出
す
る
こ
と
、
ひ
と
り
で
い
る
こ
と
を
た
め
ら
う
／
震
え
・

揺
れ
、
動
悸
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不
眠
・
悪
夢
／
静
か
に
座
る
こ
と
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で
き
な
い
、
集
中
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な
い
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援
者
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よ
び
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援
の
申
出
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戒
す
る
／
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を
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示
し
た
が
ら
な
い
／
虚

偽
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情
報
を
提
供
す
る
／
支
援
者
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シ
ェ
ル
タ
ー
滞
在
者
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
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家
族
等
と
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く
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て
な
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け
身
の
姿
勢
／
何
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た
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の
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定
を
信
じ
る
こ
と
が
で
き
な
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／
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来
の
計
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な
い
／
他
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外
部
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ら
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影
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目
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い
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己
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現
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で
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／
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来
事
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感
情
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／
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／
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／
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／
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の
や
る
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を
示
さ
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い
／
何
事
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他
者
の
せ
い
に
す
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、
他
者
を
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す
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／
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協
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的
な
対
応
／
他
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の
意
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さ
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い
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事
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を
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い
／
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出
来
事
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い
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の
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え
る
／
応
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し
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う
に
見
せ
か
け
る

悲
し
み
、
抑
う
つ
／
他
者
や
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に
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わ
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の
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否
、
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気
力
／
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し
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よ
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え
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／
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／
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対
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／
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さ
せ
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離
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立
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孤
独
感

依
存
、
従
属
、
防
衛



195

第5章　健康と人身取引

5.5 特別な配慮

本節では、人身取引被害者を支援する際に特別な注意および手続が必要な諸問

題について取り上げる。本節の目的は、文化的対応能力（文化的配慮をとも

なったケアの提供等）について説明すること、ジェンダーにかかわる特殊なぜ

い弱性およびニーズの強調、HIV／AIDSに関する事実の明確化、有害物質の

濫用の問題についての注意喚起、そして医療従事者と患者との関係にともなう

複雑な課題を論じることにある。

5.5.1 文化的対応能力

「文化的対応能力」（cultural competence）とは、民族、人種、国民性、社

会性、言語などの多様な要因が医療支援および患者と支援者の関係にさまざま

な形で影響を及ぼすことをいい、医療その他の現場で用いられる用語である。

文化的対応能力を身につけるということは、このようなあらゆる意味での文化

的差異の理解および受容を発展させるとともに、これらの違いに対応できるよ

うにするということである。このような違いへの適切な対応は、有効なケアの

提供に必要不可欠であるのみならず、経済的、社会的および文化的権利に関す

る国際規約22といった、多国間の人権文書で求められている義務でもある。

..................................................................................................................................

文化的対応能力は、「文化横断的なコミュニケーションおよび他者との適切かつ効果的な

交流を促す知識、態度およびスキルが複雑に統合された能力」と定義されてきた。これ

には次の要素が含まれる。

■ 文化が他者の考え方および行動に及ぼす影響についての知識

■ 自身の文化的属性および偏りと、それが他者に及ぼす影響の自覚

■ 社会経済的、環境的および経済的背景が具体的状況に及ぼす影響についての理解23

..................................................................................................................................

医療従事者、被害者および支援が提供される環境はそれぞれ多様であるため、

文化的対応能力を獲得するためにはそれなりの時間と資源の投資を要するかも

しれない。文化的対応能力を身につけるということは、自分と異なる態度、行

動、知識、スキルを常に学習し、身につけるということであり、管理者および

スタッフ双方の関心の持ち方と積極的姿勢が要求される。
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..................................................................................................................................
人身取引被害者の苦悩が現れる形はさまざまであり、評価および理解がむずかしい行動
のように見える場合もありうる。誤った理解は誤った診断につながりかねない。
..................................................................................................................................

精神保健面での診断および支援においては、被害者の心理的反応は文化および

社会性に決定されるものであることを考慮に入れなければならない。トラウマ

を引き起こす出来事を個人がどのように経験し、これにどのように反応するか

は、当人の個人史および文化的背景に結びついている。家族や地域、社会がど

のようにトラウマを経験し、どのように乗り越えるかは、被害者の反応にも大

きな影響を及ぼす可能性が高い。

ある社会から導かれた概念モデルは、異なる文化および背景を有する個人の苦

悩の克服に適用するためには不十分ないし不適切な場合がある。欧米の影響を

受けた現場で一般的に用いられているトラウマの克服方法は、非欧米人にとっ

ては、なじみがないか、不快なものでさえあるかもしれない。たとえば、他人

と経験を共有する報告の機会を設けたり、過去の出来事を回想して話すように

励ますことは、過去の困難に対処する最善の手段が忘れることである文化、あ

るいは個人的事情や当惑するような出来事の詳細を家族以外に明らかにするこ

とが世間的に受け入れらない文化の出身者にとっては、何の慰めにもならない

場合がある24。

異なる背景を有する多くの人々にとっては、カウンセリングという概念そのも

のが、否定的な、危険でさえある意味合いを有するものである。たとえば、精

神医学といえば施設収容が連想される社会や、「人の心を操る」ことが不自然

だと考えられている文化の出身者は、カウンセリングへの参加に強く反対した

り、参加することを恐れたり、参加することによって激しい苦痛を感じる可能

性もある。医療従事者は、適切な支援を提供するために、被害者の文化および

宗教に関する背景情報の入手に努めるべきである。

医療従事者が、「もしあなたが故郷にいるとしたら、いま経験している問題や

気持ちにどのように対応しますか？」といった質問をすることも役立つかもし

れない。このような質問をすることで、支援者は、宗教施設への訪問、宗教的

指導者や伝統的治療者との面会、儀式の実施といった、被害者にとって非常に

有益となる支援を実現できる場合がある。

異なる民族の出身者に対応しなければならない支援者は、必要とされる文化的

対応能力を発展させるために客観的自己評価を行ない、職務上、接触しうる多
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様な民族および文化について自分が型にはまったイメージ、偏見、先入観を

持っていないかどうか判定するとともに、そのような傾向があれば是正を図る

べきである。もっとも一般的な偏見としては、経済的および社会的階層と関連

しているものがある。経済的に有利な立場にある者とそうではない者との関

係、十分な教育を受けた者とそうではない者との関係から生じる偏見である。

医療従事者や支援者は被害者よりも有利な経済的および社会的階層に属してい

る可能性が高いことから、このような有利な立場が、貧困層の出身であるかも

しれない、あるいは十分な教育を受けていないかもしれない被害者への態度や

対応にどのように影響するか、考えることは重要である。被害者には敬意を

もって接し、明瞭な意思疎通と相手の理解を確保しながらも失礼にならないや

り方で話しかけなければならない。

文化的対応能力を発達させる上で重要なもうひとつの方法は、自分が対応する

文化に特有の伝統的な癒しの方法および信条に親しみ、敬意を表することであ

る。これらのアプローチを治療計画に組みこむことが可能かつ適切であるとき

は常に、このような対応をとることが求められる。

また、適当な人物が存在するときは常に、その者を文化的仲介者として起用す

ることが有益である。文化的仲介者は、移民文化と支配的文化双方の動機づけ

誘因、慣習、規範を理解する仲立ちの役割を果たしてくれる25。このような仲

介者の存在は、医療従事者に対する被害者の理解を深める上で役に立ちうるほ

か、その逆もまた真である。

文化的配慮を踏まえた支援は、あらゆる個人の福祉の中枢を担うととらえられ

るべきである。多文化が共存する業務環境下で、スタッフが被害者および互い

を正当に尊重しながら効果的に活動するためには、身に付けておくべき態度、

振舞い、知識を学ぶ研修の実施が推奨される。

5.5.2 トラウマと記憶

人身取引にかかわるトラウマを経験した者が、名前、日付、場所等をはじめと

する記憶の細部を思い出せないのは珍しいことではない。また、時の経過につ

れて出来事の記憶内容が変化してくるのも異常なことではない。「第1次トラ

ウマ」が生じる時期の記憶の喪失はとりわけ顕著である26。被害者が危険を最

初に自覚した時期についても同様のことが言える。ただし、公的機関の職員等
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は、まさにこの時期の情報（渡航方法、人身取引に関与した者の氏名、入国港

等）を得る必要性が高い。

トラウマが生じたときに集中力や記憶を阻害する生理的ないし心理的反応が起

きることにより、その後、過去の記憶を喪失したり、出来事の正確な内容を述

べたりできなくなる場合もある。危険に直面すると「闘争か逃走か」（fight or

flight）といった生理的反応が支配的になり、脳では選択的注意や知覚処理能

力を阻害する化学物質が放出されている27。トラウマ性の出来事が生じている

とき、個人はもはや集中力を保ったり冷静に観察したりすることができなくな

り、次に想定される脅威にすばやく反応できるよう、あらゆる刺激を過剰に警

戒するようになる。このような自律神経系の生理的反応の結果として情報が失

われることにより、一般的に見られる自責感情（解離の発生につながる場合が

ある）とあいまって、過去の出来事やその詳細を思い出す能力が著しく阻害さ

れることがありうる。

..................................................................................................................................

人身取引被害者が出来事の内容を思い出せなかったり、すでに述べた内容を変更したか

らといって、その被害者がウソをついていたり、非協力的であるというわけではない。

記憶の問題については辛抱強く対応することがきわめて重要である。記憶が回復する場

合もあるため、被害者が自分の経験について最初に述べたことに付け加えたり、あとか

らその内容を修正したりするのを抑制しないようにしなければならない。

..................................................................................................................................

5.5.3 性別とジェンダー

性別とジェンダーは医療において重要な役割を果たしている。性別―生物学的

に男性か女性であるということ－とジェンダー－男性らしさと女性らしさを決

定する文化的定義―が健康に及ぼす影響を正しく理解することは、効果的な健

康促進活動を立案する上で重要である28。ジェンダーに配慮したアプローチは

権利に配慮したアプローチでもあり、差別禁止の原則と、女性および男性が公

平な扱いを受ける権利を認める。人身取引の被害者は女性が多数を占めるかも

しれないが、成人期および思春期の男性や男児も人身取引の対象とされてお

り、性的暴力や虐待、搾取を、それらの被害に起因した健康上の問題とともに

経験している。

成人期および思春期の女性および女児については、可能な限り、女性の医療従
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事者による診察を選べるようにすることが重要である。女性の医療従事者がい

ないときは、身体診察に女性が立ち会うべきである。同様に、成人期および思

春期の男性に対しても、男性の医療従事者による診察を選べるようにすること

が重要である。

なお、女性の権利こそが現在も多くの社会的および政治的状況下において、

もっとも否定あるいは軽視されている。

女性に対する暴力

女性の人身取引は、女性に対する暴力の深刻な形態のひとつとして広く認識さ

れている。「女性に対する暴力」とは、ジェンダーにもとづいた暴力行為であ

り、発生する場の公私を問わず、女性に対する身体的、性的、心理的危害もし

くは苦痛（かかる行為の威嚇を含む）、強制または恣意的な自由の剥奪となる

（おそれのある）行為をいう。具体的には次のような行為が含まれるが、これ

に限らない。

■ 家庭で発生する身体的、性的および心理的暴力（殴打、世帯内での女児に対

する性的虐待、持参金に関連する暴力、夫婦間における強姦、女性性器切断

その他の女性に有害な伝統的慣行、非夫婦間の暴力および搾取に関連する暴

力等）
■ 地域で発生する身体的、性的および心理的暴力（職場、教育施設その他の場

所における強姦、性的虐待、セクシュアル・ハラスメントおよび脅迫、女性

の人身取引および強制売春等）
■ 国家が行なうもしくは容認する身体的、性的および心理的暴力（発生場所は

問わない）29

女性に対する暴力行為には、強制的不妊手術、強制的妊娠中絶、避妊具の使用

の強制、女児の新生児の殺害も含まれる。

女性に対する暴力は、被害者に近い立場にある者によって振るわれることが

もっとも多い。調査によれば、女性の10～50％は親密な関係にあるパート

ナーから殴打その他の身体的攻撃を受けている30。女性が過去に家庭内でどの

ような暴力（DVを含む）を受けてきたかを把握することで、女性の身体およ

び精神の健康状態の正確な診療に役立つほか、何よりも重要なことは、社会復
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帰に向けた、安全かつ健康的な選択肢を理解することができることである。な

お、DVは多くの女性にとってはきわめて繊細な問題である。過去の虐待経験

を掘り下げるためには、精神保健の訓練を受けた医療従事者か、女性の病歴確

認に長けた医療従事者が担当を受け持つことが最善策である。医療従事者は、

このような問診の結果として生ずる苦痛に適切な形で対処する用意を整えてお

かなければならない。

性暴力

性暴力とは、「いずれかの場所（家庭および職場を含むが、これに限られない）

において、被害者との関係にかかわらず、何者かが強制、危害を加える旨の威嚇

または有形力を用いて、性的行為、性的行為をさせようとする試み、望まれない

性的発言もしくは接近、または女性の性を取引する行為」と定義される31。人身

取引の分野では、強制労働を目的として取引される女性に対するものを含め、性

的虐待はきわめて一般的に発生している。性暴力および同意をともなわない性的

行為には、「強制売春、ポルノグラフィーの強制閲覧、強制妊娠、不妊手術の強

制、強制的妊娠中絶、強制的奴隷化、強制婚」32も含まれる。

性的暴行には、精神保健のサポートに影響する社会的および個人的意味合いが

強い。性暴力への心理的反応には特有の性質があるため、性的な要素のないト

ラウマ性の出来事への対応とは異なる対応が必要である。性暴力に向き合うに

あたっては、そのような経験から生ずるきわめて個人性の高い被害および恥辱

（現に他者から受けている被害もしくは被害者が痛切に感じているものかを問

わない）と、それが当事者の自尊心、自信、そしてしばしば生き続ける意志そ

のものに及ぼす破壊的影響力を認識しなければならない。

性的虐待や買売春につきまとう恥辱は、精神保健面でのサポートおよび回復に

多くの障害をもたらすとともに、コミュニケーションと情報開示、自尊心と自

分に対する許しを妨げる。家族や地域の住人による否定的反応や拒絶につなが

ることも多い。人身取引の対象とされた女性、特に売春を強制された女性が、

自らの身に犯された性的暴行を理由に非難されることも多い。性的虐待や売春

によって引き起こされた現実の恥辱、または汚名を負ったという感覚は、支援

を求める女性の意思にも影響を及ぼす。支援提供に従事する者は、性暴力や性

的虐待によって、自尊心や自衛および生存本能が崩壊していることを正当に考
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慮しなければならない。また、人身取引の被害を受けた女性の支援や滞在場所

の確保を目的として外部との接触を図る際には、否定的な社会的反応が生ずる

ことを念頭に置かなければならない。

性暴力の被害者に対応する際には敏感な察知能力と理解力が必要である。性暴

力の被害を受けた者は、自身の身体と人生に関わる決定権を全て放棄すること

を余儀なくされた。警察官や医療従事者と相対するときにも、女性は同様のコ

ントロール喪失感を覚える可能性がある。事情聴取や検査に耐えなければなら

ないことで、女性の従属感、無力感、恥辱感、自責の念がさらに高まり、トラ

ウマが強まる可能性もある。したがって、被害者の信頼を勝ちえるために、共

感と優しさをもって接することが非常に重要である。女性がある程度の自尊心

と自信を回復し、支援者を信頼できるようになれば、被害に関する情報も得ら

れ、診療の改善、そして完全な回復が促進されることになろう33。

プライバシーおよびためらいの尊重

医療従事者は、医療検査や性的な話題に対し女性が示す当惑やためらいを臨機

応変に理解し、尊重しなければならない。婦人科検診は標準的処置であり、問

診は検査の一環であることを、人身取引の被害を受けた女性に理解してもらえ

るようになるためにはじっくりと説明することが必要である。被害者の経験は

特別ではなく、一人だけ異なる扱いを受けているわけではないと理解してもら

えるだろう。また、標準的処置であることを、繰り返し確認することも必要で

ある。医療スタッフは被害者に対し、過去にも同様の事例に多く対応してきた

ことを知らせるとともに、女性がリラックスして問診に答えられるよう十分な

理解を示すことも、必要とされる。また、配慮を要し、当惑を招きかねない身

体機能や身体部位に言及する際は、被害者の文化的背景に則した用語や言い回

しを用いることも必要となる。
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5.5.4 差別と伝統的な女性の役割

医療従事者は、人身取引被害者について自分自身が持っている予断と被害者の

出身地の社会および文化に対する先入観を認識できるよう、心構えを持つべき

である。女性、特に被害者となった女性は、信じてもらえないことを恐れて、

自身に起きたことや健康状態について話すことをためらったり、最低限のこと

しか言わなかったりする場合がある。また、自分自身の健康について知る権利

があることを知らなかったり、医療従事者（特に男性従事者）の地位と知識を

過度に尊敬し、医療情報を理解する自身の能力や情報を得る必要性を過小評価

したりするかもしれない。

健康に関する情報と啓発資料が適切に提供されるべきである。栄養と衛生、生

殖機能全般と女性の健康、性の健康、安全な性的行為のあり方、避妊、性感染

症（その症状および長期的リスクの可能性を含む）といった問題を取り扱うこ

とが好ましい。医療の専門家は適切な健康促進活動の開発を支えるべきであ

る。女性、男性、性的マイノリティ、子どもごとにそれぞれ異なる活動を実施

するべきである。

医療従事者は、健康面での支援がいかなる差別もなく提供されること、また人

身取引被害者の健康・回復以外の事情に診療が左右されないよう、絶えず努め

なければならない。また、情報を得る権利および十分な情報に基づいて選択を

行なう権利を含む一連の権利が、診療期間を通じて守られるよう努力しなけれ

ばならない。

多くの国で女性の地位は社会的および経済的に低いことから、女性が専門家・

市民として当たり前に活動していく可能性はさらに低まり、また自立して生き

ていくために必要な資源へのアクセスも制限されている。多くの文化で、娘は

親の面倒を見ることを期待されている。仕事を約束されて故郷から離れていた

期間に稼いでくることを期待されていた金額を手にすることなく戻ってきた女

性は、深刻な罪悪感や恥辱感を覚えるかもしれない。家名を汚したとして家族

から非難されたり、処罰や報復を受ける可能性もある。働き口とされるものの

手配のために家族が資金を支払っていた場合、その危険性はなおさら高まる。

出身地域の文化や社会性、もしくは法制度によっては、家族に不名誉をもたら

したことを理由に、家族が被害者を虐げ、最悪の場合、殺してしまうことさえ、
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容認されている。このような環境に戻ることによって暴力行為を受ける可能性

があると被害者が考えている（またはそのように考えるに足る充分な根拠があ

る）場合、帰還に代わる対応について被害者と話し合い、被害者の希望にした

がってそのような対応を積極的に追求することが求められる。

5.5.5 セクシュアル・ヘルスとリプロダクティブ・ヘルス（性と生

殖の健康）

女性の人身取引は、セクシュアル・ヘルスとリプロダクティブ・ヘルス（性と

生殖の健康）に深刻な影響を及ぼす。人身取引の被害を受けた女性がリプロダ

クティブ・ヘルスとセクシュアル・ヘルスを損なわれるのは、性的虐待の結果

であることが一般的である。強制売春目的で人身取引の対象とされたわけでは

ない女性も、性的虐待や搾取の被害を受けることが多い。セクシュアル・ヘル

スやリプロダクティブ・ヘルスの悪化は被害者に対し、社会的、心理的、身体

的な影響を与えることから、それぞれについて、万全な配慮をしながら専門的

対応をとる必要がある。人身取引の対象とされて性的虐待を受けた女性は、

HIVを含む性感染症に罹患していることが多い。性的虐待を受けた女性全員に

対し、性感染症検査を受ける機会を任意に提供すべきである。また、必要性が

認められた場合には検査前後にカウンセリングを実施する（HIV／AIDSに関

する項を参照）。検査および結果報告は迅速に、守秘義務を厳守しながら行な

われるべきである。
..................................................................................................................................

医療従事者は、女性に対し、次の点に関して必要な情報を、女性が理解できる言語を用

い、相手の文化に配慮した形で提供するべきである。

■ セクシュアル・ヘルス、安全な性的行動および避妊

■ 性感染症（その症状および長期的リスクの可能性を含む）

■ リプロダクティブ・ヘルスおよび産前産後のケア

■ HIV／AIDS（検査前後のカウンセリングに関する情報を含む）

■ 一般的生殖機能と女性の健康
■ 女性性器切除（適当な場合）

■ 健康および性的表現に対する権利

主要関係者は必要に応じて連携を図り、女性自身のリプロダクティブ・ヘルスおよびセ

クシュアル・ヘルスにかかわる知識と自己決定を促すための情報を適切な形でまとめる

とよいだろう。リプロダクティブ・ヘルスについては特別な注意を払うべき重要な問題

があり、以下、それらの問題について概観する。
..................................................................................................................................
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妊娠

医療従事者は、被害者の自己意思を尊重した上で、産前から産後に至るまでの

支援を提供しなければならない。これらの支援は、人身取引のあらゆる過程で

提供される必要がある。支援は、人身取引対策にかかわる保護および支援計画

の予算上の制約および地元の法的規制を踏まえつつ、可能な限り広範囲に提供

されるべきである。

人身取引の対象とされた女性が妊娠している場合、次のような対応をとること

が求められる。

■ 配慮をもって、一方的な価値判断をせずに処遇する。
■ 必要な検査およびケアを不当に遅らせない。
■ 適切かつ十分なカウンセリング、ケアおよびフォローアップ支援を提供す

る。
■ 渡航および帰還が周産期上のリスクとなる場合、強制退去の対象としてはな

らない。妊娠もしくは出産関連の合併症が診断され、出身国では十分な支援

が受けられないおそれがある場合は、特に当てはまる。

女性が妊娠中絶を要請したときは、滞在国でどのような選択肢があるかについ

て情報を提供するとともに、カウンセリングと適切な医療サービスへの委託を

遅滞なく行なうことが求められる。WHOの推定によれば、危険な中絶のため

に年間およそ20万人が命を落としており、死亡率は先進国よりも開発途上国

のほうが高い（中絶10万件あたり死亡330件）34。

避妊

医療従事者は、利用可能な避妊法について人身取引被害者に助言するととも

に、WHOと国連人口基金（UNFPA）が定めた国際基準にしたがい、避妊の

選択肢や手段について文化に配慮した健康教育教材を提供するとよい。

多くの国で、女性は妊娠についての選択権をほとんど、あるいはまったく持っ

ていない。したがって、避妊の問題については、強制または暴力による威嚇を

受けることなく、女性が情報を得る権利という、より幅広い枠組みのなかで

扱ってもよいかもしれない35。
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不妊

リプロダクティブ・ヘルスについて、被害者がもっとも抱く懸念のひとつは、

性暴力をともなう人身取引を経験したために子どもができなくなってしまうの

ではないかという恐れである。不妊に関する誤解と事実を明らかにするととも

に、感染症や外傷について必要な医療処置をとることが重要である。

なお、セクシュアル・ヘルスとリプロダクティブ・ヘルスへの影響は、人身取

引に関連して生じる結果のなかでも最も深刻なものであることが多いものの、

被害者が必要とする医療支援はこの分野に限られるものではない。また、これ

が常に女性にとっての最優先の課題とは限らない。人身取引がもたらす健康上

の影響について考える際、政策立案や実践に携わる者が、セクシュアル・ヘル

スとリプロダクティブ・ヘルスの問題（STI、性器外傷等）に焦点を当てるあ

まり、女性が抱えているその他の健康上の問題を軽視してしまうことが頻繁に

見うけられる。

5.5.6 性的マイノリティ

このカテゴリーには、トランスジェンダー、男性と性的関係を持つ男性、女性と

性的関係を持つ女性が含まれる。性的マイノリティは周縁化され、伝統的に排斥

されてきた人々であるため、特別な注意を向け、ぜい弱性と健康上のニーズに配

慮した具体的な実践のあり方を発展させていくことが適当である。性的マイノリ

ティが直面する差別と周縁化は、精神的健康に悪影響を及ぼす可能性がある。話

を聴いてもらえている、一方的な判断をされていないと相手が安心できるような

やり方で、受容、尊重、配慮の姿勢を示すことが求められる。性的マイノリティ

の権利は、国際人権基準が定めている基本的権利に根ざしたものである36。

性的マイノリティは差別や迫害（暴力を含む）の対象とされ、またその性的ア

イデンティティとの関連で性暴力を経験することが多い。一部の文化では、女

性の同性愛者を「治療」する名目で、家族の同意を得て女性が強姦されること

もある。同性愛者の（またはそうであると疑われている）男性も、強姦された

り、品位を傷つけるような発言やしぐさ、暴行の対象とされたりすることが多

く、殺されることもある。
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個人のアイデンティティを変えようとする試みは、けっして行なわれるべきで

はない。したがって、生物学的には男性である人が自分は女性であると考えて

いる場合、医療従事者は、あらゆる会話において相手を女性として扱うことが

求められる。治療面では、相手の生物学的側面とトランスジェンダーの側面に

ともに対応することが必要である。トランスジェンダーである性的マイノリ

ティは、ホルモン投与を受けている場合がある。本人は、自分が服用している

薬の用量や名前を知らないかもしれない。個人の具体的ニーズの特定に努め、

必要に応じてホルモンを処方することは医療従事者の責任である。

5.5.7 人身取引被害を受けた女性の子ども

人身取引の対象とされた女性の相当数はひとり親であり、子どもが母国に暮ら

していることも多い。しかし、女性が人身取引の対象とされた後に出産し、母

親が連れていかれた国で子どもが暮らしているケースもある。警察や入国管理

当局によって女性が摘発され、子どもが取り残されてしまうことになれば、母

子双方にとってきわめて重大な懸念となる。母親が子どもの身を案じて抱く恐

れや懸念を受け入れなければならない。とりわけ、人身取引の加害者による子

どもへの報復を恐れる十分な根拠が存在する場合もある。子どもが母国にいる

場合、女性に対し、故郷の家族と連絡をとる機会を提供することが求められ

る。子どもが母親と同じ国に住んでいる場合、支援者は、警察や、子どもの福

祉を確保することのできる公的機関（福祉事務所等）への接触について、被害

者である母親と相談するべきである。

5.6 子どもと青少年

子どもと青少年は、成人と同様の労働形態につかされ、同じような目的で人身

取引の対象とされている（工場での労働、家事労働、売春、結婚等）。また、子

どもに特有の目的で搾取される場合もある（児童ポルノ、ラクダレースの騎

手、物乞い、採鉱、臓器提供等）37。人身取引を経験している間にさらされる

物理的環境および心理的環境により、子どもが正常かつ健康的に発達する可能

性が損なわれてしまう。
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子どもは小さな大人ではない

人身取引の被害を受けた子どもの支援に携わる者は、子どもを小さな大人とし

て扱うのではなく、このような困難な状況に置かれた子どもの特別なニーズに

敏感であるべきである38。

人身取引の結果として生じる健康上の影響は、若者にとっては破滅的なものと

なりかねない。心身の発達および社会性の成熟過程に虐待が行なわれるためで

ある。思春期には、世界の複雑さと、その中における自分の役割や居場所に関

する理解が発達する。思春期に身についた行動パターンは成人期にも継続する

傾向にあるほか、青少年は、自分がどの程度のリスクにさらされているのかを

まだ十全に理解していない。特に前思春期から思春期にかけた時期に人身取引

の対象とされた場合、トラウマと無力化につながるこのような経験によって、

ただでさえ自分の（性的その他の）アイデンティティと自尊心のあり方を左右

するさまざまな問題に向き合う、複雑な発達段階をより困難なものにしてしま

う。

5.6.1 人身取引の被害を受けた子どもと青少年のケア

子どもおよび青少年が健康を享受する権利、そして年齢に則した医療を受け

る権利は、子どもおよび青少年の生存および福祉にとって必要不可欠である

のみならず、国際人権文書、特に子どもの最善の利益が第一義的に考慮され

なければならないと定める児童の権利条約（CRC）に根ざした基本的人権で

もある39。医療従事者は、この条約と、子ども、特に人身取引の被害を受け

た子どもの権利を扱う、その他の多国間文書や指針40に掲げられた基準にし

たがって行動することが求められる。
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子ども・青少年・若者の定義41

..................................................................................................................................

児童の権利条約－UNFPA、WHO、ユニセフ

子ども（children） 0～18歳

青少年（adolescents） 10～19歳

青年（youth） 15～24歳

若者（young people） 10～24歳
..................................................................................................................................

子ども、青少年、成人の定義は文化によって異なる。ある青少年が成人として

の役割および責任を担ってきたかどうかは、一般に、青少年自身の文化におけ

る定義を反映している。ただし、小児医療および思春期医療の管理運営におい

ては、被害者の出身国および出身地域の文化的・法的定義を尊重しなければな

らないとはいえ、治療の実施、十分な情報提供に基づく同意の獲得（イン

フォームド・コンセント）、医療管理手続き、およびその他のケア基準に関し、

多国間で合意された規範に抵触しない範囲で行われるべきである。たとえば、

薬の投与量を小児向けにするか成人向けにするか判断する際に、文化相対的な

議論をする余地はない。

人身取引の被害を受けた子どもおよび青少年のケアにおいては、次のような対

応が必要である。

■ 自分が尊重されていると感じられ、積極的な参加が促がされるアプローチを

発展させる。
■ 過去の経験が自身に害を及ぼす複雑な経緯を理解させる。
■ 各年齢層のニーズを満たせるような形で、また対象児の年齢と特質にふさわ

しい方法で支援を適合させること。成人向けに用意されたプログラムにした

がわせるだけということがあってはならない。
■ 過去のトラウマの影響を緩和し、より健康的な発達パターンを促進するため

の方略を実施する。

参加

国際基準では、子どもには自己にかかわるあらゆる事柄について自由に意見を

表現する権利が与えられるべきであり、また「子どもの意見は、その子どもの

年齢および成熟度にしたがって正当に考慮される」べきであるとされる（CRC
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12条）42。これらの権利は常に尊重されなければならない。実践では、診察

または処置を実施する際には常に、子どもが自分の福祉に影響を及ぼす決定に

参加できるよう、子どもが理解できるように情報を全て提供しなければならな

い。医療従事者はまた、子どもの声に耳を傾け、その意見や決定（家族のもと

へまたは出身国へ帰還する可能性についての決定を含む）を真剣に受けとめな

ければならない。
..................................................................................................................................

子どもおよび青少年の代理人として法定後見人が任命される場合もある。

..................................................................................................................................

..................................................................................................................................
注意：場合によっては、虐待を行なった親や親族、または子どもを人身取引加害者に「売

り渡した」者が子どもの法定後見人であることもある。そのため、支援者にとって何よ

りも重要なのは、子どもが経験した被害の詳細を家族に明らかにする前に、過去の虐待

経験や人身取引加害者との接触の経緯について、繊細に配慮しながら子どもに質問する

ことである。子どもが虐待を受けていた、または家族のケアのもと（ないしかつての居

住場所）に帰還させれば虐待を受けると考えるに足る理由があるときは、支援者は法的

助言を求めるとともに、権限のあるソーシャルワーカーまたはその他の児童心理学専門

家の支援を得なければならない。

..................................................................................................................................

（第3章3.1「未成年者の帰還」も参照。）

子どもおよび青少年の健康の専門家

人身取引の被害を受けた子どもおよび青少年へのケアは、成人とは明らかに異

なる特別なニーズを熟知し、訓練を受けた専門家によって提供されなければな

らない43。このようなケアには、発達小児医学および思春期医学に関する知識

があり、これらの分野の訓練を受けた医療従事者のスキルが必要とされる。児

童虐待に対応する訓練を受けた専門家がいないときは、人材を募集するべきで

ある。

子どもへの情報提供と面接
..................................................................................................................................

適切な同意が得られるまでは、いかなる医療検査および処置も行なってはならない。た

だし、子どもの生命が切迫した危険にさらされているときはこの限りではない。

..................................................................................................................................
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あらゆる面接の際にしたがうべき一般的指針（たとえば安全の確保、十分な情

報に基づく同意（インフォームド・コンセント）、守秘義務－補遺1「人身取

引被害者のケアおよび面接における倫理原則」および補遺2「面接チェックリ

スト」も参照）に加え、子どもへの情報提供と面接については次のような特別

な追加原則および手法がある。

■ 収集する：子どもの被害については面接前にできるだけの情報を集めておく
とともに、面接開始時には明瞭で親しみの持てる説明を行なう（その子ども
にとってなじみ深い話題は、信頼関係を確立する上で役に立つ）。

■ 創る：安全で会話のしやすい空間を整える（信頼関係を確立する上で役に立
つおもちゃ、本、ゲームなども含む）。

■ 築く：信頼関係を確立するために、人身取引の経験に関係のない話をした
り、関係のないことを実施する（例：その子にとってなじみ深い話題につい
て話をする、ゲームをする）。

■ 捧げる：話し合いには十分な時間を割き、急がない。
■ 用いる：子どもにわかりやすい適切な言葉遣いをする（子ども自身が使う言
葉を採用する）。

■ 説明する：子どもにわかりやすい方法で説明する（可能な場合には常に視覚
的補助を活用する）。

■ 保つ：格式ばらない、非公式な雰囲気を保つ（例：尋問調になったり、答え
を迫ったりしない）。

■ 始める：最初は自由回答式の質問をし、子どもが自分なりに話をできるよう
にする。答えを誘導するような質問（例：「その人はあなたを虐待したの？」）
は避け、もっと自由に答えられる質問（「その人は何をしたの？」など）を
するようにする。

■ 追求しない：子どもが自分の知っていることをすべて話したと思われるとき
は、詳細を追求して答えを迫ったりしない。ただし、子どもは適切な質問を
されなければ情報を省いてしまうこと、面接担当者が期待する答えを自分な
りに判断してしまうことも、念頭に置いておくこと。

■ 終える：面接を終了するときは、子どもが達成感を持てるやり方をとるこ
と。また、もう一度話をする必要があるときはいつでも話を聞きに来ること
ができると念を押すこと。44

5.6.2 子どもの発育・発達と虐待の影響

子どもの発達とは、身体能力、認知能力、言語能力、社会情緒的能力、気質ま

たは微細および粗大運動能力がどの程度成熟しているレベルをいう。虐待およ

び慢性的ストレスは子どもの身体に影響を及ぼし、学習を阻害し、発育および
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心理的発達の遅れにつながる45。人身取引の対象とされた子どもは、脅威と危

険が絶えない環境に置かれる。このような慢性的虐待およびストレスに直面し

た子どもや青少年は、生き残る上では十分だが、脅威のない通常の状況に適応

しない人格を発達させてしまう。

WHOによれば、虐待された子どもは、危険な養育者と関係を結び、またこの

ような養育者を信頼しなければならないという強迫観念をしばしば覚える。信

頼を濫用された子どもは、自律性や親密性にうまく対応し、発達させることが

困難になる可能性が高い。子どもは、自分を世話してくれるのは大人であり、

大人こそが何でも知っていると考えるため、問題があるのは自分であって、悪

いことが起きたのは、または自分が悪いことをしてしまったのは自分のせいだ

と自身を責めてしまうことがしばしばある。虐待が子どもの発達に及ぼす影響

は、愛着の喪失、自尊心の低減、社会的関係の減少という観点から特徴づける

ことが可能である。また、性的行動および攻撃的行動の亢進、有害物質の濫用、

解離、自傷、その他の機能不全的な方法によるストレスや不安への対処が生じ

る場合もある46。

医療従事者には、子どもや青少年が再び積極的かつ有意義な人生を送るための

能力を回復し、増進させるのに役立つ健康促進戦略やプログラムを、発達水準

に関する認識を踏まえ、提供する責任がある。これには、栄養面のニーズ、心

身の発達面のニーズ、教育上のニーズをはじめとするさまざまなニーズへの対

応も含まれる。

家庭における過去の虐待と人身取引

人身取引の対象とされた子どもは、暴力的で心身に有害な不安定な環境で育っ

た子どもが多い。人身取引の状況下でだまされ、虐待されたことにより、世の

中や他者および自分自身に対して子どもが抱いていた否定的で破壊的なとらえ

方が確証されてしまう。

人身取引被害者のためのシェルターや支援プログラムから得られた経験的証拠

によれば、人身取引の対象とされた子どもは、相当の割合で、機能不全に陥っ

てしまった家庭環境（虐待が行なわれる家庭、離婚や別居または片親の死亡を

理由とするひとり親世帯など）、孤児院や公的児童養護施設、難民センターな

どの施設、家出して路上で暮らしていた子どもである。被害者によっては、近
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しい家族によって子どもが売り渡されていたり、人身取引の対象とされていた

りした場合もある。

子どもが直面する家庭内のリスクを認識することは、健康上のニーズに関わる

アセスメントを実施する上でも必要不可欠である。また、権威を持つ立場にあ

る者を子どもがどうとらえているか理解するためにも、再統合・社会復帰のた

めの計画を立てるためにも、重要である。戦争、犯罪、政治的迫害、天災、感

染症の流行の影響に苦しむ地域では、子どもの親が死亡あるいは行方不明とな

り、人身取引の被害を受けた子どもが孤児となる可能性もある。成人HIV感染

率が40％近くに達し、AIDSによる死亡者が多数出ている地域では、親世代

の喪失に伴い、人身取引に対する子どものぜい弱性が高まる懸念も生じてい

る。

子どもの性的虐待

人身取引の対象とされた成人と同様、子どもも人身取引の過程およびそれ以前

に性的虐待を受けていた場合がある。子どもに対する性的虐待の発生率を20

か国で調査した研究によれば、女児の7～36％、男児の3～29％が性的虐

待の経験者である47。人身取引の状況下では、子どもの性的虐待および搾取は

特殊な現象ではないことがわかる。売春を強制させられていない子どもについ

ても、同様のことが言える。

子どもの性的虐待は、短期的にも中長期的にも健康面に深刻な悪影響をもたら

す。性感染症、性器損傷のみならず、将来、リスクの高い性的行動や有害物質

濫用を行なうようになる可能性が上がるほか、健康的な性的関係を発展させる

ことの困難性、抑うつ、自殺などの影響がある48。性的虐待は、子ども（特に

前思春期・思春期の青少年）の自身の身体、価値および他者との関係に対する

見方に影響を及ぼす（精神的健康にかかわる特別な配慮について取り上げた

5.5および5.7も参照）。ジェンダーやセクシュアリティについての理解とそ

れに関わる行動について探求・発達の途上にある青少年にとって、性的行動お

よび性的関係との出会いが暴力的および強制的なものであれば、将来、有害な

関係および行為を行う可能性のある行動パターンが確立されてしまう49。

種々の阻害要因が存在するため、子どもは性的虐待の事実を明らかにしにく

い。罪悪感、自分も共犯者であるという思い込み、虐待した者を守らなければ
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ならないという気持ち、話してはならないという虐待者からの警告、拒絶や報

復への恐れなどである。性的虐待について子どもと話し合うためには、虐待に

ついて子どもと話すときに用いる特別な技法の訓練を受けた専門家が担当する

ことが最善策である。人材が乏しく、経験を積んだ実践家を手配できない場

合、このような話し合いについては慎重なアプローチをとり、子どもと強力な

信頼関係をすでに確立している者が担当すべきである。

5.6.3 子どもに優しい環境

年齢は、適切な精神保健および支援のあり方を定める上で決定的な要素のひと

つである。虐待的状況にとらわれた子どもは、自分が直面している世界に適合

するような形で意味体系と行動を修正する。トラウマと暴力の専門家によれ

ば、虐待的状況に置かれた子どもは、「信頼に値しない人々への信頼感を、安

全ではない状況下で安全を、恐ろしいほど予測不可能な状況下でコントロール

を、無力な状況下で力を、維持するための方法を見出さなければならない。自

分で自分のケアをすることができない子どもは、大人によるケアと保護が行な

われない事態を埋め合わせるために、自分が利用できる唯一の手段、すなわち

未成熟な心理的防衛システムを活用しなければならないのである」50。

学習と教育は、子どもの発達に必要な第一の基盤のひとつである。教育講座、

個人指導、または（安全かつ適切であるときは）地元の学校に入学させること

により、可能なかぎり早く、学習の促進に手をつけることが必要となる。可能

かつ適切な場合には、ピア・カウンセリングやピア・エデュケーションの手法

の活用を検討するべきである。

5.7 人身取引被害者のケアにおける精神保健面の配慮

5.7.1 精神病的状態

精神的健康や精神性疾患は、ある連続した出来事の一過点としてのとらえ方が

最適のため、定義することがむずかしい。WHOは、精神的健康の概念には次

の要素が含まれると示唆している。

……良好な状態にあるという主観的観念、自己効力感、自律性、行為能

力、世代間依存、潜在的な知的・情緒的可能性の自己実現……。文化横
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断的視点に立てば、精神的健康を包括的に定義することはほとんど不可

能である。51

IOMは、精神的健康の問題を取り上げるにあたって、この概念が最広義に、す

なわち精神的障害が存在しない状態よりも幅広く、そして精神的健康と異なる

用語として、理解されるような表現を用いてきた。「心理社会的アプローチ」と

は、精神的福祉について理解し、対応する特定の方法として説明される。心理

社会的アプローチをとるということは、社会的要素および文化的要素と「精

神」、より一般的に言えば精神的福祉の機能との間にはつながりがあるという

ことである。すなわち、個人の生活機能を理解するためには、人間を、その個

人が置かれている文脈（家族、地域または文化が含まれるか否かにかかわら

ず）のなかでとらえなければならない。心理社会的アプローチはまた、個人お

よび集団の精神的福祉は、その個人および集団を取り巻く社会的諸要素に働き

かけることによっても影響を受ける可能性があることを含意する52。

これまでのところ、精神的健康と人身取引に関する調査研究はほとんど行なわ

れていない。人身取引被害者の心理的反応について知られていることの大半

は、主として、人身取引被害者の支援団体、被害者自身、そしてきわめて限ら

れた数の質的研究に基づくものである。

5.7.2 人身取引の文脈における心理的抑圧および虐待

心理的抑圧および虐待は人身取引の顕著な特徴であり、人身取引加害者が相手

を操作し、効果的に支配下に置くために用いる基本的手口である。心理的支配

の手口としては、脅迫や威嚇、偽りや欺瞞、感情的操作、危険で予測不可能な

コントロールのしようのない状況に身を置かせることなどがある。このような

心理的虐待は通常、執拗に極端な方法で行われ、相手の心身の防衛機制を破壊

するようなやり方で行なわれることが多い。第一に、被害者は「生きるか死ぬ

かの極限状況」（extreme survival conditions）に置かれる。そこでは死の

可能性が現実のものとなり、被害者は、人身取引加害者に身がさらされ、身体

の安全についてコントロールを失ったことを思い知るのである。第二段階では

「身体的消耗」が図られる。被害者は連日、長時間の労働を強要され、これに

よって所有者は相当のコントロール権（そしてより多くの利益）を手にするこ

とになる。被害者は休息時間を持てずに消耗し、他の選択肢を考慮したり自衛

のための方略を練ったりすることができなくなる。依存させるための最後の要
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素は支配と隔離である。囚われの身に置かれ、実質的に接触できるのは人身取

引加害者のみである状況に置かれると、世界や自分自身に対する被害者の見方

も、加害者によって歪まれた形で構築された世界観を反映したものになってし

まう53。

5.7.3 精神作用物質の濫用および依存

人身取引被害者は何らかの形で有害物質を濫用、もしくは誤用するようになる

ことがしばしばあり、薬物依存にまで発展している場合もある。誘拐や支配の

過程で人身取引加害者が薬物やアルコールを利用する手だてはよく用いられる

手段である。嗜癖性物質は、被害者を言いなりにさせるために用いられるだけ

ではなく、依存状態を生み出すために導入されることも多い。嗜癖状態に陥っ

た人身取引被害者は、薬物の供給源である人身取引加害者に頼らざるを得なく

なるためである。売春を強制されることになった女性が最初に客をとるときに

なるべく従順でいるようにする目的で、薬物が用いられる場合もある。被害者

がより長時間働き、よりきつい仕事をできる（売春の場合にはより多くの客を

とれる）ように、もしくは虐待的な状況や扱いに耐え、不面目でおぞましいと

感じる行為を我慢できるようにさせる目的で、あるいは自分が置かれた状況の

トラウマやストレスに対して自分を麻痺させるために、違法か合法かを問わ

ず、強制的にもしくは自発的に、薬物が用いられることもある。

現場で人身取引被害者を支援する者は、被害者が薬物依存に陥った理由を把握

するとともに、薬物依存に関連する徴候や症状を理解していなければならな

い。人身取引被害者が薬物依存の問題を打ち明けたとき、またはスタッフがそ

のような問題を疑うときは、適切な訓練を受けた医療スタッフに被害者を付託

することが求められる。

5.7.4 支援団体のケアを受けている際に共通して見られる

ストレス源

人身取引の状況から解放され、支援団体のケアのもとに置かれたことによっ

て、多くの面で心理的救済がもたらされうることも事実だが、この状況が数々

の新たな緊張を生み出すこともありうる。以下、もっともよく見られるストレ

ス源の一部について説明する。



216

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

法執行機関による事情聴取:警察官や入国審査官と会うことは、人身取引被害者

にとっては多くの点でストレスをともなうものである。被害者の多くは、自分

が容疑者である、逮捕されるかもしれない、信じてもらえないという無理から

ぬ恐れを抱いている。また、遠慮会釈なく苛烈に行なわれることもある尋問や

調査により生ずる不安にも頭を悩ませる。正しい答えと間違った答えがあり、

答え方によって自分の将来（入国管理法上の地位、人身取引加害者による報復

など）が根本的に変わってくると思いこんでいる場合もあれば、記憶の空白が

あったり、重要な情報の細部を思い出せなかったりすることもある。法執行官

に対して抱いていた無理からぬ恐れや疑い（腐敗した官吏や危険な官吏に遭遇

した経験、またはそのようなイメージをもっていることと関連していることが

多い）とは別にこうした事情も存在するのである。

現場で支援に携わる者は、被害者がこのような面接に備えられるよう、法執行

官と会うことにどのような意味があるのか、どのような質問が想定されるか、

それが将来にどのような影響を及ぼしうるか（または及ぼしえないか）事前に

説明することが求められる。

裁判における証言と刑事手続のための証拠の提供：証言をするために待機し、

人身取引加害者に不利な証言を行なうことは、人身取引被害者にとってもっと

もストレスの高い出来事のひとつである。このような経験は、回復の進捗状況

にかかわらず、人身取引被害者にふたたびトラウマを負わせる可能性がある。

人身取引被害者が来たるべき公判に備えられるよう、適切な資格を有した実務

者が支援するべきである。可能な場合には常に、また国内法の規定にしたがっ

て、被害者が出廷し、証言する際には有資格者が付き添い、質問の内容を理解

できるよう手助けすることが求められる（特に弁護側が攻撃的な、または非難

するような尋問戦略をとる可能性がある場合）。

入国許可申請手続：ある国で合法的な在留資格を有していないことは人身取引

被害者を不安にさせ、将来に向けてがんばる気力を身体的にも、心理的にも失

わせる。また、安定感も減殺され、自分は自分の人生をコントロールできない

という印象を強めてしまう。

家族や子どもとのやりとり：故郷の愛する人々に電話することで安心し、落ち

着くこともある一方で、人によっては、悲しみ、孤独感、離れていることへの

罪悪感を覚える可能性もある。場合によっては、家族からきついことを言われ

たり非難されたりすることもある。現場で支援に携わる者は、このようなやり

とりがきわめて感情的なものになりうることを理解し、被害者が自分と近しい

人々と連絡をとった後にいつでも支援できるようにしておくべきである。
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医療処置と検査結果：医療処置を受けたり、医療検査の結果を受け取ったりす

ることは、不安の原因になる可能性がある。欧米式の医療慣行、医療制度の利

用、診療施設の環境に慣れていない人にとってはなおさらである。環境や手続

が格式ばっていることに加え、被害者が、何を言われているのか、何が起きて

いるのかわからないのではないかと恐れたり、検査結果が悪いのではないかと

疑ったりすることもあるので、支援者が立ち会うことにより、何が起きている

のかを被害者が自分なりに理解し、このような恐れを一部でも軽減できるよう

支援することが必要になる。

一時避難所／シェルターにおける争いや退屈：シェルターは、さまざまな理由

でストレスが多い環境になる可能性がある（異なるトラウマを受けた人々が共

に生活している、民族および文化の異なる人々が隣り合わせで暮らしている、

移動や行動が制限されている、時間の進み方が遅い、退屈である等）。 移行状

況で生活することの緊張を和らげ、暇つぶしをするために不健康な手段（タバ

コを吸う、争いを作り出す、プログラムから離脱する等）に走る者も出てくる

かもしれない。現場で支援に携る者は、滞在者が可能な範囲で身体的活動（た

とえば外での散歩、体操のためのスペース等）に参加できるようにすることに

より、このような問題の防止を図るべきである。ただし、安全確保上の問題や、

知的な刺激および娯楽（たとえば教育や娯楽のための本、ラジオ、ゲーム等）

の日常的な確保も同時に考慮する必要がある。シェルターで提供すべき活動に

ついてより詳しくは、第4章を参照されたい。

帰還：故郷への帰還を考えることは、人身取引被害者が報復を恐れていたり、

家族を失望させたと感じていたり、どうすれば自分と家族を養うための仕事や

収入を見つけられるかと悩んだりしている場合には、恐怖心、不安、苦痛、悲

しみ、あるいは怒りを引き起こす可能性がある。送還予定者に心理的支援を提

供する者は、できるだけの時間を割いて帰還の準備を支援するべきである。帰

還についての（時としてさまざまな気持ちが入り混じった）感情を掘り下げる

こと、だれと暮らすか、どんな仕事をするかについて考える手助けをすること

などが考えられよう。多くの人身取引被害者にとっては、心身の健康のニーズ

に対応する医療サービスの紹介も必要とされるはずである（本章5.13および

5.14も参照）。

帰還にまつわるストレスは、故郷へ向かう途中、飛行機や列車で移動している

間、または乗り換え等で待機しているときに激しくなる可能性がある。被害者

が、アルコールを注文して酔っ払うことによりストレスを緩和したり自分を麻

痺させたりしようとするのも珍しいことではない。飛行機（およびその他の形
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態の交通機関）では飲酒をしたくなるかもしれないが、酔っ払うと航空会社と

の間で問題になるおそれがあり（危険な行動が刑事告訴の対象となる場合もあ

る）、到着直後の支援もきわめて困難になると、予め注意しておくことが重要

である。

5.8 HIVとAIDS

HIVおよびAIDSについては多くの誤ったとらえ方がされている。誤った理解

は医療ケアを妨げるとともに、患者と支援提供者の双方に不必要な苦労を負わ

せている。人身取引の被害者はHIV感染の危険にさらされやすい。HIVおよび

AIDSの生物学的知識ならびに心理的影響や社会的な意味合いを、ケアの提供

に従事するすべての者が十分に理解しておくことが重要である。（HIV／AIDS

に関する IOMの政策文書54を参照されたい。）

なぜHIVとAIDSについて知る必要があるのか

HIV（AIDSの原因となるウィルス）の感染者数はいまなお増加傾向にある。社

会階層、民族、人種、宗教または性的指向のいかんにかかわらず、だれでもHIV

に感染する可能性がある。自身および他者を守る方法を知るために、すべての

者がHIVとAIDSについて知っておかなければならない。共感と理解が得られ

る環境を創り出し、差別および恐怖と闘う最善の方法は、HIVとAIDSに関す

る正確な情報を提供することである。

HIVとは何か

■ HIVはHuman Immunodeficiency Virus（ヒト免疫不全ウイルス）の略

である。
■ HIVは、性交渉や血液を通じて人から人へ感染する。
■ HIVに感染した者は一生、感染したままである。健康的に見えても、本人が

そう感じていても、他者にウィルスを感染させることはありうる。
■ HIVへの感染は恒久感染であり、現在のところ治療法やワクチンは存在しな

い。
■ HIV感染そのものはAIDSではないが、AIDSの発症につながりうる。



219

第5章　健康と人身取引

AIDSとは何か

■ HIVが体内に入ると、通常は感染症から身体を守ってくれている免疫系が破

壊される。
■ AIDSはAcquired Immune Deficiency Syndrome（後天性免疫不全症

候群）の略であり、HIV感染の結果として発症する可能性がある複数の疾病

の集合（症候群）である55。
■ HIVに感染した大半の人は最終的にAIDSを発症するが、HIVに感染してか

ら非常に長い期間、何年にもわたって症状が出ない場合もある。その後、か

つてのように感染症を撃退することができなくなるほど免疫系が弱体化し

（すなわち「不全」状態に陥り）、AIDSが始まる56。

HIVにはどのように感染するのか

■ HIVの主要な感染経路は、感染者との無防備な性交渉である。
■ HIVは、たとえば注射器を使いまわすことなどにより、注射を通じても感染

する場合がある。また輸血の際に用いた血液や血液製剤が汚染されていたた

めに感染することもある。ただし、献血血液の検査を体系的に行なうことが

できる国々では、後者の感染経路はきわめてまれである。
■ 妊婦が感染している場合、妊娠中、分娩時および授乳時に子どもがHIVに

感染してしまう可能性がある。
■ 未消毒の刃物（針、ナイフ、かみそり等）を用いると、血が出たときにHIV

に感染する可能性がある。

感染者との日常的接触を通じてHIVに感染することはありえない57。同じトイ

レやシャワーを使うこと、握手すること、同じ皿や食器を使うこと、同じ電話

機を使うこと、感染者が着た服を着ることなどでは感染しないのである。汗、

涙、くしゃみ、せき、尿を通じて感染することもない。蚊のような虫に刺され

ても感染はしない。HIVとともに生きている人を抱きしめたためにHIVに感染

した例も、一例も存在しない。
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HIVからどのように身を守れるのか

性的接触によるHIV感染は、次のような手段により避けることができる。

■ 挿入をともなう性交渉を行なわない。
■ HIVに感染しておらず、他のだれとも性的関係を持たないひとりのパート

ナーとだけ性的関係を持つ。
■ コンドームを適切に使用する。
■ 針や注射器など、血が出るような処置で用いる道具が未使用または消毒済み

であることを確認する。

HIV検査についてはどうか

HIVに感染しているかどうかは、血液検査で確かめることができる。自分が

HIVに感染していることを知っていれば、自分自身とパートナーを守ること、

自分の健康を適切にケアすること、将来について、より的確な情報に基づいた

決定を行なうことが可能となる。

自分がHIV陽性であると知ることで、好ましくない影響が生じる場合もある。

ストレスや不安定感の高まり、人間関係の形成や維持の困難、また、結果につ

いて他者と話し合っていない場合には秘密を維持する負担、結果を他者に知ら

せた際に想定される恥辱や差別などである。また、HIV陽性であるために、た

とえば出入国や移動の自由、就労、健康保険等に関して多くの制約を課される

可能性もある。

したがって、HIV検査を受けるという決断は慎重に考え抜いた結果であるべき

であり、また任意であることが求められる。IOMの経験では、適切なカウンセ

リングが行なわれれば、人身取引の被害に遭い、IOMの自主的帰還および社会

復帰支援を受けている女性や子どもの大多数は、HIV検査を、医療検査、リプ

ロダクティブ・ヘルス面の検査、心理社会的カウンセリングとあわせて希望し

ている。
..................................................................................................................................

IOMは、人身取引被害者を対象とした任意のHIV検査を支持する

出身国によっては、帰還する人身取引被害者がHIVに感染しているかどうか、通知を要

求する国がある。IOMは、このような場合でも、被害者に対するカウンセリングは行な

うよう推奨しているが、HIV検査は帰還に関与していない機関が実施するよう勧めてい
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る。このようにすることで支援団体は、医療情報の提供により守秘義務に違反してしま

うこともなく、受入れ国の公的機関に結果を通知する責任も負うことがない。

同様に、外部機関も被害者のHIV感染の有無を出身国に通知する義務を負うことになる

ので、IOMとしては、このような場合、HIV検査を経由国や目的地国では実施しないよ

う推奨する。むしろ母国への帰還後に実施するのが望ましい。帰国後にHIV検査を実施

するときは、検査前後にカウンセリングを行なうことも必要である。
..................................................................................................................................

検査前後のHIVカウンセリング

HIV検査の実施前には、専門家によるカウンセリングの利用が確保されなけれ

ばならない。十分な情報に基づく同意も、HIV検査前に要求される。検査後の

カウンセリングも、人身取引被害者およびHIV陰性と判定された人を含むすべ

ての人を対象として、利用可能とされるべきである。HIV陽性と判定された人

に対しては、配慮のある適切な検査後カウンセリングが、回数および期間とも

に制限を設けることなく提供されなければならない。

検査前後にHIV／AIDSカウンセリングを提供することの最終的目的は、次の

ことを確保するところにある。

■ すべての人身取引被害者が検査結果の意味について十分に理解する。
■ HIV陽性と判定された者が、他者へのウィルス感染を避けなければならない

ことを十分に自覚する。
■ HIV陽性と判定された者が、他者へのウィルス感染の回避方法を知る58。

（IOM「カウンセラー・ガイドライン－移民の健康アセスメントにおけるHIV

／AIDSカウンセリング・検査－」〔IOM Guide for Counsellors - IOM HIV

Counselling in the Context of Migration Health Assessment 、2006

年刊行〕を参照されたい。）

HIVの治療

HIVの感染者は、自己管理に気を配るだけで、特別な治療を受けることなく長

年にわたって健康を保つことができる。たとえば、栄養のある食べ物を摂取す

る、十分な休息をとる、衛生的習慣を実行する、積極的に忙しく過ごす、など
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である。自分がHIV陽性であることを知っていれば、感染症や、HIVに関連し

て生ずるその他の状態についても適切な治療を受けることができる。

1996年以降、非常に有効な抗レトロウィルス療法（ART）が利用できるよ

うになったことから、特に先進国では、HIV感染後、後期の経過が根本的に変

化した。開発途上国でも近いうちにARTが利用できるようになるのではない

かという希望もある。治療の開始に関する知識と実践も急速に広がりつつあ

る。治療はモニタリングしながら進めることが必要であり、深刻な副作用が生

ずる可能性もあるほか、通常は長期にわたってモニタリングを継続することが

求められる。また、不適切な治療は薬剤耐性を有するHIVの変種が生まれるこ

とにつながる可能性があるので、危険である。

HIV／AIDSに対する子どものぜい弱性

子どもは、その社会的立場のために強姦や性的虐待の被害を受ける危険性が高

く、そのことによってHIVにも感染しやすい立場に置かれる可能性がある。

HIV／AIDSに対する恐れから、男性はより若い女性のなかから性的パート

ナーを見つけようとする傾向が世界的にみられるようになった。若い女性のほ

うがHIVに感染している可能性が低いと考えるためである。処女と性交渉をも

つことによりHIV、AIDSその他の性感染症が治るという誤解も、非常に多く

の国々で報告されている。性的搾取を受けている子どもは、特に繰り返し性感

染症にかかるおそれがあり、性感染症の治療を受けていない場合には、HIVに

感染する危険性が高まる。

子どもに対しては、特殊な訓練を受けた者による、検査前後のHIVカウンセリ

ングが年齢に応じて提供されるべきである。成人の場合と同様、あらゆるHIV

検査は任意でなければならず、十分な情報に基づく同意を得るための適切な手

続きにしたがって実施されなければならない（本章5.6参照）。

母子感染

分娩前に母親を治療することにより、HIVの母子感染の危険性を激減させるこ

とが可能になった。医療従事者は、妊婦が検査でHIV陽性と判定された場合、

あらゆる状況下でそのような治療を確保しなければならない。実践において、

たとえば女性の帰還先で安全に分娩できる可能性がほとんどない場合、支援者
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は、その女性が母子ともに適切な治療を受けられる場所で出産できるよう、別

の選択肢（法的救済措置を含む）を検討すべきである。

5.9 人身取引被害者に対する健康面での支援の医事法的
側面

人身取引の過程にともなう医事法的側面は、人身取引被害者を支援する医療従

事者全員が念頭に置いておかなければならない、重要な配慮のひとつである。

指針の詳細は、被害者の法的権利や法執行上の選択肢について取り上げた第6

章「法執行機関との協力」で示す。本節は、被害者の法執行への協力および人

身取引加害者の提訴を奨励するものではない。あくまでも、法執行に協力する

ことを自発的に選んだ人身取引被害者を支援する際の重要な原則と、医療サー

ビス提供者に期待される役割を強調することが目的である。医療従事者は、自

らが担う医事法的役割を理解し、実践することにより、法的対応に相当に寄与

することができる。そのため、医療従事者は、人身取引の医事法的証拠の提供

にかかわる次の原則を承知していなければならない。

■ 医療記録（病歴、診察、臨床検査、レントゲン検査、その他の診断結果、治

療記録を含む）から得られたすべての証拠は厳格な守秘義務の対象とし、人

身取引被害者の許可を得てからでなければ法執行機関に提供してはならな

い。
■ 支援団体のスタッフは、裁判所から医療情報を提供するよう要請される場合

があるほか、人身取引容疑者の訴追または弁護のために活動している調査官

からそのような証拠の提供を命じられる場合がある。医療従事者は、医療記

録や医療情報がどのように使用される可能性があるのか、人身取引被害者が

承知しておけることが重要である。被害者が法的措置への協力を拒む場合、

人身取引加害者を相手どった事件における医療情報の提供および使用を拒否

することも求められる。
■ 場合により、支援団体の医療スタッフが専門家証人として出廷を求められる

可能性もある。支援団体としては、外部の法医学専門家を雇い、医療証拠を

（被害者の同意を得た上で）収集して法廷に専門家証人として提出する役割

を委ねることで、このようなリスクの高い証言を行なわなければならない事

態を回避できる。支援提供団体の医療スタッフは、外部専門家による加害者

の面接や検査には常に立ち会い、被害者と専門家の双方を支援するべきであ

る。ただし、被害者がそのような支援を望んだ場合に限る。
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■ たとえ裁判所や法執行官に対して直接の証言を行なうわけではなくとも、支

援団体のスタッフ（被害者との関わりがある医療従事者かソーシャルワー

カーが望ましい）は、被害者の同意を得て、被害者が出廷する際や捜査のた

めに法執行官と会うときには常に付き添い、心理的支援を提供して、人身取

引被害者がより落ち着いた気持ちでこれらの公的機関にうまく協力できるよ

うにすることが求められる。

支援提供団体に対し、裁判所からスタッフの出廷や情報の提出が求められる可

能性もあるため、支援団体のヘルスワーカーは法医学についての基礎知識を身

につけ、研修を受けておくべきである。ヘルスワーカーは、病歴に含まれる側

面（強姦や拘禁の経験等）や身体検査結果に含まれる関連の徴候（裂傷痕、軟

部組織や骨の損傷、栄養不良等）を特定する能力と、診断確認のための基本的

な臨床検査やレントゲン検査を要請し、関連の記録（外傷・創傷等の記録およ

び写真を含む、医療検査の結果を綴じたケースファイル等）を保管する権限を

備えていることが求められる。医療従事者はまた、捜査中に要請を受けた場合

には、事件に関連する生体試料を使用可能な形で採取し、さらなる検査に回せ

るよう、基本的訓練も受けておくべきである。被害者に代わり、法的事案の支

援をするため、法医学の専門家と協議する必要も生じる可能性がある。

5.10　医療従事者と患者の関係

医療の専門家（たとえば看護師、医師、心理学者、ソーシャルワーカー等）と

被害者／患者との関係には力の不均衡がある。このような不均衡のため、患者

は質問や意見を述べたり、医療従事者の意見に疑問を呈したり、自身の健康に

ついて自ら決定することをためらう場合が多い。人身取引被害者の場合、搾取

者の支配下に置かれていた間に生じた、権威を持つ立場にある者への特有の感

情によって、医療専門家に対する尊重の念がいっそう強化されている可能性も

ある。また、支援を受けている人々、特に自分の安寧は（そして生命さえも）

他者の提案を無条件に受け入れることにかかっていると考えている人々の場

合、相手を喜ばせようとしたり、「問題を起こさない」ように心がけたり、素

直に言うことを聞いて望ましい振舞いをすることで支援を継続してもらえると

考えたりすることも珍しくない。

医療従事者の側でも、しばしば権威者または養育者の役割を担い、自分の知識

や権威をひけらかすようなやり方で対応する事例がある。医療従事者は、権威
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的な口調や命令口調ではなく、十分な情報を伝え、安心させるような口調をと

るよう心がけるべきである。医療従事者は患者に理解してもらえそうな言葉や

用語を使うべきであり、また患者の自己評価や意見表明を頻繁に奨励したり、

推奨したりすることが求められる。加えて、検査や処置を実施するときは、自

分がどのような理由で何をしようとしているのか、時間はどのぐらいかかるか

を順次説明することにより、患者の気持ちを支え、安心させるべきである。

もっとも有能な医療従事者とは、患者が自分の医療状態や処方された治療を理

解できるよう支援できる者にほかならない。

患者と医療従事者の関係に内在するもうひとつの問題は、多くの人々にとっ

て、医療検査を受けることは、畏縮や侵害、屈辱的な感覚をともなう経験でさ

えあるということである。世界には、身体診察を一度も受けたことがない人々

も多い。地域によっては、医療従事者が患者に触れることは許されず、症状を

評価して治療法の提案や処方を行なうだけというところもある。女性が、婦人

科検診では当たり前のように行なわれている骨盤検診も一度も受けたことがな

く、また、知らないことは、けっして珍しいことではない。特に性的虐待を受

けた経験がある子どもや青少年、また女性にとっては、この種の侵襲的検査は

さらなる人権侵害のように思える場合もあろう。そのため、女性および女児が

希望すれば、女性の医療従事者に検査してもらうようにすることが望ましい。

そのような選択を可能にするため、あらゆる努力を行なうべきである。

..................................................................................................................................

医療従事者（または主たる支援者）は、人身取引被害者に対し、実施する全ての処置に

ついて、それを行なう理由および具体的な処置内容を説明する時間をとることを欠かし

てはいけない。処置の進め方について、検査の前および最中に順次説明するとよい。

..................................................................................................................................
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5.11 人身取引対策プロジェクトの構成要素としての医
療事業の立案

対人身取引保護および支援にはいずれも医療面での支援策が含まれると考える

べきであり、プロジェクトの立案段階、実施の段階から、あらかじめそのよう

な前提に立って計画することが求められる。ただし、それぞれの医療事業に求

められる内容はプロジェクトによって、また当然のことながら国によって、異

なってくる。

医療事業の立案に携る者（これらの活動の性質上、このような作業に関する十

分な権威と知識を備えた医療専門家でなければならない）は、したがって、次

のような一般的措置をとることが求められる。次のリストは例示的なものにす

ぎず、IOMが生活の再建を目的とした健康アセスメントのために世界中で用い

ている計画手続きの関連部分を抜粋のうえ加筆修正したものである。

対人身取引保護および支援プロジェクトの構成要素として医療事業を立案もし

くは実施する際のチェックリストは次のとおりである。

■ 人身取引被害者の出身集団である可能性が高い人口層と、人身取引被害者が

渡航中にまたは目的地で接触する可能性が高い人口層の、人口動態（年齢分

布および男女分布を含む）および疫学的状況（特に、結核、肝炎、マラリア、

性感染症、HIV／AIDS等、公衆衛生上の重要度が高い疾病の流行状況）を

調査し、分析する。
■ 関連する公的機関より、適切な許可が下りたこと（または間もなく下りる見

込みであること）を確認する。許可を求める相手としては、たとえば、保健

省（事業実施許可）、地元の保健当局（キャンプ、病院や公立診療所を診察・

検査目的で用いることの許可）、国の保健当局（公衆衛生上の報告要件の確

認）、関連の出入国管理当局・保安当局その他の政府部局などがある。
■ 医療ケアを提供するのに十分かつ適切な施設もしくはスペースが確保できる

よう、シェルター内外で必要とされる施設および物資供給元を、見込まれる

被害者数に見合わせ、評価および決定する。十分なプライバシーと設備が確

保された臨床検査施設で、病歴の確認と面接、身体の診療（たとえば身長お

よび体重測定、瀉血等）、温度に気を遣わなければならない物質（たとえば

薬品、ワクチン、試薬等）の冷蔵ないし低温保存が行なえるようにする必要

がある。
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■ 患者を付託することが必要となった場合に備え、適切な地元の支援団体を特

定し、評価する。病院、診療所その他の医療支援機関とともに付託／搬送手

順書（報告ガイドライン、費用負担・償還、行動規範、ケース・マネジメン

ト実践の質等も含む）を策定する。
■ 医薬品・医療品（ワクチン、個人衛生用品、シェルター衛生用品等を含む）

の調達計画を策定する。
■ 電子メールなどの通信記録、医療情報の安全な保管、データ分析等をはじめ

とする、医療書類および記録管理のために必要な事項を確認する。
■ 人身取引被害者の医療ニーズに帰還直後から対応できるようにするため、帰

還先（通常は経由国または出身国）の適当な保健当局との連絡を確立する。

5.12 人身取引の場面で生じやすい臨床病態の
ケース・マネジメント指針

以下に取り上げる事柄は世界中の医療実務で手順となっているものだが、これ

らの点について常に注意を払う必要性を強調しておくことは重要である。複数

の障壁が存在するため、人身取引プロセスが始まる前に被害者がどのような健

康状態にあったのか、医療従事者が把握することは容易ではない。また、人身

取引被害者の健康状態についてあらかじめどのような想定をしておけばよいか

も、十分には知られていない。回復過程で対応できるようにするためにも、人

身取引の病態を可能なかぎり早く記録しておくことは重要である。

健康診断では、適切な医療従事者が、詳しい病歴の確認（家庭内で虐待を受け

た経験をはじめとする人身取引前の状態／出来事の経緯を含む）、身体診察全

般、精神状態の診察等を行なうことが求められる。精神保健検査は、本当に必

要とされないかぎり、行なうべきではない。

医療従事者は、人身取引被害者が性的虐待や強姦を経験した場合に想定され

る、一連の複雑な症状および徴候（性感染症、望まない妊娠、過去に中絶を試

みたことによる合併症等）について十分な知識を有していなければならない。

（さらに詳しくは『MHS医療マニュアル（2001年版）』〔MHS Medical

Manual (2001 edition)〕30～33ページを参照。）
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WHOがウェブサイト（www.who.int）を通じて提供しているケース・マネジ

メント指針の最新版を参照することも奨励される。ケース・マネジメントにつ

いて詳しく解説されている医学教科書のほか、感染症事例の疫学およびケー

ス・マネジメント実践指針に関してとりわけ有益な二冊の文献を次に掲げてお

く。

■『ＷＨＯが推奨する感染症予防・対策戦略』〔WHO Recommended Strat-

egies for the Prevention and Control of Communicable Diseases,

WHO, 2001, Geneva〕
■『感染症対策マニュアル第17版』米国公衆衛生協会〔Control of Commu-

nicable Diseases Manual, American Public Health Association

(17th edition; 2000)〕

5.12.1　性感染症（STI）

淋病やクラミジアといった性感染症（STI）は人身取引被害者が感染しやすい

症状である。これは主として、人身取引の過程で発生することがもっとも多い

性的搾取によるものである。人身取引被害者に懸念されるSTIにはHIVも含ま

れる。

STIのケース・マネジメントは、予防原則ならびに治療原則をともに基盤とし

ながら進めるべきである。信頼のできる検査設備が利用できるのであれば、

STIの血清検査を受ける機会を提供することが求められる。ただし、支援のた

めの資源が乏しく、診断を確認するための検査が利用できない場合は、一部の

STIについては症候論的アプローチに基づいて治療を行なうべきである。次の

二冊の文献にまとめられている基準を参考にするとよい。あらゆる対人身取引

保護・支援プログラムの現場に、両文献を備えておくことが望ましい。
■『性感染症治療ガイドライン（2002 年版）－ＭＭＷＲ勧告・報告』

〔Sexually Transmitted Diseases Treatment Guidelines － 2002,

MMWR Recommendations and Reports, 3 May 2002/51

(RRO6/)〕
■『ＷＨＯが推奨する感染症予防・対策戦略』〔WHO Recommended Strat-

egies for the Prevention and Control of Communicable Diseases,

WHO, 2001, Geneva〕
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5.12.2　精神保健

人身取引被害者が示す心理的反応は、さまざまな要因、特に被害者の個人史、

過去の出来事、そして現在抱いている恐れや不安定感と関連するストレスに

よって、変化する。過去の出来事のなかでもとりわけ考慮に入れておかなけれ

ばならないのは、人身取引被害者のなかには、トラウマをもたらすような、ま

たは虐待と言えるような経験を、人身取引の対象とされる前から持っていた者

が多いということである。人身取引前に経験したこれらの出来事は、人身取引

の対象とされている間に遭遇した精神保健面でのストレス要因を悪化させると

ともに、社会復帰段階でも重大な影響を及ぼすことになる。母国から離れてい

る人々にとっては、移住にともなって見られる典型的な感情や緊張（言語や文

化面での障壁、疎外感、孤独感、かつての支援ネットワークの喪失等）や、現

在抱えている不安定感（在留資格、行政手続等）も、このようなストレス要因

に含まれる場合があろう。また、被害者が目的地国にいるか母国にいるかにか

かわらず、人身取引に関連するトラウマの影響は現在抱いている不安感と組み

合わさる形で生ずる。家族がどのように反応するか、どうすれば仕事が見つか

るか、逃亡したことや借金を返していないことを理由に人身取引加害者から報

復されないかといった懸念が、このような不安感に相当する。

人身取引の経験にどのように反応するかは人によって異なるが、共通して見ら

れる反応としては次のようなものがある。

心身症的反応

■ 全身の痛み、局部的痛み、頭痛、首や背中の痛み、腹痛、消化器系の問題
■ 震え、発汗、動悸
■ 睡眠パターンや食欲が不健康な形で変化する
■ 免疫抑制および関連の合併症（風邪やインフルエンザにかかりやすくなる

等）
■ リスクの高い行動の昂進（喫煙、飲酒、薬物濫用、リスクの高い性行動）
..................................................................................................................................
注意：心身症の愁訴が常にストレスへの反応であるとは限らないと念頭に置くこと必要

がある。特に、人身取引被害者は身体的苦痛を受けたり、意図的に危害を与えられたり

した可能性が高いので、身体的症状は真剣に受けとめ、十分なアセスメントを行なわな

ければならない。
..................................................................................................................................
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心理的反応

■ 無力感、絶望感、自殺念慮
■ はっきりとした理由もなく、爆発的な、または極端に抑えのきかない怒りを

示す
■ 意識変容（健忘、一過性の解離、再体験など）
■ 他者との関係の持ち方の変容（孤立や引きこもり、根強い不信感など）
..................................................................................................................................
注意：人身取引の対象とされた人々が敵意を示したり攻撃的行動をとったりするのは珍

しいことではない。自然な反応として、被害者に対し、腹を立てたり、いらいらしたり、

相手を無視もしくは拒絶したくなる感情と闘うことが重要である。このような表現が自

分個人に向けられたものではないことを想起するよう努めなければならない。
..................................................................................................................................

上述の心身症的反応や感情的反応の多くは異常な出来事（トラウマ性の人身取

引経験）に対する正常な反応と考えることができるが、このような反応は慎重

に受けとめられるべきである。このような反応は精神性疾患の症状である可能

性もあり、その場合には特別な注意とケアが必要とされる。

人によっては重度精神疾患の症状を示す場合もある。気分障害、不安障害、適

応障害、心的外傷後ストレス障害、精神作用物質濫用障害などである。

精神医療診断とラベリング

精神医療診断、特にトラウマ関連の症状の診断をめぐっては、二つの異なると

らえ方が存在する。ひとつの見方は、正式に認められた病態であると診断する

ことにより、患者の孤立感の軽減につながるほか、このような心理的経験をし

ているのは自分だけではない（すなわち自分が異常であるとか、自分に責任が

あるというわけではない）と感じられるようになるというものである。人に

よっては、一般的に認められた病態であると診断されることにより、自分では

どうしようもない感情や行動をめぐる罪悪感や欲求不満感の負担が軽くなる場

合もある。基本的に、重度のトラウマを経験した者は身体的にも精神的にも病

的状態に陥る可能性があり、どちらの面にも平等に注意を向けることが必要で

ある。また、実務的観点からは、一般的に認められた病態であることを記載し

た診断書があれば、必要とされる公的資源の利用が認められる国もある。
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もうひとつの見方に立てば、異常な状況への正常な反応として理解される症状

を病理的状態として扱うことにより、そのような診断を受けた者は短期的およ

び中長期的に恥辱を付与されたと感じる（または実際に付与される）可能性が

出てくる。これは、誤った自己評価や不適切なアイデンティティ形成につなが

るおそれがあるほか、被害者が「異常な人」、「信頼できない」、「他者と同じよ

うに行動することができない」と見なされることにより周縁化される可能性も

ある。

精神保健支援とは何か

精神保健支援はさまざまな形で提供され、時間とともに変化するものであっ

て、利用可能な資源と地域特有の慣習や文化によってもしばしば変わってく

る。支援戦略を有効なものとするために、個人のニーズ、状況（たとえば他に

利用可能な支援提供先があるか、滞在期間はどのぐらいか等）、個人の特性（年

齢、ジェンダー、文化等）および性格に応じて戦略の修正を図るべきである。

また、支援は包括的なものであるとともに、精神保健の多面的性質（身体的健

康、社会的・経済的福祉）を認め、多様な形態の支援（たとえば情緒的支援、

教育ならびに就労面での支援）を提供するようなものであることも求められ

る。人身取引被害者が現在抱えているトラウマの多くは過去に引き起こされた

ものであるかもしれないが、支援を提供する際には過去の経験とそれにかかわ

る記憶だけを考慮するようなアプローチをとるべきではない。被害者が、健康

的で希望のある未来に向けて自信を持って前進するための手助けを行なうこと

が求められる。

欧米の、ないし現代的な心理学モデルこそが心理的苦悩への唯一の（または最

高水準の）対応であると思いこまないようにすることも重要である。精神保健

支援は、心理療法士やソーシャルワーカーとのセッションという形で行なわれ

ることもありうるが、同様に、地域開発事業への参加、訓練、教育または文化

的オリエンテーション・プログラムの受講、就職、新たな人間関係の構築、人

間関係の再構築も十分に含まれる。

シェルターで、あるいは人身取引被害者の支援を対象として活動している支援

者らが示唆するところによれば、構造化された活動のほかに、被害者とちょっ

とした形で会ったり、予定していなかった面接の機会を持つことにより、被害

者が自分の気持ちや関心事を非公式な形で話したり共有したりできるようにす

ることにも、重要な治療的利点がある。
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とはいえ、人身取引被害者を支援する専門家が口をそろえるのは、被害者に

もっとも近い人 （々家族、友人や地域）からのケアと理解こそが回復力を高め

る上でもっとも重要な要素だということである。人身取引の結果として生ずる

精神保健上の問題は長引くことが多く、長期的に、そして被害者が困難な時期

を経験しているときに利用可能な支援こそが最善の支援となる。ただし、被害

者が（送還される予定であるために、または居住施設が利用できないために）

支援プログラムのケアをごく短期間しか受けない場合にも、精神保健面での支

援を提供することは可能である。

精神保健支援を提供できる者

人身取引被害者の支援を担当する、訓練された医療専門家を支援団体が確保で

き次第、精神的健康状態の診療が実施されるよう、あらゆる努力を行なうこと

が求められる。精神的健康を（人身取引を経験したために、またはそれ以前か

らの精神的疾病のために）深刻に損なわれている者や、専門的対応をただちに

必要とする者を発見できるようにすることが重要である。特に、自傷他害のお

それがある者、精神的状態が理由で自分自身のケアが適切にできない者（たと

えば服を着ない、食事をしない、精神病の反応を示す等）については、状態を

安定させるための投薬や、場合によっては入院さえ必要となることがあるかも

しれない。したがって、正確な診断を行なうために、精神保健の訓練を受けた

医療従事者が、支援団体の対象となる人身取引被害者全員を診察することが不

可欠である。診察は、現場にどの程度の資源があるかによって、精神保健の訓

練を受けた一般医療従事者、精神科医、臨床心理学者、精神科看護師、あるい

は精神医学の訓練を受けたソーシャルワーカーが担当することになろう。重大

な機能損傷がある者については、専門家に委託するか、自ら処遇や治療を開始

しなければならない。注：上述した医療従事者が全員、薬を処方できるわけで

はない。処方できない者は、処方できる専門家に支援対象者を委託しなければ

ならない。

..................................................................................................................................

精神保健または「カウンセリング」に関する（たとえば3週間の）短期（非公式）研修

講座だけでは、スタッフが診断責任者となることや、心理療法や治療を実施するために

は不十分である。
..................................................................................................................................

支援団体のケアを受けている者が専門的な精神医学的対応（治療および入院）

をただちに必要としない場合でも、心理学者、精神科医、看護師、精神保健の
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訓練を受けたソーシャルワーカーから継続的な精神保健支援を受けることが有

益な可能性はある。また、精神保健や心理社会的支援について非公式な訓練や

短期訓練を受けた者も、治療的環境を整え（たとえば他のスタッフの意識啓発

も含む）、人身取引被害者全員に心理社会的支援を提供する上で重要な役割を

果たせる。

人身取引被害者に（精神保健）支援を提供する際には、それぞれに担当のケー

スワーカーを配置することが望ましい。ケースワーカーは、ソーシャルワー

カーでも、心理学者でも、看護師でも、心理社会カウンセリングの訓練を受け

た者でもよい。ケースワーカーは医療支援チームの一員として、本章で述べた

医療支援責任者の全般的コーディネーションのもと、業務を遂行する。ケース

ワーカーの役割は次のとおりである。

■ 教えてほしいことや対応してもらいたいことがあるときにはだれに連絡すれ

ばよいか、人身取引被害者が知っておくようにする。
■ 人身取引被害者が支援と手続きの迷宮のなかで途方に暮れないようにする。
■ 情報が分断されたり失われたりしないようにする。
■ 業務の重複が生じないようにする。
■ 人身取引被害者が同じ情報を何度も開示しなくていいようにする。
■ 信頼と関係構築のプロセスが促進されるようにする。

精神保健支援の諸段階

人身取引被害者の精神保健支援には、青写真は存在しない。とはいえ、回復の

パターンや支援のための戦略については、精神保健分野に従事する人やトラウ

マを乗り越えた人に対応している専門家から提案されている。人身取引経験を

生き抜いた人々を対象とするあらゆる心理的支援の目標は、最終的には、これ

らの人々が人身取引状況を乗り越えて自分自身の人生を創り出していけるよう

にするところにある。

回復は個人的なプロセスである。前述のように、個人の回復力や、周囲の世界

に健康的なやり方で再適応する能力に影響を及ぼす要因は多く存在する（たと

えばトラウマの深刻さと継続期間、個人的資質、支援の質等）。とはいえ、ト

ラウマ性の出来事を経験した人々への支援はおおまかにいくつかの段階に分け

られることが明らかになってきた。
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第1段階：安全を確かなものとする。回復のための最初の作業は、個人の安全

を確かなものにするとともに、人身取引被害者が活力と自己決定権（自分の身

体、感情および環境に対するコントロールを含む）を取り戻せるようにするこ

とである。被害者が安心できるようになるまで、他の活動を進めることはでき

ない。

第2段階：回想と服喪。理論的には、人身取引被害者が自分に起きた出来事に

ついて語り、自分が（心理的にも身体的にも）失ったものをめぐって悲嘆の作

業を行なう段階である。ただし、人によっては、この段階に本当の意味で到達

する前に支援団体との接触が終わってしまう場合もある。過去のおぞましい出

来事の細かい事情にいつ、どのように向き合うかの選択は、常に本人に委ねる

べきである。

第3段階：普通の生活との結びつきを回復する。回復における最後の作業は、

社会に復帰し、他者との関係をあらためて発展させていくプロセスである。こ

のプロセスには時間がかかることもある。多くの者にとっては生涯続くプロセ

スかもしれない。教育、職業、経済の側面も網羅した心理社会的支援は、被害

者が前進するために欠かせない要素である。

精神保健戦略に共通する特徴と戦略に関する決定

トラウマへの効果的対応に共通して見られる特徴には、次のようなものがあ

る。

■ 被害者を非難しない。
■ 支援的な環境を整える。
■ 虐待を、被害を与える犯罪的行為として認識する。
■ トラウマ性反応についての情報を提供する。
■ 症状改善の期待を示す。

治療戦略に関する決定にあたっては、人身取引被害者の参加の意思および滞在

期間を指針とするべきである。考慮すべきその他の要素としては次のようなも

のがある。
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■ 治療の目標（たとえば生活機能の向上、深刻な破壊的行動や併存障害への対

応）
■ 併存障害（以前からの障害の存在、重度の病理的症状）
■ 有害物質／アルコール濫用および依存
■ 精神保健上の問題（たとえば自傷他害のおそれ、自分自身をケアする能力）

の深刻さ
■ 併発している病態

どのような精神保健支援を提供するかについての決定は、精神保健分野で経験

を有する保健従事者が本人と相談しながら行なうことにより、最善を期すこと

ができる。欧米で共通して用いられているいくつかの心理支援療法の解説は資

料2を参照のこと。精神保健支援のもっとも重要な側面は、最終的には、人身

取引被害者が周囲の者からどのように扱われるか、また被害者の選択が尊重さ

れるか否かに関わってくるということである59。

5.12.3　衛生

人身取引被害者には、貧困や不衛生な居住環境のもとに置かれていたことや、

個人衛生の維持が制限されていたことのいずれかを理由として、衛生状態の劣

悪さに関連した健康状態が見られる場合がある。皮膚、耳、髪、眼に（バクテ

リア、ウィルスまたは細菌による）感染症がないかどうか確認し、必要に応じ

て適切な治療を行なうことが重要である。このような症状としては、疥癬、ノ

ミの寄生、真菌症、結膜炎などがある。過密な居住環境以外に、水や缶詰の食

糧が汚染されていると、チフス、細菌性赤痢、腸内寄生虫といった消化器系の

病気につながる可能性がある。これは、化学的汚染ならびに物理的汚染が、人

間による摂取が認められる一定の基準値を超えたことによるものである。加え

て、マラリア、デング熱、黄熱病等の動物媒介性疾病も、劣悪な衛生条件や過

密状態のなかで感染する場合がある。

『ＷＨＯが推奨する感染症予防・対策戦略』〔WHO Recommended Strate-

gies for the Prevention and Control of Communicable Diseases, WHO,

2001, Geneva〕では、劣悪な環境衛生・個人衛生、水質汚染、食糧汚染を

理由とする各種疾病への対処方法に関する具体的指針が示されている。基準と

して参照できるもうひとつの文献は、米国公衆衛生協会（APHA）による『感

染症対策マニュアル第17版』〔Control of Communicable Diseases

Manual, APHA (17th edition; 2000)〕がある。
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5.12.4　結核

現段階の調査研究で得られた証拠は十分でないが、結核は人身取引プロセスと

強い関わりを有する疾病と推定できる。このような推定に現実味があるのは、

人身取引被害者は人身取引の対象とされる以前から社会経済的地位が低かった

可能性が高いことに加え、人身取引の期間中に過密状態、栄養不良、有害物質

濫用に苦しんだと思われるからである。さらに、結核はHIVと併存しやすいこ

とが知られており、人身取引被害者に対応する際にはこのことも考慮に入れな

ければならない。

5.12.5　職業保健

職業保健上の問題は、労働搾取や興行を目的とした人身取引で共通して見られ

るが、人身取引被害者の置かれた環境に、職業保健上のものであるかにかかわ

らず危険が存在する場合、幅広い人身取引状況下でも発生する可能性がある。

標準的な医学教科書やWHOのガイドラインには、このような条件について防

止策を含めた対策を図るためのケース・マネジメント戦略が豊富に示されてい

る。産業安全や移住労働者の健康に関する ILOの出版物でも同様である。

職業保健上の問題には、次のようなカテゴリーに属する状態が含まれる。

■ 軟部組織の損傷：切創、創傷、刺創、挫創・挫傷、擦過傷、打撲傷、強姦や

嗜虐的行為による性器損傷等。
■ 骨や筋肉の損傷：脱臼、骨折、捻挫、身体部位の切断・喪失、種々の筋骨格

障害等。
■ 皮膚症状：劣悪な衛生条件を理由とする感染症（前述）のほか、化学物質に

よるやけどや擦過傷のような感染症以外の理由による病態を含む。わき腹に

臓器摘出（特に腎臓）の手術痕がないかどうか、よく調べることも必要であ

る。
■ 聴覚や視覚機能の損傷ならびに喪失。
■ 血液疾患：貧血症、白血病等。
■ 特定産業に関連する呼吸器系疾病：珪肺症、一部の肺ガンのような塵肺症

等。
■ 特定の感染症に感染する危険性の増加：ブルセラ症やサルモネラ症のほか、

人身取引の対象とされている間に家畜や野生動物と接触する環境（たとえば
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食肉処理場、養鶏場、骨および肉の加工場、食肉販売店、皮革産業など）に

置かれた者が罹患しやすいその他の病態。

さらなる参考文献として、ILO『働く児童たち：健康・安全上のリスク』60も

参照。

5.12.6　ワクチンで予防可能な疾病

人身取引被害者が不利な立場に置かれた地域の出身である可能性もあることを

踏まえ、医療従事者は、人身取引被害者に予防接種を受けた記録がない、不完

全な形でしか予防接種を受けていない、または決められた種類および回数の予

防接種を受けたかどうか本人が覚えていない場合があることを予期しておくべ

きである。実情に応じ、人身取引被害者に対する医療サービスの一環として、

予防接種の機会を提供することが求められる。

5.12.7　栄養不良、損傷、歯の状態の悪化、慢性障害

これらの健康状態は人身取引と関わって一般的に見られるものであり、IOMお

よびその活動上の提携機関が世界中で行なっているさまざまな対人身取引活動

でも報告されてきた。人身取引被害者は移住労働者によく見られるものと同じ

病気で問題を抱えることもあるが、人身取引の過程は独特のものであること、

労働環境も厳しいことから、これらの疾病がいっそう深刻な形で表れる場合も

ある。たとえば、栄養不良は人身取引被害者の間でも移住労働者一般の間でも

共通に見られる問題である。適切な栄養を摂取できないこと、労働や性的搾取

により消耗すること、他の疾病や感染症、有害物質濫用が併発することなどは

いずれも、人身取引被害者の栄養不良につながる要因となりうる。栄養不良

は、人身取引の対象とされた子どもの発達障害や、貧血症のような血液疾患、

皮膚や歯の問題につながる可能性もある。

人身取引の過程はそもそも強制的なものであり、搾取的な慣行もともなうた

め、筋骨格上の問題や整形外科的対応が必要な問題（特に労働搾取目的で人身

取引の対象とされた人々）、軟部組織の損傷（性器損傷を含む）、その他の外傷

（銃創、刺創、挫傷、骨折、不全脱臼等）を引き起こすことが多く、それにと

もなって神経学的その他の問題が生じる場合もある。
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人身取引被害者の間でこれ以外の慢性的病態が見受けられることも普通であ

る。呼吸器系、消化器系の病態、内分泌障害（真性糖尿病、甲状腺障害等）、腎

疾患や肝臓病その他の代謝障害、皮膚症状などがある。これらの病態は、人身

取引の対象とされる前から存在していた場合もあれば、人身取引の過程で悪化

／亢進した場合もあろう。人身取引の対象とされた間にケアを受けることがで

きなかったために、早期診断が妨げられ、人身取引被害者の慢性的病態の二次

予防・三次予防を図れなくなってしまう。その結果、被害者が支援提供団体の

ケアを受けられるようになるまでに、これらの病態が悪化し、予後がいっそう

悪くなってしまう場合もある。

人身取引被害者の間で見られる慢性的病態についてのケース・マネジメント上

の原則を詳しく解説することは、このハンドブックの範囲を超える。念頭に置

いておくべき重要な原則は、人身取引被害者はそれまでに医療ケアを受けたこ

とがないかもしれないということである。被害者が支援団体によるケアの対象

とされることで、十分な、配慮のある、支援的なケアを受けられる初めての機

会を得るかもしれないことを、念頭に置いておかなければならない。

5.13　人身取引被害者のための医療プラン

本節の目的は、委託および支援について取り上げた第3章を補完する形で、支

援プログラムに新たに参加する人身取引被害者およびプログラムが完了する被

害者を対象とした、医療プランに関する指針を提示することである。

新たに支援プログラムに参加する人身取引被害者ひとりひとりについて戦略的

医療プランを策定することは、考え抜かれた医療ケアが提供されるようにする

上で重要である。このことは、支援団体内で、また目的地国、経由国、出身国

の提携機関との間で、入手された医学的情報が適切に交換され、十分な調整が

図られることを被害者にはっきりと理解してもらうためにも重要となる。
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以下、人身取引被害者のための医療プランを策定する際に踏むべき基本的な段

階を概観する。

医療支援責任者を指名する。医療支援責任者は、人身取引被害者が支援提供団

体のケアを受けている間、その健康面でのケア（医療ケースファイルの保管を

含む）に責任を負う。指名される責任者は、医学、健康管理、心理学または医

療関連のソーシャルワークの訓練を受けた者であるべきである。現地事務所ご

とに、医療支援責任者がその役割にかかわってどのような責任を負うのか（責

任がどのように限定されるかも含む）について、文書で明確に定めておくこと

が求められる。支援対象である人身取引被害者の母語を医療支援責任者が話せ

ないときは、訓練を受けた、配慮のできる通訳者を手配するべきである（補遺

1「人身取引の対象とされた人のケアおよび面接における倫理原則」の18「通

訳を用意する」参照）。医療支援責任者は、支援提供団体のスタッフ内で、ま

た法執行機関等の外部機関との間で積極的な連携を実施することについても第

一義的責任を負うことが求められる。このような連携は、人身取引被害者を対

象とする医療支援、社会的支援、法的支援で必要とされる対応についてスタッ

フや外部機関とともに決定する際に、特に必要となる。

受け入れ面接と第1回医療プラン立案セッションを実施する。人身取引被害者

との第1回面接と医療プラン立案セッションをできるだけ早い段階で実施す

る。受け入れ面接とプラン立案セッションの目的は次のとおりである。

■ 差し迫った、または緊急の健康上のニーズがあれば、それを特定する（これ

は第１回受け入れ面接のときにも行なわれるべきである）。
■ どのような医療支援を提供できるか（できないか）について、提携団体によ

る支援も含めて説明する。支援が限られている場合にはそれを明確にする

（補遺1「人身取引の対象とされた人のケアおよび面接における倫理原則」

の5「情報を提供する」参照）とともに、身体医療ケア、利用可能な臨床検

査、精神保健ケア、社会的支援等について詳しく説明する。
■ あらゆる支援は無償で、また本人の同意を得た場合にのみ提供されること、

すべての情報は厳格な秘密保持の対象とされることを保障する。
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■ 社会復帰のための面接やアセスメントにおいて健康にかかわる質疑応答が行

なわれるときは、暴力、性的虐待、コンドームの使用について配慮を要する

質問を行なうときも含め、各事案について自ら質問を担当するか、質疑応答

の場に立ち会う。心身の健康の面で支援対象者がどのような懸念を有してい

るか、どのような分野で検査を行なうことが考えられるか、支援対象者が自

分の医療ケアについてどのような希望を有しているか、自分が担当する現地

事務所のケアのもとに支援対象者がどのぐらいの期間留まると思われるかに

ついても、明らかにする。
■ 可能な場合には、どのような流れでケアが提供されることになるか、その見

通しを支援対象者に伝えるとともに、今後実施される医療検査、臨床検査、

カウンセリング・セッションの暫定的予定を提案する。

他の関係者との協議およびスケジュール調整を行なう。医療支援責任者は、ケ

アの提供に関わることになる他の関係者との（可能であれば共同会議という形

での）接触を担当し、人身取引被害者のケースの詳細を説明するとともに、予

備的ケア・プランの策定に取り組むことが求められる。この「医療委員会」に

参加してもらう関係者としては、被害者を主として担当する医師、心理学者、

ソーシャルワーカーが考えられよう。多くの場合、人身取引被害者は早期に送

還されることになるので、適切なケアのあり方の決定にあたっては時間が重要

な要素となる。場合によっては、支援対象者の帰還を遅らせるよう、医療委員

会として勧告することが必要なこともあろう（たとえば妊娠合併症、HIV感染、

故郷での暴力等のおそれがある場合。下記参照）。医師による診療、臨床検査、

カウンセリングのための会見の手配は、医療支援責任者が行なうべきである。

そうすることにより、医学的観点からの優先順位を予定に反映させ、予定の重

複を避けることも可能になる。

..................................................................................................................................

注意：支援対象者が医師による緊急の対応を必要としている場合、または出身国では（十

分な医療訓練を受けた専門家の不在、財政上の事情、汚名を着せられる等の理由により）

適切な治療を行なうことができない（または行なわれないと思われる）医療問題を抱え

ている場合、支援対象者の医療に関する責任者が、そのような状況下でどのようなケア

が提供されるべきかについて健全な判断を行なうことはきわめて重要である。また、支

援対象者本人と、支援対象者の出発／帰還の時期の決定を担当している者（法執行およ

び出入国管理機関を含む）に対し、その判断に応じた勧告を行なうことも求められる。

帰還によって個人の健康が脅かされるような状況で支援対象者を送還することは倫理に
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反しており、基本的人権の違反でもあること、自発的および安全な帰還が基本的原則で

あることを、関連の公的機関に対して指摘するべきである。

..................................................................................................................................

人身取引被害者と第2回医療プラン立案セッションを実施し、最新情報を提供

するとともに医療措置に関する同意を得る。人身取引被害者と2回目の面接を

持つ主な目的は、提案されているケア・プランの内容を説明するとともに、推

奨されているケアを実行することについて同意を求めることである。この段階

で、医療支援責任者は、提案されている心身のケアについて包括的な情報を提

供し、完全な同意を得るための手続きをとるとともに（補遺1「人身取引の対

象とされた人のケアおよび面接における倫理原則」の5「情報を提供する」お

よび6「十分な情報に基づく同意を求める」参照）、支援対象者からの質問や

懸念に応えることが求められる。支援対象者に対しては、場合により、提携団

体の施設その他の外部ケア・センター（たとえば病院、公立診療所等）に到着

したときに、具体的な診療について同意や書類記入をあらためて求められる可

能性もあることを、あらかじめ伝えておくべきである。

医療検査等の結果をできるだけ迅速に報告する。医療支援責任者は、診療の結

果が手元に届くと同時に被害者と2人だけの面接を設定し、結果を開示して話

し合いを持つことが求められる。

5.14　支援プログラムの完了に向けた医療プラン

人身取引被害者をケアの対象から外す前に、被害者が自分の健康状態について

十分な情報を得ていること、ケアの期間中に発見された健康上のニーズをフォ

ローアップする用意が整っていることを確保することが必要である。人身取引

被害者による故郷への帰還・社会復帰または新たな環境への統合の前に実施し

たほうがよいと思われる活動を、以下に掲げる。

完了前の医療ブリーフィングを実施する。医療支援責任者は、人身取引被害者

を対象とした支援プログラムが完了する前に、当該被害者の健康および治療に

かかわるあらゆる書類のコピーを提供しなければならない。できれば、主な診

断内容と基本的情報については被害者が支援提供団体のケアを受けている間に

本人の言語に翻訳しておくことが望まれる。その上で、これまでの健康状態、
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提供された治療の内容および現在の健康状態について〔被害者とともに〕振り

返ることが必要である。

このようなブリーフィングの場では、医療支援責任者は次のような対応をとる

ことが求められる。

■ 支援対象者ひとりひとりと過去から現在までの健康状態について話し合い、

次のような問題が存在する場合には説明を行なうこと。

－ 支援団体または提携団体のケアを受けている間に発見された健康上の問

題と、その重要度

－ 支援団体や提携団体が実施した診療の内容ならびに治療の結果

－ 残された健康上の問題、ケアの完了後に実施したほうがよいと思われる

治療、病態を未治療のまま放置しておくことの危険性
■ 医療記録のほか、フォローアップの治療または紹介のために必要なその他の

書類のコピーを渡す。
■ 支援対象者が薬の投与を受け始めている場合には、処方どおりに最後まで治

療を実施するための方法（およびその理由）について書面および口頭で指示

を与える（治療を最後まで実施しないことの危険性についても説明する）。

支援団体が提供していない追加の医薬品が必要なときは、処方箋か、必要な

医薬品を入手できるようにするための十分な書類（たとえば処方箋、紹介先

の医師やケア・センターについての助言）を提供する。
■ これまでに言われたことを支援対象者が理解したかどうか確認し、支援団体

のケアを受けなくなってから自分の健康上のニーズに対応する準備が（実際

的・心理的・経済的に）整っているかどうか評価する目的で、それまでの話

し合いの内容を振り返る。

他の支援団体に移送される支援対象者に対し、医療ケアおよび心理的支援のた

めのフォローアップと紹介の便宜を図る。支援対象者がある支援団体から別の

団体に移送される場合、対象者の出発前に、医療情報を暗号化して電子的に送

信しておくべきである（ただし、だからといってスタッフが支援対象者全員に

医療記録のコピーを提供する責任を免れるわけではない）。加えて、個別ケー

スを担当する医療支援責任者は責任をもって受入れ先の団体または医療従事者

と連絡をとり、支援対象者の状態および具体的なケアのニーズに関するあらゆ

る情報を提供しなければならない。ただしこのような対応をとるのは、支援対
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象者が先方に到着する前に、かつこのハンドブックの他の章で推奨されている

手続にしたがって人身取引被害者の同意を得てからに限るべきである。

ケアが完了する支援対象者に対し、医療ケアおよび心理的支援のためのフォ

ローアップと紹介の便宜を図る。支援提供団体は、ケアから離れる支援対象者

が帰還する可能性の高い国でも、一時在留（または永住）許可を得た被害者の

場合にはその居住地周辺でも、医療関連の支援を提供しうる団体等の連絡先情

報を、責任をもって収集しなければならない。連絡先情報は支援対象者の母語

で提供することが求められる。連絡先情報を提供することのほか、医療スタッ

フが人身取引被害者の紹介先である団体または個人と（電話か手紙で）直接連

絡をとることにより、外部団体への委託の便宜を図ることも非常に重要であ

る。ただしこのような対応は、十分な情報に基づく人身取引被害者の同意を得

てからでなければとるべきではない。

また、特に支援対象者が出身国以外の国に滞在することになる場合には、支援

提供団体のスタッフが最初の訪問時に付き添い、紹介先の団体／センターを見

つけたり事務的手続を手伝ったりすることが有益である。このような形での付

き添いは、弱い立場に置かれた人々が、よく知らない団体や人物のもとにひと

りで出向いて支援を求めようとするときに感じるストレスを軽減することにも

なる。外部の支援（公的医療制度）に対して料金を支払う必要がないときは、

このことを支援対象者にはっきり伝えておくことも重要である。

個人的資源（家族や外部の心当たり）のアセスメントを支援する。被害者が有

する支援ネットワークの質は、回復力を左右するもっとも重要な要素のひとつ

である。支援団体は、支援対象者がケアの終了と同時にもっとも有益な環境を

見つけられるよう、責任をもって支援しなければならない。多くの場合、この

ような資源の検討は、心理社会的支援を主として提供してきたスタッフ（心理

学者、セラピスト、ソーシャルワーカー）が担当することが求められる。人身

取引被害者と家族や親密なパートナーとの関係についてアセスメントを行なわ

なければならないことが非常に多いためである。場合によって、このような関

係のなかで（身体的もしくは情緒的）虐待が行なわれていたことがわかる可能

性もある。
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..................................................................................................................................

注意：子どもや青少年のケースでは、家族関係のアセスメントを実施することが非常に

重要である。子どもを家族のもとに帰すかどうか決定する際には、子どもの福祉（すな

わち「子どもの最善の利益」）が真っ先に、そして何よりも考慮されなければならない。

スタッフは、家庭環境で子どもに害が及ぶ（たとえばふたたび人身取引の対象とされる、

身体的虐待を受ける）可能性がないかどうか、評価する必要がある。また、子どもが必

要なケアを受けられるようにするための財政的余裕と責任感を家族が持てるようにする

ためにはどうするのが一番よいかについても評価しなければならない。これには、小児

科医、ソーシャルワーカー、心理学者と連絡をとる必要がある場合に、その便宜を図る

ことも含まれるだろう。子どもないし若者が過去に暴力や虐待の対象にされていたこと

がわかっているときは、どのような対応をとるのがその子どもにとって最善なのか、子

ども本人、国の社会支援機関その他の関係者とともに判断することが求められる。
..................................................................................................................................

支援提供団体は、帰還前に団体として家族と接触することについて人身取引被

害者の同意が得られた場合、支援の役割を担うことになる主な人々に対し、被

害者のニーズを帰還前に伝えることができたはずである。また、人身取引被害

者が希望する場合、個々の家族構成員その他の人物と連絡をとり、次のような

対応をとることも考えられる。

■ 家族構成員その他の人物が、人身取引被害者がどのような経験をしてきたの

か理解できるよう、支援する。
■ 人身取引は犯罪であって被害者のせいで起きたことではなく、被害者を責め

るべきではないことを説明する。
■ 安全確保のためにとるべき必要な対応について助言する。
■ この先、被害者がどのような感情を抱いてどのように行動する可能性がある

か、説明する。
■ 家族としてどのような支援を提供できるか、助言する。

なお、人身取引被害者の同意を得ることなく、また被害者が伝えてほしい内容

と伝えてほしくない内容について確認することなく、家族、親密な関係にある

パートナー、友人と連絡をとってはならない。
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渡航適性アセスメントと医療関係者による随行

人身取引被害者の帰還の準備が整ったら、経由国または目的地国の出発地で、

また出身国におけるその後の社会復帰段階においても、渡航適性アセスメント

を実施することが求められる。このようなアセスメントは、人身取引被害者お

よびその他の旅客が秩序だった形でかつ安全に渡航できるようにするという原

則にしたがって実施されるべきである。保護者のいない未成年者の帰還は、こ

のハンドブックの第3章（委託および社会復帰）で述べた、後見にかかわる原

則および倫理的原則にのっとって行なうことが求められる。あわせて、本章で

前述した諸原則および注意点も考慮するべきである。

医療関係者による随行が（特に空路による渡航中に）必要かどうかについても

評価を行ない、随行者を指名することが求められる。

5.15　スタッフと医療

本節では、支援団体や提携団体のスタッフが有する職業医療上のニーズにつ

いて取り上げる。また、スタッフの健康、態度およびスキルの水準が、自分

がケアしている人身取引被害者の福祉に直接に影響することについても指摘

する61。

以下で取り上げるのは、安全確保、ストレスその他の職業医療上のリスク（リ

スク低減のための措置も含む）、スタッフの選抜、支援などの問題などである。

5.15.1　ストレス

業務に関連するストレスは、人身取引被害者の支援スタッフのような、リスク

が大きくプレッシャーも厳しい職業に従事する者にとっては関連性の高いテー

マである。ストレスとは、脅威と見なされたものに対する生理的反応であっ

て、出来事に迅速に対処し、リスクを低減することを目的とした行動修正につ

ながる反応を指す。頻繁にまたは長期的に現れる「ストレッサー（ストレスを

引き起こす刺激）」や累積的なストレスに直面すると、このような行動修正が

維持され、身体的症状もしくは心理的症状として表れることが多い。このよう

な反応は、危機的状況においては有益なものとなりうるし、それによって生命

が救われることさえある。しかし、いったん脅威が沈静化したり過ぎ去ったり
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すれば、このような反応は健康に悪影響を及ぼし、衰弱効果をもたらすことが

多い。

ストレスをもたらす要因は複合的であり、かなりの数にのぼる。支援業務に従

事する人々の間でストレスの原因となることが多い主な要因は、次のとおりで

ある。

■ 安全上の懸念
■ 人身取引被害者のニーズが緊急、高水準、広範囲であること
■ スタッフが担当する業務の全体量（特に業務量が多い現場または資源が乏し

い現場で働くスタッフ）
■ 諸決定、特に支援プログラムへの「参加資格」があるかどうかの判断を行な

うことの負担（被害者によってはこのような決定が死活問題となる）
■ たとえば支援対象者がプログラムを離れるとき、つまずいたとき、支援に十

分反応しなかったとき、または期待に応えてくれなかったときなどに感じる

自責の念、挫折、怒り
■ 支援対象である人身取引被害者の、攻撃的な、感謝の念を欠いているように

思える、または恨みがましい反応
■ 相反することが多い義務（人身取引被害者を支援する義務と法執行機関に協

力する義務など）を負わされること、（法的および経済的）制約のなかで業

務を進めなければならないこと
■ 自分が行なっている業務の効果は限られているという感情、他のシステム

（法執行機関や裁判所など）が十分な対応をしていないという感情
■ 自分が抱えている問題や感じているプレッシャーを他者に打ち明けたくない

と感じること、または打ち明けられないこと（たとえば無能である、仕事が

できないまたは仕事に向いていないと思われることへの恐れ、限界をあらわ

にすれば仕事を失ってしまうかもしれないという感情、すべて自分で処理で

きなければならないという考え方、職場で感情をあらわにすることは文化的

規範に反するという考え方）62

■ 問題について話し合う相手がおらず、負担を転嫁する先もないという感情
■ 職場外の家族、友人、地域、一般市民等で、このような仕事を快く思ってい

ない、または売春者、一部のマイノリティ集団等、支援対象となる人々を嫌

う人々による非難63

ある調査によれば、ストレスに関連して見られることがもっとも多い身体症状

は疲労と不眠であった。ただしこのような結果は、「ストレス」という言葉に
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対する反応や、自分の仕事に関する否定的感情や問題を明らかにしてほしいと

いう要請に対する回答が、どちらかといえば限定的な、特定の文化に偏ったも

のであったことを反映している可能性もある64。

ぜい弱な立場に置かれている人々の支援に従事する人々が、自分の支援の力量

（および被害者の反応の限界）や自分自身のニーズについて判断を誤るのは珍

しいことではない。働きすぎ、あまりにも頼りにされている人々は、自分自身

が業務面で心理的支援を受ける必要性があることを認識できない場合がある。

長年経験を積んできた専門家でさえ、人身取引被害者に向き合う際は激しい絶

望感、失望感、挫折感、不安感、怒りを覚える可能性がある。臨床精神科医の

ステュアート・ターナーは、拷問を生き延びた人々を支援する際の注意事項と

して次のように述べている。

……少なくとも2種類の人々のことを考慮する必要がある。患

者のニーズに加えて、……医療専門家のニーズも考慮に入れなけ

ればならない。……もっともよく見られる問題のひとつは、医師

やセラピストが生き延びた人々の拷問歴や経験への反応に圧倒さ

れたときに生ずる。このようなときには、問題のある対応、それ

どころか有害な反応につながりかねない。65

ステュアート・ターナーは、セラピストの間で生じることの多い感情について

概観している。絶望感、全能感、被害者の問題の排除や回避などである。この

ような感情はいずれも、治療へのアクセスを提供することの妨げとなる可能性

がある66。

また、支援業務に従事する者も身体的暴力や性的虐待を受けた個人的経験があ

る（またはいま現在虐待に相当するような状況に置かれている）可能性につい

て考慮することも重要である。とりわけ、紛争下や紛争後の現場や民衆の暴

動、政治的混乱があった地域では、暴力経験者率が高い可能性がある。さらに、

DVはほぼすべての国・文化に存在する現象である。支援業務に従事する者に

虐待や差別を受けた個人的経験がある場合、人身取引被害者の話から受ける影

響が変わってくる可能性があり、業務が妨げられるおそれさえある。適切な場

合には、どうすれば過去の虐待という問題について支援担当者と掘り下げた話

をできるか、考えておくことが有益かもしれない。人によっては、個人的経験

について話し合い、管理者や同僚の理解と支援を得ることが慰めと原動力にな

る場合がある。他方、このような話し合いはプライバシーの侵害であり、個人
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的な事柄にずかずかと踏みこんでくることだと考える人もいる。

たとえ人身取引被害者と緊密に接しているわけではなくとも、立場にかかわら

ずスタッフ全員の反応を配慮事項として位置づけ、適切な対応を行なうことが

求められる。

5.15.2　スタッフ支援とストレス軽減のための措置

人身取引被害者への支援提供のために採用するスタッフは慎重に選抜し、業務

時には適切なサポートを提供し、監督しなければならない。倫理的原則および

安全確保上の原則について取り上げた章で明示的ないし黙示的に掲げた基準の

なかでも、人身取引被害者を支援できるようになるまでに医療従事者が特に身

につけておかなければならない基本的な価値観および姿勢としては、支援受益

者を尊重し、その秘密と尊厳を守り、その最善の利益を保つという原則を遵守

することが挙げられる。スタッフの健康上のリスクを低減し、その福祉を向上

させることを目的とした支援措置を改善するためには、介入および対応のしく

みに予防策を組みこんだ重層的なアプローチが必要である。スタッフの健康と

ストレスに関する最近の報告では、労働条件がストレス源となっていることが

わかっている67。管理者は、業務関連のストレスの予防および低減を目的とす

るやり方でスタッフを支援するための措置を実施しなければならない。このよ

うな措置は、現場の状況、スタッフのニーズおよび文化的多様性にふさわしい

ものでなければならず、またスタッフと協力しながら特定し、実施することが

求められる。

ストレスの予防

業務関連のストレスを低減、予防し、現場スタッフの身体的状態および心理的

状態を向上させるために管理者とスタッフ双方がとりうる効果的な措置はいく

つかある。たとえば次のとおりである。

■ 管理者とスタッフは、スタッフ全員が安全であり、かつ安全であると感じら

れるように最大限に協力しなければならない。これは一番に行われるべき、

もっとも基本的なストレス防止策である。
■ 管理者は、必要と感じたときには健康およびストレス関連の懸念を共有する

よう頻繁にスタッフに求めるとともに、スタッフのさまざまな懸念を認知し
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なければならない。
■ 管理者は、事案についての決定（たとえばプログラムへの参加資格等）にか

かわる責任の重みからスタッフを解放し、スタッフが個々の事案の負担をひ

とりで背負いこんだり個人的責任を負ったりしなくてよいようにするため、

手続上その他の措置をとらなければならない。これには、役割および責任の

定め方を改善し、スタッフの責任の限界を強調することなども含まれよう。
■ スタッフは、自分にできることには限界があり、支援対象者の回復力にも限

界があることを認識しなければならない。どうしようもない状況が生じるこ

ともある。
■ スタッフと管理者は協力して、職場内の多様な文化にうまく対応できるよう

にするための方法を見つけださなければならない。
■ スタッフと管理者は、業務遂行およびストレスの低減に資するような形で職

場空間を設計するべきである。
■ スタッフと管理者は、休憩時間および休暇期間が十分に確保できるようなや

り方で業務を組織しなければならない。管理者は、これらの時間と期間が実

際に休憩および休暇のために用いられることを確保しなければならない。

ストレスへの対応

この場合の「対応」とは、業務関連のストレスに対処する方法、またはストレ

スを低減させるための方法を意味する。ストレスに対処するためにとられた措

置についてのあるアセスメントでは、回答したスタッフのほとんどが自助努力

で解決していると述べた。支えになった存在としてもっとも多く挙げられたの

は、友人または同僚、そして家族であった。スタッフが自分の個人的資源だけ

に頼ったり、場当たり的に同僚と会った際に、さまざまな問題について話し合

い、業務関連のストレスを処理したりしなくても済むようにすることが重要で

ある。

高ストレスの業務に従事するスタッフを監督する立場にある者は、「ストレス・

マネジメント」を特に目的としたプログラムや技法を見つけ出し、支援しなけ

ればならない。ストレス軽減を目的としたプログラムでは、ストレスはプレッ

シャーの強い業務および要求水準の高い労働環境に対する正常な反応であると

いう趣旨を貫徹させ、だれも、仕事のプレッシャーに反応することについて気

まずい思いを感じたり、このようなプレッシャーについて職場で話し合うこと

をためらったりしなくてよいようにすることが求められる。ストレス・マネジ

メント・プログラムを実施することは、このようなメッセージを強調し、業務
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関連のストレスを隠さなければならないという負担からスタッフを解放する上

で有益である。これらのプログラムの有効性を確保するためには、文化によっ

て異なる価値観や習慣が考慮されなければならない。ストレス・マネジメン

ト・プログラムを開発する際には、提案されているストレス低減活動、職場内

の空間配置および職場の方針がスタッフのニーズを満たし、環境に合ったもの

となるようにするため、職業医療の専門家と協議することが求められる。

5.15.3　バーンアウトの認知と支援

スタッフが人身取引被害者に効果的に対応できるよう、必要な資源と支援ネッ

トワークを提供するのは主として管理者の役割である。スタッフは、自分自身

を大切にするとともに、自分の仕事に支障なく注ぐことのできる感情的エネル

ギーの量について限界を決めておくよう奨励されなければならない。管理者

は、人身取引被害者のようにトラウマを負っている人々のケアや支援に携わる

者が、ストレスにより種々の心理的反応を起こし、それによって二次的ストレ

ス障害や二次的トラウマが生じる可能性があることを念頭に置いておかなけれ

ばならない68。

継続的ストレスが放置されて長期間蓄積していった場合、「バーンアウト」（燃

え尽き）につながる可能性がある。バーンアウトとは、感情的にきつい状況に

長期間関与することによって、身体的、感情的、精神的に疲弊しきってしまっ

た状態のことである。

スタッフのバーンアウトの徴候に対応するため、管理者その他の監督者は次の

5つのカテゴリーの症状を認知することが求められる。

■ 身体的症状：疲労および身体的消耗、極度の疲労、睡眠障害、特定の身体的

問題（頭痛、風邪、インフルエンザ等）
■ 情緒的症状：いらつき、不安感、罪悪感、抑うつ、無力感
■ 行動面に表れる症状：攻撃性、冷淡な態度、悲観主義、冷笑的な態度
■ 業務関連の症状：業務成績の悪化、欠勤、遅刻
■ 対人関係面に表れる症状：コミュニケーションがうまくとれない、集中でき

ない、シェルター滞在者や同僚に接しようとしない

管理者または監督者は、このような症状を認めたら、次のような介入策を検討

し、実施するべきである。
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■ スタッフがシェルター滞在者に提供しているものと同じような支援を与え

る。情緒的ケア、慰め、励まし、助言、実際的支援等である。
■ 限界と現実的期待を想起させる。
■ 勤務日程や責任を適切な形で調整する。
■ 外部の心理学者によるカウンセリングを提案・手配する。
■ 毎週の定例会議で、自分の感情や欲求不満を表現し、前向きな戦略や解決策

を発展させることに焦点を当てるよう、スタッフに奨励する。

5.15.4　血液媒介性病原体に感染する職業的リスク

血液は、HIVやB型・C型肝炎（HBVおよびHCV）の単一の感染源として、

もっとも重要なものである。IOM職員は、血液媒介性病原体を保有しているか

どうか明らかではない者の血液その他の体液に接触する可能性がある。HIVよ

りもB型肝炎ウィルスに感染する確率のほうが高いが、職場における感染経路

はいずれのウィルスについても同様であり、経皮接種（針による刺し傷）か、

開放性の創傷、無傷ではない皮膚（あかぎれした皮膚、むけた皮膚、膿が出た

り炎症を起こしたりしている皮膚）または粘膜との接触により感染する。HCV

の感染例はそれほど報告されていないが、職場における主要感染経路は経皮接

種である。

血液媒介性病原体の感染対策をとる際は、血液に接触することの防止と、十分

なＢ型肝炎予防接種の実施に焦点を当てなければならない。血液接触後の感染

予防キットも、職業医療上の危険にさらされているスタッフ全員に提供するべ

きである。

5.15.5　スタッフ研修

研修は支援提供の不可欠な要素のひとつである。いかなるスタッフも、十分な

研修を受けることなくして、最高水準の業務を期待することはできない。研修

で扱われるべき重要な分野としては、次のようなものがある。

■ 人身取引：その性質、力学、形態、原因、暴力・搾取の形態、これによって

もたらされる帰結（特に健康面）、被害者、加害者、恥辱
■ 安全措置、対策
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■ スタッフの役割と責任（役割・責任の限界を含む）
■ 人権、健康、差別、リプロダクティブ・ヘルス、労働、移住等
■ HIV／AIDS（関連の誤解と事実を含む）
■ セクシュアル・ヘルスとリプロダクティブ・ヘルス
■ 女性に対する暴力
■ トラウマとその影響
■ 文化、慣習、慣行（支援対象となることがもっとも多い集団の特定をめざし

ながら）

自分の業務についてスタッフが十分な情報を得るほど、自分自身についての感

じ方も向上し、自分が提供している支援についてもいっそう自信が持てるよう

になり、人身取引被害者をよりよい形で支援できることになるはずである。

5.16　医療サービスを提供する提携団体

人身取引被害者への支援提供を中心的に担っている団体が十分な内部的能力を

有していないときは、外部の医療支援団体と協力することが必要となろう。本

節では、人身取引被害者にさらなる医療支援を提供してくれる外部提携団体に

ついて支援団体が評価、選抜、対応を行なうにあたり役に立つ、医療関連の情

報を提示する。資格のある提携団体の特定は、できるかぎり早い段階で行なっ

ておくべきである。このことは、必要とされる一連の医療資源が入手できるよ

うにするためにも、外部支援団体に適切な情報を提供し、患者の受入れや救急

対応の準備を整えられるようにするためにも必要となる。協力が必要になるか

もしれない外部の医療支援団体は、少なくとも以下のような対応をとれる能力

を有していなければならない。

最初の医療検査としては、最低限、次の点に関する検査を実施できることが必

要である。

■ 病歴および家族関係歴の調査：本章でこれまで述べてきたあらゆる注意事

項、模範的実践のあり方および指針にしたがって実施する。
■ 身体診察：同様に、本章で示した指針にしたがう。
■ 精神医療：専門家による対応をただちに必要とする被害者を特定するため、

精神状態の検査を行なう。
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これ以外の医療検査としては次のようなものが考えられよう。

1. 臨床検査／放射線検査：胸部レントゲン検査、血液および尿の分析その他

の臨床検査（十分な情報に基づく同意があり、かつ人身取引被害者に対し

て検査前後のカウンセリングを任意に受ける機会が提供される場合には、

HIV検査も含む）。

ほとんどの場合、臨床検査や放射線検査は、最初の一連の検査の一環とし

て提携団体が行なうことになると思われるが、そのような検査のための自

己財源があるかどうか、そもそもそのような検査ができるかどうかによる。

一部検査は緊急の治療が必要になったときに実施してもよい。

2. 専門機関への紹介：病歴等の調査、身体診察または臨床検査によって重大

な問題が見つかり、調査、確認、対応が必要になった場合。精神科医、リ

プロダクティブ・ヘルス専門医、外科医その他の専門機関への委託が含ま

れる。

3. 医療情報：支援提供団体への報告およびフィードバックには、上記の検査

から得られた知見、診断（または暫定的鑑別診断）の結果、今後の調査ま

たは観察についての勧告、治療およびそのモニタリングについての勧告、

患者の予後についての情報が含まれるべきである。

4. シェルターまたは住居への随時訪問（要請に応じて）：診察、処方、治療の

モニタリング、フォローアップ処置（注射、理学療法、カウンセリング等）、

医師によるさらなる対応のための委託を、事案ごとに必要とされる場合に

行なう。

外部の支援団体を選抜し、効果的な協力を進めていくために鍵となるいくつか

の要素が存在する。たとえば次のとおりである。

1. 支援アセスメントを実施する。外部団体の支援が適切かつ十分なものかど

うか評価するにあたっては、以下に掲げるような、支援に関する一連の情

報を収集することが求められる。

このような情報はさまざまな方法で収集可能である。話し合いを持つ、ケ

アの様子を観察する、地域の他の専門家と話をする、元患者から話を聴く

などが考えられる。

■ 支援の範囲：どのような支援を提供しているか。その支援は人身取引被

害者に適切なものか。
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■ 対応能力：それぞれの支援を提供できるスタッフは何人いるか。スタッ

フの勤務時間は何時間か。１日／１週間あたり何人の患者に種々の支援

を提供することが可能か。
■ 品質：活動歴はどのくらいか。最新の設備が備わっているか。患者のケ

アおよび臨床マネジメントの水準は国際基準に合致しているか（秘密保

持および患者との倫理的関係に関する基準は十分か、医療ケア施設およ

び要員について規制している国の機関から施設としての認証を受けてい

るか、そこで働く職員は免許を有しているか等の点を含む）。
■ 人員：スタッフはどのような訓練を受け、どのような背景を有している

か。スタッフが現在の職（またはこれから行なう予定の職）に従事して

きた年数はどのくらいか。支援提供団体の被害者を主として担当するの

はどのスタッフか。
■ 研修の必要性：医療ケア水準をこのハンドブックにしたがった水準まで

向上させるために支援提供団体が提携団体の職員の研修を実施するとし

て、それはどの程度実現可能か（時間、労力、費用を含む）。
■ 限界：医療ケアの分野では通常当たり前のものとされている支援のう

ち、提携団体が提供できないものはあるか。対応できない合併症はある

か。したがわなければならない制約（費用、ジェンダー、年齢、民族に

かかわる制約等）はあるか。
■ 信頼性：勤務時間と開所時間は守られているか。契約書に記載されてい

る額以上の「追加」料金または「賄賂」が請求されないか（腐敗が蔓延

している地域の場合）。やれると言ったことを本当に実行できるか。
■ 時宜を得た対応：人身取引被害者はさまざまな支援の予約をどのぐらい

迅速にすることができるか。検査結果が明らかになるまで、平均してど

のぐらいの時間がかかるか。
■ 言語および文化：専門の通訳者を利用できるか（公的責任に基づく社会

化医療が提供されている先進国では利用できることが多い）。文化的仲

介者はいるか。

2. 団体およびスタッフの姿勢をチェックする。支援提供団体が、人身取引被

害者のケアに影響を及ぼすであろう差別的な方針や実践を有する団体と提

携関係を結ぶことは認められない。多くの場合、提携団体を対象として、

特に女性に対する暴力や性的虐待に関連する問題について研修と意識啓発

を行なうことが必要になろう（前述）。
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3. 厳格な水準の秘密保持を求める。秘密を保持することの重要性にかんがみ、

提携先として選ばれる団体は、公式な方針としても実務面でも、患者の記

録および情報の秘密を保持するための措置をとっていなければならない。

特に、性感染症（HIVを含む）検査で陽性の判定が出た者について公的機

関への通知、入院および感染経路調査が正式に要求される国では、人身取

引被害者の権利が侵害されないようモニタリングを行なうことが重要であ

る。秘密保持基準は、適切であれば支援契約に盛りこんでおくことが求め

られる。守秘義務違反があった場合、提携契約を打ち切ることも必要にな

るかもしれない。

4. 研修と意識啓発を行なう。すべての提携団体に対し、支援提供団体のス

タッフを対象とする研修および意識啓発講座に参加する機会が提供される

べきである。

5. 情報共有手段を確立する。人身取引被害者には、自分の医療記録に、それ

を所持しているのが支援提供団体であるか提携団体であるかにかかわらず、

アクセスする権利がある。支援提供団体は、知る必要がある場合、また検

査結果等について被害者に報告する責任がスタッフにある場合に、被害者

の医療記録に含まれた情報にアクセスできるべきである。

5.17　医療情報システム・マネジメント

人身取引被害者の個人データの取扱いについてさらに詳しくは、第1章1.2を

参照されたい。

本節では、人身取引被害者への支援を提供する際の医療情報システムおよびそ

の運用のあり方に焦点を当てる。医療情報がどのように取り扱われるかは、人

身取引被害者を正確に診療し、かつ支援提供団体間で医療データの効果的なや

りとりをするためにも、人身取引被害者が自分の医療状態および健康上のニー

ズについて十分な情報を提供され、また医療記録のコピーを遺漏なく受け取れ

るようにするためにも、収集された情報の秘密を保持するためにも、重要であ

る。

本節の目的は、支援提供団体のケアを受けている人身取引被害者の健康にかか

わる情報の取扱いについて、その基本的側面を解説するところにある。
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5.17.1　医療データとデータ・マネジメント

医療データの定義

..................................................................................................................................

医療データには、人身取引被害者の身体的、精神的および社会的健康に関連するすべて

の記録が含まれる。医療情報システムとは、医療データが収集、整理、保存、伝達され

る方法のことである。

..................................................................................................................................

医療情報システムの確立と運用

医療情報システム（health information system）は可能なかぎり早い段階

で確立されるべきである。プログラムの情報管理システム（management

information systems）の構築中に、またプログラムの活動が実際に開始さ

れる前に確立しておくことが望ましい。データの収集や入力ならびに管理担当

者として採用される者は、システムの使用法について研修を受けなければなら

ない。

ケースファイルの安全確保：コード番号と秘密保持

安全確保と秘密保持のため、また重要な情報が失われたり不適切な場所に保存

されたりすることがないよう、書類の取扱いにはつねに注意しなければならな

い。

個人名を記載するのは当該個人とコード番号を結びつけるマスターコード票だ

けに留め、マスターコード票は各組織でひとりだけ任命される責任者が安全に

保管しておくべきである。

他のすべての書類では、個人の特定は指定されたコード番号で行なうことが求

められる。コード番号は、書類がばらばらになったときに備え、ファイルに保

管される書類の全ページ（最上部）に記載しておくべきである。
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5.17.2 ケースファイル情報の安全確保および秘密保持に関する一

般的指針

■ ケースファイルの特定は、個人特定用のコード番号だけを用いて行なうべき

である。個人名と個人特定用のコード番号を結びつけるマスターファイルは

安全な場所に保管し、医療支援責任者以外はアクセスできないようにするこ

とが求められる。
■ コード番号を付されたケースファイル（個人名が記載されていないもの）は

安全な場所に保管し、特定のケースを担当する許可を得た職員以外はアクセ

スできないようにすることが求められる。
■ スタッフ間またはスタッフと提携団体との間でケースについてのやりとりを

するときは、「知る必要性」がある場合に限って、かつ人身取引被害者本人

の同意を得た上で行なうべきである。
■ ケースファイルを目の届かない状態で（机や共用空間等に）けっして放置し

てはならない。
■ ケースについての情報はけっして部外者に明らかにするべきではない。ただ

し、人身取引被害者が特に許可した場合を除く。
■ スタッフ間またはスタッフと提携団体との間でケースについてやりとりする

ときは、けっして公の場所で（廊下や待合室で、事務所のドアを開けたまま

で、他の滞在者の前で、レストランや喫茶店等で）行なうべきではない。
■ 人身取引被害者のケースの詳細について、他の人身取引被害者と話し合った

りするべきではない。場合により、治療上の理由から他の人身取引被害者の

経験に類似するケースの例を挙げることが有用であるときも、だれのケース

を取り上げているのか特定できないよう、名前を変更し、詳細な個人的事情

を十分に修正することが必要である。
■ スタッフは、（同僚間での）指導やスタッフ会議の場では、支援対象者であ

る人身取引被害者への対応の詳細について話し合ってもよい。（精神）医療

従事者のチームが同じチームの上級ヘルスワーカーとの会合を定期的に開催

して指導を受けるのは、非常に一般的な慣行である。この目的のために任命

された外部の医療専門家の指導を受けることさえある（特に心理療法士の場

合、チーム外の者による指導を受けたほうがよいことがある）。医療担当

チームとして何らかの「スタッフ会議」「意見交換会」「指導会合」を組織し、

スタッフが業務中に遭遇した問題や疑問を仲間と共有できるようにする機会

を設けることは、一般的慣行とされるべきである。医療担当チームに参加す

る多様なメンバー間で指導や話し合いの機会を持つことは、業務の質を向上

させ、職域の壁を超えた一貫したアプローチを促進し、業務関連のストレス
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を軽減することにつながる。このような同僚間の指導やスタッフ会議の場で

共有された情報の秘密は守られなければならない。
■ スタッフが、ケースおよびケースの詳細について人身取引被害者の家族や友

人と話し合うことは禁じられる。ただし、本人が同意している場合はこの

限。人身取引被害者が未成年で、家族が正式な法定後見人でもある場合、子

どもと相談し、子どもについての情報を明らかにすることで危険が生じたり

危害が及んだりすることはないか、確認することが求められる。
■ 以上の原則は通訳者に対しても同様に適用される。正式な契約を結んでいる

か否かにかかわらず、支援提供団体の常勤スタッフである者に対しては、以

上の原則を強く強調しなければならない（支援契約にも盛りこまなければな

らない）。

5.17.3　ケア提供団体間での情報の共有

ケースファイルの情報を共有することは多くのリスクをともなう行為だが、人

身取引被害者を支援する限られた人数の間で、安全確保および秘密保持のため

の適切な手続にしたがって情報が共有されるのであれば、リスクよりも利益の

ほうが大きい。ソーシャルワーカー、心理学者、医師、紹介先支援機関との間

で情報が共有されれば、すでに与えた情報（そのなかには非常に強い感情を喚

起する情報も含まれているかもしれない）を人身取引被害者があらためて提供

しなければならないことも少なくなるほか、医療、社会福祉、法律にかかわる

事柄について人身取引被害者を支援している人々による協力と積極的支援も促

進される。人身取引被害者にはこのような対応の目的について理解してもら

い、その同意を得なければならない。各団体は、人身取引を支援するさまざま

な者や団体間で情報を共有するための適切な基準と手続を策定しなければなら

ない。
..................................................................................................................................

注意：たとえ（個人名に代わるものとして）コード番号の付与という対応が行なわれて

いたとしても、基礎的データ（人口統計的背景、民族、国籍、生年月日、家族のデータ、

人身取引プロセスに含まれるさまざまな要素の記載等）によって容易に個人が特定でき

ることは多い。被害者の基本ケースファイルにそのような基礎的データが記載されてお

り、かつ支援担当者および医療従事者がそのファイルにアクセスできるのであれば、被

害者の各医療記録にこのような詳細なデータをあらためて記載することは不必要であり、

軽率である。

..................................................................................................................................
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電子的手段（電子メールやインターネット）を用いてデータ交換／ファイル転

送を行なうときは、暗号化システムを用いなければならない。すでに、比較的

単純でエラーにも強いシステムが広く使用されており、市場で入手可能となっ

ている。

5.17.4　医療記録にアクセスする人身取引被害者の権利

すべての人身取引被害者に対し、自分のすべての医療記録のコピーを受け取る

権利があることを告知しなければならない。コピーは、支援を行なってきた支

援提供団体のもとを離れる前に渡すことが求められる。医療記録を外部の医療

機関（公立病院、民間の支援提供団体等）が保有しているときは、被害者がす

べての記録のコピーを入手できるよう、支援提供団体のスタッフが責任をもっ

て支援しなければならない。被害者には、人身取引加害者や自分を虐待もしく

は搾取したその他の者を相手どって刑事告発または民事上の請求を行なえるよ

う、法医学的検査結果のコピーを入手する権利もある。また、被害者が母国に

帰還する場合、フォローアップのための医療ケアが適切な形で提供されるよう

にするため、支援提供団体は翻訳のために利用可能な資源を活用し、主治医が

作成して被害者の母語に翻訳されたカルテ要約のコピーを被害者が持ち帰れる

ようにするべきである。
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資料1：ブダペスト宣言

「中央、東、南東ヨーロッパにおける公衆衛生と人身取引に関する地域会議」

（2003年3月19～21日、ブダペスト）の参加者は、

■ 人身取引が人権侵害であることを確認する。
■ 中央・東・南東ヨーロッパの人身取引被害者がさまざまな健康関連の問題

（身体的・心理的虐待および外傷や、HIVおよび結核を含む性感染症その他

の感染症ならびに非感染性の疾病および合併症を含むが、これに限られるも

のではない）にさらされてきており、現在もさらされ続けていることを懸念

する。
■ 地域内の一部の国々では現在、HIVおよび結核（特に薬剤耐性結核）の発生

率が流行水準に達していることを認識する。
■ 人身取引における健康および公衆衛生の側面に対応する必要があると確信す

る。

以下の点について合意し、かつ決意を表明する。

■ 人身取引と闘うための多大な努力が地域的にも国際的にも行なわれ、かつ多

くの進展が見られているにもかかわらず、人身取引に関連する健康上および

公衆衛生上の配慮にいっそうの関心および資源を向けることが求められてい

る。
■ 人身取引被害者に対しては、身体的、精神的および社会的福祉を全般的に達

成することに焦点を当てた、包括的かつ持続的な、ジェンダー、年齢および

文化的背景にふさわしい医療ケアへのアクセスが保障されなければならな

い。
■ 医療ケアは、訓練を受けた専門職によって、安全で配慮に満ちた環境におい

て、専門職の倫理綱領にしたがって提供されるべきである。医療ケアは、被

害者が、提供されるケアの性質について十分な情報を与えられ、そのような

十分な情報に基づく同意を成立でき、かつ全面的な秘密保持を保障されると

いう原則にしたがって提供されなければならない。
■ 人身取引被害者に提供される医療ケアについての最低基準が定められるべき

である。このような基準は、各国政府、政府間機関および非政府組織ならび

に学術機関が連携し、包括的な調査研究および模範的実践にもとづいて、策

定されるべきである。
■ 被害者への医療ケアの提供においては、介入の段階が異なるごとに優先順位

も変えることが求められる。



267

第5章　健康と人身取引

初期救援段階（被害者と医療専門職が最初に接触した時点から始まる。目的

地国および／または経由国で実施されることが多い。）においては、外傷お

よびトラウマの治療、危機介入ならびにカウンセリングを含む基本的医療ケ

アに焦点を当てたケアを行なうべきである。

リハビリテーション段階（出身国で実施されることが多い）においては、被

害者が有する長期的な健康上のニーズおよび社会復帰に焦点を当てたケアを

行なうことが求められる。被害者に対しては、個別のニーズおよび事情に合

わせた医療ケアが提供されるべきである。

長期的な健康上のニーズの例をいくつか挙げるとすれば、カウンセリング、

フォローアップ・ケア、ならびに、性感染症、HIV／AIDS、結核、身体的

外傷、心理的外傷、有害物質濫用その他の関連の問題の検査および／または

治療などが考えられよう（完全かつ決定的なリストを示すものではない）。

■ 人身取引の被害を受けた子どもおよび青少年は特に弱い立場に置かれたグ

ループであって、特別な健康上のニーズを有している。このグループを対象

とした医療ケアの提供にあたっては、長期的かつ持続的なアプローチにした

がうべきであり、また長期的な精神的および心理社会的影響の可能性も考慮

に入れなければならない。

さらに、子どもや青少年が人身取引の対象とされる現象は複雑な法的問題

（後見にかかわるものを含む）を生じさせる。治療およびケアのための最低

基準を確立しようとするのであれば、これらの問題を解決する必要がある。

あらゆる場合に、子どもの最善の利益が第一義的な配慮および動機づけ要因

とされなければならない。

■ シェルターおよびリハビリテーション・センターは、被害者の保護、支援、

医療ケアおよび安全確保において重要な役割を果たす。シェルターおよびリ

ハビリテーション・センターの活動および運営は、専門的な、標準化された

アプローチにしたがって行なわれるべきである。
■ 人身取引被害者の特別なニーズについて医療専門職の意識を高めることに焦

点を当てた、多様な職種から構成された医療チームを対象とする専門的研修

プログラムが開発されるべきである。
■ 心理社会的カウンセリングは、信頼構築、被害者のニーズの特定、医療ケア

の提供に関する同意の獲得、回復目標の設定に本人が参加することの促進、

ならびに長期的なリハビリテーションおよびエンパワーメントの支援におい

て、きわめて重要な役割を果たす。
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■ シェルターおよびリハビリテーション・センターで行なわれる社会的活動、

レクリエーション活動、教育活動および職業訓練活動は、自尊心を取り戻す

うえで重要な役割を果たし、したがって被害者の健康にとって積極的利益を

もたらす。
■ 人身取引と関連する公衆衛生上の問題について理解を深めることが必要であ

る。汚名を着せることにつながらない、かつ文化的に適切な意識啓発キャン

ペーンを、供給側および需要側双方のリスク集団を対象として、地域全域で

実施することが求められる。
■ 政府は、予防について、かつ、国の医療制度および機関へのアクセスを確保

することにより人身取引被害者（特に子どもおよび青少年）に安全、法的権

利、保護およびケアを保障できるよう、いっそうの責任を負うべきである。
■ 各国政府、政府間機関および非政府組織は、目的国、供給国および経由国で

提供される医療ケアの調整および統合を図ることにより、相互のおよび国境

を超えた協力を増進するよう求められる。十分な情報にもとづく被害者の同

意があることを条件としてかつ情報の秘密保持および保護を最大限に保障し

ながら医療データを共有することは、ケアの継続性、効果的なケース・マネ

ジメントならびにリハビリテーションおよび社会復帰を確保する上で必要不

可欠である。

参加者は、ここに掲げられた勧告を促進および実現することに対する決意を、

ここに明らかにする。
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資料2：欧米で共通して用いられている心理支援療法の
解説

心理社会的リハビリテーションには、健康教育、心理教育的技法、自立生活技

能訓練、社会的技能訓練、職業プログラムなどの活動が含まれる場合がある。

これらの活動は、一般的には他の形態のセラピーと併用することを目的とした

ものである。

クリエイティブ・セラピーとは、心理療法、カウンセリング、特別教育、リハ

ビリテーションにおいて、訓練を受けたセラピストがアート、音楽、ダンス、

演劇を意図的に活用するものである。これらのアプローチでは、自尊心および

希望を芽生えさせ、健康的な社会的行動を促進し、恥辱感や罪悪感を軽減させ

ることが意図されている。このようなセラピーは（顕在的記憶に対する）潜在

記憶へのアクセスを向上させ、他の治療的プロセスの影響を増大させる可能性

があるとも言われてきた。

グループ・セラピー・モデルでは、同様の経験をしてきたグループの他のメン

バーにより、社会的つながり、励まし、支援が提供される。グループでの出会

いは、他者による承認、自尊感情、コミュニケーション、紛争解決能力を身に

つけるうえで役に立ちうる。このような環境では、敵意をコントロールし、将

来に向けた関心を共有することも学ぶことが可能である。

個人セラピー・セッションは、参加をいとわない者にとっては有益なものとな

りうる。それぞれの現場の状況および資源を踏まえ、個人セラピー・セッショ

ンでは、何らかの精神分析を始めようとするのではなく、短期的かつ折衷的な

アプローチで対応することを優先するべきである。

子どもサポートでは、未成年者（18歳未満）の特別なニーズへの対応に焦点

が当てられる。未成年者のニーズや心理的問題は、成人のそれと混同したり併

合させたりするべきではない。未成年者を対象とした心理社会的支援またはセ

ラピー（グループ・セラピーであれ個人セラピーであれ）では、年齢に応じた

技法、テーマ、教育方法を用いるべきである。子どもの家族または養育者に（会

合を設定できなければ電話ででも）参加してもらうことが、回復の成功の鍵と

なる。ただし、子どもが虐待歴のある家族の出身であると考えるに足る理由が

ある場合、家族との接触は、専門職として最大限の配慮をしながら行なわなけ

ればならず、回避しなければならないことさえあることに、留意しておかなけ

ればならない。
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6.1 はじめに

このハンドブックにおける本章の目的は、刑事司法制度における被害者の権利

および選択肢について概観するとともに、人身取引対策活動にかかわる支援提

供団体と国内的・国際的法執行機関との関係について取り上げることである。

このハンドブックは、支援団体が法執行機関と協力することを推奨するもので

も、忌避するものでもない。しかし、法執行機関との協力の是非は、人身取引

被害者を支援する人々が必ず直面する問題であり、検討すべき問題について取

り上げておくことは重要である。

一般論として、支援提供団体には人身取引対策活動に関して法執行機関を支援

したり協力する義務はない。しかしこの点は国内法によって変わってくるの

で、支援提供団体は活動国における法的義務をチェックしておくことが望まし

い。また、法執行機関との協力には、戦略的にも活動上も相当のリスクがとも

なう。本章におけるいかなる記述も、支援提供団体が本来警察が行うべき業務

を代行するよう推奨・予定したものではない。本章は、双方がそれぞれの担当

分野で職務を果たしながら相互に協力していく可能性に焦点を当てるものであ

る。

6.2 背景

人身取引被害者には、自分に対して行なわれた犯罪について司法的救済を受け

る権利がある。支援提供団体はこのような権利について被害者と話し合い、被

害者が、どのような対応をとるべきかについて十分な情報に基づく選択を行な

えるようにするべきである。

また、人身取引は、うまみが多くリスクの少ない国際組織犯罪活動として世界

的に高い増加率を見せ続けており、被害者に重大な身体的・性的・心理的被害

を及ぼしている。支援提供団体は、人身取引被害者を支援する上での専門性を

有しているため、法執行機関といっそう緊密な戦略的・実践的実務関係を次第

に結んでいくのにふさわしい立場にある。そして、このような協力によって人

身取引犯罪との闘いに影響を及ぼすことができる。
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6.3 法執行の観点から見た協力

法執行の観点から見れば、被害者の協力ならびに支援提供団体の経験・実践能

力はさまざまな面で重要である。

■ 人身取引被害者の当面の安全を確保しようとしている法執行官が最初に接触

する機関である場合がある。
■ 人身取引被害者への滞在場所の確保および支援を促進・提供することの見返

りとして、今度は被害者が犯罪活動の捜査に協力してくれ、裁判手続で証言

してくれる可能性がある。
■ 被害者は警察を十分に信用しておらず話をしてくれない場合があるため、通

常は警察官が入手できないような人身取引関連の機密情報にアクセスでき

る。である（注：人身取引関連の機密情報を共有することには、本章後半で

詳しく取り上げるようなリスクが伴う）。
■ 支援提供団体は、法執行機関が人身取引と闘う能力の強化につながるような

技術的支援・サポートを提供することもできる。

6.4 支援提供団体の観点から見た協力

人身取引の防止と被害者保護に取り組んでいる団体として、支援提供団体は人

身取引被害者またはその親族や友人から人身取引にかかわる機密情報を提供さ

れることがある。このような情報は、法執行機関にとって、人身取引被害者の

所在を特定し救出する上で、きわめて重要なものとなりうるものであり、ま

た、人身取引加害者の特定と捜査につながる可能性もある。被害者の救済と加

害者の特定は、包括的な人身取引対策戦略における2つの重要な要素である。

支援提供団体と法執行機関が協力することは、これらの目的をさらに前進させ

ることに役立ちうる。

また、これまでに現場で得られた経験から見ても、支援提供団体のケアを受け

ている人身取引被害者のうち相当数が、人身取引にかかわる機密情報を法執行

機関に伝えたいと考えている。法執行機関が安定した専門的力量を有している

場合、被害者が警察官と相対して直接情報を伝えることも可能である。他方、

被害者が警察官と会うことを望まず、自分の代わりに情報を伝えてくれるよう

支援提供団体に依頼してくる場合もある。責任のある方法で警察と情報交換を
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行なうことにより、支援提供団体には次のような利益がもたらされる可能性が

ある。

■ 被害者が、とりあえず自分は事件の通報を行ない、その情報は人身取引加害

者の処罰につながるかもしれないし、被害を受ける可能性がある他の人々を

助ける役にも立つだろうという気持ちを抱けるよう、支援できる。
■ 被害者の救済や人身取引加害者の特定に効果的な形で貢献できる。

ここでも、十分な情報に基づく被害者の同意を書面で得ておくことと、団体と

していかなる場合においても被害者の最善の利益のために行動することが、ど

のような情報交換においても常に中心的考慮事項とされるべきである。

6.4.1 支援提供団体にとっての戦略上のリスク

戦略的レベルで考えると、法執行機関との協力は多くの支援提供団体にとって

比較的新しい側面である可能性があり、そのため、方針上の機微な問題やリス

クが生じてくる。支援提供団体がどの程度の協力・支援をどのような形で行な

うかについては、慎重にバランスをとらなければならない。支援・協力をどの

程度行なうかは、その国の刑事司法制度のもとで人身取引被害者に与えられる

処遇と保護がどのような性質のものであり、どのぐらい良質なものであるか、

また国際基準がどの程度遵守されているか次第である。人身取引被害者の処遇

の関連で遵守されなければならない主要な国際人権基準は、「国際的な組織犯

罪の防止に関する国際連合条約を補足する人（特に女性及び児童）の取引を防

止し、抑止し及び処罰するための議定書」（パレルモ議定書）と、国連人権高

等弁務官が策定した「人権および人身売買に関して奨励される原則および指

針」に掲げられている。また、適用可能な地域的協定も、例えば「欧州評議会

の人身取引に対する行動に関する条約」をはじめとして、数多く存在する。

その国の刑事司法制度における被害者の処遇および保護が関連ある国際基準を

満たさない場合、そのような制度を運営する警察機関と協力することは、被害

者に支援と保護を提供するという支援提供団体の義務に反する可能性がある。

逆に、一定の期間、限定的な協力しか行なわないことが、法執行機関による被

害者の処遇改善を促す最も実質的な方法であるかもしれない。最終的には、バ

ランスのとれたアプローチをどのように選択するかという問題であり、そのた
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めには、その国で活動する支援提供団体による健全な判断と対応が必要にな

る。

法執行機関と協力することの副次的影響は、支援提供団体と法執行機関との関

係のみに留まらない。あらゆる活動において、支援提供団体が政府・政府間機

関・非政府団体との間で有する協力関係におけるさまざまな側面を考慮に入れ

る必要がある。多くの場合、互恵的なパートナーシップに基づいて事前に協

議・交渉することを通じて、潜在的リスクへ対応可能であるのが通例である。

法執行機関との協力は、そのときの情勢や特殊な事情によっていかに正当化さ

れようとも、人身取引被害者の支援に従事する団体の公平性を損なってまで進

められるべきではない。このような懸念を払拭するるための鍵は、人身取引と

いう現象に立ち向かう団体の活動基盤である人権・被害者最優先の理念への明

確なコミットメントの範囲内で、法執行機関との関係をプロとして管理・調整

していくことにある。

6.4.2 支援提供団体に対する活動上のリスク

支援提供団体が人身取引被害者への支援を発展させていくにしたがって、その

国の刑事司法制度との関わりがいっそう緊密なものになっていくことを避ける

ことはより難しくなる。人身取引被害者への支援が包括的なものになればなる

ほど、警察が人身取引加害者を特定・訴追するためのいっそう緊密な協力にお

ける支援提供団体の役割は貴重かつ重要なものとなるし、地元警察もこのよう

な協力への関心を高めていくものである。

協力が緊密化すれば、被害者・支援団体スタッフ双方にとってのリスクも大き

くなる。このようなリスクの原因はいずこも同じである。すなわち、高度に組

織化された、容赦のない人身取引加害者が被害者と支援団体スタッフを脅して

くるところにある。人身取引加害者にしてみれば、人身取引被害者の救済とリ

ハビリが成功し、それについて自分たちが報復措置（被害者自身に対してか、

被害者の家族またはその他の近しい者に対してかは問わない）を与えられない

という事態が生ずるたびに、「商売にとってうまくない」という話になる。同

様に脱走を計画しているかもしれない他の被害者に対する権威が損なわれてし

まうからである。さらに、救済された被害者が証言まで行うということになれ
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ば、人身取引加害者の行動範囲と収益率がますます脅かされるため、人身取

引稼業にとってのリスクはさらに増大する。

事実、人身取引加害者は、救済されその後の裁判手続で自分たちに不利な証言

を行なった被害者に報復措置をとってきたし、今後もとり続けるであろうと考

えられる。人身取引に終止符を打とうとする国際社会の協調的取り組みによ

り、彼らの商売はますます脅かされているからである。

同じように、支援提供団体のスタッフにとってのリスクも、救援・リハビリの

プロセスでそれらの団体が果たしている役割を人身取引加害者がますます承知

するようになるにつれて、増大する。特に、人身取引被害者が証人として行動

する際に適正な情報と保護が得られるようにするために警察との協力を強めて

いけば、支援提供団体のスタッフがいっそう大きなリスクにさらされるように

なることは避けられまい。（リスク・アセスメントとリスク対応についてさら

に詳しくは、このハンドブックの第1章で取り上げている。）

6.4.3 協力することのメリットの判断

警察との協力には相当の活動上・戦略上のリスクが伴うことや、支援提供団体

には通常、法執行機関と協力する義務はないことを考えれば、そもそも協力す

るべきなのかどうかという問題が生ずる。

この問題に答える上で、人身取引被害者の視点は欠かせない要素である。被害者

支援において非常に重要な点は、被害者に自分の人権について十分な情報を提供

し、それを行使できるような立場に置くとともに、重大犯罪の被害者として刑事

司法制度上の選択肢を行使できるように側面支援するところにある。あまりにも

多くのケースで、被害者は人身取引加害者から搾取されるのみならず、その後

も、弱い立場に置かれた犯罪被害者を支援するために存在しているはずの民事・

刑事司法制度から差別され、無力な立場に置かれてしまっている。

法的支援とサポートは、被害者がこれらの問題について十分な情報と検討に基

づく決定を行なえるようにするとともに、法律上の権利・選択肢へのアクセス

と行使を支援するための、支援パッケージの重要な構成要素である。今までの

経験によれば、被害者は、自分に行なわれた悪事に対して何らかの裁きと報い
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が与えられることを願い、ある程度までは警察機関と協力することを望む場合

が多い。この点において被害者を支援するのは、法執行機関とよい協力関係を

持つことによって促進される。

6.5 被害者が有する刑事司法制度上の選択肢および権利
へのアクセス

6.5.1 はじめに

本節では次の点について取り上げる。

■ 人身取引被害者が利用できる刑事司法制度上の4つの選択肢
■ 支援提供団体が被害者に提供しうるカウンセリングと助言
■ 刑事手続で証人になるという選択肢を検討することを望む被害者のための、

警察機関との接触

..................................................................................................................................

被害者支援の全ての側面について言えるように、このプロセスの各段階も、十分な情報

に基づく自発的な同意の原則に基づいて進めることが求められる。

..................................................................................................................................

支援提供団体のスタッフと被害者が話し合うべき点として本節で取り上げてい

る問題は、非常に機微なものであり、被害者はきわめて慎重に意思決定を行な

うことが求められる。そのため、話し合いの際には被害者の母語を用いるこ

と、または必要に応じて通訳者を確保することが重要である。
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6.5.2 人身取引被害者が有する刑事司法制度上の選択肢および権利

人身取引被害者が有する基本的人権のひとつに、裁判および迅速な救済制度に

アクセスする権利がある。利用可能な4つの選択肢と権利は次のとおりであ

る。

..................................................................................................................................

法執行機関に対して沈黙を守り、何も言わない。
..................................................................................................................................

これが最も単純であり、実際にも最も頻繁に用いられる選択肢である。

自分自身の、そして家族や愛する人の安全にかかわる深刻な恐怖感と、

警察機関に対する深い疑念と不信がともに存在するためである。この選

択は基本的権利であり、いかなる被害者も、証人となったり証言記録を

採られたりすることを刑事司法制度によって強制されるべきではない。

..................................................................................................................................

証人になることに現在も今後も同意するものではなく、そのように強制されることもな

いという条件の下で、かつその旨の理解を厳格に確認した上で、犯罪および加害者に関

する秘密情報を警察に提供する。
..................................................................................................................................

多くの被害者はこのような可能性を選択すると考えられる。証言を行う

ことに伴って発生する極めて深刻なリスクを負うことなく、搾取の加害

者に対して限定的な行動を起こすことができるためである。この選択肢

についてさらに詳しくは、後掲6.9で取り上げている。

..................................................................................................................................

検察側証人として人身取引加害者に不利な証言をするという選択肢を検討する。
..................................................................................................................................

今までの経験によれば、被害者は、当面の治療のために短い休息期間を

与えられ、中立的な助言を提供され、さらに自分の状況についてじっく

りと考える期間を経た後に、人身取引加害者に対して行動を起こしたい

と考えることが多い。

..................................................................................................................................

自分に対して行なわれた犯罪について賠償請求を行なうという法的選択肢についての情

報を提供され、救済のためのこれらの選択肢を利用するための支援を受ける。
..................................................................................................................................
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人身取引加害者は被害者を犯罪的に虐待・搾取することによって相当の利益を

得ている。被害者は、賠償・救済を受ける権利について告知され、可能であれ

ばそのような請求を行なうための支援を提供されなければならない。

6.5.3 種々の選択肢について助言を提供するタイミング
..................................................................................................................................

　未成年者への対応および面接についての指針は、第5章5.6を参照。
..................................................................................................................................

経由国・目的国における被害者支援団体の場合

経由国または目的国において種々団体から支援を受けている間や出発前の段階

で、支援提供団体が被害者に法的権利や選択肢に関して助言すべきかどうかと

いう問題がある。一般的原則としては、目的国または経由国にいる被害者に対

しても、支援プロセスのできるだけ早い段階で、被害者の法的権利および刑事

司法制度上の選択肢についての情報を常に提供することが、求められる。帰還

のための支援だけを目的として他の機関から委託されてきた被害者の場合、法

的権利および刑事司法制度上の選択肢についてすでに助言を受けている可能性

が高い。ただし、確実を期すため、支援提供団体はあらためて委託元機関と連

絡をとり、助言が提供されたかどうか再確認するべきである。

被害者が自ら接触してきたり、法執行機関や協同している政府機関・非政府団

体から委託されてきたわけではない場合、状況はより複雑である。この段階で

上記のような問題についての助言を被害者に提供するかどうかは容易に決定で

きることではなく、いくつもの要因によって変わってくる。被害者が必要とす

る包括的助言を提供するためには、面接担当者はその国の刑事司法制度につい

て徹底的に知っておかなければならない。また、困窮している人身取引被害者

に対してその国の政府がどのようなアプローチをとっているかも考慮する必要

があろう。人身取引被害者が、被害者としてやむをえず行なうことになった犯

罪行為を理由に訴追される可能性が高いのであれば、証人となるという選択肢

を追求することは被害者の最善の利益にならないかもしれない。しかし、助言

を提供することが適切であれば、支援提供団体は利用可能なさまざまな選択肢

についての情報を被害者に提供し、被害者自身がどうするか決定できるように

するべきである。
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被害者に対しては、種々選択肢についての検討はじっくり時間をかけて慎重に

行なうよう助言すべきである。理想としては、被害者の状態を心理学者が評価

した後に初めて、このような選択肢があると持ちかけることである。被害者

は、当面の身体的・心理的健康上のニーズへの処置を受け、まずは安心感をも

てるようにされるべきであって、このような複雑な問題についての情報提供と

助言は、それによって被害者にこれ以上の被害が生じないことを心理学者が確

認した後に初めて行なうことが求められる。

これはバランスをとるのが難しい問題であり、個々の事案について支援提供団

体がそれぞれの実態に基づく判断を行なわなければならない。模範的実践のあ

り方としては、自ら接触してきた被害者の場合、刑事司法制度上の選択肢およ

び権利に関する対応は被害者が発見された国で行なわれるべきである。ただ

し、そうすることが安全であり、かつ被害者の最善の利益である場合に限る。

そうではない場合、また被害者が自国への帰還或いは第三国への移動を選択し

た場合は、これらの選択肢について帰還・移動後に取り上げることも可能であ

る。だからといって、被害者の法的権利が否定されるわけではなく、単に、プ

ロセスが少し遅れて開始するだけの話である。経由国または目的国において重

要となりうる機密情報や証拠は、被害者がその提供を希望する場合、地元警察

機関がいつでも関係国の警察に伝えることができる。

出身国において帰国した被害者を受入れる支援団体の場合

被害者が受入れ先団体のシェルターに滞在する場合、法的助言をどの時点で提

供すべきかは被害者の状態によって変わってくるが、医療や心理的その他の必

要な支援の提供が優先されるべきである。法律相談員は、被害者と法的問題に

ついて話し合う前に、シェルターのソーシャル・ワーカー、精神科医または心

理学者と協議することが求められる。というのも、被害者が重度のトラウマを

負っている場合、さらなるトラウマを引き起こすおそれがあるため、法的問題

および利用可能な法的選択肢についての話は避けたほうが心理学的に望ましい

場合も十分にありうるからである。このようなケースでは、法的助言の提供は

先延ばしにしてもよい。

被害者が帰国後直ちに帰宅する場合または支援団体以外の滞在場所に移動する

場合、最も早い適切な機会をとらえて法的権利および選択肢についての情報を

提供するよう、被害者支援を担当する団体に対して要請しておくことが求めら

れる。
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6.5.4 法的支援

人身取引被害者にどのような助言を提供するか決定するにあたっては、機密情

報の提供、証人となる選択肢および救済措置へのアクセスにおいて影響を与え

うる以下の要素について検討することが有益だろう。

■ 受入れ先の国には専門の人身取引対策部局があるか。
■ 専門部局がない場合、それに代わる部局としてはどのようなものがあるか。
■（上記いずれの場合でも、）受入れ先団体はすでに警察との連携を確立してい

るか。確立しているとすれば、それは今までどのように機能してきたか。
■ 関連部局はどの程度の専門性を有しているか。
■ これまでの経験に照らし、警察は信頼できるか。
■ 腐敗によって生ずるリスクの　程度　はどれくらいか。
■ 警察は、提供された機密情報に対して専門職にふさわしいアプローチを維持

し、情報提供を決断した被害者の秘密を守っているか。
■ 受入れ先の国では、協力しようとする被害者証人の物理的・司法的保護のた

めに十分な証人保護プログラムが整えられているか。
■ 被害者は、証人となることから来るストレスに対処するだけの強靭性を備え

ているか。
■ その国の刑事司法制度では賠償請求手続が認められているか。認められてい

る場合、被害者はどのようにしてその手続を利用することになるか。まずは

刑事裁判で証言台に立つことが必要なのか、それとも民事告訴をするだけで

賠償請求を行なうことができるのか。

心理学者の承認が得られた場合、法的助言担当者は、利用可能な法的選択肢に

ついての助言を被害者に提供することとなる。被害者に対しては次のような助

言を提供するべきである。

■ 決定を行なう前に、4つの選択肢すべての説明に注意深く耳を傾けること。
■ ただちに決定する必要はまったくないこと。
■ 被害者は、どのような対応をとるか決定するにあたって、必要なだけの時間

をかけてよいこと。
■ いつでもさらなる助言・説明を求めてかまわないこと。
■ 決定についてはいつでも考え直してかまわないこと。
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何らかの形で法執行機関に協力するよう被害者を説得することは法的助言担当

者の役割ではないが、被害者の選択によってどのような結果がもたらされる可

能性があるかについて、被害者に十分な情報が与えられるようにすることは担

当者の役割である。ここで、次の点を指摘しておく。

■ 証人としてであれ、情報源としてであれ、法執行機関に協力することにはさ

まざまなレベルのリスクがともなう可能性があり、この点は常に念頭に置い

ておくべきである。
■ 被害者に協力義務はないとはいえ、救済された被害者のうち、機密情報を提

供したり人身取引加害者に不利な証言を行なったりという形で法執行機関に

協力することに同意する被害者が増えなければ、人身取引と闘うこと、また

同じような犯罪が他の人々に対して行なわれるのを防止することは極めて難

しくなる。
■ 証言をするという選択肢において、被害者はどのような対応をとるか決定す

るにあたっては必要なだけの時間をかけてかまわないものの、決定に時間が

かかればかかるほど、警察が人身取引加害者の居場所を特定して裏づけ証拠

を押さえるのは難しくなることを承知しておかなければならない。人身取引

加害者は、被害者が逃亡した直後、用心のための対策をとり始めているだろ

うからである。

最後に、被害者が自分に与えられた選択肢を十分に理解できるようにすること

が求められる（前掲6.5.2参照）。被害者に対して全ての選択肢の説明を行い、

話すよう強制されることはないこと、選択権は被害者自身にあることを強調し

た後で、助言担当者は、いつ心変わりしてもかまわないことをあらためて被害

者に告げるべきである。

6.5.5 被害者証人の法的保護

これまでの活動から得られた経験によれば、被害者は、証人になるかどうかを決

定する前に3つの分野に焦点を当てて考えるのが通例である。要約すれば物理

的・司法的証人保護にかかわる問題であり、次のようにまとめることができる。

■ 被害者、被害者の家族および被害者に近しいその他の人々の安全。
■ 秘密が守られるかどうか。家族もしくは被害者に近しいその他の人々に対

し、またはメディア上で、秘密を明らかにされるおそれがないかどうか。性
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的搾取がからむ事案では、汚名を着せられることに対する恐怖心が、被害者

の意思決定過程に強い影響を及ぼす。
■ 人身取引加害者と物理的に相対することに対する恐怖心。被害者にとってこ

れは真の恐怖心であり、ときとして心身の消耗をもたらすこともある。性

的・身体的虐待を受けていた被害者にとってはなおさらである。

このような理由から、被害者に対しては、このような懸念に対応するための適

切な手続が存在するか否か（この点は国によって異なる）がきちんと説明され

なければならない。重要な留意点としては次のようなものがある。

物理的な証人保護

被害者が証人として人身取引加害者に不利な証言を行なう場合、ある程度のリ

スクは常に残り、完全に払拭することはできない。多くの国では法律に証人保

護に関する規定があるが、それを実施するための資源が存在しない場合もあ

る。また他の国では、法律の規定も必要な資源も整っていながら、人身取引被

害者はそれら証人保護プログラムの対象となるための前提条件を満たしていな

いとして、利用できない場合もある。したがって、自分と自分の家族、そして

自分に近しいその他の人々を物理的危害から守るための適切な措置が利用でき

るかどうか、最も正確かつ現実的な情報を当事者に提供することが重要であ

る。

　

被害者およびその家族に対しては、次のような保護措置が適用されうる。

■ 転居
■ 新たな滞在場所の確保
■ 身元の変更
■ 警備体制の保障

司法上の証人保護

ほとんどの刑事司法制度で、被害者証人が捜査・証拠収集に協力している間の

秘密保持および法的保護を担保するためにさまざまな措置がとられている。そ

の内容はきわめて複雑で、国によっても異なるが、人身取引被害者に関連する

問題としては次のようなものを挙げることができる。
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■ 秘密保持を保障した上で刑事手続を開始することが法的に可能かどうか。た

とえば、匿名や偽名で証言することや、人身取引加害者とその弁護団に対し

て被害者の身元を明らかにしないことが法律で認められているかどうか。
■ 被害者の証言記録を偽名で作成すること、または人身取引加害者とその弁護

団に対して被害者の身元を明らかにしないことが法的に可能かどうか（ただ

し、たとえ偽名を用いたり、証言記録書類に実名を記載しなかったりしたと

しても、証言記録には詳細な事情を具体的に記載しなければならないため、

人身取引加害者はほぼ確実に証拠の出所を推測できるという重要な事実は強

調しておかなければならない。被害者にはこのような事情を承知しておいて

もらう必要がある）。
■ 被害者が捜査目的で人身取引加害者と直接相対しなくても済むようにするこ

とが、法的に可能かどうか。
■ 被害者が、一方向からしか見ることのできない遮蔽物の裏から人身取引加害

者を特定できるようにすることが、法的・実務的に可能かどうか。
■ メディアが被害者の身元を報じないようにすることが法的に可能かどうか。
■ 予備審問または正式な公判で生の証言を行う際、ビデオリンクやオーディオ

リンク、遮蔽物のような手段を用いることができるか、あるいは人身取引加

害者（その弁護士は除く）の退廷を求めることができるか。または、予備審

問における証言は信頼できるものとして、正式な公判での証言を免除しても

らうことは可能か。
■ あらゆる段階で中立的な助言者の立会いを認めるとともに、各手続が進めら

れる場所への送り迎えおよび手続進行中の同行者を用意することにより、各

手続段階で被害者を支援することが法的・実務的に可能かどうか。
■ 刑事裁判の進行中に、以上のいずれかの司法的保護措置の保障が危うくなっ

た場合、被害者は法的に証言を強制されることはないという点について、警

察及び検察が合意しているか。たとえば、判事が身元の開示を命じたり、被

害者証人に対し、人身取引加害者の面前で、遮蔽物も利用せずに証言するこ

とを命じたりする場合などが、これに相当する。

6.6 協力に関する覚え書

上述のとおり、裁判に協力することを望む被害者の支援は、支援提供団体が法

執行機関とよい関係を築いていれば一番よい形で促進されうる。また、支援提

供団体としても、人身取引加害者に対する刑事制裁につながるような法執行に

協力することにより、人身取引との闘いにさらなる貢献をすることが可能であ

る。
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6.6.1 どの程度協力するか

法執行機関との協力を通じてどのようなことをどの程度達成できるか、また達

成すべきかは、次のような多くの要素によって変わってくる。

■ その国が出身国・経由国・目的国のいずれであるか。
■ 人身取引の被害を受けている被害者は何人いるか。
■ 国内の刑事司法制度は国際基準に一致したものとなっているか。
■ 法執行機関による人身取引対策活動にどの程度の力量と専門性が備わってい

るか。
■ 物理的・司法的被害者保護のための法的基盤は整っているか。
■ 関連政府機関はどのようなニーズと希望を有しているか。
■ 財政的支援者・国（ドナー）にはこのような活動を支援する意思と財政能力

があるか。

6.6.2 覚え書（MOU）を交わすことの利点

支援提供団体が協力するという決断を下したのであれば、後に誤解が生じるの

を避けるため、当事者双方の正確な合意内容を覚え書という形で文書化してお

くことが望ましい。現場で活動している法執行官は、捜査で結果を出さなけれ

ばならないという圧力にさらされており、協力のための手続が書面ではっきり

と定められていないと、捜査の進捗の妨げになると考える手続を回避しようと

するおそれが常に存在する。

たとえば、支援提供団体が、被害者の安全を確保するために非常に機微な情報

は開示しないでおこうと決定した場合にも、現場の捜査官は、捜査活動の役に

立つ追加情報を入手するために、法律の枠内であったにせよ、圧力をかけてく

ることがあるかもしれない。責任者レベルで承認・支持された覚え書の条項

で、支援提供団体には支援対象者である被害者の安全を確保する義務があるこ

とが認知されていれば、このような事態に陥る可能性は低くなる。また、書面

による合意に対して閣僚や警察幹部からの支持があれば、合意内容がいっそう

遵守されるようになるだけではなく、活動面における真の協力が促進されるこ

とになろう。
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法執行官の大多数は、支援提供団体との連携からは得るものが大きいことを認

識しているのでそれを歓迎するはずであるが、多少の疑念を抱く者や不快感さ

え覚える者が出てくることは予想されうる。このような人々は、人身取引問題

を解決するのに、あるいは人身取引被害者を十分な形で支援するのに、法執行

活動だけでは十分ではないという事実を容易に受け入れようとしない人々であ

る。上層部が協力を全面的に支持している場合、このような人々の影響力は低

下することになろう。

6.6.3 基本的原則

以上の協議過程を経た後は、適切な最も早い機会をとらえて、協力にかかわる

取決めの基本的原則と実務上の詳細を明確に定めた正式な覚え書を作成し、適

切な省と支援提供団体による調印を行なうべきである。警察との協力が機微な

ものであることにかんがみ、両当事者間の合意の基本的原則と正確な内容を、

合意内容の証拠として正式に文書化しておく必要があろう。支援提供団体と法

執行機関が取り交わす「協力に関する覚え書」には、標準的内容として、次の

基本的原則に関する合意を盛りこむことが求められる。

■ 文書の目的は、支援提供団体と法執行機関との効果的協力を通じ、人身取引

の削減および防止に貢献することである。
■ 支援提供団体は、人身取引と闘うこと、人身取引被害者の権利を保護するこ

と、および、どのような集団－移民、女性、子ども等－を主たる対象とする

かにかかわらず、その尊厳と福祉の尊重を確保することに専心する。
■ いずれの当事者にとっても、常に、人身取引の（潜在的）被害者の安全、保

護および人権が最優先事項である。
■ 協力に関する取決めは、「国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を

補足する人（特に女性及び児童）の取引を防止し、抑止し及び処罰するため

の議定書」（パレルモ議定書）および国連人権高等弁務官による「人権およ

び人身売買に関して奨励される原則および指針」に掲げられた、適用可能な

国際的基準および指針に基づいて定められる。
■ 支援提供団体は、他の被害者の安全にかかわる場合を除き、被害者の同意を

得ることなく、または情報開示が被害者の最善の利益とならない状況におい

て、情報の開示を要求されない。
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以上5つの基本的原則は、どの分野で協力するかにかかわらず、法執行機関と

のいかなる協力の取決めにも盛りこむことができる。これらの原則は、機密情

報の共有に関する取決めにおいても、技術協力および能力構築のための体制

（セミナー、法執行官を対象とした研修またはマス・メディアを活用した広報・

意識啓発キャンペーン等）に関する取決めにおいても、加味する必要がある。

6.6.4 協力に関する覚え書の内容

協力に関する基本的原則を冒頭で宣言した上で、それぞれの役割、責任および

協力の実施手段について覚え書で詳しく定めることが求められる。覚え書は、

適宜調整の上、さまざまなテーマを網羅することが可能である。法執行機関と

協力を行なう分野として覚え書に含めることを検討すべき標準的内容として

は、次のようないくつかのものがある。

■ 支援提供団体が法執行機関と協力を行なう分野、およびそれに関する連携手

段
■ 技術協力および能力構築面での支援の提供（専門研修セミナーの実施、技術

的支援設備の供給等）
■ 人身取引の防止や捜査を目的とする機密情報の共有
■ 被害者証人の移送の支援
■ 支援提供団体の保護下にある被害者へのアクセス

法執行機関を相手とする機密情報の伝達・共有について協力の取決めをしてお

くことは、とくに重要である。人身取引加害者は危険な犯罪者であり、犯罪関

連の機微な機密情報の伝達・共有は、合意された枠組みのなかで適切に行なわ

なければ、人的レベルでも組織的レベルでもきわめて甚大な悪影響をもたらす

可能性がある。関連するリスク要因については本章6.9.6で詳しく論じる。

機密情報の共有に関する覚え書の条項では、次の点についての合意を確保する

よう努めるべきである。

■ 機密情報の出所および内容については、厳格な秘密保持の対象とする。
■ 伝達するのは許可された情報のみに限る。ただし、被害者を救済するため、

または潜在的被害者が人身取引の対象とされることを防止するための限定的

開示が適当であるときは、この限りではない。
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■ 機密情報の開示において支援提供団体がどのような役割を果たしたかについ

ては、厳格な秘密保持の対象とする。
■ 情報は、具体的に定められた限度でしか伝達しない。
■ 裁判手続で情報の出所または支援提供団体の役割を明らかにする場合、必ず

事前の同意を得る。
■ 被害者には、自分のケースにかかわる進展または自分のケースについてとら

れた措置についてフォローアップ情報を得る権利がある。

国によっては、法執行機関が、避けられるのであれば覚え書の条項に同意しよ

うとしないことがあるかもしれない。そのような覚え書は自分たちの権限の低

下につながると考え、消極的姿勢をとる警察機関もあろう。しかし、合意内容

について妥協しない断固たる姿勢をとることには、非常に妥当な理由がある。

機微な機密情報を支援提供団体と警察機関との間で伝達・共有することには非

常に現実的なリスクが伴うのであって、覚え書の枠組みおよび条項は、これら

のリスクを可能な限り抑えることを意図したものだからである。

法執行機関から抵抗があった場合には、支援提供団体にはこのような機密情報

を伝達する義務はないことを想起させることが求められる。しかし、自分たち

が保護している被害者を支援するために、被害者の同意を得た上で、協力の精

神に基づいて、またそのような協力は警察にとっても重要であり、問題解決を

図るために比類なき貢献を及ぼしうるということがきちんと認識された上で、

機密情報を共有する用意があるということを、改めて伝えることが求められ

る。

また、支援提供団体が何よりも優先しなければならないのは支援対象である被

害者とスタッフの安全と福祉であること、書面で定めるこの枠組みとそこに盛

りこまれた安全措置は支援提供団体がこの義務を果たせるようにするためのも

のであることも、法執行機関に対して指摘することが求められる。他のどんな

人々よりも、法執行官こそがこのことを認識するべきである。法執行官がこの

ような認識を受け入れようとしないのであれば、それは取決めを交わさない決

定的理由となる。
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6.6.5 リスク

しばしば見られるように、現場の警察官が、人身取引被害者を支援するため

に、すでに支援提供団体と非公式に協力していることもあろう。このような関

係の特徴としては、通常、次の2つの要素がある。第一に、このような関係は

被害者に人道的援助を提供するために発展してきた。第二に、このような関係

は正式な手続を厳格に守って運用されているわけではないことがある。ひとつ

の例として、法律を厳格に解釈・適用すれば不法入国その他の活動を理由とし

て人身取引被害者を訴追しなければならない場合に、人情味がある合理的な現

場警察官が、被害者を支援提供団体に引き渡して帰還のための支援を受けられ

るようにする場合が挙げられよう。

したがって、すでに存在する柔軟な協力関係のあり方を修正し、正式な覚え書

を策定しようとすることは、支援提供団体と法執行官が現在とっており、被害

者にとってもメリットとなっている非公式な協力措置の現実性と有効性を脅か

すことになりかねない。このようなジレンマに答を出すことは容易ではない。

警察機関との協力手続を正式なものとすることによって組織を守る必要性と、

被害者を非公式に支援できることのメリットが失われてしまうこととのバラン

スをどのようにとるか、知恵を絞ることが必要になろう。

6.7 人身取引対策部局との連携

支援提供団体が法執行機関と協力する必要性は、次の活動分野のどちらかにか

かわって生ずるのが通例である。

■ 技術的協力または能力構築（たとえばセミナー、専門家研修、法整備支援等）
■ 被害者の救済・面接・委託にかかわる機密情報の交換

このような分野での協力が安全に、かつ一貫した方法で進められるようにする

ためには、支援提供団体と法執行機関がどのように連携するか、双方が合意で

きる方法を特定し確立することが必要となろう。
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実務上での連携のあり方は、覚え書で定めておくべきである。法執行機関との

連携の窓口となる担当者を、支援提供団体の側で指定しておくことが推奨され

る。その上で、法執行官は指定された窓口担当者（あるいはその代理）を通じ

てのみ支援提供団体に連絡をとる旨、覚え書ではっきり定めておくとよい。

法執行官との連絡窓口を一つに絞ることで、支援提供団体は一貫したアプロー

チをとれるようになるとともに、異なるスタッフが相反する助言や不正確な助

言を行なったり、組織として不適切な対応をとると約束したりすることによっ

て誤解が生ずる可能性を少なくすることができる。支援提供団体で働く全ての

スタッフと現場の法執行官が仕事上の緊密な協力関係を持つことは自体は悪い

ことではないが、必要な継続性と一貫性を確保するためには、実務的及び技術

的協力に係わる全ての連絡が指定された窓口担当者を通じて調整されることが

望ましい。

指定された窓口担当者は、支援提供団体および法執行機関の双方とも、24時

間体制で対応するべきである。人身取引の闘いは24時間途切れることのない

活動であり、経験上も、特に被害者の救済・支援にかかわる緊急の協力案件は

昼夜を問わずさまざまな時間に発生することがわかっている。従って、支援提

供団体と法執行機関との連携体制は、24時間の対応能力を備えている場合に

もっとも効果的なものとなろう。

..................................................................................................................................

支援提供団体・法執行機関ともに、昼夜を問わずいつでも連絡がとれ、そのための専用

携帯電話を保持する職員を窓口担当者に指定するべきである。
..................................................................................................................................
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6.8 技術協力と能力構築

技術協力や能力構築の面で法執行機関と協力する場合には、通常、機密情報の

交換や被害者支援ほど複雑な問題や配慮を要する問題が生ずることはない。

ただし、法執行機関の人身取引対策活動がこの問題に関する国際基準に合致し

ていない場合、協力にリスクがともなう可能性もある。被害者の処遇・保護に

ついての国際基準を法執行機関がほとんどあるいはまったく遵守しようとしな

い場合、そのような法執行機関を対象とする技術協力や能力構築研修プロジェ

クトに参加すれば、支援提供団体が批判の対象とされるかもしれない。

一方で、国際基準を遵守していない法執行機関と限定的な協力関係を持ち、そ

のような協力を日常的なモニタリングの対象とすることは、法執行機関に影響

を及ぼし、国際基準の遵守水準を再検討・改善するよう促す契機となる可能性

もある。このような状況における限定的協力は、基本的原則で求められている

とおりに被害者の処遇が改善されるようにするための、妥当かつ正当な手段と

もなりうる。

6.9 情報の運用と伝達

本節の目的は、被害者、その家族および親しい人々から提供された情報を支援

提供団体がどのように扱うか、またこのような情報を法執行機関に（どのよう

に）伝達するべきかという問題について検討することである。

重要な留意点のまとめ

人身取引にかかわる情報を記録・運用・伝達する上での支援提供団体の役割

と、それら組織が法執行機関協力すること一般については、人身取引対策に従

事する専門家の間でも懸念と議論の対象になっている。一部では、支援提供団

体が警察の下請けになってしまうのではないか、そのために組織の公平性が損

なわれるのではないかという、もっともな不安がある。さらに、このような問

題に対応するために支援提供団体のスタッフがさらなる責任と能力を要求され

るのではないか、という懸念があることも不思議ではない。
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人身取引にかかわる機密情報を法執行機関に伝達することについて支援提供団

体がそれぞれの立場と方針を定めるにあたり、考慮したほうがよいと思われる

問題をいくつか挙げるとすれば、次のとおりである。

■ 実際の被害者または潜在的被害者の保護、安全および人権尊重という指導的

原則が常に守られなければならない。
■ 法執行機関との協力は、人身取引被害者の権利を保護するとともに、人身取

引の発生を少なくし、最終的には起こらないようにするという支援提供団体

の目標を達成する上で役に立つ可能性がある。
■ 被害者は、基本的人権として、裁判・救済制度にアクセスする権利を有す

る。被害者が、恐怖心その他の理由により、自分を虐待・搾取した者に対峙

する形で法廷証人となる権利を行使できないときは、人身取引加害者、他の

人身取引被害者および人身取引の手口に関する機密情報を警察に提供すると

いう選択肢もありうる。これまでの経験によれば、被害者は、警察に機密情

報を提供するというこの選択肢の行使を望む可能性がある。証言台に立つこ

とによって生じうるリスクに直面することなく、人身取引加害者が裁かれる

ようにするための措置を利用するひとつの手段となるためである。これはす

べての人身取引被害者が活用できる、刑事司法制度上の基本的選択肢のひと

つであり、支援提供団体は、人身取引被害者の権利を保護するための全般的

支援パッケージの一環として、この問題に関する法的助言を提供するよう努

めることが求められる。
■ 支援提供団体のスタッフは、警察に情報を開示することについて被害者の協

力を積極的に求めるべきではない。むしろ、被害者が、自分の法的権利およ

び選択肢について支援提供団体から十分説明を受けた後に、機密情報を提供

するという選択肢の行使を自ら希望した場合に、そのような状況に対応する

ための方針を定めておくべきである。

6.9.1 人身取引対策に関する機密情報－その定義と情報源

一般的な言葉遣いでは、「人身取引対策機密情報」（counter-trafficking

intelligence）は、人身取引という犯罪についての情報と単純に呼ぶことがで

きよう。法執行上の用語では、人身取引対策に関する刑事上の機密情報

（counter-trafficking criminal intelligence）とは、人身取引加害者、人身

取引被害者、犯罪遂行経路および犯罪の手口に関してさまざまな情報源から得

られたさまざまなタイプの情報を専門的観点から分析したもののことである。



294

人身取引被害者支援のための IOMハンドブック

支援提供団体は、人身取引に関する機密情報を多くの情報源から入手すること

ができる。

■ 開かれた情報源（メディア報道、ジャーナリストとの接触、学術的調査研

究、他）
■ 同一組織内の他の事務所
■ 法執行機関（警察、出入国管理当局、国境警備当局）
■ 提携している政府間機関・非政府組織
■ 人身取引被害者、その家族、被害者に近しいその他の人物、友人等

6.9.2 機密情報の種類と活用法

機密情報は大きく2つのカテゴリーに分けることができる。

■ テーマ別機密情報－個人または出来事を具体的に特定することにはつながら

ないような情報。現在の人身取引の傾向、被害者の供給を助長する可能性が

ある政治的・社会経済的・文化的特徴、需要の水準、人身取引罪およびその

手口に影響を及ぼす可能性があるその他のテーマ別要因など。
■ 特定機密情報－個人または出来事を具体的に特定することにつながる情報。

特定の犯罪行為の詳細、日付、場所、文書のほか、人身取引の被害者または

加害者が特定できるような具体的な個人情報（氏名、年齢、身体的特徴、住

所）など。

テーマ別・特定機密情報は、次のようにさらに細かく分類することも可能であ

る。

■ 勧誘・採用の手法－ぜい弱な立場にある対象をどのように見つけだしたか。

暴力、不正な広告または個人的勧誘ネットワークは用いられたか。旅行書

類・身分証明書や出入国査証をどのように取得したか。
■ 経路－どこから出国したか。公然と渡航したか、または秘密裡に渡航した

か。移送手段には何を用いたか。どのような場所を通過していったか。頻繁

に利用される越境地点はどこか。取引の便宜を図る上で汚職が果たした役割

はあったか。
■ 収受の手法－どこに到着したか。収受はどのように行なわれたか。公的書類

は没収されたか。隠れ家はどこにあるか。
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■ 搾取および虐待－どこで、どのような形で搾取目的の行為が行なわれたか。

どの程度の利益が発生したか。搾取の管理はどのように行なわれたか。強

制・支配の手段は用いられたか。身体的・性的・心理的虐待はあったか。

収集・共有された人身取引対策機密情報は、支援提供団体と法執行機関の双方

がさまざまな形で活用できる。たとえば次のとおりである。

■ 被害者を人身取引加害者から救済することを目的とした、被害者およびその

居場所の特定
■ 支援を目的とした被害者の通告と委託
■ 捜査促進を目的とした人身取引加害者およびその居場所の特定
■ 戦略・方策の策定
■ 資源配分
■ 一般人を対象とした意識啓発キャンペーン等の防止活動の精度、内容および

対象
■ 人身取引に関する調査研究および分析

6.9.3 双方向の情報交換プロセス

法執行機関との機密情報の交換が一方通行であるべきでないことは、常に覚え

ておかなければならない。情報交換は、人身取引を少なくし、最終的には起こ

らないようにするという共通の目標を掲げた2つの組織間相互のパートナー

シップに基づいて行なわれるべきである。

警察と同様、支援提供団体は人身取引の防止および人身取引被害者の支援にお

いてきわめて重要な役割を果たしている。だからこそ、警察がますます支援提

供団体の協力と支援を求めるようになっているのである。したがって、最高度

の機密情報を保持しているのは支援提供団体であることが多い（被害者は、ま

だ完全に信頼するに至っていない警察よりも支援提供団体のスタッフに話をす

るのが通例であるため）とはいえ、このような協力はつねに双方向で行われる

必要がある。つまり警察も、自分たちの情報源から得られた機密情報のうち、

支援提供団体が防止キャンペーン、調査研究、分析、戦略的対応の方向性や内

容を決定するのに役立つような情報を提供することが求められる。
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また、被害者に対し、自分の情報提供の結果どのような進展があったかについ

て知らせておくこともきわめて重要である。被害者は、自分の事件にかかわっ

た者が逮捕されたり有罪判決を受けたりした場合にはその旨を知らされるべき

であるし、とくに、事情聴取を受けた者や逮捕された者がその後釈放されたと

きには、被害者を保護するための対応がとれるようにその旨を通告されなけれ

ばならない。

6.9.4 他の潜在的被害者に係わる機密情報を開示する義務

人身取引被害者に支援を提供する過程で、被害者やその家族・友人が、いまな

お人身取引加害者の支配下にあって搾取されている他の被害者や、人身取引の

対象にされかけている潜在的被害者についての情報を持っていることがわかる

場合がある。このような可能性が存在することは、支援提供団体にとって深刻

なジレンマを提示するものである。何故なら、このような情報は面接の場で明

らかになることが多いが、そこでは面接する者・される者双方が秘密を守るこ

とが前提とされているからである。そうなれば、支援提供団体は、守秘義務に

違反してでも他の（潜在的）人身取引被害者に関する情報を法執行機関に伝え

るべきか否かという問題に直面することになる。これは関係当事者全員にとっ

て非常に機微な問題だが、支援提供団体として、完全に明確で曖昧な部分が全

くない方針を定めておいたほうがよい問題でもある。

いまなお人身取引加害者の支配下にある他の被害者または人身取引の対象にさ

れかけている潜在的被害者についての情報は、法執行機関がその被害者を救済

し、または人身取引の対象とされることを未然に防止できるようにするため、

限定的に情報開示する方針を組織として定めておくことが強く推奨される。こ

のような情報は秘密保持の対象となる面接の場で支援提供団体に伝えられる場

合が多いだろうが、方針は明確である。すなわち、警察が行動を起こせるだけ

の情報に限って開示するということである。国によっては、これと同じような

開示義務が法律で課されている場合もある。

このような方針を定める際には、情報の開示によって他者－被害者、その家族

もしくは友人、または支援提供団体のスタッフ－に危害が及ぶと考えられる場

合の例外についても、必要に応じて定めておくべきである。地元法執行機関に

よる人身取引への対応が不十分であるまたは専門職としてふさわしいものでは

ないと評価される場合、支援提供団体としては、限定的な情報開示であっても
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被害者または通報者が危険な立場に置かれると判断するかもしれない。このよ

うな場合には、限定的開示に代わる方策を検討してもよいだろう。

面接される者に対する公正な対応を徹底させるため、面接する者は、面接開始

前に相手に対して－それが被害者本人であれ、被害者の家族、親しい者または

友人であれ－しかるべき告知を行なうことが求められる。すなわち、いまなお

人身取引加害者の支配下にある他の被害者または人身取引の対象にされかけて

いる他の潜在的被害者についての情報が明らかにされた場合、警察が救済のた

めの行動をとり、または潜在的被害者が人身取引の対象とされないようにする

ための対応を行なえるだけの必要な事実関係を限定的な形で開示する権利を、

支援提供団体として留保する旨をあらかじめ伝えておくのである。

このような可能性を告げられたとたん、面接対象者がいかなる情報の開示も拒

むようになるおそれはあるが、これは双方にとって公正な対応である。支援提

供団体としては、被害者を危害から救い出すために有益な情報を手にしたのに

黙っていなければならないような状況は受け入れられないと感じる場合があろ

う。面接対象者に対しては、このような団体方針を最初に知らせてからでなけ

れば、いかなる質問も行なうべきではない。

6.9.5 被害者が警察に直接機密情報を提供する場合

本節の冒頭で述べたように、被害者に対しては、被害者が自分の法的権利およ

び刑事司法制度上の選択肢について十分な助言を受け、これらの権利・選択肢

を行使できるようにするための取り組みの一環として、警察に機密情報を提供

するという選択肢も含め法的助言を提供すべきである。被害者が、機密情報に

ついてのブリーフィングを行なうために警察の捜査担当者に直接会いたいとい

う意思を表明した場合、被害者を支援している団体は、これが適切な対応であ

るかどうか助言を行なうことができなければならない。この点についての判断

は、当該警察部局の能力、専門性および安全性についての評価によって変わっ

てこよう。

このような評価を行なうにあたって生じる問題は、警察部局が機密情報を適切

に扱えるかどうかという点である。また、機密情報を伝えたことにより刑事手

続が進められることになれば、その手続に至るまでの、及び手続が進行してい

る間のあらゆる段階で、被害者の身元の秘密が保障されるかどうかも問題にな
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る。法律相談員は、被害者に最初に法的助言を提供するにあたり、これらの問

題に関してあらかじめ承知しておかなければならない（法的助言についてさら

に詳しくは前掲6.5.4参照）。

評価の結果、警察は専門職にふさわしい行動をとることおよび保秘義務を守る

ことができると判断された場合、遠回りの対応をとる必要はなくなる。支援提

供団体は、警察の人身取引対策部局またはその他の適切な部局の構成員と会う

機会を設定し、被害者が、自分が開示したいと考えるに至った機密情報を提供

できるようにするべきである。理想的には、会合のアレンジは支援提供団体が

すでに知っている捜査官を相手として行ない、場所も安全で中立的なところに

することが求められる。第1章で説明した安全確保上の理由から、シェルター

を会合場所にするべきではない。

被害者に対しては、会合の場に法律相談員が立ち会うことを希望するかどう

か、事前に確かめておくべきである。被害者が立会いを望まない場合、支援提

供団体にはこれ以上このプロセスで果たすべき役割はない。被害者が相談員の

同席を希望するときは出席するのが望ましいが、相談員は会合で積極的な役割

は果たさず、オブザーバーとして、被害者の権利が尊重されていることを確認

するに留めるべきである。話し合いの内容は被害者と捜査官だけが知るものと

して、その秘密は厳格に守られなければならない。

事態がはるかに複雑になるのは、人身取引に対応する法執行機関の能力と姿勢

を評価した結果、支援提供団体として、機密情報の提供という形で協力するこ

とを被害者に勧めるわけにはいかないと判断された場合である。たとえば、か

つて警察が被害者の身元をメディアに漏らしたことがあるとわかっている場

合、当然のことながら、被害者にこの事実を知らせ、このような状況下で警察

に話をすることのリスクについて助言をすることが適当であろう。

このような場合、被害者は潜在的リスクについての助言を提供されるべきであ

る。被害者が万事承知の上でそれでもこの選択肢の行使を望む場合、支援提供

団体は被害者の行動を妨げるのではなく、被害者が、警察の適切な部署または

人身取引対策部局と接触するための十分な情報を得られるように努めることが

求められる。前述のように、被害者の希望がある場合には、被害者の権利が守

られるよう法律相談員が立ち会うことも考えられる。
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6.9.6 特定機密情報を開示することのリスク・アセスメント

法執行機関がデータの重要性を適切に評価し、もっとも効果的な方法で対応す

るためには、機密情報データの共有にどの程度のリスクが伴うのかについても

適切な評価が行なわれなければならない。このようなリスクは、被害者その他

の面接対象者が次の3つのカテゴリーに属する事実関係のデータを明らかにし

た場合に、非常に現実的なものとなる可能性が高い。

■ 事案の経緯についての機微な機密情報
■ 個人情報
■ 犯罪自体、他の被害者または人身取引加害者にかかわるその他のデータで

あって、被害者または他の面接対象者しか知りえないと思われるもの

以下、特定機密情報の共有がどのように、またどのような理由でリスクの上昇

につながりうるのかについて、若干の指針を示す。

事案の経緯についての機微な機密情報

人身取引がどのような性質のもので、実際にどのような形で行なわれたかにつ

いての特徴を明らかにする機密情報には、問題がないわけではない。被害者が

包み隠さずすべてを話そうとすれば、個人データが明らかにされるか否かにか

かわらず、話のなかに含まれるデータによって、被害者が当局に協力したこと

が人身取引加害者に察知されてしまうおそれが出てくる。たとえば、偽造され

た旅行書類の使用、渡航日程・経路、搾取が行なわれた時期・場所についての

全容を被害者が明らかにすれば、人身取引加害者はその戦略情報の出所を難な

くつきとめることができるかもしれない。多くの被害者はこのようなリスクを

自覚しており、機密情報の提供について同意した場合でも、一部の事実関係は

他の情報よりもいっそう機微なものと考えているものである。被害者の求めが

あれば、明らかにしてよいデータとそうではないデータを指定できるようにす

ることも考えられる。他方、自分が明らかにした情報にどのようなリスクがと

もなっているか、自覚していない被害者もいるかもしれない。支援を提供して

いる団体はこの点について被害者の注意を喚起し、ともにリスクの評価を行な

うべきである。
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個人データ

被害者が自分の個人データを法執行機関に伝えるよう求めることは考えにくい

し、支援提供団体がそれを奨励することも決して推奨されない。しかし、将来

的に協力したくなるかもしれないという理由で、被害者が自分についての詳し

い情報を警察に伝えるよう希望することがあるかもしれない。その場合、支援

提供団体のスタッフは、個人データを明らかにすることに伴うリスクについて

被害者と話し合い、被害者が状況を十分に把握できるようにするべきである。

個人データを明らかにした場合、被害者が協力している事実がうっかりと、ま

たは不正に、明らかにされるおそれが当然のことながら高まることも、知らせ

ておく必要がある。

被害者または他の面接対象者しか知りえない機密情報

3つめのカテゴリーに属するリスクは、たとえば、被害者または他の面接対象

者が人身取引加害者について詳しく説明した場合に生ずる可能性がある。これ

には、傷痕、しみ、刺青といった詳しい個人的特徴や私的な電話番号、銀行関

連の事情の詳細等が含まれる。問題は、このような事実は特定の被害者または

面接対象者しか知りえず、さらに重要なことに、自分以外にこのような詳しい

事情を知っているのは特定の被害者か面接対象者しかいないということを人身

取引加害者が承知している場合である。

支援提供団体がこのような戦略情報を警察に開示し、警察がそれを活用して人

身取引加害者に対する行動を起こせば、人身取引加害者が情報の出所を察知し

てしまう可能性は高い。同時に、警察によるこのような行動が可能になったの

は、被害者または面接対象者が支援提供団体にデータを開示し、それが警察に

伝えられたからにほかならないことも明らかになるおそれがある。

リスク評価にさいして考慮すべきその他の事柄

機密情報の共有にともなうリスクを評価するにあたって考慮すべきその他の問

題を、以下に掲げる。
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■ 入手可能な機密情報から判断できるかぎりで、被害者を人身取引の対象とし

たのはどの程度危険な人物か。このようなアセスメントを行なうにあたって

は、入手可能な機密情報の範囲内で、次のような数々の要因を考慮する必要

がある。その多くは被害者自身が挙げる可能性も高い。

－人身取引加害者はどの程度の暴力性を示しているか。

－加害者は何人いて、どのぐらい組織化されているか。

－武器は保有しているか。

－過去に他の被害者等に報復した形跡はあるか。

－逃亡して自分の経験を話したりすればどうなるかわからないぞという脅

しは行なわれたか。

－アセスメントに役立つかもしれないその他の情報はあるか。
■ 支援提供団体は次に面接の内容を検証し、事実関係のデータをひとつひとつ

順番に検討しながら次の点を確認していくべきである。

－面接対象者と人身取引加害者以外にその特定の事実を知りうる者はいる

か。支援提供団体は、評価は入手可能な機密情報に基づいてしか実施で

きないという事実を見失ってはならない。また、たとえ小規模な人身取

引ネットワークであっても、その運営には多くの加害者、被害者、その

他のさまざまな介在者（運転手、公務員の汚職、書類の偽造を担当した

者等）が関与している可能性が高く、そのため多くの事実は面接対象者

だけではなくそれ以外の者にも知られているであろうことも、忘れるべ

きではない。

－そのデータはとくに機微な性質のものか。他の事実よりも機微な事実が

あることはすぐに明らかになろう。偽造旅行書類に記載された氏名や、

近しい者しか知りえない個人的事情などはその最たる例だが、他にも存

在する可能性がある。

非常に現実的なリスクがともなうことから、支援提供団体は戦略情報を警察に

伝える前に、被害者とともにその評価を行なうよう努めるべきである。機微な

情報を法執行機関に開示してしまえば、法執行機関がその情報に基づいてどの

ような行動をとるかについて、支援提供団体にも被害者にもそれをコントロー

ルしたり影響力を及ぼしたりすることはできないことを覚えておかなければな

らない。最終的分析の結果、機密情報が高度に機微なものであるため、または

人身取引加害者から危害を加えられる可能性があるため、被害者、面接対象

者、家族、支援提供団体のスタッフ等に現実的かつ高度のリスクが生じる場合

には、機密情報を警察に開示しないことが求められる。法執行機関への情報の

開示について、被害者または面接対象者が書面による許可を与えている場合で
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も、同様である。

また、機密情報の出所の秘密保持および非開示について、法執行機関から書面

による保証を得ておくのが最善であることも、覚えておくことが求められる

（MOUに盛りこんだほうがよい条項についてさらに詳しくは、前掲6.6参照）。

6.9.7 伝達された機密情報の秘密保持

機微な機密情報については法執行機関との交換の対象としないことが推奨され

る。ただし、その戦略情報を厳格な秘密保持のもとに保持・利用すること、お

よび、情報源の身元または支援提供団体がこの件で果たした役割については、

事前に情報源と支援提供団体の双方に照会して書面による同意を得た場合でな

ければ第三者に開示しないことを義務づける合意が成立しているときは、この

限りではない。

警察による情報の利用を制約するのは、秘密保持の保証ではなく、警察と支援

提供団体の間で交わされた覚え書の条項である。覚え書では、情報源の身元、

または情報源にアクセスできるようにする上で支援提供団体が果たした役割に

ついて明らかにしてはならない旨、定めておくことが求められる。

秘密保持の保証が要求される理由としては、主に次の3つを挙げることができ

る。

■ 被害者も、被害者に近しい人物も、そのような条項によって守られるのでな

ければ機密情報を提供する気になるとは思われない。
■ 支援提供団体は、情報源およびスタッフに対する配慮義務の一環として、そ

のような保証を得ておく必要がある。
■ 支援提供団体から入手した戦略情報に基づいて警察が行動を起こし、それが

刑事訴追につながった場合、情報源および支援提供団体の役割についての秘

密保持が裁判で争点となる可能性がある。

第一の理由については詳しい説明は必要ない。被害者が支援提供団体を通じて

警察に渡した戦略情報にもとづき、人身取引加害者に対する介入率が高まるほ

ど、情報源や支援提供団体のスタッフが報復の対象とされるおそれも高くなる

ことを指摘しておけば足りる。
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支援提供団体にとってのリスク

そのことは2番目の理由についても同様である。しかし、支援提供団体のス

タッフとの関連ではもうひとつ考慮しておくべきことがある。情報の入手・伝

達にあたってスタッフが果たした役割を明らかにすることは、更に機微な問題

である。このような事実が明らかにされれば、スタッフは刑事裁判で人身取引

加害者に不利な証言をするよう命じられることになるかもしれない。そうなれ

ば、支援提供団体およびそのスタッフの法的立場や、支援提供団体が外交機関

である場合にはその免責特権にも係わる複雑な問題が生じる可能性がある。

このような状況が生じる可能性があるのは、支援提供団体が被害者から情報を

入手し、被害者の同意を得た上でその情報を警察に伝え、その情報に基づいて

犯罪加害者が逮捕・告発された場合である。その後、支援提供団体のスタッフ

は警察から連絡を受け、情報源が最初にどのような申立てをしたのか、証拠を

提出するよう求められるかもしれない。このような補強証拠は刑事手続ではき

わめて重要なものとなりうるからである。このような要請は、スタッフの身の

安全が脅かされることにつながるとともに、裁判権からの免除にかかわる問題

を提起することにもなる可能性があり、慎重な評価と協議が必要になる。この

ような状況に置かれたときは、支援提供団体は何らかの対応をとる前に法的代

理人と協議するべきである。

支援提供団体が裁判所から開示を命じられるおそれ

3点目は裁判手続における開示のおそれにかかわる問題である。これは機密情

報のそもそもの出所および正確な内容の開示を裁判官に求めるという戦略が、

被告人弁護人によってますます一般的に用いられるようになった結果として生

じている。この問題は、危険性の増大につながるとともに、機密情報が流通す

ることによって警察がより多くの訴追を提起できるようになるにつれて、いっ

そう頻繁に生じてくることが予想されるだけに、複雑である。

このような要求を正当化する理由として、被告人は裁判を濫用とする陰謀の犠

牲者であるという主張や、情報源の開示を通じて犯罪の容疑を確認・棄却しな

ければ公正な裁判を受けることはできないという主張がしばしば行なわれる。

どのような戦略が用いられるにせよ、裁判官を動かして情報源の開示を求めさ

せることに成功する可能性はあり検察としては、公判維持のために、また自分
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たちの捜査の努力を無駄にしないために、その要請にしたがわざるを得ないこ

とになろう。その結果、支援提供団体と情報源は危険にさらされかねず、被害

者の氏名も公表されかねない。その国の法律によっては、支援提供団体・被害

者ともに証言を要求され、応じない場合は法的制裁を課される可能性もある。

したがって、警察および検察機関には支援提供団体との事前協議を経ずに情報

源または支援提供団体の役割を開示することは認められていないことを自覚さ

せ、この義務を尊重させることが必要不可欠である。また、覚え書でこのよう

な義務を定めておくことも非常に重要である。開示との関係で警察が支援提供

団体に接触してきたときは、そもそもの情報源とも相談することが求められ

る。どちらも開示によってリスクに直面するからである。ただし、たとえ警察

としては覚え書の条項を遵守したいと考え、事前に支援提供団体と協議する機

会を持ったとしても、それでもなお警察は裁判所から情報源の開示を要求され

る可能性があることに留意しておく必要がある。

支援提供団体としては、刑事司法制度の活動を不必要に妨げているとは思われ

たくないだろう。しかし、開示によって面接対象者、その家族および近しい

人々、そして支援提供団体のスタッフにもたらされるリスクのアセスメントが

優先されなければならない。公判中の人身取引加害者に、報復を実行する能力

または可能性があることがわかっている場合、たとえ提携している政府機関と

の関係で支援提供団体が困難な立場に置かれることになろうとも、安全を優先

し、開示の許可を与えないようにする必要がある。拒否することが法的に不可

能なときは、支援提供団体は、そのことを考慮した上で、支援対象者またはそ

の他の二次的情報源から提供される機密情報の伝達に合意するべきである。

6.9.8 モニタリングと検証

機密情報の共有体制については定期的にモニタリングと検証を行なうことが求

められる。覚え書の条項が遵守されるようにすることが最重要課題となるだろ

うが、双方向の情報交換が実際に行なわれているか、あるいは被害者から提供

された機密情報を支援提供団体が伝達するのが主になっているかについても、

注意を払うべきである。
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第6章　法執行機関との協力

さらに、機密情報の共有によって進展があった場合に、支援提供団体が適切か

つ意味のあるフィードバックを提供しているか、また逆にそのようなフィード

バックを受けているか、について確認するためのモニタリングを行なうことも

求められる。警察機関がフィードバックをなかなか行なわないことはよく知ら

れており、その結果、機密情報を提供した側に悪影響が生じている。情報提供

者には、安全確保および秘密保持にかかわる制約に服することを条件として、

自分が協力したことによる進展について情報を得る権利があるのである。

合意の遵守について重大な問題が見つかったときは、支援提供団体は法執行機

関側の連署人と協働して状況へ対応することが求められる。



補　遺
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補遺１

人身取引被害者のケアおよび
面接における倫理原則1

責任とスキル

以下に掲げるのは、支援担当者が人身取引被害者に対応する際に専門家として

有する責任を明らかにしたものである。新人や経験の浅いスタッフが、以下の

諸原則を遵守する方法を学ぶまでには、時間と労力がかかるかもしれない。こ

れらの責任を履行するスキルを身につけるためには、傷つきやすい状況に置か

れた人々と意思疎通をはかり、その声に耳を傾け、これらの人々に敏感に対応

する方法を学ぼうとする積極的姿勢が要求される。

熟達した、繊細なやり方でこれらの責任を果たしていくことは、支援担当者の

中核的責任であることに加え、支援対象者の回復力の醸成にとっても必要不可

欠である。実際のところ、支援担当者との出会いはすべて回復プロセスの一環

と見なすことができる。前向きな形での交わりは、他者への信頼感を育み、自

信を高め、未来への希望を醸成するのに役立つ可能性がある。他方、被害者が

否定的な経験をすれば、支援対象者は自責の念に駆られたり、恥辱を受けた

り、無力感や絶望を感じかねない。機械的な、あるいは人間味のないやり方で

行動することは、面接担当者がめざすものにとっても、人身取引被害者の福祉

にとっても、逆効果となる可能性がある。

以下の原則は、あらゆる場合に、個々の状況にともなう現実の圧力、障壁、複

雑な問題、利用可能な資源を認識しながら実行されなければならない。これら

の原則は人身取引被害者に倫理的に対応するための指針となるものだが、道徳

的・倫理的に行動するということは、根本的には、ひとりひとりの状況に応じ

て何がその人にとって最善の選択肢であるかを何よりも考えるということであ

る。以下に詳しく述べる基本的原則には次のようなものがある。

  1. 危害を与えてはならない。
  2. 安全、安心、安らぎを確保する。
  3. プライバシーを確保する。
  4. 守秘義務を厳守する。
  5. 情報を提供する。

1 この補遺は、Zimmerman, C. and C. Watts (2003). WHO ethical and safety recommendations for
interviewing trafficked women. London School of Hygiene & Tropical Medicine and World Health
Organization: Londonに加筆修正したものである。
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  6. 十分な情報にもとづく同意（インフォームド・コンセント）を求める。
  7. 質問は繊細に、思慮深く行なう。
  8. 共鳴しながら積極的に耳を傾ける。
  9. 面接・手続を中断すべき徴候がないかどうか、注意する。
10. 自分に予断や偏見がないかどうか検討する。
11. 被害者を信じる。一方的に判断しない。
12. 敬意と共感の念をもって接しつつ、専門職らしい姿勢を失わない。
13. 人身取引被害者が、自身の身体と意思決定をコントロールできていると

思えるように配慮する。
14. 人身取引被害者が、自身を責めないよう安心できるようにする。
15. 法医学的検査を受け、診断書を出してもらう権利があることを人身取引

被害者に告知する。
16. 診察記録の写しを受け取る権利があることを人身取引被害者に告知する。
17. 人身取引被害者に自身の強さを気づかせる。

18. 通訳を提供する。
..................................................................................................................................
児童（18歳未満）や特別な支援が必要な者（たとえば精神障害者や極度の心理的困難

を有している人）の場合、以下に掲げる原則は、関連する他の特別手続とあわせて考慮

しなければならない（たとえば保護者のいない未成年者の場合、任命された後見人や法

定代理人と協力する必要がある）。

以下の文章で「人身取引被害者」とは、特に人身取引被害者が保護者を同伴しない未成

年者ないし法定後見人を必要とする成人である場合、「人身取引被害者もしくはその後見

人」を意味する。
..................................................................................................................................

1.  危害を与えてはならない。

人身取引には極度のリスクがともなうこと、被害者の多くはぜい弱な状態にあ

ること、トラウマが悪化する可能性もあることを踏まえれば、この基本的原則

の重要性はいくら強調してもしすぎることはない。面接や検査を実施したり、

手続きを進めたりすることによって支援対象者の状況が以前よりも悪くなると

考えられる理由がある場合には、とりあえずそのような行動をとるべきではな

い。自分たちが提案している行動によって害が生ずる可能性がないかどうか、

きちんとした評価を徹底的に行なうことは、人身取引被害者を支援する者の倫

理的責任である。個々の支援対象者および状況への対応は、害が生ずるおそれ

がないとはっきり証明できるまで、害が生ずる相当の可能性があるという前提

に立って行なわなければならない。
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2.  安全、安心、安らぎを確保する。

人身取引被害者と話をする前に、被害者が安全感および安心感を抱けているか

どうか、必ず確認しなければならない。相手が落ち着いていなければ、本質的

な対話をすることはできない。たとえ個人の安全に対するリスクの検討が他の

機会に異なる目的で行なわれていたとしても、支援担当者は、相手がいま現在

安全だと感じているかどうか、安心感を高めるために他にできることがないか

どうか尋ねることが求められる。

同時に、人身取引被害者が医療ケアをただちに必要とする状態にないかどう

か、具体的に確認するのも支援担当者の義務である（たとえば「気分は宜しい

ですか？」だけでは十分ではない）。痛みを覚えているとき、不快な状態にあ

るとき、医師による緊急の対応を必要としているときには、何人に対しても面

接や活動が行なわれるべきではなく、活動のために待機するよう求めてもいけ

ない。支援担当者は、目前の課題（情報収集や支援の提供など）に集中するあ

まり、人身取引被害者が身体的・心理的外傷（トラウマ）に苦しんできたこと

を一時的に忘れてしまう場合がある。このような外傷は持続的な健康問題につ

ながる可能性が高い。こうした身体的・心理的症状は、面接時や支援提供時に

プレッシャーを受けると、とりわけ深刻化する可能性がある。支援担当者は、

次のような具体的な問いかけを行なうべきである。

■「いまどのような気分ですか？」
■「痛みや不快感、医師や看護師に診てもらいたい健康上の悩みはあります

か？」〔医療関係者の場合：「診療を始める前に私に伝えておきたい痛みや不

快感はありますか？」〕
■「この面接・手続・活動を実施することで、新たな問題が生じたり、気分が

悪くなる可能性があれば、申し出てください。」

緊急性の低い健康問題も同様に重要である。たとえば、頭痛は人身取引被害者

に一般的に見られる症状であるが、被害者が痛みを覚えずに参加できるよう、

鎮痛剤その他の適当な薬を安全な形で提供するには、医師に相談しなければな

らない場合もある。

健康にかかわる緊急のニーズおよびその他のニーズについて確認を行なった後

は、支援対象者ができるだけくつろげるようにすることが重要である。たとえ

ば、水やお茶を出す、お手洗いの使用を勧める、椅子の座り心地や座席配置を

整えることなどがある。座席配置を決める際には、面接担当者が支援対象者を

見下ろすような形で立ったり、机の向かい側に座ったりしない（距離のある、

権威的な位置取りにならない）ようにすること、おたがいの話を聴きやすい配
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置にする（人身取引被害者が個人情報の詳細を大きな声で話さなくてもいいよ

うに配慮する）ことが重要である。健康、福祉、安らぎにかかわる問題はいず

れも、人身取引被害者がどのように支援担当者に協力し、支援のための取り組

みに反応するかに、影響を及ぼす可能性がある。

..................................................................................................................................

注意：体調がよく、面接やプログラム活動に参加できると人身取引被害者自身が申告し

た場合でも、支援担当者が、被害者の調子が万全ではない徴候（たとえば精神衛生上の

問題、極度の不安感、消耗等）を察知することがある。このような場合、支援担当者は

ただちに医療専門家に相談し、支援対象者の状態についてより仔細に診察してもらうべ

きである。
..................................................................................................................................

3.  プライバシーを確保する。

人身取引被害者を対象とするあらゆる面接や手続は、プライバシーの守られる

安全な環境で、完全なプライバシーを確保したうえで行なわれるべきである。

事務所が小さくて過密状態であっても、人身取引被害者との面会が施設外で持

たれる場合であっても、プライバシーは必ず確保されなければならない。プラ

イバシーを確保・維持できないのであれば、適当な環境が整うまで面接（活動

または手続）を実施してはならない。他人が通り過ぎる場所、だれかが気まぐ

れに立ち寄る場所、いつ邪魔が入るかわからないような場所は、面接対象者が

不安になったり考えをまとめられなくなったりするため、会合の場所として用

いるべきではない。基本的な情報や一見単純なデータを最初に収集するときで

あっても、受付周辺、廊下、複数の人間が使用する事務スペースなど他人がい

る場所では実施しないようにする。

..................................................................................................................................

中断を避けるため、面接、診療、カウンセリングが行なわれていることを示す「使用中」

の掲示（またはこれに類するメッセージ）をドアに掲げておくとよい。同様に、人身取

引被害者と会っているときは携帯電話の電源を予め切っておくべきである。通話等のた

めに話を中断することは礼儀を欠くほか、間の悪いときに電話がかかってくる可能性も

ある。微妙な瞬間や感情の高ぶった瞬間に妨害されるおそれがあるほか、人身取引被害

者が会話の内容を誤解したり、何を話しているのかと疑い、動揺する可能性もある。
..................................................................................................................................

4.  守秘義務を厳守する。

守秘義務を遵守し、それを維持することは、人身取引に対応する個人・団体の、

もっとも基本的な義務のひとつである。守秘義務を遵守することは、人身取引
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被害者の安全と福祉のみならず、支援提供組織のスタッフ・団体の安全と福祉

にとっても欠かせない上、人身取引被害者の真実や感情を共有する意思にもか

かわってくる。守秘義務に関連する手続が真剣に受けとめられ、厳格に遵守さ

れるようにしなければならない。守秘義務を保証するということは、人身取引

被害者に関する情報および被害者から提供された情報はすべて外部に漏れない

ようにするとともに、秘密を守るためにどのような具体的措置がとられている

のか、被害者にきちんと告知するということである。

守秘義務が確実に維持されるようにするためには、人身取引被害者に関する文

書、口頭の情報、電子データ、電話を通じて得られた情報、ビデオや写真の画

像、その他のあらゆる形態の情報の取扱いに一貫して注意を払うことが必要と

なる（さらに詳しくは第1章1.2および1.5.5も参照）。

人身取引被害者には、守秘義務にかかわる基準を医療従事者、政府関係者、法

執行機関職員等が遵守していない国から連れてこられた者が多い。人身取引被

害者の発言内容が、被害者を傷つけ、遠ざけ、あるいは拒絶する可能性がある

者や、取扱いに配慮が必要な情報を被害者へのいやがらせ、強制、操作の目的

で利用しようとする者に伝えられることはないことを説明し、安心させる必要

がある。

..................................................................................................................................
人身取引被害者に関する情報は軽く扱われるべきではない。情報のやりとりは、「知る必

要性」に基づき、ケースに直接関与している者どうしの間でのみ行なわれるべきである。

情報の共有が行われるあらゆるケースで、慎重な配慮がなされなければならない。支援

提供組織のネットワークに属していない第三者（他団体のヘルスワーカー、支援NGO、

政府機関等）との間で情報が共有される場合は、なおさらである。業務上、悪意なく共

有された情報でさえ、適正な情報取扱い手続が守られなければ、渡ってはならない者の

手に渡る可能性がある。支援提供組織ないし提携組織が、警察・出入国管理当局等の公

的機関や人身取引加害者の訴追に関与している弁護士と健康・医療上の個人情報を共有

することは、当事者の明示的な許可（すなわち十分な情報にもとづく同意）がないかぎ

り、個人の権利の侵害である。
..................................................................................................................................

秘密保持のためには、広報、出版物、報告のために不用意に事例を利用しない

ことも必要である。事例を挙げる場合、決して実在の個人が特定されることの

ないよう、詳細について十分な修正を加えることが求められる。

人身取引被害者を支援しようとしているジャーナリスト等から被害者へのイン

タビューの要請があった場合、どう判断するかはむずかしい問題である。部外

者と話をする意向があるかどうか人身取引被害者に尋ねるにしても、それは、
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その要請の重要性と価値、要請してきた人物の性格と信頼性、そしてもっとも

重要な要素としてインタビューが人身取引被害者に及ぼす影響の評価を踏まえ

た、主観的な決定になる。最終的に、インタビューに応じるという選択肢を人

身取引被害者に提案する場合でも、そのような判断をするにあたっては、（本

人の意見と医療記録を踏まえた）人身取引被害者の最善の利益および健康が、

それ以外のあらゆる考慮事項よりも、また部外者が人身取引被害者と接触する

ことによって生ずるであろう利益よりも、優先されるべきであるという原則が

守られなければならない。

5.  情報を提供する

人身取引被害者の最も重要な権利のひとつが、情報を得る権利である。自身の

健康、福祉、将来にとって何が最善なのかについて健全な決定を行なうため

に、また支援提供組織について非現実的な期待を抱かないようにするために、

人身取引被害者に対しては、どのような選択肢があるのか利用可能な最大限の

情報が提供されなければならない。十分な情報の提供はエンパワーメントのひ

とつの形態でもあり、これによって人身取引被害者は自分の体と意思決定に関

するコントロールを取り戻すことができる。たとえば提供される支援の範囲、

ケアにともなう制約、リスクと利益の見込み等に関する情報は、他の手続や活

動が始まる前に、あるいは人身取引被害者に対して質問をする前に、提供され

るべきである。この原則にしたがうにあたっては、守れない約束をしたり、今

後の見込みについて確定していないことを述べたりしないようにすることも重

要となる。また、情報の提供は、十分な情報にもとづく同意を要請する過程の

必須要素でもある（後述）。

..................................................................................................................................

支援開始時に提供されるべき一般的情報

初めて支援の提供を受ける人身取引被害者は、支援に関する導入的な情報を必要として

おり、そのような情報提供は非常に有益である。情報は、本人の支えになるような方法

で（可能であれば書面で）明確に提供されるべきであり、さしでがましい、押しつけが

ましい、あるいは慇懃無礼な口調をとってはならない。支援に関する一般的な情報とし

ては、次のようなものが提供されるべきである。

■ 自己紹介（支援担当者の個人名、役職、主たる支援組織との関係等）
■ 今後の手続または活動（可能なかぎり、スケジュール、期間、場所、担当者について

も詳細を提供する）
■ 利用可能な支援と設備、ならびに支援提供団体または提携団体が個人に対して負って

いる義務
■ 支援提供団体が提供できる支援・サービス・ケアの限界
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■ 支援またはシェルターの利用にかかわって人身取引被害者が尊重すべき制約・制限

（利用規則、移動や行動の制約等）、ならびに人身取引被害者が果たすべき義務
■ 他者（たとえば警察・大使館・出入国管理当局）との関係で人身取引被害者が尊重す

べき制約・制限、ならびに人身取引被害者が果たすべき義務
■ 秘密保持および安全確保のために支援提供組織が行なっている配慮
■ プログラム・手続・活動のあらゆる面において、参加を選択する個人の権利が確保さ

れていること
..................................................................................................................................

情報に対する個人の権利には、自分自身に関する情報を、時宜を失することな

く、プライバシーの守られる環境で受け取る権利も含まれる。特に医療検査の

結果については、ただでさえ大きなストレスを抱えている人身取引被害者が、

自分の健康にかかわる問題について必要以上に長く思いわずらわずにすむよう

にすることが肝要である。検査結果（肯定的な結果であれ否定的な結果であ

れ）の伝達は、人身取引被害者の担当医（すなわち検査ないし処置を指示・実

施した者）か、被害者の支援担当責任者が行なうようにし、被害者がよく知ら

ない人物（検査の実施時、検査のための標本採取時、レントゲン検査時等に被

害者と短時間接触しただけの検査室職員など、関わりが浅い医療従事者を含

む）に任せないことも重要である。

..................................................................................................................................

医療検査・処置の結果に関する情報提供

医療検査・処置の結果を伝える際には、いくつかの基本的段階を踏むことが求められる。
■ どのような検査ないし処置が行なわれたのか、なぜそのような検査・処置が推奨され

たのか、支援対象者に再確認する。
■ 結果は迅速に伝える。長引く会話は予期不安を生じさせることになる。結果が感情的

反応を引き起こしかねない場合は、共感と配慮に満ちた対応をする態勢を整えるとと

もに、支援対象者に告知内容を振り返るための時間を与える。必要に応じ、訓練を受

けた支援担当者か精神保健の専門家に紹介する準備を整える。
■ 結果が出たためにどうなるのか、または結果は何を意味するのか（すなわち、その結

果が支援対象者の現在の健康、今後の健康等にどのような影響を及ぼすのか）につい

て説明する。HIV／AIDSの場合に必要とされる検査前・検査後のカウンセリング

についての項（第5章）も参照のこと。一般論として、結果が支援対象者の心理的・

身体的状態に激しい影響を及ぼす可能性がある検査のときは、事前に（検査前に）説

明を行なうとともに、検査結果が出た後にカウンセリングの機会を提供することが求

められる。
■ フォローアップのための手続、薬の服用または治療が必要な場合、その内容を詳しく

説明する。
■ 被害者からの質問を促す。
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■ セカンド・オピニオンを求める権利があることを再確認する。
■ 検査結果の写しをもらう権利があることを再確認する。
..................................................................................................................................

6. 十分な情報にもとづく同意（インフォームド・コンセント）を求

める。

支援担当者から求められていることについて十分な情報を得ること、そして諾

否の権利を認められることは、すべての人身取引被害者の基本的権利のひとつ

であるとともに、支援の現場で専門家が構築する支援関係の基本的側面のひと

つである。十分な情報にもとづく同意は、たとえば次のようなあらゆる支援に

ついて必要となる。

■ 治療や診断手続をはじめとする医療検査・処置（心理分析、血液検査、レン

トゲン検査、患者からの生体標本の採取を含む）
■ 健康診断
■ 自主的帰還の支援
■ 調査研究活動／スタッフ間または提携団体（追加検査、セカンド・オピニオ

ン、追加治療等を目的として、人身取引被害者の同意にもとづいて紹介され

た団体を含む）との個人情報の共有
■ 社会復帰のための支援

本当の意味で十分な情報にもとづく同意を得るためには、克服すべき障壁が少

なくない。言語的・文化的・社会的違いもあれば、人身取引被害者が権威ある

立場に置かれている人々に恐怖心を抱いたり、逆に過剰に敬意を払ったりして

しまう場合もある。言うとおりにしなければ支援してもらえないという思いこ

み、相手を喜ばせたいという想い、理解力がないと思われたくないという気持

ち、質問をしたり詳しい説明を求めたりすることへのためらい、くつろげない

またはストレスのたまる会合を終わらせたいという思いなどもある。

加えて、支援対象者の年齢、身体的・精神的能力、身体的・心理的外傷の程度、

現実のまたは想像上の脅威も、正当に考慮することが求められる。十分な情報

にもとづく同意についての基本的基準を支援対象者が満たしているかどうか判

断するため、適切な措置がとられるべきである。

..................................................................................................................................

十分な情報にもとづく同意を得るために提供されるべき情報

十分な情報にもとづく同意を求める際には、どのような情報をどのように提供するかが

とりわけ重要である。
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同意を求める前に提供されるべき情報

さまざまな活動（たとえば面接、医療検査・処置、カウンセリング）についての同意を

得るために提供されるべき情報の内容はその都度、異なるが、一般的には次の基本的要

素から構成されるべきである。

■ 名前、所属先、支援提供の際の役割をはじめとする自己紹介（まだ行なわれていない

場合）。

■（たとえば面接、検査、診療について）どのような同意が求められているのかに関す

る詳細な説明。段階ごとの説明と、その活動にどのぐらいの時間がかかるかについて

の情報も含む。

■ 面接、支援、処置等が行なわれる理由またはその（長期的・短期的）利点。

■ 面接、支援、処置等にともなう（長期的・短期的）リスクおよび危険性。

■ 特に配慮を要する、または動揺を招く可能性がある話題や場面が検査・処置等にある

場合には、その旨の告知。

■ 検査・処置の結果が出る時期。

■ 記録、カルテ、個人文書等にアクセスする権利の告知。

■ 医療記録の秘密は守られること、記録はいつでも本人に渡せることを一貫して話し、

支援対象者を安心させること。他の支援提供団体への紹介、支援対象者の事件を扱っ

ている法執行機関への情報提供、調査研究の目的での記録の利用許可について、本人

に決定の機会が与えられることについても同様に一貫して伝える。
..................................................................................................................................

また、答えには正解も間違いもないこと、好ましい応対と好ましくない応対が

あるわけでもないこと、一連の質問は標準的なものであって、どの人身取引被

害者に対しても聞いている質問であることを告げ、支援対象者を安心させるこ

とは支援に資することが多い。このようなぜい弱な立場に置かれ、自分の運命

が不安定な状態にあると考えている者は、ひとつひとつの質問や要請を重いも

のとして受けとめ、どうすれば「正しい」応対ができるかと考えこむ傾向にあ

る。「間違った」答えをしたり、支配的立場にある者の不興を買ったりすれば

大きな被害につながりかねない状況を人身取引被害者が生き抜いてきたことを

考えれば、このような確認を繰り返し行うことはなおさら有益となる可能性が

ある。

十分な情報にもとづく同意を得ることは支援ｍｐプロセスであり、単純な「イ

エスかノー」で答えられる問題には留まらない。一般的に、このプロセスを進

めるにあたっては次のような段階を踏むことが求められる。
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■ 専門家として、中立的かつ共感的な口調と姿勢を保つ：同意を求める際に

は、圧力をかけることはもとより、本人にとって何が最善かを示唆すること

さえ、認められない。同意にかかわる情報や要請を中立的なやり方で提示す

ることは重要である。選択は個人の自由であること、どのような選択であっ

ても受け入れられ、本人に不利益が及ぶことはないことを明確にするような

やり方でなければならない。
■ 単純な言葉を使う：その医療検査・処置が自分自身の福祉にとっていかに重

要なものであるかということともに、それを受けることにより、人身取引の

経験から回復する過程で自分の健康に対するコントロールを高められるよう

になることを、目の前の人身取引被害者が理解できるよう単純な言葉で説明

する。
■ 質問を促す：スタッフは、同意手続を開始するにあたり、人身取引被害者に

対し、情報提供の途中にいつでも質問をしたり詳しい説明を求めたりするこ

とが―たとえそのために説明を中断しなければならなくなるとしても―重要

であることを、強調しなければならない。同意にかかわる情報提供を終えた

後にも、人身取引被害者がそれまでの話の内容について何か質問がないかど

うか、あらためて根気よく尋ねることが必要である。
■ さらに詳しい説明や、別の表現で伝える：スタッフは、同意手続全体を通

じ、人身取引被害者が説明内容を理解できていない徴候がないかどうか、観

察していなければならない。また、情報を根気よく繰り返すこと、詳細の提

供、または別の表現で言い表すことを面倒がってはならない。ストレスを感

じる状況下、特に言語的・社会的・文化的障壁がある場合には、人身取引被

害者が情報を聞き漏らしたり誤解したりすることは珍しいことではない。
■ 理解を確認する：人身取引被害者が説明内容を本当に理解しているかどうか

確認するためには、一般的な訊き方（「よくわからないと思われるところは

ありますか」「もう一度言ってほしいところはありますか」）と具体的な訊き

方の両方で、いくつかの質問をする必要がある。具体的な訊き方としては、

ややこしそうな、または混乱しそうなものとして受けとめられる可能性が高

いいくつかの点について質問してみることが考えられる。
■ 要請・提案をすべてないし部分的に断っても否定的な結果にはつながらない

ことを保証する：人身取引被害者は否定的な結果に慣れてしまっている。ど

のような選択をするのも完全に本人次第であること、同意しなかったために

処罰や拒否されないことをスタッフがはっきりさせておくのは、きわめて重

要である。
■ 同意書を用いる：同意書は十分な配慮をもって、柔軟に利用することが重要

である。必要な場合、言語、社会文化的状況、組織としての活動、法律にか

かわる現実的状況に応じて同意書の書式や表現を変えることが求められる。
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同意の確認

同意書を読み上げる前に、同意を求める側は同意書を見直して次の点が記載さ

れているかどうか確認するべきである。

■ 同意を得るべき問題（たとえば面接の場合には取り上げられる主な話題を列

挙するべきであるし、医療処置その他の手続の場合には各手続をひとつずつ

列挙し、それぞれについて同意を要請・記録することが求められる）
■ 秘密保持を確保するためにとられた措置
■ 話し合いのなかで出されたリスクおよび利点
■ 答えには正解も間違いもないこと、同意を拒否した結果として他の支援やケ

アに悪影響が及ぶことはないことの確認

同意の記録

同意は、一般的には、人身取引被害者の署名という形で表明されるべきであ

る。ただし、どうしてもそうでなければならないというわけではない。被害者

が非識字者である場合や、公式文書への署名が重大な意味を持ちかねない（す

なわち抑圧体制下の）場所からやってきた場合には、口頭での同意をスタッフ

が記録することも認められる。
..................................................................................................................................
注意：未成年者、精神障害・心理障害のある人、その他の理由で十分な情報にもとづく

同意を得るための手続に完全に参加できない人に対しては特別な支援が必要であり、そ

れは法定後見人または法的代理人という形をとることが多い。法定後見人とは、当該個

人から全権委任を与えられている者か、その旨の代理委任状を所持する法的代理人のこ

とである。未成年者、または精神的・身体的条件を理由として法的に有効な同意を与え

る立場にない人による同意については、支援提供団体は弁護士に相談することが求めら

れる。
..................................................................................................................................

7.  質問は気を配り、思慮深く行なう。

質問の順番をどうするか、どのような表現や口調を用いるかは、有益な情報を
引き出し、また支援対象者が苦しんだり傷ついたりするおそれを小さくするう
えで、きわめて重要である。このことは、面接、病歴の調査、医療検査、カウ
ンセリングについて当てはまる。

■ 質問の繰り返しを避ける：人身取引被害者に対応するスタッフは、できるか

ぎり、相手がすでに（おそらく何回も）提供してきた情報を改めて求めない
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ように努めるべきである。秘密保持基準によって認められている場合、支援
対象者との会合の前にケースファイルを精査しておき、すでに記録されてい
る情報を求めないようにすることが重要となる。書式が用意されている場合
には、会合の前にまたは会合を設定する前に、すでに明らかになっている情
報を該当する項目に記入しておくことが有益である。

■ 質問の順番：質問は、配慮を要する度合いがもっとも小さいものを最初に
持ってくるようにしたときに、もっとも受け入れられやすい。可能な場合に
はつねに―それが面接や手続の一環であるか否かにかかわらず―、信頼関係
を築く目的で、まずは相手の福祉に関心があることを示す質問（すなわち健
康上のニーズ、個人的ニーズ、安全にかかわる問題、身体的快適さにかかわ
る質問）をすることが大切である。次に、中立的なまたは控えめな質問（名
前、出生地、前職など）をすることが求められる。繊細な質問は、面接の開
始からしばらく時間を置いて、すなわちスタッフと人身取引被害者との関係
が強化されるだけの時間をとれてからにしたほうが、より信頼できる回答を
得ることができる。どのような問題について配慮が必要になってくるか、
個々の事案ごとに判断するのはむずかしい場合もあるが―一部の人身取引被
害者にとっては気持ちの動揺を誘うような問題が、他の被害者にとっては苦
痛や厄介の種にならないこともある―、だれにとっても動揺を誘う困難な問
題であることがわかっているテーマもある。配慮を要するテーマとして挙げ
られるのは、性的虐待（とくに人身取引を経験する前の、家庭における虐
待）、子ども、家族、自宅住所、法執行機関との遭遇、そして自分も共犯者
だと被害者が思いこんでいる非合法活動（たとえば書類の偽造、「売春」、不

法入国、薬物濫用等）などである。
..................................................................................................................................
面接終了時にも、配慮を要する度合いが小さい質問で終わるようにし、面接対象者が落

ちこんだり消沈したりしたままにしないようにすることが重要である。できれば、最後

に対象者の強さや勇気を認めるような質問をすることが望ましい。
..................................................................................................................................

■ 質問する際の口調：質問のしかたは、質問の内容とほとんど同じぐらい重要
である。気遣いと関心が伝わるようなやり方で質問したときのほうが、尋問
調・告発調の質問や、自分は信じてもらえていないと疑わせるようなやり方
の質問をしたときよりも、よい答えが返ってきやすい。面接対象者がいかに
ひどく傷ついてきたかを認め、困難な記憶を思い出すことや強い感情を表に
出すことへのためらいを理解していることがわかるようなやり方で支援対象
者に対応することは、共感にもとづく行為であるのみならず、他者の人間性
への信頼を人身取引被害者が取り戻し始めるのにも役に立つ。また、答えに
は時間をかけてもよいことをあらためて伝えたり、むずかしい質問はあとか

らにしようと提案したりすることも、有益であることが多い。
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8.  共鳴しながら積極的に耳を傾ける2

積極的傾聴とは、話している相手と話の内容に集中するとともに、話が受けと
められ、理解されていることを確認するということである。積極的・共鳴的傾
聴のための技術には次のようなものがある。

■ 自分ばかり話をしない：話をしながら相手の発言に耳を傾けることはできな
い。

■ 質問をし、内容を確認する：発言内容が理解できたかどうか不安なときは、
もう一度尋ねるか、別の言い方で質問をする。ただし、いらいらしたり、相
手に自分は頭が悪いもしくは無能だと思わせたりしないように気を配る。

■ ゆっくりと答えさせる時間を与える：相手が自分なりのペースで出来事の話
をしたり、感情を明らかにしたりできるようにする。急いだり、答えをせっ
ついたりすることは禁物である。沈黙は決して悪いことではない。相手が長
い間を置くときは、むずかしい話題を一番うまく説明するためにはどうすれ
ばいいか考えていたり、気持ちを落ち着かせようとしたり、ある出来事の細
かいところを思い出そうとしたりしている場合もある。沈黙や長い間を理由
に、面接対象者や話の内容の真実性について判断を下してはならない。

■ 注意を分散させない：他の仕事をしたり、異なる事案に思いをめぐらした
り、その他の問題を検討したり、相手が話しているときに自分が次に言うべ
きことを考えたりしようとしない。

■ 知覚を鋭敏に保つ：表情、手・体の動き、話の口調に注意する。話し手の態
度や口ぶりは、そこで口に出されている言葉よりも、相手が伝えようとして
いることをよく表している場合がある（ただし、相手があまりにまじまじと
見られて不快になったりしないようにすること）。言葉で表現されていない
ことに耳を傾ける。とくに、トラウマにつながるような出来事や感情の深い
部分について話しているときは、相手が避けた話題が、相手の話す内容と同
じぐらい（あるいはそれ以上に）重要なことも多い。不適当でなければ、省
略された問題を取り上げてみるようにする。

■ 相手が言うことを認める：話に耳を傾けていること、発言内容を理解してい
ること、相手が伝えようとしている感情に共感していることを話し手にわ
かってもらえるようにするのは、重要である。表情で示すこと、うなづくこ
と、小さく相づちを打つこと（「うん、ええ、わかります」）、相手の発言を
繰り返したり、確認したりすることで、これが可能になる。ただし、相手の
発言を邪魔したり、話が終わらないところで止めたり、相手が言おうとして
いることを代わりに言ってしまったりしてはならない。自分が思っているこ
とをどのように伝えるかは、話し手自身に決めさせること。

2 Global Alliance Against Traffic in Women (GAATW). (1997). Practical guide to assisting traf-
ficked women. Bangkok: GAATW.
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9.  面接・手続を中断すべき徴候がないかどうか、注意する。

質問に答えたり、人身取引経験の詳細を話したりすることは、それが自発的な
行為か、支援プロセスの一環として要求されたのかにかかわらず、ただでさえ
ストレスを抱えている支援対象者にとっては身体的・心理的・社会的重荷とな
る。相手の気持ちや疲労に敏感になることは、人間的対応というだけにとどま
らず、情報収集プロセスや支援の目標達成にも利益をもたらす。疲労困憊して
いる人、いやがらせを受けていると感じている人、感情がたかぶっている人、
過去や将来への思いに没頭している人は、情報を思い出して伝える力が落ちて
いるものである。加えて、こうした感情を持つことにより、支援担当者や支援
プロセスについて憤りを覚えたり、敵対的になったりすることもある。知覚を
鋭敏に保ち、休憩をとったり、話題を変えたり、気持ちを落ち着かせるために
時間をとったり、あるいはとりあえずその日は打ち切りにしたりする必要がな
いかどうか、徴候を読み取ることが重要である。逆に、ずっと（あるいは短期
間でも）黙って苦しんでいた人にとっては、話をすることが安心感や治療的利
益につながることも珍しくない。何があったのか、そのことについてどう感じ
ているのかを、自分なりのやり方で話せるようにすることが重要である。焦ら
せたり、本題から外れたから、あるいは支援担当者のスケジュールがきついか
らという理由で話を止めたりしてはならない。

10.  自分に予断や偏見がないかどうか検討する。

人身取引には、社会的に容認されない、あるいは道徳的に議論の余地があると
見なされている活動がともなうことが多い。また、そこに関与する人々の民族
的・文化的・社会経済的背景や性格・特性もさまざまである。支援担当者にとっ
て、これから支援しようとしている相手について否定的な予断、偏見、人種主
義的感情を持っていないかどうか振り返っておくことは、必要不可欠である。
支援担当者は、人身取引の過程で一般的に行なわれることが多い労働（売春、
物乞い、家事労働等）に従事してきた人、一定の形態の虐待（性的虐待等）の
被害を受けてきた人、汚名の対象とされがちな、あるいは一見してそれとわか
る病気やけが（HIV、けが等による身体変形、ポリオや地雷に関連する障害等）
に苦しんでいる人、自分とは異なる社会的・文化的・宗教的信条や慣行の持ち
主について自分がどう感じているか、考えなければならない。

また、それほどはっきりしていなくても、自分の社会経済的地位に関連した偏
見を持つことは珍しいことではない。特に、専門的訓練を受け、正規の仕事に
就き、一定の生活水準で生活している支援担当者の場合、不利な立場に置かれ
ている人々、低学歴の人々、農村部出身の人々よりも自分のほうが上だ（ある
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いは能力がある）と感じてしまうこともある。こうした偏見が害のない形（温
情主義的・後見人的態度）で表れる場合もあるが、自分の中にこのような印象
があることを認識し、支援対象者に劣等感を抱かせるような振舞いをしないよ
うにすることが重要である。

11.  被害者を信じる。一方的に判断しない。

支援関係の基礎は信頼である。信頼は、支援担当者の側から始まらなければな
らない。支援担当者は、支援対象者が本当のことを言っていると信じるよう心
がけ、害を及ぼす懐疑主義が支援関係に入りこまないようにする必要がある。
人身取引被害者は、自分の発言が真実かどうか仔細に吟味されているわけでは
ないこととともに、支援が邪念も私心もなく提供されていること、すなわち人
身取引被害者から何か（たとえば情報）を得るためだけに提供されているわけ
ではないことを、感じられなければならない。事実にもとづく証拠がある場合
を除いて、支援する立場にあるときに支援対象者が真実を話していないとい
う、判断を行なうことは無用である。

同様に、人身取引被害者が他人を信頼せず、不適切な誘導をはかり、また過去
の出来事を偽ったり修正したりすることには十分な理由があることも、重要な
点として念頭に置いておく必要がある。支援対象者が一定の情報について嘘を
ついたり開示を拒んだりすることがあっても、あるいは話を部分的に忘れたり
修正したりしても、それまでに提供された情報の信頼性を否定したり、信頼に

値しないと支援対象者が判断したりする理由にはならない。

12. 敬意と共感の念をもって接しつつ、専門職らしい姿勢を失わない。

専門職らしく行動するというのは、敬意をもって、平等に人を扱うということ
である。支配的な立場にある（すなわち情報・支援・物品等を思いのままにで
きる）専門職が、温情主義的な姿勢をとったり、あるいは知的・専門的優位を
ほのめかせるような態度さえとったりすることによって、支援対象者を無力
な、または従属的な役割に押しこめてしまうことは珍しくない。これは、とく
に支援対象者がそれまで従属を強要されてきた場合には、支援のあり方を歪め
る有害な力関係である。トラウマを受けてきた人は、自分が劣位にあること、
他人に依存していることを容易に受け入れ、自分は弱くて卑しい存在だと感じ
るようになりやすい。支援担当者は、専門職らしい距離感と態度を維持しつつ
も、同時に、共感と励ましの姿勢を持つことが求められる。支援対象者は、こ
れは自分自身および自分の決定が尊重される平等な関係だと感じることができ
るべきである。また、支援担当者が自分のことを気にかけ、いつでも自分の最
善の利益のために行動してくれているとも思えなければならない。
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13. 人身取引被害者が、自身の身体と意思決定をコントロールでき

ていると思えるように配慮する。

支援プロセスを進めていくうえでは、程度の差はあるものの、だれかひとりの

人物が主導し、または指針を示すことが必要になる。しかし、支援対象者が、

これから自分に起きることをコントロールできる、また自分の将来については

自分自身で決められると感じられるようにすることが重要である。人身取引被

害者は、前述のように、他人が自分に何を望んでいるかについて非常に敏感に

なること（そしてそれを疑わしいと思うこと）によって、また自分が従属的役

割であることを理解することによって、試練をくぐり抜けてきた。とくに身体

的・精神的健康の分野では、踏みこんだ処置や質問が行なわれる場合があり、

それがさらなる侵害と受けとめられる可能性もある。支援対象者がだれかと会

うことを強要・強制されていると感じないようにするために、また、どのよう

なときでも、何が行なわれようとしているのかを支援対象者が理解し、その積

極的同意を得てから物事が進むようにするために、あらゆる努力が払われなけ

ればならない。人身取引被害者が支援プロセスの過程でコントロールを獲得・

維持することを促すために、支援担当者はたとえば次のような対応をとること

ができる。どのような選択肢があるか、辛抱強く、はっきりと説明すること。

決定するのはあくまで本人であり、だれかが代わって決めたり、決定が押しつ

けられたりすることはない旨を、あらためて説明すること。選択肢について考

える十分な時間を保障すること。そして、選択が行なわれたときは支援対象者

の決断を支持することなどである。

14.  人身取引被害者が、自身を責めないよう安心できるようにする。

人身取引被害者が人身取引を経験したことで自責の念を抱くようになるのは、

一般的な反応である。人身取引被害者に対し、自分の身に起こったことは自分

の責任ではないということを理解してもらうことが重要である。人身取引は世

界中で多くの人に行なわれている犯罪であることとともに、だまされたり強制

されたりして移動し、その後に行なわれた行為に参加したとしても、刑法上・

道徳上の責任はないことを指摘することが有益である。支援担当者がこのよう

な安心できる言葉をかけることによって、自分を許すことや癒されることのさ

またげとなりかねない罪悪感を少しずつ軽減できるほか、支援担当者が人身取

引被害者について一方的な判断をしたり、被害者を責めたりしているわけでは

ないことも伝わるようになる。
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15. 法医学的検査を受け、診断書を出してもらう権利があることを

人身取引被害者に告知する。

すべての人身取引被害者に対し、人身取引加害者または自分を虐待・搾取した
その他の者に刑事上・民事上の請求をするという目的をはっきりさせたうえ
で、法医学的検査を受ける権利があることが告知されなければならない。法医
学的検査にもとづく診断書は、裁判手続、とくに性的暴行にかかわる手続にお
いては不可欠な証拠となりうる。「法医学的検査」とは、裁判所で使用するの
に適切な方法で証拠を収集する訓練を受けた医師が、犯罪被害者に対して行な
う検査である。性的暴行に関する法医学的検査の場合、少なくとも次のような
処置がとられなければならない。

1. 身体的外傷の検査
2. 挿入または暴力の有無についての判断
3. 患者の面接
4. 証拠の収集・評価3

証拠の入手または治療のために追加的処置（たとえば性感染症の検査）をとる必
要があるかどうかは、現行の法律・政策・慣行にしたがって判断する必要がある
4。医学的証拠を収集する場合は、常にタイミングが要となる。法医学的検査を
受ける権利があることを、支援提供団体が直ちに（すなわち最初の接触時に）支
援対象者に告知するとともに、検査の要請を受けて、専門家による法医学的検査
が速やかに行なわれるよう手配することは、何よりも重要である。また、人身取
引被害者が結果報告書の写しを迅速に―特にプログラムから離れることが決

まっている場合にはその前に―受け取れるようにすることも肝要である。

16. 診療記録の写しを受け取る権利があることを人身取引被害者に

告知する。

すべての人身取引被害者に対し、医療記録その他の保健記録（診療・レントゲ
ン撮影・病理検査の結果、治療後の措置に関するメモ等を含む）の写しを受け
取る権利があることが、告知されなければならない。可能な場合には常に、主
治医による医療記録の要約が人身取引被害者の第一言語で提供されるべきであ
る。医療記録へのアクセスは基本的権利のひとつであり、常に奨励されなけれ
ばならないが、(a) 他のヘルスワーカー、保健機関、支援の調整を行なう提携
団体への紹介が行なわれる際、(b) 社会復帰の段階、(c) 一定の治療の山場を越

3 米司法省・女性に対する暴力局（Office on Violence Against Women, US Department of Justice）
のサイト [2003年８月アクセス] 掲載のファクトシートFrequently Asked Questions Regarding
STOP Formula Grant Programme Forensic Exam Payment Requirement より。URL: http://
www.ovw.usdoj.gov/docs/faq_fepr.pdf

4 Ibid.
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えた際（患者に治癒への希望を持たせるため）、(d) 人身取引被害者から要求が
あった際には、とりわけ必要とされる。

17.  人身取引被害者に自身の強さを気づかせる。

人身取引被害者がどれほど過酷な経験をしてきたか、加害者等によって残酷で
不公正な扱いを受けたかを認め、被害者がそのような状況下で立派に対処して
きたことを気づかせることは、重要である。支援担当者は、被害者の語りから
具体例を挙げ、被害者の強さやたくましさを指摘することもできる。

18.  通訳を提供する。

通訳者は、人身取引被害者と、被害者を支援しようとするスタッフの重要な橋
渡しである。通訳者は、言葉を訳すことだけではなく、概念や意味を伝える責
任を負う。情報がどのようにやりとりされるかは、人身取引被害者の健康と福
祉にとってきわめて重要である。よい通訳が行なわれた場合、支援関係ははか
りしれないほど向上する可能性がある。通訳が適切でなければ、その関係は損
なわれかねず、取り返しがつかないことも多い。通訳者の選択・採用にあたっ
ては、考慮しなければならないいくつかの重要な要素がある。その多くは、通
訳者も人間であり、必ずしも中立とは限らないという点にもとづく。通訳者
も、自分なりの考え方、意見、偏見、友人関係、背景、生活を持った人間であ
り、だれかが言ったことを右から左に伝えるだけの存在ではない。すなわち、
通訳者を採用するときには十分な選抜をすることが絶対に欠かせないというこ
とである。適切な選抜が行なわれなければ、どんなに被害が少なくとも、必要
な要素を満たさない通訳者のために重要な情報が正しく伝わらないことにな
る。最悪の場合、人身取引被害者、スタッフ、団体そのものが危険にさらされ
ることにもなりかねない。

以下の点は、通訳者がスタッフの一員である場合も、外部委託者場合である場
合も、重要となる。

第一の要素は安全性である。人身取引被害者の通訳のために雇われるあらゆる
人物について、安全確保のための徹底的チェックが行なわれなければならな
い。通訳が緊急に必要な場合、または通訳の必要性が切迫している場合であっ
ても、支援提供組織になじみのない通訳志願者、または安全性を確認していな
い人物を採用するべきではない。

有能な通訳者の選抜にあたって考慮すべき第二の要素は、仕事をともにする
人々―人身取引被害者または支援従事者―が有する側面について何らかの差別
的感情を持っていないかという点である。通訳者の態度にかかわる問題は、通
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訳者の適正な選抜が行なわれなければ見過ごされてしまうことが多い。とくに
民族紛争が行なわれてきた（または続いている）地域では、相手が何らかの偏
見を持っていないかどうか確認しないままに通訳者を採用することは相当なリ
スクをともなう。通訳者の偏見は、害のない予断の可能性もあるが、極端な憎
悪である可能性もある。いずれにせよ、そのような偏見は情報の伝わり方に影
響を及ぼす可能性がある。選抜の過程で具体的な質問をし、どのような意見を
持っているか確認をしないかぎり、業務が始まってからでは、このような感情
の持ち主であることを察知するのはむずかしい。

通訳者を見つける際の三番目の要素は、個人の背景と人脈に関わるものであ
る。通訳を担当する者は、通訳する相手と同じ地域の出身であることが多く、
同じ村の出身であることさえある。これで気持ちが楽になると感じる人身取引
被害者もいるだろうが、話の詳しい内容が家族やコミュニティに伝わることを
恐れて、個人的なことはいっさい話したくないという気持ちになる可能性もあ
る。また、同じ地域、とくに紛争があった地域の出身者どうしである場合、相
手がかつて自分や家族に危害を加えた者であるとわかっていながら、さまざま
な理由からそれを口に出したがらないという状況も考えられる。いずれの場合
でも、人身取引被害者は自分自身や自分に起きたことについての情報を明らか
にしたがらないおそれがあるし、その理由を説明する術を持たない。

通訳者の十分な選抜を行なったら、人身取引被害者のために通訳をさせる前
に、すべての通訳者を対象として適切な意識啓発と研修を実施することが何よ
りも重要である。研修と意識啓発のための事前説明にあたっては、次のような
問題に関する情報と適切な用語法を教えることが求められる。

■ 人身取引
■ 女性に対する暴力（女性の通訳を担当する者が対象）
■ 児童虐待（子どもの通訳を担当する者が対象）
■ 対応しなければならないと思われる健康・医療分野（たとえば身体的健康、
リプロダクティブ・ヘルス、心理学等）

研修は、通訳者には馴染みの薄い可能性がある用語や概念（特に医学用語）の
通訳に備えるとともに、通訳する内容が配慮を要する、プライベートな（すな
わち当惑しそうな）性質のものかもしれないことを自覚するのに役立つような
ものであることが求められる。最も強調するべきなのは、通訳者は、自分が通
訳をする相手に対して共感を持ち、辛抱強く対応しなければならないというこ

とである。
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..................................................................................................................................

人身取引被害者が通訳者に不安を抱いている、通訳者を気に入らない、また

は通訳者を信頼していないことを察知するには

選抜された通訳者について人身取引被害者が不安を抱いていないかどうか判断すること

は、やや複雑ではあるが、きわめて重要な難題である。面接が始まってしまえば、人身

取引被害者が通訳者に対し、不信感を抱いていることをスタッフが察知するのは、きわ

めてむずかしい。いくつかの確認を行なうことにより、選抜された通訳者が人身取引被

害者にとって受け入れられる人物であるかどうか確認することは、短期的には時間のか

かる作業かもしれないが、長期的には時間とエネルギーの節約（そして問題の防止）に

つながる可能性がある。考えられるひとつのチェック方法として、人身取引被害者が文

字を読める場合には、被害者の母語で書かれたカードを用意し、選ばれた通訳者に不安

を抱いていないか、その通訳者を気に入っているか、その通訳者を通じて話をする気が

あるかを判断するための二者択一（「はい」「いいえ」）の質問を記載しておくことであ

る。最初に簡単な話をした後、通訳者にはいったん席を外してもらい、被害者にそのカー

ドを渡す。カードは冒頭に一度だけ渡してもよいし、必要に応じて、あらためて渡して

もよい。
..................................................................................................................................
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補遺2
面接チェックリスト

..................................................................................................................................

人身取引の被害者として支援を求めている者、人身取引被害者として認定され支援を受

けている者に面接を行なう者は、補遺1「人身取引の対象とされた人のケアおよび面接

における倫理原則」も参照すること。
..................................................................................................................................

以下に掲げる基本的な面接チェックリストは、支援提供団体のスタッフを対象

とする、面接技法の指針を要約したものである。

環境

■ 可能なかぎり、面接はプライバシーの守られる個室で行ない、面接の内容が

他人に聞かれたり、中断されたりしないようにする。
■ 面接の立会いは、被害者、面接担当者（複数の場合もあり）、通訳（必要な

場合）、そして適当な場合には同席すべき資格を有する支援者（子どもの後

見人、法的助言者、心理カウンセラー等）のみが許される。
■ 面接で用いられる言語を被害者が十分に理解できない疑いが少しでもある場

合は、通訳を確保するためのあらゆる努力が行なわれなければならない。
■ 携帯電話の電源は切っておく。
■ 個室を利用できる際は、邪魔が入らないよう、ドアに「使用中」等の掲示を

しておく。
■ 個室が利用できない場合、面接担当者は、面接の内容を聞かれないよう、で

きるかぎりプライバシーの守られる場所を見つけるべく努力するべきである。
■ 面接にあたり、一方的な価値判断をしたり尋問したりするようなスタイルは

とらないようにする。
■ 面接対象者が、尊重されている、信じてもらえていると感じられるような信

頼関係を確立するよう努める。

導入

■ 面接担当者は面接対象者に自己紹介し、自分が支援組織でどのような役割を

果たしているのか説明する。
■ 面接対象者が安心し、ゆったりした気持ちでいることを確かめる。
■ お手洗いに行かなくてよいか、飲み物や軽食はいらないか、面接対象者に確

認する。
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■ 面接対象者が痛みや苦痛を感じていないかどうか、医師による緊急の対応が

必要な健康上の問題を有していないかどうか、確かめる。
■ 面接対象者から緊急の健康上の懸念があることを告げられたら、医療専門家

による診察が行われるまで、面接担当者は面接を進めるべきではない。
■ 頭痛のような軽い症状の場合、処方箋のいらない薬（たとえばパラセタモー

ル〔非アスピリン系解熱鎮痛薬〕、アスピリン、イブプロフェン〔非ステロ

イド系抗炎症薬〕）を提供してもよい。

説明

■ 人身取引被害者に対する支援の提供について自分の組織が果たしている役割

と、これから行なわれる面接の目的について、簡単に説明する。
■ 面接には、面接対象者に起きた出来事の経緯にかかわる質問も含まれる可能

性があること、不快になるような問題、苦しくて思い出したくない問題、困

難な記憶を呼び起こす問題が取り上げられる可能性があることを、面接対象

者に説明する。
■ 質問にはゆっくり答えてかまわないこと、必要であればいつでも休憩できる

ことを面接対象者に告げる。
■ より多くの情報が提供されたほうが組織としても支援しやすくなることを説

明する。組織として提供できる支援内容に制約があるとき（たとえば支援対

象が人身取引被害者、不正規な移住者、子ども等に限られている場合など）

は、それも説明する。
■ 面接対象者が要件を満たさないために直接の支援を提供できない場合でも、

支援を提供できるしかるべきグループないし個人が見つかるよう手助けする

旨を説明する。

面接開始前の最終確認事項

■ 面接対象者が答えた内容はすべて厳格な秘密保持の対象となることを告げ

る。提供された情報がどのように取り扱われ、だれがどのように情報を共有

するのか、明らかにする。
■ 質問はいつでも聞いてよく、説明されたこと、言われたことについて、もう

少し詳しく説明してほしい、もう一度言ってほしいという希望もいつでも

言ってよいことを、面接対象者に説明する。
■ これまでの説明内容を面接対象者がはっきり理解しているかどうか、確かめ

る。
■ この段階で何か質問がないかどうか、面接対象者に尋ねる。
■ 面接への参加に同意するかどうか、面接対象者に尋ねる。
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補遺3
用語集1

拉致（Abduction）　力ずくでまたは詐欺的な説得により、いずれかの者を連れ去
る行為2。
他の参照項目：「誘拐」「（力による）獲得」

子ども／児童（Child）　18歳未満の者。ただし、子どもに適用される法律の下で、
18歳より早く成年に達する場合を除く（児童の権利条約〔1989年〕１条）。
子どもは国際法上の文書で人身取引からの保護の対象とされており、特別の
ニーズが考慮されている。「搾取の目的で子どもを獲得し、引き渡し、蔵匿し、
又は収受することは、……人身取引とみなされる」（国連・人身取引補足議定
書〔2000年〕）
＜児童の権利条約＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/crc.htm
全文（日本語）：http://www.mofa.go.jp/Mofaj/gaiko/jido/zenbun.html
＜国連・人身取引補足議定書＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/protocoltraffic.htm
全文（日本語）：http://www.mofa.go. jp/mofaj/gaiko/treaty/
treaty162_1.html
他の参照項目：「児童労働」「最悪の形態の児童労働」

児童労働（Child Labour）　子ども自身が従事し、子供の健康、教育、身体、精神、
道徳、・社会性の成長を妨げる労働（児童の権利条約〔1989年〕32条）。国
は、就業が認められるための最低年齢を定め、労働時間および労働条件を規制
しなければならない。
＜児童の権利条約＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/crc.htm
全文（日本語）：http://www.mofa.go.jp/Mofaj/gaiko/jido/zenbun.html
他の参照項目：「子ども／児童」「搾取」「最悪の形態の児童労働」

子ども兵士（Child Soldier）　武力紛争における子どもの使用は国際文書で禁じら
れている。4つのジュネーブ諸条約の追加議定書〔1977年〕では、軍隊への
採用および武力紛争への参加が認められる最低年齢は15歳である。子どもは、
最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃のための即時の行動に関する条約
〔1999年〕3条で、武力紛争において使用するための「強制的な徴集」から
保護されている。さらに2000年には児童の権利条約の選択議定書において
武力紛争への子どもの関与が禁じられた（武力紛争への子どもの関与に関する

1 この用語集は、IOM (2005). IOM Counter Trafficking Training Modules: Return and Reintegration.
International Organization for Migration: Washington, DCおよびIOM (2004). Glossary on Migration.
International Organization for Migration: Geneva所収の用語集に加筆修正したものである。

2 Garner, B. (ed.), Black’s Law Dictionary (7th Edition), West Group, St. Paul, 1999 (以下Black’s Law
Dictionary).
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児童の権利条約の選択議定書）。
＜児童の権利条約＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/crc.htm
全文（日本語）：http://www.mofa.go.jp/Mofaj/gaiko/jido/zenbun.html
＜武力紛争への子どもの関与に関する児童の権利条約の選択議定書＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/crc-conflict.htm
全文（日本語）：http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/
treaty159_14a.pdf
他の参照項目：「子ども／児童」「搾取」「最悪の形態の児童労働」

強制（Coercion）　有形力の行使により、または有形力を行使するという脅迫によ
り、無理に要求すること3。
他の参照項目：「支配」「債務奴隷制」「孤立化」

支配（Control） 行動を規制しまたは方向づけるような影響力を行使すること4。人
身取引の中核的構成要素のひとつ。人身取引加害者は、債務奴隷制、孤立化（た
とえば身分証明書や旅行書類の剥奪）、恐怖心、（心理的・身体的）暴力などの多
くの手段を用いて被害者を支配・強制しようとする。
他の参照項目：「強制」「債務奴隷制」「孤立化」

目的国（Country of Destination）　移住者の渡航先の国、（合法的か不法かを問
わず）移住者の流れが向かう国。
同義語：受入れ国（Receiving Country）
他の参照項目：「出身国」「経由国」

出身国（Country of Origin）　移住者の出身である国、（合法的か不法かを問わず）
移住者の流れが発する国。
同義語：送り出し国（Source Country）
他の参照項目：「目的国」「経由国」

経由国（Country of Transit）　移住者が経由する国、（合法的か不法かを問わず）
移住者の流れが経由する国。
他の参照項目：「出身国」「目的国」

債務奴隷制（Debt Bondage）　「債務者自らのもしくはその支配下にある者の個
人的役務に関する、負債の保証としての債務者の誓約から生ずる地位または状
態であって、合理的に評価したその役務の価値が債務の解除のために充てられ
ていないもの、またはその役務の期間および性質がそれぞれ限定されかつ定め
られていないもの」（奴隷制度、奴隷取引ならびに奴隷制類似の制度および慣
行の廃止に関する補足条約〔1956年〕1条）。人身取引被害者を支配・強制

3 Black’s Law Dictionary.
4 Merriam-Webster Online Dictionary, www.m-w.com [2004年 10 月アクセス], (以下Merriam-

Webster Online).
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するための手口として用いられる場合がある。
　 ＜奴隷制度、奴隷取引ならびに奴隷制類似の制度および慣行の廃止に関する補

足条＞
全文（英語のみ）： http://www2.ohchr.org/english/law/slavetrade.htm
他の参照項目：「支配」「強制」

隷属的家事労働（Domestic Servitude）　隷属状態とは、「従属的で経済的酷使
をともなう労働関係」であって、「そこから逃れる合理的可能性がまったくな
い」ものと解することができる。場合により、「移住者である住み込みの家事
労働者の酷薄な労働条件は……隷属状態と呼ぶのが的を射ている」こともあり
うる5。
他の参照項目：「搾取」「債務隷属制」

搾取（Exploitation）　いずれかの物または者を利用する行為、特に個人の利益の
ために他者を不当に利用する行為6。人身取引の中核的構成要素のひとつ。「搾
取には、少なくとも、他の者を売春させて搾取することその他の形態の性的搾
取、強制的な労働若しくは役務の提供、奴隷化若しくはこれに類する行為、隷
属又は臓器の摘出を含める」（国連・人身取引補足議定書〔2000年〕3条）。
人身取引加害者は個人的利得を唯一の目的として被害者を輸送する。被害者を
搾取することによって巨額の金を手にするため、あるいは無償の役務・労働を
得るためのいずれかであることが多い。
＜国連・人身取引補足議定書＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/protocoltraffic.htm
全文（日本語）：http://www.mofa.go. jp/mofaj/gaiko/treaty/
treaty162_1.html
他の参照項目：「強制労働」「家事隷属制」「性的搾取」「獲得」「輸送」

強制労働（Forced Labour）　「ある者が処罰の脅威の下に強要せられかつ右の者
が自ら任意に申出でたるに非ざる一切の労務」（強制労働条約〔1930年〕2
条）。国が果たすべきさらなる責任については強制労働廃止条約〔1957年〕
に掲げられている。
同義語：義務的労働（Compulsory Labour）
＜強制労働条約＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/forcedlabour.htm
全文（日本語）：http://www.ilo.org/public/japanese/region/asro/
tokyo/standards/st_c029.htm
＜強制労働廃止条約＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/abolition.htm
全文（日本語）：http://www.ilo.org/public/japanese/region/asro/

5 Human Rights Watch, Hidden in the Home: Abuse of Domestic Workers with Special Visas in the
United States, online at: http://www.hrw.org/reports/2001/usadom/index.htm#TopOfPage [2004
年 10月アクセス].

6 Black’s Law Dictionary.
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tokyo/standards/st_c105.htm
他の参照項目：「搾取」

強制婚（Forced Marriage）　自発的なものではない婚姻。世界人権宣言16条2
項および婚姻の同意、婚姻の最低年齢および婚姻の登録に関する条約〔1962
年〕によれば、「婚姻は、両当事者の自由かつ完全な合意によってのみ成立す
る」ものとされる。強制婚は、次のような場合には奴隷制類似の慣行と見なさ
れる。すなわち、「女性が、その父母、後見人、家族または他のいずれかの者
もしくは集団に対する金銭または現物による対価の支払いによって婚姻を約束
させられまたは婚姻させられ、それを拒む権利を有していない場合」、「女性の
夫、夫の家族または夫の一族が、対価受取りによりまたはその他の方法で、他
の者に当該女性を引き渡す権利を有している場合」、または「女性が、その夫
の死亡にともない他の者により相続の対象となる場合」である（奴隷制度、奴
隷取引ならびに奴隷制類似の制度および慣行の廃止に関する補足条約〔1956
年〕1条(c)）。強制婚は女子差別撤廃条約〔1979年〕でも禁じられている。
＜奴隷制度、奴隷取引ならびに奴隷制類似の制度および慣行の廃止に関する補
足条約＞
全文（英語のみ）：http://www2.ohchr.org/english/law/slavetrade.htm
＜女性差別撤廃条約＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/cedaw.htm
全文（日本語）：http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/josi/index.html
他の参照項目：「搾取」「性的搾取」

軍への強制的徴用（Forced Military Conscription）　武力紛争下にある文民の
保護について規定するジュネーブ第4条約によれば、「占領国は、被保護者に
対し、自国の軍隊又は補助部隊において勤務することを強制してはならない」
（戦時における文民の保護に関するジュネーブ条約）。
＜ジュネーブ第4条約＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/civilianpersons.htm
全文（日本語）：http://www.mod.go.jp/j/library/treaty/geneva/
geneva4.htm
他の参照項目：「子ども兵士」「搾取」

人権（Human Rights）　現在受け入れられている価値観に照らし、すべての人間
が、自分が住んでいる社会で「権利として」請求できるべきであるとされる自
由および利益。これらの権利は、世界人権宣言〔1948年〕と経済的・社会的・
文化的権利ならびに市民的・政治的権利に関する2つの国際規約〔1966年〕
から構成される国際人権章典に掲げられており、これを核として他の条約（た
とえば女性差別撤廃条約・人種差別撤廃条約）による発展の過程を経てきた。
＜世界人権宣言＞
全文（英語）：http://www.unhchr.ch/udhr/lang/eng.htm
全文（日本語）：http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/udhr/index.html
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身分証明書（Identity Document）　所持者の身分を証明するための書類。
他の参照項目：「旅行書類」

債務隷属制（Indebted Servitude）　隷属とは、「従属的で経済的酷使をともなう
労働関係」であって、「そこから逃れる合理的可能性がまったくない」ものと
解することができる7。債務を利用して人身取引被害者を支配する債務奴隷制
の結果として、隷属状態が生ずる場合もある。
他の参照項目：「搾取」「債務奴隷制」「家事隷属制」

十分な情報を得たうえでの同意（Informed Consent）　あることを行ない、また
はある状況が生ずるのを認める旨の合意であって、それにともなうリスクや利
用可能な他の選択肢といったあらゆる関連の事実を完全に把握したうえで表明
されるもの。たとえば患者は、治療にあたる保健従事者から、その治療を受け
入れた場合または拒否した場合に考えられるあらゆるリスクについて開示を受
けてからでなければ、その治療について十分な情報にもとづく同意を与えるこ
とはできない8。

国内人身取引（Internal Trafficking）　ある国の国内で行なわれる人身取引。

不正規の移住（Irregular Migration）　送り出し国・経由国・受入れ国が定める
規制の枠外で生ずる人の移動。不正規な移住についての明確な、または世界的
に受け入れられた定義はない。目的国の立場からは、それは不法な入国・滞在・
就労である。すなわち、出入国管理法令で求められている入国・在留・就労の
許可または資格証明書を、移住者が保持していないことを意味する。送り出し
国の視点に立てば、たとえばある者が有効な旅券や旅行書類を持たないまま、
あるいは出国のために必要な行政上の要件を満たさずに国境を越えた場合に、
不正規な状況が生じたということになる。
同義語：不法な移住（Illegal Migration）、闇にまぎれた移住（Clandestine
Migration）
反対語：正規の移住（Regular Migration）、合法的な移住（Legal Migration）
他の参照項目：「移民の密入国」

孤立化（Isolation）　人身取引加害者は、支配・強制のために孤立化という手段を
用いることが多い。孤立化には、身分証明書や旅行書類を奪ったり、言葉が話
せないことに乗じて、または社会的接触を絶つことによって被害者を孤立させ
たりすることなどがある（ただしこれに限られない）。
他の参照項目：「支配」「強制」「身分証明書」「旅行書類」

誘拐（Kidnapping）　個人または個人の集団を力ずくで不法に誘拐・監禁するこ
と。誘拐した相手や第三者に経済的・政治的利益を要求する目的で行なわれる

7 Human Rights Watch, Hidden in the Home: Abuse of Domestic Workers with Special Visas in the
United States, online at: http://www.hrw.org/reports/2001/usadom/index.htm#TopOfPage [2004
年 10月アクセス]

8 www.nolo.com [2006年 1月アクセス].
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のが通例。略取は通常、各国の刑法で処罰対象とされている。ただし、国際法
の適用対象となる略取行為もある（海賊行為など）9。
他の参照項目：「拉致」「（力による）獲得」

移住労働者（Migrant Worker）　「自らの国籍国以外の国において報酬を受ける活
動に従事しようとしているか、現に従事しているか、または従事したことのあ
る者」（すべての移住労働者およびその家族構成員の権利の保護に関する国際
条約〔1990年〕2条）。
＜すべての移住労働者およびその家族構成員の権利の保護に関する国際条約＞
全文（英語のみ）：http://www2.ohchr.org/english/law/cmw.htm
他の参照項目：「移住」

移住（Migration）　国境を越えて、もしくは国内において人が移動する過程。移
住とは人間集団の移動であり、期間・集団構成・原因を問わずあらゆる種類の
人の移動を包含する。難民、避難民、居住地を追われた人々、経済的移民も含
まれる。
他の参照項目：「不正規の移住」「正規の移住」

組織犯罪（Organized Crime）　中央のシンジケート組織によって調整および支
配され、広範囲に展開される犯罪活動10。
他の参照項目：「移民の密入国」「人身取引」

防止（Prevention）　防ぐ行為（何かが起こらないまたは存在しないようにするこ
と）11。人身取引と闘うための包括的戦略の一環に位置づけられる。防止には、
広報・意識啓発活動、調査研究・セミナー・研修、（地元、全国、地域、世界に
おける）協力およびネットワークの構築などがある（ただしこれに限らない）。
他の参照項目：「訴追」「保護」

訴追（Prosecution）　罪を問われた者を裁判にかける刑事手続。人身取引と闘う
ための包括的戦略の一環に位置づけられる。訴追による介入としては、法律や
政策の強化、刑事罰の重罰化、能力構築、国内的・国際的協力の実施（たとえ
ばNGOと法執行機関との間で）などを行なうことなどが含まれる（ただしこ
れに限られない）。
他の参照項目：「防止」「保護」

売春（Prostitution）　金銭その他の有価物によるその場での支払いと引き換えに、
通常は配偶者や友人以外の者を相手として性的活動を行なうこと12。

9 Feinrider, M., Kidnapping, in Encyclopedia of Public International Law, No. 8, Human Rights and
The Individual In International Law, International Economic Relations, North-Holland, Elsevier
Science Publishers B.V., 1985, p. 355.

10 Black’s Law Dictionary.
11 Merriam-Webster Online.
12 Encyclopedia Britannica Online, http://www.britannica.com [2006年 6月アクセス].
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保護（Protection）　保護の概念には、危険な状況に置かれている者が国際条約で
認められている権利と支援を享受できるようにするための、あらゆる具体的措置
が含まれる。保護とは、個人が権利を有していること、また個人に対する権限を
行使する公的機関が義務を負うことを認めるということである。すなわち、個人
の物理的存在ともに、法的人格を擁護することを意味する13。保護は、人身取引
と闘うための包括的戦略の一環に位置づけられる。被害者の保護には、避難場所
の提供、医療・心理的支援、在留資格の確立、自発的帰還・社会復帰、安全の確
保、国内および国際的協力などがある（ただしこれに限られない）。
他の参照項目：「防止」「訴追」

獲得（Recruitment）　人身取引の中核的構成要素のひとつ。獲得は、完全な欺罔
によるもの、部分的な欺罔によるもの、強制よるもの（誘拐）に分けることが
できる。
他の参照項目：「人身取引」「輸送」「搾取」

（強制的）獲得（Recruitment, Forcible）　人身取引被害者は強制的に連れ去ら
れる。
同義語：拉致（Abduction）
他の参照項目：「拉致」「誘拐」

（完全な欺罔による）獲得（Recruitment, Fully Deceptive）　人身取引被害者
は、雇用や給与などの約束に誘惑され、加害者の真の意図については完全に惑
わされている。

（部分的な欺罔による）獲得（Recruitment, Partially Deceptive）　人身取引
被害者は、仕事としてどのような活動に従事するか知っていても、どのような
条件下で働くのかは承知していない。

正規の移住（Regular Migration）　認められた、合法的な経路を通じて行なわれ
る人の移動。
同義語：合法的な移住（Legal Migration）、秩序だった移住（Orderly
Migration）
反対語：不正規の移住
他の参照項目：「移住」

リスク・アセスメント（Risk Assessment）　ある状況・出来事にどのようなリ
スクがともなっているかを特定・評価する過程。

リスク・マネジメント・プラン（Risk Management Plan）　ある状況・出来事
にともなうリスクを受入れ可能な水準にまで下げるための対応をまとめた計
画。

13 The Practical Guide to Humanitarian Law Francoise Bouchet-Saulnier, Rowman & Littlefi eld
Publishers, Inc. 2002.
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性的搾取（Sexual Exploitation）　人身取引における性的搾取は、売春、ポルノ、
ストリップショー、セックス・ツーリズム、強制婚などのさまざまな形態をと
る。男性、女性、子どものいずれも被害を受ける可能性がある。性的搾取は、
ジュネーブ諸条約、女子に対する暴力の撤廃に関する宣言〔1993年〕をはじ
めとするさまざまな国際文書で禁じられている。
その他の参照項目：「搾取」

隷属（Slavery）　個人が有する所有権に対し、いずれかのまたはすべての権能が
行使される状態（奴隷条約〔1926年〕1条、1953年議定書により改正）。
隷属か否かの判断基準は、他者の所有および支配、移動の強制および制限、離
職および転職の自由が認められているかどうかという点にある（たとえばかつ
ての動産奴隷制、債務労働、農奴制、強制労働、儀式的・宗教的目的の奴隷制）。
＜奴隷制度、奴隷取引ならびに奴隷制類似の制度および慣行の廃止に関する補
足条約＞
全文（英語のみ）：http://www2.ohchr.org/english/law/slavetrade.htm
その他の参照項目：「債務奴隷制」

（人の）密入国仲介人（Smuggler (of People)）　国際的に承認された国境を越
えて不法に輸送する目的で、契約の促進をはかり、人を移動させる仲介者。
その他の参照項目：「移民の密入国」

移民の密入国（Smuggling of Migrants）　「金銭的利益その他の物質的利益を直
接又は間接に得るため、締約国の国民又は永住者でない者を当該締約国に不法
入国させること」（移民の密入国補足議定書3条）。
＜移民の密入国補足議定書＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/organizedcrime.htm
その他の参照項目：「不正規の移住」「国連・移民の密入国補足議定書」

人身取引加害者（Trafficker (of Humans)）　経済的その他の利益を得る目的で、
欺罔、強制その他の形態の搾取を利用して人を移動させる者。人身取引加害者の
意図は、被害者を搾取し、そのことによって利得や利益を得るところにある。
その他の参照項目：「人身取引」

人身取引（Trafficking in Person）　「搾取の目的で、暴力その他の形態の強制力
による脅迫若しくはその行使、誘拐、詐欺、欺もう、権力の濫用若しくはぜい
弱な立場の濫用又は他の者を支配下に置く者の同意を得る目的で行われる金銭
若しくは利益の授受の手段を用いて、人を獲得し、輸送し、引き渡し、蔵匿し、
又は収受すること」（国連・人身取引補足議定書〔2000年〕3条）。
＜国連・人身取引補足議定書＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/protocoltraffic.htm
全文（日本語）：http : / /www .mo fa .go . j p /mo fa j /ga i ko/ t r ea ty /
treaty162_1.html
その他の参照項目：「国連・人身取引補足議定書」
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輸送（Transportation）　品物または人を、何らかの運搬手段によりある場所から
別の場所へ移動させること。人身取引の中核的構成要素のひとつ。移動は国際
的に行なわれる（2か国以上の国が関わる）場合もあれば、国内のある場所か
ら別の場所へという形で行なわれる場合（国内人身取引）もある。輸送は合法
的に行なわれることも不法に行なわれることもあり、また空路・陸路・海路の
いずれの経路も用いられる。
その他の参照項目：「獲得」「搾取」「人身取引」

旅行書類（Travel Documents）　他国への入国の際に身分を証明するものとして
認められるあらゆる文書の総称。旅行書類としてもっとも広く用いられているの
は旅券と査証である。一定の身分証明カードその他の書類を認める国もある。
その他の参照項目：「身分証明書」

国連・国際組織犯罪防止条約（United Nations Convention against
Transnational Organized Crime）　「国際的な組織犯罪の防止に関する国
際連合条約」。組織犯罪一般と、国際組織犯罪であることが一般的な主要活動
の一部（マネーロンダリング、腐敗、捜査・訴追妨害など）に対処する。同条
約を補足する2つの議定書において、国際組織犯罪のなかでもとりわけ憂慮さ
れている特定の分野（人身取引および移民の密入国）も扱われている。
全文（英語）：http://www.unodc.org/unodc/en/treaties/CTOC/index.html
全文（日本語）：http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/soshiki/boshi.html
その他の参照項目：「国連・人身取引補足議定書」

国連・国際組織犯罪防止条約密入国議定書（United Nations Protocol against
the Smuggling of Migrants by Land, Air and Sea）　国連・国際組織犯
罪防止条約を補足する「陸路、海路及び空路により移民を密入国させることの
防止に関する議定書」。組織犯罪集団が移住者を密入国させるという、移住者
にとっては高いリスクをともなう行為が、犯罪者にとっては大きな利益をもた
らすことが多いという問題の悪化に対処する。
全文（英語）：http://www.unodc.org/unodc/en/treaties/CTOC/index.html
全文（日本語）：http : / /www .mo fa .go . j p /mo fa j /ga i ko/ t rea ty /
treaty162_2.html
その他の参照項目：「移民の密入国」「国連・国際組織犯罪防止条約」

国連・国際組織犯罪防止条約人身取引補足議定書（United Nations Protocol to
Prevent, Suppress, and Punish Trafficking in Persons）　国連・国際
組織犯罪防止条約を補足する「人（特に女性及び児童）の取引を防止し、抑止し
及び処罰するための議定書」。よりよい生活を追求したいという希望が組織犯罪
集団によって利用される、現代奴隷制の問題に対処する。移住者はしばしば監
禁・強制され、搾取的な、あるいは抑圧的な仕事（性産業や危険な職種が多い）
に就かされる。このような活動から得られた不当所得は組織犯罪集団のものとな
る。
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＜国連・人身取引補足議定書＞
全文（英語）：http://www2.ohchr.org/english/law/protocoltraffic.htm
全文（日本語）：http : / /www .mo fa .go . j p /mo fa j /ga i ko/ t r ea ty /
treaty162_1.html
同義語：パレルモ議定書
その他の参照項目：「人身取引」「国連・国際組織犯罪防止条約」

被害者（Victim）　力を持つ者またはその代理人による行為の対象とされ、多くの
場合、そのために悪影響を受けている者。事故・犯罪等の条件下で、負傷、毀
損、犠牲を被った者。抑圧、苦難または不当な取扱いの対象とされている者。
欺かれた、またはだまされた者14。

人身取引被害者（Victims of Trafficking）　人身取引という犯罪の被害者である
者（男性・女性・子ども）。
同義語：「人身取引の対象とされた者」（Trafficked Persons）
その他の参照項目：「子ども／児童」「人身取引」

最悪の形態の児童労働（Worst Forms of Child Labour）　「児童の売買及び取
引、負債による奴隷及び農奴、強制労働（武力紛争において使用するための児
童の強制的な徴集を含む。）等のあらゆる形態の奴隷制度又はこれに類する慣
行」、「売春、ポルノの製造又はわいせつな演技のために児童を使用し、あっせ
んし、又は提供すること」、「不正な活動、特に関連する国際条約に定義された
薬物の生産及び取引のために児童を使用し、あっせんし、又は提供すること」、
「児童の健康、安全若しくは道徳を害するおそれのある性質を有する業務又は
そのようなおそれのある状況下で行われる業務」（最悪の形態の児童労働の禁
止及び撤廃のための即時の行動に関する条約〔1999年〕3条）。
＜最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃のための即時の行動に関する条約＞
全文（英語）：http://www.hrw.org/children/child-legal.htm
全文（日本語）：http://www.ilo.org/public/japanese/region/asro/tokyo/
standards/c182.htm
その他の参照項目：「子ども／児童」「児童労働」「子ども兵士」「搾取」

14 Merriam-Webster Online.



人身取引対策に従事する IOM職員のビジョン・ステート
メント

我々は、移住者に対するあらゆる形態の搾取、特に人身取引の対象とされた者

に対する深刻な人権侵害と闘う。我々は、個人が負う責任と国際的な立場に基

づき、各国政府および市民社会におけるパートナーの力を高めていくととも

に、次のような持続的な成果をもたらす活動の基準を定める。

■ 人身取引の対象とされた女性、男性ならびに男女の子どもを保護し、エンパ

ワーメントを図る。
■ 人身取引に関する意識と理解を高める。
■ 人身取引の対象とされた人々の公正な扱いを確保する。




